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序章 
 
 本論は、「在亜沖縄県人連合会」の結成を、アルゼンチンにおける沖縄移民社会および社
会団体の形成の歴史のなかで明らかにし、その意義を考察するものである1。対象とする時
期は、アルゼンチンに沖縄からの移民が入国して以後、第二次世界大戦で移民受け入れが停
止され、戦後、移民が再開し、「在亜沖縄県人連合会」が結成される時期まで、すなわち 1908
年から 1951 年とする。 
 
・問題の所在 
1951 年、アルゼンチン（以下、アルゼンチンの漢字表記である亜爾然丁を省略して亜と
略す場合もある）では初めて沖縄移民自らによる総合団体として「在亜沖縄県人連合会」が
組織された。アルゼンチンの日本人移民及び沖縄移民自らが編纂した移民史（以下、移民史）
や、沖縄の地方自治体による地域史の刊行物（以下、地域史）、そして移民研究では、同連
合会が組織されたという事実が指摘されてはいるものの、十分には明らかにされてこなか
った。 
アルゼンチンでは沖縄からの移民が始まって以来、沖縄移民によるいくつかの団体が形
成されてきた。しかし、在亜沖縄移民全体を対象とし、現在まで続く総合団体が結成された
のはアルゼンチンに沖縄移民が到着して半世紀近くを経てのことであった。総合団体結成
になぜ半世紀を要したのかは、結成時期が第二次世界大戦終結間もなかったことと大きく
関係している。本研究がこの点も含めて「在亜沖縄県人連合会」（以下、連合会）に着目す
るのは次の理由による。 
第一に、連合会は、沖縄出身の民間人主導で組織され、現在に至る長い活動期間を持つこ
とである。本論で述べていくように、戦前の沖縄からのアルゼンチン移民開始初期に組織さ
れた「県人会」は間もなく日本人会に「合流」することになり、組織としては事実上の解散
となっている。また、その後県人会組織の代わりとして設立された組織は「官製」のもので
あり、在亜沖縄移民自身の手によって「県人会」ができるのは戦後を待たなければならなか
った。こうした経緯は、労働者としてアルゼンチンに入国した沖縄移民たちが、商社員など
を中心とする「セントロ組」主導の在亜日本人移民社会に再編されていく過程とも関係して
いた。したがって第二次世界大戦後の連合会の設立は、戦前からの日本人移民社会が、日本
の敗戦により迫られた変容の一端を示すものとして組織されたという側面から分析する必
要がある。 
第二に、連合会の設立に着目することは、沖縄の移民らによる同郷団体の結成や活動から、
彼らの仕事や生活の特徴を見ることにもつながる。従来の沖縄移民史研究では、同じく沖縄
移民が多数渡航しているハワイ、ブラジル、ペルーと比較してアルゼンチンを扱った研究は
少ない。その理由には移民初期より集団移住ではなく親族・知人を介した「呼び寄せ」によ
って、移民の多くが首都ブエノスアイレスを中心とする都市部に入り生活が現地社会と混
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在したこと、移民子弟がアルゼンチンの公教育に早い段階から入り込む中で、全体的に現地
社会への「同化」の度合いが高いとされたこと、その結果として他の移民先のように「沖縄
県人」としての集団的な活動が顕在化しなかったことが指摘できる。それだけに沖縄移民の
仕事や生活が取り上げられることも少なかった。後述のように、アルゼンチンの沖縄移民に
関する資料はハワイやブラジルなどに比して僅少であるが、沖縄移民が多くかかわった仕
事の同業者組合や労働組合の組織化とも関連付けながら同郷団体を分析したい。 
第三は、連合会結成の直接の契機が、戦後に展開された在亜日本人及び沖縄移民による祖
国・故郷への救済活動に端を発するとともに、戦前戦時の沖縄移民の生活や仕事、同郷者団
体の組織のされ方と関係があると考えるためである。戦前に海外に渡航した日本人移民ら
がそれぞれの居住国においてみせた「祖国支援」の救済活動はアルゼンチンにおいても展開
され、とりわけ沖縄移民は地上戦が行われた故郷・沖縄への救済活動を熱心に行った。連合
会の結成は、アルゼンチンにおける救済活動をめぐって結成された複数の団体が、救済活動
がひと段落したのち、統合されて誕生したことはこれまで刊行されてきた移民史及び研究
に記述されている。しかし、救済活動の中心母体の一つであった「沖縄音楽舞踊協会」の設
立趣意書が「亜国における沖縄出身者の教養を高め社会的地位を引き上げ他府県人と同水
準をすすめ且つ劣等感を抱くもの、優越感を持つ人々の蒙を啓くにある」2とうたったよう
に、戦後の沖縄移民による組織化は他府県出身者との「融和」を図りつつ、独自性、主体性
を内外に打ち出そうとするものであった。従って、救済活動をめぐる動きを、第一で指摘し
たような特徴をもつ戦前の在亜日本人社会と、そこでの沖縄出身者たちの生活や仕事との
関係から特徴づける必要があるだろう。 
 この点はさらに、こうした中で「在亜沖縄県人連合会」が戦後まもなく設立されたことと
関係する。連合会の設立には移民史で指摘されてきたように救済活動を通した戦後の沖縄
移民による組織化の影響が大きかったが、それだけでは同時期に「県人」の総合団体が求め
られた理由としては不十分である。戦前から市町村字別の団体が複数存在していた中で、戦
後の救済活動を経てこの時期に「沖縄」を掲げた組織が設立されたのは、米軍占領下の沖縄
をめぐる戦後の政治的状況、沖縄の「帰属」への関心があった。沖縄移民にとって沖縄の帰
属をめぐる問題は、他府県出身者とは異なる自らの国籍剥奪の可能性を含むものであった。
それだけに、戦前からの移民社会のありようと戦後の救済活動を背景としながら、故郷から
遠く離れた沖縄移民にとって「沖縄」と「日本」を強く意識せざるを得ない状況が「在亜沖
縄県人連合会」の設立に影響を与えたことこそ沖縄移民社会を考える上では欠かすことが
できないのではないか。アルゼンチンの沖縄移民社会がどのように形成され、連合会の設立
は沖縄移民にとっていかなる意味を持ったのか、本論を通して考察したい。 
 
・在亜邦人社会に関する刊行資料 
移民は移住した先で様々な理由から集団を形成し、時に組織化することで移民社会内外
における問題に向き合ってきた。移民先社会との交渉事や、移民社会内部の相互扶助、移民
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する前の故郷との連携など、組織が担ってきた役割は多様である。移民社会は、個人、集団
の様々な活動や組織化からも分析できるが、本論では沖縄を出自とすることで形成された
集団に着目する。アルゼンチンの日本人移民及び沖縄移民に関する史料が僅少であるなか、
移民自らが企画・編纂した刊行資料は情報に富んでいる。しかし、従来の研究では、これら
各移民史の資料としての性格や相互の関係が分析されることなく用いられてきた。本稿で
もこれら移民史に依拠することが多いため、以下に各移民史の内容と相互の関係を分析し
たい。 
アルゼンチンの日本人移民に関しては、アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編『アルゼ
ンチン日本人移民史』（戦前編・第一巻、2002 年。戦後編・第二巻、2006 年。何れも刊行
は在亜日系団体連合会）が在亜邦人の移民初期から現代までの歴史の記述のほかに、写真や
年表が掲載されているほか、編集委員会によるインタビューが用いられ、貴重な資料と言っ
てよいだろう。在亜邦人社会では、同書の編纂開始までにも移民史作成の取り組みがなされ
たが実現してこなかったという経緯があった。しかし、1999 年の在米日系博物館代表者の
訪亜を機にその重要性が強く認識されるようなり、翌年に移民史編纂委員会が組織され、執
筆および編集が開始された3。アルゼンチン経済の専門家であり日本人移民の研究も多い今
井圭子は同書について、「100 年を超える移民の歴史を移住の現場から移民の声をもって描
き出した類書をみない包括的な著作」であると評している4。本論では同書のこうした包括
的な性格を踏まえながらも、同移民史を移民の回顧録にとどまらない、また回顧の内容自体
に重要な情報を含む一次資料として用いる。ただし、同移民史の基礎となる年代、各出来事
の関係者名等の情報が、本書以前に刊行された次に紹介するような従来の移民史にも依拠
していることは、今井の評価においても他の研究においても指摘されてこなかった。そのた
め、本稿が同移民史を用いるにあたっては、同書発行以前のアルゼンチンの日本人移民史へ
の資料としての評価が必要となろう。 
そこで筆者は、従来の移民史では第二次世界大戦をめぐる移民社会の状況が、戦前・戦後
の相互の関係が連続性の中で十分には捉えられてこなかったことを指摘したい。移民研究
においては、佃陽子が指摘したように第二次世界大戦を境とした日本人の移住・移民の「『断
絶』が暗黙裡に了解され」ている。たとえばそれは、アメリカへの日系移民史研究における、
「一世」はアメリカに定着、同化すべき存在としてみなされるが、戦後の移民は必ずしも定
住すべきで存在ではなく、むしろ移動性や越境性を備えた一時滞在者といった把握の仕方
である5。しかし、在亜邦人社会に目を向けると、戦後における移民たちの生活が戦前から
の連続性と新たな変化の中にあることがわかる。 
『アルゼンチン日本人移民史』以前の刊行資料としては、自身がアルゼンチンに移民した
日本人である賀集九平が著した『アルゼンチン同胞五十年史』（誠文堂新光社、1956 年）、
同書の改訂版である『アルゼンチン同胞八十年史』（六興出版、1981 年）がある。両資料に
ついては、各項目の記載は短いが年代順に在亜邦人社会での出来事が記されているため、
『アルゼンチン日本人移民史』執筆の際にも事実関係を確認する上で重要な資料となった
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ことが記されている。両移民史が刊行された間には、移民当事者と研究者の共同で作成され
た、日本人アルゼンティン移住史編纂委員会編『日本人アルゼンティン移住史』（日本人ア
ルゼンティン移住史編纂委員会、1971 年）も刊行された。『アルゼンチン日本人移民史』は
先に挙げた 3 冊を参照しながら、それらの内容や資料の不足を補い編まれた。在亜邦人の
歴史や社会が著された刊行物としてはほかに、日本アルゼンチン修好 100 周年を記念して
出版された『日本アルゼンチン交流史 はるかな友と 100 年』（日本アルゼンチン修好 100
周年記念事業組織委員会、日本アルゼンチン協会、1998 年）と、『アルゼンチンと日本―友
好関係史―』（日本貿易振興会、1998 年）がある。いずれも両国の外交関係や友好関係に焦
点をあてた記述がされ、日本人移民についても、両国の友好関係を深める上で重要であった
ことが記述されている。 
先に挙げた移民史も、政府機関や経済団体が編纂した「友好史」も、多くは周年の節目に
企画もしくは刊行され、内容は移民の歴史や生活、行事といった部分では共通しているもの
が多い。ただし、第二次世界大戦をめぐる扱いには違いがみられる。すなわち、先に挙げた
賀集の移民史は同大戦をめぐる記述が極めて少なく、「友好史」類は両国の関係性に配慮し
た記述がされている。そうした中で、最初に挙げた『アルゼンチン日本人移民史』は、その
序文にあるように、「あくまで誇張することなく人間がおかれた明暗を描き、最も直接かつ
率直たらんとする客観的な文脈を追求しながら現実的な内容の微妙な均衡を保つ」ことが
目指された6。そのため同移民史の記述には、それまでの移民史とは異なる点として、移民
たちの職業や生活を、特定の階層の人々や移民の「苦労と成功」の物語に集中させることな
く描いている。また、そうした視点から第二次世界大戦をめぐる在亜邦人社会に関する記述
もこれまでより多く含まれ、戦前と戦後の連続性を読み取ることが可能な資料となってい
る。同移民史を用いることで、本論で扱う移民初期から第二次世界大戦後 1951 年までの在
亜邦人社会について明らかになるだけでなく、戦前・戦後の関係性の中で在亜沖縄県人連合
会が設立される過程を分析することが可能になる。 
 
・在亜沖縄移民社会に関する刊行資料 
上記の各刊行資料はアルゼンチンの日本人全体を対象とし、出身地域による個別の移民
史はほとんど描かれておらず、在亜邦人の多くを占めた沖縄出身者についても同様の扱い
である。『アルゼンチン日本人移民史』には沖縄移民について独立した項目が立てられてい
るが、記述されている内容は在亜沖縄移民社会の芸能と沖縄県人連合会の活動について簡
略にまとめたにすぎない。一方、沖縄の人々が自らを称するときに用いる「うちなーんちゅ」
を冠した移民史である『アルゼンチンのうちなーんちゅ 80 年史』（アルゼンチンのうちな
ーんちゅ 80 年史編集委員会編、在亜沖縄県人連合会、1994 年）は、初めてアルゼンチンの
沖縄移民を対象としてまとめられた移民史であった。編纂の経緯については、同書の編集委
員であった新垣善太郎は作成にとりかかって間もない頃の様子を以下のように書き残して
いる。 
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はじめてみて解ったことだが、信頼できる資料が一つもないことには驚かされ
た。在亜同胞の正史とも称されるべき賀集九平氏の『五十年史』（『アルゼンチン同
胞五十年史』：引用者注）や『八十年史』（『アルゼンチン同胞八十年史』：引用者注）
にして、県人同胞については粗雑に扱われていて、さして役に立ちそうにもない。
大体において、在亜邦人の 70 パーセント以上を占めていると言われながら、県人
先輩達の足跡が全く不明のまま放置されていきたということそのものがおかしい。
幸いにして、未だ在亜五十年六十年組の県人先輩達が少ないながら健在である。今
こそ、その先輩達から聞き取りの記録を取っておかないと、アルゼンチンでのウチ
ナーンチュの歴史が暗の彼方に押しやられるであろう。 
 
これは、在亜邦人社会の日本語新聞『亜国日報』の記者を務めていた新垣が寄稿した原稿
の下書きである7。沖縄移民に焦点をしぼった移民史を編纂するにあたって「在亜同胞の正
史」とされてきた賀集の著した移民史において「県人同胞」が「粗雑に扱われ」ているため
「役に立ちそうにない」と断じ、「アルゼンチンでのウチナーンチュの歴史が暗の彼方に押
しやられる」という危機感をもとに編纂されたのが『アルゼンチンのうちなーんちゅ 80 年
史』であった。新垣の指摘に含意される批判は在亜邦人社会の内部で「暗の彼方に押しやら
れ」ている沖縄移民の位置と他府県出身者との関係をあらわしている。本論中でも触れるが、
一般に他国の移民社会でみられた沖縄移民に対する差別はほとんど無かったとも言われる
在亜邦人社会において、実際には邦人社会内部にも差別がみられたこと、そしてそれが沖縄
移民のみを対象とした沖縄移民自身による移民史編纂の動機となったことが新垣のメモか
らはわかる。同書については、通史的な説明がないこと、また、在亜沖縄移民社会の諸団体
で力をもった一部の「中心人物」に絞った記述が多いことなどから在亜沖縄移民の間でも評
価は分かれる。筆者の調査においても、移民たちから同書の内容や記述の方法に疑問を持っ
ているといった発言を何度か耳にした。しかし同書は、アルゼンチンで編纂された沖縄移民
に関する初めての刊行物であることから、他の移民史では詳述されていない人物について
記載されていること、首都ブエノスアイレスだけでなく地方の移民たちへの取材も含まれ、
他地域の沖縄出身者との協力関係が欠かせなかったこと、在亜沖縄移民の全体像を記録し
ようとした点で、従来の移民史には無い特徴がある。 
『アルゼンチンのうちなーんちゅ 80 年史』以降に発行された、在亜沖縄移民を対象とす
る移民史には、沖縄移民 100 周年事業の一つとして企画された『アルゼンチン、沖縄移民
100 年の歩み』（在亜沖縄県人連合会移民史編纂委員会編、在亜沖縄県人連合会）が存在す
る。刊行までに約 8 年の歳月を要し、2016 年に刊行された。スペイン語版もほぼ同時期に
刊行されている。先述の『アルゼンチン日本人移民史』についても戦前編・戦後編ともにス
ペイン語版があるが、二冊組であり一冊ごとの分量も多かったことから、『アルゼンチン、
沖縄移民 100 年の歩み』では、「沖縄を知らない二世、三世、四世の子弟を想定読者とする」、
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「読みきれるページ数にする」との方針がとられた8。「世代交代」と、時代の違いによる変
化の激しい移民社会にとって、自らの歴史を振り返る際にいかに若い世代に関心を持たせ
るかという点にも重点が置かれていることがわかる。また、アルゼンチン社会の読者も想定
されているだろう。 
移民の歴史に関する事実関係の記述は『アルゼンチン日本人移民史』に依拠している箇所
も見られるため、本論が対象とする移民社会の形成や戦後の救済活動と連合会の設立に関
する記述も従来の移民史に準じたものにとどまっている。その一方で、新たに戦後移民の一
世や、戦前移民の子である高齢の二世などを対象としたインタビューやコラムが加えられ
たことで、移民開始から 100 年の時を経た近年の沖縄移民を知ることのできる貴重な資料
となっている。また、移民社会における差別の問題、すなわち、アルゼンチンの「白人社会」
における日本人に対する差別と、日本人どうしの中にみられた沖縄出身者への差別に関す
る記述もまとめられた9。一般的な移民史では避けられることもある移民社会の「負の側面」
に踏み込んだ内容であり、同書の特徴のひとつと言えるだろう。 
 ここまで述べてきた刊行資料についてまとめると、「在亜同胞の正史」である『アルゼン
チン同胞 50 年史』には第二次世界大戦をめぐる記述はほとんどみられず、改訂された『ア
ルゼンチン同胞 80 年史』においても第二次世界大戦及び戦後直後期の記述は加えられなか
った。両移民史は先述したようにその後に刊行された各移民史や研究の基盤となっている
ことから、両移民史における戦後期の不在が、その後に発行された刊行資料や研究における
戦後期の不在につながっていると言えるだろう。また、在亜沖縄移民に関する移民史は、日
本人移民史ではほとんど扱われてこなかった沖縄移民の存在を浮き彫りにした。その一方
で、既存の移民史への依拠と資料の制約から、第二次世界大戦と戦後直後期をめぐっては、
未だ十分な記述がなされていない。第二次世界大戦及びその後の戦後 70 年以上を経た現在
もなお未発見・未整理の資料が多いと考えられる中で、刊行資料を活用しながら、資料その
ものも分析対象とすることで、戦後直後期の在亜邦人社会を捉える視点を広げたい。 
 
・先行研究にみる在亜邦人及び沖縄移民／社会の時期区分 
在亜邦人及び沖縄移民に関する研究は、以上のような移民史に依拠しながら行われてき
た。アルゼンチンの日本人移民・沖縄移民に関して通時的な視点から分析する研究が少ない
中で、石川友紀と小那覇セシリアは、それぞれ以下のように在亜邦人社会の形成と発展を時
期区分した。石川友紀は、「移民の送出状況の把握の可能な名称」を付け、以下の 5 つの時
代に分けている10。 
 
(1) 移民開拓時代（1910 年代） 
(2) 移民活躍時代（1920～1930 年代） 
(3) 移民中絶時代（1940 年代） 
(4) 移民再開時代（1950～1960 年代） 
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(5) 移民停滞時代（1970 年代） 
 
石川は「すべての人に納得のいく客観的な区分は困難」として 10 年ごとに時期区分し、
それが各時期の「送出状況の把握可能な名称」として、開拓、活躍、中絶、再開、停滞とい
う表現であらわされている。すなわち、少数の日本人移民が、呼び寄せという形で親族・知
人を少しずつ増やしていった移民流入の「開拓」から、渡航者の増加と一定の職業への分散、
独立経営者が徐々に増えていく「活躍」の時期、そして第二次世界大戦によって移民が「中
絶」するまでと、10 年ごとに区切っている。石川の区分は在亜邦人社会全体を対象として
いるため沖縄出身者に限定しているわけではないが、戦前は在亜邦人社会の約半数が沖縄
出身者で占められてきたことを考えれば、在亜邦人社会全体を対象とした同区分は沖縄移
民について考える場合も有効であると言えよう。しかし、移民初期から第二次世界大戦の影
響を経て移民が再開しその後減少していくという過程は他国の日本人移民社会においても
みられるため、アルゼンチンの特徴を必ずしも反映させたとはいえない。 
一方、アルゼンチンの日本人移民社会で起きた「出来事」をもとに以下のように時期区分
したのが小那覇セシリアである11。 
 
第一時期 1886 年から 1917 年まで 牧野到着から在亜日本人会の設立まで 
第二時期 1918 年から 1940 年まで 日本公使館設置、独立営業者増 
第三時期 1941 年から 1945 年まで 移民の入国中止、終戦 
第四時期 1946 年から 1952 年まで 二世の帰国 
第五時期 1952 年から12       日本人移民の再開 
 
アルゼンチンにおける日本人移民は 1908 年の第一回ブラジル移民の転住者によって始
まるが、それ以前から少数の日本人が各自の事情や希望によってアルゼンチンにすでに入
国していた。その代表が牧野金蔵のアルゼンチン入国であり、在亜邦人の周年記念は牧野の
到着を起点に数えられている。石川が第一回ブラジル移民のアルゼンチン転住を起点とし
ているのに対し、小那覇の区分では第一時期を牧野がアルゼンチンに到着する 1886 年から
始め、1917 年の日本人会の設立までとしている。第二時期は 1918 年の日本公使館の設置
から独立営業者が増加する 1940 年とされている。第三の時期は 1941 年から 1945 年で、
移民の中断と第二次世界大戦の終戦によって区切られ、第四の時期は戦前に教育等のため
日本に滞在し、戦争によって家族と離れた状態にあった二世の帰国であり、第五の時期が
「日本人移民」の再開となっている。 
小那覇はそれぞれの時代について、日本人会の設立や独立経営者の増加など在亜邦人社
会の変化の契機とみなした「出来事」とし、区分の裏付けとしている。ただし、在亜邦人社
会内部の対立や職業の変遷から定着という過程が 1918 年から 1940 年までの長い期間でま
とめているほか、戦後についても二世の帰国と移民の再開という人の動きの契機に絞られ
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ている点は石川の区分と重なる点もある。ただし、両区分ともそれぞれの出来事がいかなる
関係の中で日本人移民社会を形成したのかについては論じられておらず、とりわけ第二次
世界大戦の進展と終結、そして終戦直後の過程で変化した移民社会を反映するような区分
がなされていない。加えて、在亜邦人社会における沖縄出身者の占める割合の高さと、移民
の故郷である沖縄の辿ってきた歴史的・文化的な独自性及び戦争の経験を踏まえると、沖縄
移民社会の形成過程を時期区分の指標に含めることは在亜邦人社会の理解に必要であると
言えるだろう。 
 そこで本論では、対象とする 1908 年から 1951 年について、沖縄移民による労働及び生
活を社会形成との関係から以下のように区分する。 
 
第一期 1908 年～1917 年 在亜沖縄移民最初期の労働と社会団体の形成 
第二期 1918 年～1930 年 呼び寄せ移民の増加と職業の移行 
第三期 1931 年～1940 年 「三大職業」の拡大と沖縄移民の生活 
第四期 1941 年～1946 年 太平洋戦争の沖縄移民への影響と在亜邦人の協働 
第五期 1947 年～1951 年 沖縄移民による社会活動の顕在化と組織形成 
 
第一期は、沖縄移民については第一回ブラジル移民の転住者が最初の移民であるため
1908 年を起点とし、移民の多くが日雇いとして低廉な肉体労働に従事し厳しい生活環境の
もとで共同生活を送った時期から、最初の「沖縄県人会」が立ち上がり、日本人会との「合
流」によって消滅する 1917 年までとした。第二期は「呼び寄せ」によってアルゼンチンに
おける沖縄出身者が増加し、市町村字ごとの同郷人会が結成されると同時に、沖縄県からの
要請によって「沖縄県人会」に代わる組織として沖縄海外協会アルゼンチン支部が 1930 年
に設立されたこと、また職業が第一期の肉体労働だけではなく、第三期にみるような「三大
職業」にある程度絞られてくる時期でもある。第三期は、移民が増加し、彼らが在亜邦人の
「三大職業」に集中するとともに、独立する者が増える時期である。1920 年代から始まる
世界的な経済恐慌の影響を強く受け、アルゼンチン各地で働いていた国内労働者や各国か
らの移民が仕事を求めて都市へ流入した。その中で、経済基盤を何とか確保した在亜邦人は
安定を求めて独立を志向し始めた。第四期は日米開戦から在亜邦人が「敵性外国人」として
の登録を解除される前までである。アルゼンチンにおいて日本人移民は敵性外国人となっ
たが戦時中の扱いは相対的に穏やかであったと言われている。それでも日本アルゼンチン
間の自由な往来は困難となり、国内での移動も制限され、日本人会や日本語学校は活動停止
に追い込まれ、日本人会館は接収の対象となった。日本がポツダム宣言を受諾し休戦協定を
結んだ 9 月以後も、沖縄移民を含む在亜邦人の生活がすべて戦前の状況に戻ったわけでは
なかったが、1946 年には祖国への救済活動などの新たな活動がうまれ始めた。したがって
第五期は、沖縄移民を含む在亜邦人が敵性外国人としての指定を解除される 1947 年からと
し、祖国・故郷を支援する救済活動のための団体の結成や活動が活発化し、それを土台に沖
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縄出身者としての生存を求める諸活動を包括する組織としての「在亜沖縄県人連合会」が形
成される 1951 年までとした。以上の区分を念頭に置くことで、戦前の移民社会の形成と戦
後のつながりを意識することが可能になる。 
 
・先行研究にみる沖縄移民の不在と戦後直後期の不在 
アルゼンチンの日本人移民社会を扱った研究は少ないが、その中に小那覇セシリアによ
る在亜邦人社会の歴史と社会形成を扱った論文がある13。小那覇は、日系社会の形成要因と
して彼らの意識に着目し、第二次世界大戦による「強いショック」が、それまで保持してき
た「日本人」としてのアイデンティティを変化させるきっかけになったとした。そして、日
本の敗戦で「帰国の夢」が閉ざされたことによって「ホスト社会の『客』」ではなく完全に
その一員になり、「『意識的にエスニック・日本人』つまり『日系人』が誕生した」と結論付
けている14。しかし、アルゼンチンの「日本人」の多くを占めた沖縄移民にとって日本敗戦
がいかなる影響を及ぼしたのかという点は論じられていない。戦争との関連で日本人移民
の「アイデンティティ」について論じるのであれば、戦争による被害に加え米軍占領下に置
かれた沖縄を故郷とする移民たちの意識について論じられるべきであろう。小那覇が言う
アルゼンチンと日本の対比の中から「日系人」という自己認識を形成していくのは、いま少
し時間が経過してからである。本論で述べるように、戦後直後の時期は寧ろ、「日本人」で
あり「沖縄県人」であることが彼らの中で強く意識される時期であった。 
在亜邦人社会について研究のある比嘉マルセーロは、日本人のアルゼンチン社会への編
入過程を、移民初期からの歴史的変化の中で整理した。具体的に述べれば、日本人移民の職
業選択が功を奏したことによって社会への編入がスムーズに行われたこと、第二世代から
は教育の機会によって社会的な上昇も可能であったことを挙げ、「無一文の移民からスター
トしたコミュニティ」という観点からすると、「それなりの成功」として評価した15。一方
で、在亜邦人社会における沖縄移民の歴史は、「日本人」の他者としての「沖縄人」を確立
していくものでもあったとしている。「沖縄」は国籍ではないことに加え、近代国家への編
入過程において沖縄にも施された日本の同化教育を受けてきた沖縄移民たちは、外国で自
らをあらわす場合は「日本人」であった。比嘉が述べているように、沖縄出身者たちの言語
生活や婚姻関係、コミュニティ全体を代表する団体の参加などの実態には、「『日本人』との
はっきりした境が維持」されており、「日本人としての国民言説の受け入れと主張」にもか
かわらず、日常生活では明らかに「『日本人』と異なった、独自な世界」を築き上げていた
16。しかし、それは常に「日本」との関係を意識しながら構築されていくものである。本論
でみていく「在亜沖縄県人連合会」の形成は、こうした歴史・社会的背景と切り離して考え
ることはできない。 
比嘉、小那覇ともに在亜邦人社会の通史的な記述の中で、戦前に築かれた社会がいかなる
形で具体的に戦後の社会へとつながっていくのかという点についての関心は低いという共
通点がある。comunidad（「コムニダ―」共同体の意；筆者注）とも呼ばれる在亜邦人社会
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に関する海外の研究には、Isabel Laumonier 及び Hector Maletta・Silvia Lepore による
ものがある17。これらは在亜邦人社会の歴史、世代ごとの割合や職業構成といった基礎的な
情報を提供、分析している。ただし、アルゼンチンの日本人移民社会に沖縄出身者の占める
割合が高いことを指摘する一方で、その出自が彼らの生活や団体の形成にいかなる影響を
与えたかということについては論じられていない。 
以上のように、在亜邦人社会に関する研究では、第二次世界大戦の前後が「断絶」して扱
われてきた、あるいはその影響については十分に検討されてこなかった中で、同大戦前後の
在亜邦人社会を対象としているものに今井圭子の一連の研究がある18。今井は現地の新聞や
資料を用いながら第二次世界大戦の展開過程の中で、在亜邦人の取り扱いなど詳細に論じ
た。ただし、あくまでも邦人社会全体を対象としているため、沖縄移民の戦中戦後の特殊な
立場については触れられていない。今井が論じた第二次世界大戦中の在亜邦人社会をめぐ
る状況の分析をふまえ沖縄移民について考察することは、在亜邦人社会の実体をより明ら
かにすることにもつながるだろう。 
 
・「在沖縄県人連合会」の設立について 
先行研究では、沖縄移民について論じられる場合は、その特殊性はもっぱら「アイデンテ
ィティ」と「ナショナリティ」に求められてきた。同時に、在亜邦人社会全体を論じる場合
にも沖縄移民は邦人社会の一員として扱われ、彼らが抱える特殊な事情は多くの場合にお
いて分析対象にならないという特徴を指摘することができるだろう。しかし実際には、呼び
寄せ移民の事例をみても、1948 年から戦後いち早くアルゼンチンへの親族呼び寄せを始め
たのは沖縄出身者である。また、沖縄からの渡航者が増えるにつれ同郷者組織設立の動きも
活発化し、地方都市や戦後に行なわれた集団移住地周辺においても新たな沖縄移民による
団体が設立されていった。こうした過程を経て、大多数の移民の定着先であった首都ブエノ
スアイレスでは、第二次世界大戦後に設立された「在亜沖縄救済会」、「沖縄音楽舞踊協会」、
「南郷体育倶楽部」の 3 団体を母体として 1951 年に「在亜沖縄県人連合会」が設立された。
現在も続く同組織は、ブエノスアイレス市内に独自の会館と郊外に広い運動場（うるま園）
を持ち、さまざまな活動を行っている。こうした団体が結成されるのは、沖縄出身の移民た
ちが「他府県の移住者に比べ移住先での結束は固く」、「沖縄人の意識を固く保持」している
ためと理由づけられることがあり19、沖縄移民の多いハワイや中南米でしばしば指摘され、
ステレオタイプ化される傾向にある。しかし、沖縄移民の団体形成については、彼らの意識
が固辞されてきたという指摘にとどまらず、なぜそうならざるを得なかったのか、あるいは
それは具体的にどのような場面において顕在化するのかを明らかにすることで団体・組織
の性格そのものが特徴づけられるだろう。在亜邦人社会の文脈において「沖縄県人」を掲げ
た連合会の設立を捉え直すことは、戦争をめぐる移民社会の側面を、人々の意識や心情をも
取り入れながら理解することを可能にする。 
沖縄移民による同郷者組織の結成については、ハワイにおける沖縄移民組織が参考にな
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る。「ハワイ沖縄連合会」が設立されたのも第二次世界大戦後であり、戦前に日本人渡航者
が多かった国・地域で発生した、敗戦の日本・沖縄へ物資等を送る救済活動の「副産物」と
して誕生した。すなわち、郷土への支援という目的を共有することで「ハワイ沖縄人連合会」
は設立された20。こうした経緯はハワイに限らず、本論で述べるようにアルゼンチンにおい
ても同様の経緯で連合会が設立されている。山下靖子は、「琉球民族」の独立という視点か
らハワイの沖縄移民による故郷への救済活動について論じる中で、「各地域における沖縄系
としての立場を意識しつつも、沖縄がどの国家に帰属すべきか、独立すべきか、といった帰
属問題に収斂されない『一民族』としての彼らの思いが反映されていた」と分析している21。
ハワイやブラジルには沖縄移民に対する差別や排斥が根強く存在し、また、第二次世界大戦
中にも敵国人として扱われることを通して、「日本」と「沖縄」という帰属意識の問題が強
く問われる環境にあった。その点で、アルゼンチンでは本論で述べるように戦争による激し
い環境の変化や差別にさらされる機会は少なかったといわれるため、ハワイのケースをア
ルゼンチンにそのままあてはめることはできない。それでも、アルゼンチンでの差別の有無
や実態を検証すると同時に、救済活動をめぐる諸組織には「日本人」という枠組だけでは捉
えきれない沖縄移民による独自の活動があったことを丁寧に明らかにする必要があるだろ
う。 
日本本土とは異なる歴史を戦前・戦中・戦後と生きてきた沖縄移民にとっては、救済活動
もまた自らの故郷の置かれた状況を再確認する作業であった。アルゼンチンにおいても、第
二次世界大戦後の自由な往来のできない中で「沖縄」を掲げた総合団体の設立が目指され、
1951 年に在亜沖縄県人連合会が設立された。連合会の設立は、第二次世界大戦後の在亜沖
縄移民の繋がりの範囲が広がったという点を抜きに考えることはできないが、本論でみて
いくように、そこには移民たちの故郷沖縄への意識が、日本あるいは米国への「帰属」とい
う問題を通して問われ、表現された結果でもあったのではないか。 
 
・本論の構成 
本論の構成は以下の通りである。第一章では沖縄からアルゼンチンへの移民について概
観し、アルゼンチンにおける移民をめぐる議論や政策にも言及しながらどのようにアルゼ
ンチンにおける日本人移民社会、沖縄移民社会が形成されたのかを論じる。 
第二章では沖縄移民による移民初期の社会形成を見るために、第二次世界大戦以前の時
期を対象として最初期と発展期として大きく二つの時期に分け、組織や集団の形成や活動
の概要を記述する。その際、沖縄移民による組織だけに着目するのではなく、他府県出身者
による組織や、「日本人」としてのまとまりをもつ組織などにも着目することで、アルゼン
チン社会における日本人移民の立場や、コミュニティ内部での出身地域や仕事といった階
層による重層的な社会の中での沖縄移民社会をみていきたい。資料としては、各組織や集団
の記念誌や、先に述べた移民史よりも前に発行された出版物を使用するほか、個人による手
記等も合わせて用いる。 
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第三章では第二次世界大戦をめぐる在亜邦人社会について記述する。「敵国人」となった
アルゼンチンにおける日本人移民がいかに戦中・戦後を過ごしたのか。相対的に穏やかであ
ったといわれたその内実はいかなるものであったのかを見ていく。この時代の移民社会に
ついては『アルゼンチン日本人移民史』が最も情報に富むため、これに第二次世界大戦をめ
ぐるアルゼンチンの主要新聞の報道をあわせて用いる。両史料によって、当時の沖縄移民の
知り得た情報はどのようなものであったのか、彼らの集団形成に与えた影響を考察したい。
第二次世界大戦期に関する在亜沖縄移民の研究が少ないのは資料の少なさが第一に挙げら
れるが、戦後行われてきた調査においても十分には聞き取りが行われてきたとはいえない
のではないだろうか。『アルゼンチンのうちなーんちゅ 80 年史』においても第二次世界大
戦をめぐる記述は少なく、当時を知る人々の座談会でも戦争をめぐる詳細な情報はみられ
ない。インタビュアーの質問によるのか、座談会参加者たちが避けたのかについては検討を
要するが、戦時中に関してはあまり積極的な情報収集がなされた形跡は見られない。本論で
は同書や移民史を用いるだけでなく、他の組織による記念誌や個人誌などからも断片的な
がら戦争をめぐる記述を整理した。 
第四章では、第二次世界大戦直後の在亜邦人会について論じる。第二次世界大戦時から戦
後にかけてのアルゼンチンの日本人移民社会では、強制送還や強制収容が他の連合国のよ
うには行われなかったことを一因として、戦時からの復興という意味をもった移民組織の
再編や活動についてほとんど明らかにされてこなかった。戦争を挟んで離れ離れになって
いた家族を日本からアルゼンチンへと呼び戻し、あるいは新たに人を呼ぶ活動が、当時のア
ルゼンチン政府中央との関係や大統領の関係を含む在亜邦人社会にとっての重要な出来事
であるため、移民史に加えて新聞資料等を用いながら明らかにしていきたい。 
第五章では、戦後、在亜邦人社会において敗戦の祖国日本・沖縄へ物資を送る救済活動が
開始されたことを論じる。在亜邦人社会全体が動いた救済活動の中で、沖縄移民がとりわけ
故郷沖縄に特化した支援活動を始めたこと、その経緯と様相を取り上げる。沖縄移民による
こうした沖縄への救済活動は、「在亜沖縄県人連合会｣創設の直接の契機となった「沖縄救済
会」が、在亜邦人社会による救済活動を束ねた「日本羅災者救恤委員会」内の活動から独立
してゆく過程でもあった。こうした関係を出身地という視点のみならず、沖縄移民による戦
前の同業者組合、花卉組合への視点を加え、明らかにする。 
第六章では、｢在亜沖縄県人連合会｣結成の前提となったのが、沖縄の音楽や舞踊を中心的
な活動とする組織であることを踏まえ、沖縄の文化・芸能に着目しながら論じる。戦後の救
済活動において沖縄芸能を披露する演芸会の開催は人集め、募金集めに有効な手段であっ
た。沖縄の文化・芸能は多くの移民先において蔑視されてきた経緯があるが、戦後沖縄を占
領した米軍はこれを奨励する政策をとった。米軍の政策がそのまま海外在住の沖縄出身者
たちに施されたわけではなかったが、戦後の移民が再開されていく中で、移民先での救済活
動にみられた芸能を中心とする組織活動が、故郷沖縄における米軍の占領政策からの影響
を受けつつ、在亜日本人社会のなかで「沖縄人」としての主張や活動を内外に強く打ち出し
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た経緯と実態を明らかにする。 
第七章では「在亜沖縄県人連合会」の設立について論じる。戦後に発行された、沖縄移民
のための新聞刊行の経緯や、戦争を挟んで中断されていた移民の再開による「戦前派」・「戦
後派」による確執、そして故郷から離れたままの沖縄移民たちが抱えていた故郷の帰属問題
への関心を軸に考える。同時期をめぐって行われた組織形成や活動には沖縄移民による戦
前からの人的結合や文化的要素が極めて重要な役割を果たしたこと、更には、戦後日本本土
から切り離され米軍占領下におかれた沖縄移民の状況を踏まえながら、戦後に沖縄出身者
の総合団体がアルゼンチンにおいて誕生した意義を考察する。 
 
・アルゼンチンにおける日本人移民と沖縄移民の名称について 
 ここで、本論で扱うアルゼンチンの沖縄移民と沖縄移民社会の名称について触れておき
たい。比嘉マルセーロが「沖縄出身の移民は国籍上日本人であるとはいえ、沖縄の特殊な歴
史、社会的背景を考慮すれば、彼らを『日本人』と呼ぶには微妙なニュアンスが入るだろう」
と述べているように22、その呼称は時代背景や移民自身の意識などによって異なり、「沖縄
県人」、「沖縄系人」、「沖縄県系人」、「沖縄人」、「沖縄系移民」、「沖縄県系移民」などの呼称・
表記がこれまで用いられてきた。また、沖縄移民が自らを呼称するときに用いる「ウチナー
ンチュ」がそのまま研究において用いられる場合や、「ウチナーンチュ移民」と表記される
場合もある。山下靖子は沖縄移民の呼称を「あくまで沖縄出身の移民」という意味で「沖縄
系移民」という言葉を用いている。その理由は、沖縄出身者が「吟味されることなく、日本
本土出身の移民と異なる一エスニック集団であることが前提とされる」ことに疑問を呈し、
本土出身者との間に単純な境界線を引かないためとしている23。しかし、本論では、沖縄出
身者によって形成された移民社会の集団・組織形成について論じるため、沖縄出身者である
ことが明確になるよう「沖縄出身者」及び「沖縄移民」とした。ただし、初期移民の子弟や
幼少期に移民した者など、かなりの程度一世の生活に近い経験をしてきた者や、一方で親と
は異なりアルゼンチン社会へ早い段階で「同化」した者もあるため、世代や渡航時期の違い
を含めて「沖縄系の人々」という呼称を用いる場合もある。また、「沖縄移民社会」「沖縄系
社会」については、移民が集住するような地理的な居住地域を指すのではなく、住居は各自・
各家庭で離れていてもブエノスアイレス及びその近郊に暮らし、職業や出身地域などによ
って築かれる個人や家族のつながりからなる社会を指している。 
出身地にかかわらず、日本人移民全体について述べる場合には、「日本人移民」あるいは
当時最も一般的であった呼称である「在亜邦人」を用いた。石田智恵によれば、現在よく用
いられる｢日系人｣という名称がアルゼンチンにおいて定着してゆくのは 1980 年代以降で
ある24。そのため、本論で扱う時期の呼称としては、刊行資料や当時の新聞にも見られるよ
うに「在亜邦人・在日本人（社会）」とする。なお、前山隆は「正しい使われ方があるとい
うものではない」と前置きをした上で、研究上の用語として「日本生まれ、日本国籍の移民
（一般に一世と呼ぶ）および現地生まれ、現地国籍の移民の子孫」としている25。アンジェ
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ロ・イシも「日系移民とその子孫」というのが日系人の一般的な意味であり、数における「日
本人の血を少しでも引く者」と、自分のことを「日系人」と意識しているかどうかというア
イデンティティの問題は別であると説明している26。本論では基本的にこの概念を共有する
が、本論が対象としている時期は移民社会においていわゆる一世が中心であることから、
「日系人」ではなく、「アルゼンチンの日本人（移民）」、「在亜邦人」とした。 
 
1 本論で使用する「社会団体」の用語は、移民先にみられた出身地を同じくする同郷者組織、
同業者組織、労働者組織のほか、必ずしも「組織化」されていない職業や居住地域による緩や
かな繋がりをも含めた呼称として用いている。沖縄移民社会にみられる団体・組織について
は、これまでの研究においては出身の市町村字による同郷者組織のみで分析されがちであった
が、他府県出身者との関係や職業によるつながり、階層ごとのまとまりなど、個人の生活に存
在する多層な社会を捉えるため敢えて同郷者による組織に限定せず、多様な組織の集合体を
「社会団体」と呼んでいる。 
2 『らぷらた報知』1949 年 2 月 19 日。 
3 今井圭子「〈文献紹介〉アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編『アルゼンチン日本人移民
史 第一巻 戦前編』『アルゼンチン日本人移民史 第二巻 戦後編』」、『コスモポリス』
2 号、上智大学、2008 年、p.51。 
4 同上論文、p.62。 
5 佃陽子「ハワイにおける現代の日本人移住者の移動性と『移民性』」『教養論集』25 号、成
城大学法学会、2015 年、p.46。 
6 アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編『アルゼンチン日本人移民史 第一巻 戦前編』在
亜日系団体連合会、2002 年、p.9。 
7 新垣善太郎の手書き原稿。「亜国日報社 関係寄贈資料」（国会図書館所蔵）。 
8 澤恭子「『アルゼンチン、沖縄移民 100 年の歩み』とその後」、『歴史評論』815 号、2018
年、p.98。 
9 同上、pp.100-101。 
10 石川友紀「アルゼンチンにおける沖縄県出身自由移民の職業構成の変遷について―分析と考
察を中心に―」『琉球大学法文学部紀要 史学・地理学編 26 号』琉球大学法文学部、1983
年、p.71。 
11 小那覇 M.セシリア「アルゼンチンの日本人移民の歴史―自由移民と日系社会形成―」、総
合研究大学院大学文化科学研究科国際日本研究専攻 博士論文、1996 年、P.139。 
12 同論文に掲載されている年表では 1953 年からとなっているが、内容にそくして考えた場
合、年表も 1952 年が正しい表記であると考えられる。 
13 小那覇前掲論文。 
14 同上論文、p.319。 
15 ヒガ・マルセーロ｢アルゼンチンにおける日本人移民社会の形成過程｣、フェリス女学院大学
編『異文化の交流と共生 グローバリゼーションの可能性』翰林書房、2004 年、p.152。 
16 比嘉マルセーロ「沖縄に『ルーツ(roots/routes)』をもとめて」、『国文学 解釈と鑑賞』67
巻 7 号、至文堂、2002 年、pp.166-167。 
17 Laumonier, Isabel. “Japoneses: esa otra inmigración”, Todo es Historia, 263, 1989.；
Maletta, Héctor y Lepore, Silvia. “La colectividad japonesa en la Argentina”, EML, núm.15-
16, 1990. 
18 今井圭子「アルゼンチン主要紙による戦前の日本移民をめぐる報道」、『上智大学外国語学
部紀要』36 号、2001 年。同「アルゼンチン主要紙にみる第二次世界大戦末期の報道―対枢軸
宣戦布告と在亜邦人処遇問題を中心に―」、『上智大学外国語学部紀要』38 号、2004 年。同
「日本の戦後復興期における日亜関係に関する一考察―アルゼンチン主要紙による報道を中心
に―」、『上智大学外国語学部紀要』39 号、2004 年。 
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第一章 アルゼンチンにおける沖縄移民社会の形成 
 
 アルゼンチンは大量の移民を受け入れながら国家形成を行なってきた「入移民国」であり、
沖縄は戦前から戦後にかけて大量の移民を送出してきた「出移民県」である。本章では、ア
ルゼンチンがどのように成立し移民を受け入れてきたのか、諸民族集団の関係の中で日本
や沖縄からの移民がどのように定着したのかその経緯を示す。そのため、本章ではアルゼン
チンにおける沖縄移民の流入と、初期の労働や生活についてみていくこととする。移民初期
は貧しい生活状況の中で就労可能な現場で労働に従事する一方で、生活や労働団体を基盤
とした組織が形成され始める時期であった。移民社会内部での活動にとどまらず、時に日本
や沖縄の情勢とも結びついた活動が行われてきたこれら諸組織を、本章ではアルゼンチン
社会の文脈に位置づけ理解することから、現在の沖縄系社会形成の基盤を明らかにする。 
 
第一節 アルゼンチンにおける沖縄移民の始まり 
 本節ではアルゼンチンにおける沖縄移民の定着について述べる。はじめに、移民を受け入
れながら国家形成を行ってきたアルゼンチンについて概観する。 
 
第一項 アルゼンチン国家の成立と移民 
  アルゼンチンは南米大陸においてブラジルに次ぐ面積（276 万 6889 ㎢、日本の約 7.5
倍）をもつ、人口約 4400 万人の国である。北部は亜熱帯地方、東部に大西洋、西部にアン
デス山脈、南部に寒冷帯のパタゴニア、そして中央部にはアルゼンチン最大の地理的象徴で
ある大平原パンパを有している。貴金属やコーヒー・砂糖などの熱帯産品を産出しないため、
パンパにおける農牧畜業がアルゼンチンの主要産業であり、これによってアルゼンチンは
19 世紀における世界有数の富裕国となった。 
 1516 年のスペイン人到着時までパンパの大部分は無人であり、複数の民族が地域によっ
て農耕、狩猟による生活を営んでいた。先住民であるインディオと支配者であるスペイン人
の間には抗争が絶えず、インディオたちを移住させたものの結果的に部族の壊滅が行なわ
れ、インディオの人口を減少させた。1500 年代半ばからスペイン人が牛や馬を移入してか
らは皮の輸出が主要産業となるまでにその数が増え、ガウチョと呼ばれるアルゼンチンの
カウボーイが長らく活躍した1。しかし彼らはラテンアメリカ各国が独立した 19 世紀前半
から台頭してきたカウディーリョと呼ばれる独裁者を支援したことで、ヨーロッパ的な近
代国家を目指す欧化主義者から「後進性と野蛮のシンボル」2として見られるようになり、
後に弾圧の対象となった。国家を挙げて推進されたヨーロッパ移民への期待から、ガウチョ
に取って代わるようにヨーロッパから大量の移民が農業や牧畜の技術を持って流入し、パ
ンパにおける農牧畜業が大きく発展した。 
18 世紀後半に今日のアルゼンチン、ボリビア、パラグアイ、ウルグアイを含む広大な地
域がラプラタ副王領となり、その首都が現在のアルゼンチンの首都であるブエノスアイレ
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スになった。この時期にラテンアメリカの各地で起こった独立への動きは植民地に対する
抵抗という性格のものばかりではなく、特にクリオーリョから成る中間層にはヨーロッパ
の啓蒙思想の影響を受けたこと、加えて、白人の中でもスペイン本国生まれの「ペニンスラ
ル」のほうが現地生まれのクリオーリョよりも階層が高く、クリオーリョはその上にいくこ
とはできないという不満が「独立」への志向に向かい始めていた。イギリスによる侵略を現
地軍によって阻止したことも自治意識を高めることに繋がり、植民地支配の実権を握る副
王を追放、1816 年にラプラタ地域はラプラタ諸州連合として独立を宣言した。なお、国名
が現在のアルゼンチンとなったのは 1825 年のことである。スペイン国王の代理人としてラ
テンアメリカに駐在していた副王が統治を行なっていたスペイン植民地では早くから人種
別身分制社会ができあがっており、「『血統の純正』が強調される人種差別の社会」3が作ら
れていた。法と現実では身分の上下に差があり、法では奴隷が最下位層でも現実にはインデ
ィオがその位置を占めるという状況であったが、いずれにしても白人が最上位層を占める
ことに変わりはなかった。 
 独立後も中央集権派と連邦主義派の対立が繰り返されてきたアルゼンチンは、1862 年に
ミトレ大統領（Bartolomé Mitre 1821-1906）のもと、立憲体制とともに統一国家としての
スタートを切った。この憲法を起草したのは思想家のフアン・バウティスタ・アルベルディ
（Juan Bautista Alberdi 1810-1884）であったが、彼は“Gobernar es poblar”（「統治とは
植民することなり」）をモットーに移民の投入と開発の必要性を唱えた。アルゼンチンは近
代の象徴としてのヨーロッパ化を自国に強く望んでいたため、ミトレ大統領の前任者であ
るウルキサ大統領（Justo José de Urquiza 1801-1870）の時代に制定した 1853 年公布の憲
法には、強力な欧化主義を基にした発展の理念をもつアルベルディ指導のもと以下の条文
が加えられた。独立後の早い時期からヨーロッパからの移民を中心とした国作りが行なわ
れていたことがみてとれるだろう。 
 
連邦政府は、ヨーロッパ人の移民を奨励しなければならない。また、土地を耕作し、
産業を向上し、芸術及び科学を導入し、指導する目的をもって到来する外国人のア
ルゼンチンへの入国は、これを制限し、あるいは、いかなる租税を賦課してもなら
ない4 
 
 ヨーロッパからの移民が推奨された背景には、アフリカから奴隷を導入し使い捨てるの
ではなく「教育・技術訓練を受けた近代的労働者」5が増えることこそが国の発展をもたら
すと考えられたからであった。ウルキサが大統領になった時代から歴代政府の政策におい
てアルゼンチンは積極的に移民を誘致するようになり、1876 年には移民法が制定され、ヨ
ーロッパからの移民に対する更なる優遇措置が設けられた。アルゼンチンへ渡ったヨーロ
ッパ移民はイタリアとスペインだけで 80パーセントを占め、その他にもフランス、ロシア、
ドイツ、ポーランドなどから大量の移民がアルゼンチンへ渡航している。中でも南ヨーロッ
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パからの移民が特別多いのは、言語や宗教に違和感を持たないという文化的事情のほか、新
天地であるアルゼンチンにおける土地取得の可能性や、賃金水準はヨーロッパとの大差が
なくても生活費はスペインやイタリアの半分以下という実質的な賃金の高さに引き寄せら
れたという側面があった6。日本人がアルゼンチンに入る 10 年ほど前に移住はピークを迎
え、1901 年から 1910 年の期間に約 175 万人がアルゼンチンに入国し、1914 年には首都ブ
エノスアイレスの住民の約半数は外国籍であった7。 
 南米では初期のアジア移民は廃止された黒人奴隷にかわるものとして受け入れられるこ
とが多かったが、インド移民や中国移民より半世紀ほど後にアルゼンチンへ入った日本人
移民への待遇は、かなり改善されていた。それでもヨーロッパからの移民が奨励されていた
ことに変わりはなく、後に述べるように 1908 年からは日本からの移民も徐々に増加するも
のの、日本とアルゼンチンの間に移住協定が調停されるのは 1961 年を待たなければならな
かった（1963 年発効）。ここに初めて｢日本人移住者｣に関する事項が明文化され、アルゼン
チン国民と同等の労働条件や社会保障といった権利が与えられた8。 
 国家によるヨーロッパ人誘致の政策が功を奏したこと、第一次世界大戦後のアメリカ合
衆国による移民の入国制限が行なわれたこと、中央ヨーロッパおよび東ヨーロッパから移
民があったことなどにより、アルゼンチンは南米随一の白人国家となった。南米の人種構成
は国により大きく特徴が異なっており、たとえば元来インディオが多く居住していたボリ
ビアでは現在もインディオと白人の混血が占める割合が多く、ブラジルではプランテーシ
ョン労働のため連行されてきた黒人と後に移住してきた白人との混血を主とした褐色系
（パルド）の占める割合が多い。南米全体としては混血が進み、各国の歴史的な背景によっ
て構成比に差があるが、そうした中でアルゼンチンは国民に占める白人の割合が約 97 パー
セントと他国に比べ極めて高く、インディオは全人口の 1 パーセントに過ぎず、黒人もほ
とんどいない。こうした人種構成に至った理由としては、インディオについてはもともと人
口が少なかったにも関わらずスペイン人の攻撃を受けその数を更に減らしたことや、西欧
化を目指したアルゼンチンにとってインディオは消し去りたい存在であったため国内でも
大弾圧が行われたことが挙げられる。また、先ほど述べた通りアルゼンチンでは貴金属の産
出や熱帯産品の産業が発展しなかったため、ブラジルのように黒人やインディオの大量の
労働力を必要としていなかった。学校教育でも先住民のことが扱われることはほとんどな
く、アルゼンチンはヨーロッパからの移民によって形成された国であるというイメージは
アルゼンチン国内においてもいまだ根強い9。 
 
第二項 日本からのアルゼンチン移民の始まり 
 アルゼンチンの中北部の都市コルドバでは 1986 年に日本人移住 100 周年祭が行なわれ
た。アルゼンチンに定着した最初の日本人と言われる牧野金蔵が入国したのが 1886 年であ
り、それより以前にもいくつかの在亜日本人に関する記述はあるが、定着移民として暮らし
始めた牧野がアルゼンチンにおける日本人移民の嚆矢とされている。しかし牧野は「海外雄
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飛」の志のもと単独で英国船の乗組員として働きアルゼンチンに上陸したという経緯があ
り10、「錦衣帰国」11を夢見て金を稼ぐため海を渡った移民とは異なっていた。牧野がアルゼ
ンチンに渡った 12 年後の 1898 年に日本とアルゼンチンの間に「修好通商航海条約」が結
ばれ、これ以降は駐在公使や商売人、海外実業訓練生ら、アルゼンチンへ渡航する日本人が
徐々に増えていったが、より大きな人の流れを作り出したのは隣国ブラジルから転住して
きた者たちであった。 
 日本から海外への移民は 1868 年に始まり、1885 年には集団移住が開始された。移民開
始から約 30 年の間は北米・ハワイへの渡航がほとんどであったが、1899 年に始まったペ
ルーへの集団渡航を皮切りに中南米へ渡る移民も増え、1908 年に神戸港より出港した笠戸
丸は約 780 名の第一回ブラジル移民を乗せていた。日露戦争の日本勝利の影響やアメリカ
への移住者の急増による現地の労働力過剰といった問題からこの年の 2 月には日米紳士協
約によってアメリカへの新規の移民が制限されるという事態がおこった。これを受けて、同
月に当時の外相林董は以下のように述べ、アメリカの移民制限の影響は免れないが南米へ
の移民の可能性を示し推奨している12。 
 
墨西哥および南米方面、殊に伯刺西爾地方は優に邦人新発展の余地あるのみなら
ず、南米諸国の人民は大いに邦人を歓迎するの傾向あれば、かたがた今後邦人の新
舞台として有望なるものなるべし。 
 
北米への移民制限が始まってからは南米への渡航者の数が増加していった。アルゼンチン
の場合は国家として日本からの移民を積極的に受け入れることはなかったが、戦前は集団
的な移民や集住もなかったために排日運動などによる入国の禁止もなかった。加えて、移民
の入国が始まる同年には奇しくも現地紙において日本移民を期待する論考が出された。広
いパンパでの農地開拓に従事させる移民対象者として日本人は適していること、当時ヨー
ロッパ移民の流入とともにアルゼンチンにも流入したアナーキズムの思想を日本人移民は
持ち合わせていないであろうことがその理由であった13。 
 前出の笠戸丸に乗船していた第一回ブラジル移民の中からアルゼンチンへ転住・再移住
した者が少なくなかったため、「第一回ブラジル移民はアルゼンチン移民でもあった」14と
言われるが、それには以下のような事情があった。「金のなる木」と呼ばれたコーヒーを栽
培するためブラジルへ渡った移民たちには渡航費を借金してきた者も多く、その返済や故
郷への送金を急ぐ必要があった。しかしブラジルにおいて廃止された奴隷に代わる低賃金
労働者として受け入れられた彼らへの待遇は良いものではなく、また耕地によっては凶作
に見舞われるなどし、思うような収入が得られないという状況に置かれていたため、契約半
ばで逃亡して港へ出る者、国外へ出る者があらわれた。加えて、移民会社が渡航前に移民た
ちから集めた「預かり携帯金」が返済されなかった沖縄県・山口県・鹿児島県出身者は他府
県からの移民と比べ生活の困窮ぶりはさらに深刻であり、早急に事態を打開しなければ生
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活が立ち行かなくなったことも、逃亡を誘発した15。ブラジルにおける沖縄移民の逃亡につ
いては、通訳官であった野田良治から日本の外務省に報告がなされ、移民会社に対しては
「沖縄・鹿児島両県の募集はなるべく避けること」という項目を含む「是正勧告」が出され
た16。それでも沖縄からの移民は続き、耕地からの逃亡者も後を絶たず、「成績不良」を事由
に日本政府は沖縄出身者のブラジルへの渡航禁止の措置をとった。 
アルゼンチンでは歴史的にヨーロッパからの移民受け入れを推奨してきたが、日本人移
民の出入国に関する制約は設けられていなかった。そのため、アルゼンチンに日本人移民が
過剰に入ることへの警戒が在亜邦人内部から発せられていた。また、日本人移民がほとんど
入っていない段階にもかかわらず、北米の影響を受けた排日機運を含む記事が現地新聞に
掲載されたこと、貿易や移民の送出などを穏便に進めたい日本政府が日本人のアルゼンチ
ン渡航に積極的でなかったことが、アルゼンチンへの渡航者が爆発的に増えなかったこと
と関係しているだろう。また、ペルーやブラジルと比較するとアルゼンチンでの労働は条件
が良いと考えられていたが、実際には両国に比して少ない入国者に留まった。ブラジルの耕
地を逃げ出した移民たちは、その将来性を移民船や耕地からの逃亡後に都市部で伝え聞い
たアルゼンチンを目指した17。19 世紀末からの経済発展に並行する形で 20 世紀初頭には
「南米のパリ」とまで言われたアルゼンチンの首都ブエノスアイレスへは、後にブラジルか
らの転住者だけでなく、隣国ペルーからの転住者や、航路でチリへ入った者が向かったので
ある。 
移民たちの転住の経緯については不明な点も多いが、まずはコーヒー農園から都市へ移
動し、陸路または港から船に乗って移動した。19 世紀末のブエノスアイレスではヨーロッ
パ市場に向けた一次産品の輸出の増加に伴って経済活動が活発化し、工場労働やインフラ
整備によって生まれる労働市場において仕事が増加し、移民たちは労働力を供給した。一連
の経済活動による発展は、ブエノスアイレスを「大きな村」18から「南米のパリ」へと変貌
させ、移民にとっても魅力的な街となり、日本人移民の転住者もアルゼンチンの首都ブエノ
スアイレスへ向かった。 
 アルゼンチンへ入った移民たちは、他国からの「転住」と言っても初期のほとんどは密入
国者であった。ブラジルの港から船を探すルート以外にも、チリやペルーからアンデスを超
えてアルゼンチンへ入国するケースも少なくなかった。彼らが越えたアンデスの山奥の国
境では当時の警備状況や入国制限などは厳しい管理下に無かったとされ、1915 年に隣国チ
リからアンデス山脈を越えてアルゼンチンに入国した日本人移民は以下のように回想して
いる。「税関も出入国管理事務所もなく、入国手続きなど一切なし。いつ国境を越えたのか
も気付かぬままアルゼンチンに入ってしまった」19。同じルートで 1918 年にアルゼンチン
に入国した移民も「税関の建物がありましたが、なにせ何も持っていない。即座に『通れ、
通れ』でパスポートひとつ見せもしないで、わけなくアルゼンチンに入国してしまいました。
チリ出国もアルゼンチン入国もまったく何も調べられず、なんともあっけないものでした」
20と回想している。また、手続きには時間がかかるので密入国を考え、国境で捕まっても金
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を渡せば解決できたため、こうした手段でアルゼンチンに入った者も多かった。なお、ブラ
ジルのビザは持っていてもアルゼンチンのビザを持たない「密入国者」であった彼らにも、
「しばらく住んでいる」ということであればアルゼンチンの市民権が与えられたため、後に
家族や親戚、配偶者を呼び寄せるにあたっても障害が少なかった。第二次世界大戦や日米開
戦の影響によって日本・アルゼンチン間で人々の往来が中断する前の 1940 年におけるアル
ゼンチンへの渡航者数は 5838 人であり21、日本の領事館に登録されたアルゼンチン生まれ
の世代の人数を加えると 1940 年のアルゼンチンには 7095 人の日本人が居住していた22。 
 
第三項 沖縄移民のアルゼンチン渡航とその特徴 
 アルゼンチンに渡航した日本人のうち沖縄出身者の占める割合は約 70 パーセントと高
く、「アルゼンチンの日系人」の歴史は沖縄系の人々の歴史である部分が多い。従ってアル
ゼンチン国内での状況を「日系」と「沖縄系」とで完全に区別して記すことは困難であるが、
出移民の背景には沖縄ならではの特徴があるため、沖縄からアルゼンチンへの移民の流れ
と定着の過程を以下で確認しておきたい。 
沖縄から海外への集団移住は 1899 年（明治 32 年）、ハワイへのサトウキビ農園労働者と
しての出稼ぎ移民を皮切りに始まった。日本から海外への集団移民が始まったのが 1885 年
であるため、他府県より約 15 年遅れての移住開始であった。1899 年から 1941 年の沖縄か
らの出移民数は 7 万 2227 人であり（全国では 65 万 5661 人）、その数は一位の広島に次ぐ
ものであった。戦前は全国平均で百人に一人移民が出たのに対し、沖縄では十人に一人移民
が出ている。また戦後（1952 年から 1993 年）の移民数は 7227 人で、県別では一位の移民
送出数である23。 
 沖縄からのアルゼンチンへの移民を特徴づけるにあたり、沖縄が「移民県」となった背景
には土地に関する制度の変化が要因として挙げられる。1899 年に沖縄では土地整理事業が
行なわれた。これにより農民は土地の所有権を手にすることができたが、それまでは現物で
収めていた租税が金納化されることで今度は貨幣による納税に苦しめられるようになった。
現金収入の必要性が高まる一方で沖縄の主な産業である農業（特に甘藷栽培）も生産力が高
いわけではなく、加えて砂糖への消費税課税や台湾における砂糖栽培の台頭が沖縄の農民
を圧迫し、甘藷栽培だけで生活できる状況ではなかった。 
 こうした背景から沖縄の人々は現金収入を求め県外や海外へ出て行くようになった。後
に多くのアルゼンチン転住者を出すブラジルへの移民たちについて、ブラジル在住の沖縄
移民は、「移民会社の宣伝に乗り一獲千金の夢を見、出稼ぎ的な金儲けを考えてのことだっ
たとしても文字通り未知の異国へ渡航することに踏み切ったということは、進取の気象（マ
マ）が旺盛で自己の運命開拓に勇敢だったと思うし反面十四、十五才の少年移民が多数加わ
っていたということは当時の沖縄がいかに貧困だったかを示すもの」と書き残している24。
移民として出ていく者が増える一方で沖縄での生活はますます厳しくなり、かねてより深
刻な問題であった食料不足の問題は第一次世界大戦後の不況によって更に悪化し、正しく
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処理をしないと中毒を起こして死に至るというソテツをも食べざるをえなくなったことか
ら「ソテツ地獄」と呼ばれる状況にさえ陥った。こうした状況は、沖縄の産業がいずれも生
産基盤が脆弱であったため経済の変動に耐えきれなかったことや、不相応の課税のほか、同
時期に起こった砂糖価格の暴落も挙げられる25。食料の問題や失業の問題、国内の人口の問
題などは沖縄に限ったものではなく、政府は海外への移民を奨励しており、多数の移民会社
による斡旋事業と相まって移民熱は加熱していった。沖縄にも施行されていた徴兵制度を
忌避するためや、先に移民の始まっていたハワイにおける同郷人の成功体験を通して抱い
た「あこがれ」、「海外への雄飛」や、「冒険」といった個人的な動機が経済的な問題に複合
的にはたらく場合もあったが、基底にあるのは苦しい生活に活路を求めての移民であった。 
なお、上述のように土地整理事業によって土地に束縛されることがなくなったため海外
に移民する人が増えたという点はしばしば指摘されることであり、所有していた土地を売
却あるいは抵当にして渡航費を捻出することができるようになったという変化は、土地に
縛られてきた人々にとっては大きな変化であった。それでも多額の旅費を工面できず借金
をして出かけた者も多く、残された者たちは借金返済への不安から「モウケテクーヨ （ーも
うけてこいよ）」26、「手紙は後から」27と送り出したという。「手紙は後から」は、手紙より
も先にまずは送金をしてほしいという気持ちであり、沖縄の窮状の一端を表していると言
えよう。借金をしてでも移民して働くことが沖縄の家族を豊かにする方法であったため、沖
縄から渡航した呼寄せ移民は 2 年ほど故郷に残した借金の返済に追われ、他府県から渡航
した移民と比べると独立が 10 年ほど遅れたとも言われる28。郷里の家族へ少しでも多く送
金するために、また、渡航そのものにかかった費用を返済するために昼夜を問わず働き、い
ずれは故郷に錦を飾り「錦衣帰郷」をするつもりであった29。そうした沖縄からアルゼンチ
ンへの移民の嚆矢は、第一回ブラジル移民を乗せた笠戸丸に乗船していた知念政実である。
1908 年の笠戸丸移民約 780 人のうち最も多い 325 人が沖縄出身者であり30、その一人であ
った首里出身の知念政実がアルゼンチンへ入った最初の沖縄移民とされている。 
 前述の通りアルゼンチン政府は日本人の大量契約移民を受け入れることはしていなかっ
た。それはペルーやブラジルのようなサトウキビや綿花の栽培といったプランテーション
農業が行われておらず、まとまった数の労働者を必要としていなかったという理由からで
ある。しかし、当時南米の中でも経済状況が良く、労働条件も良いと言われたアルゼンチン
には、職種を問わずよりよい賃金を求めて近隣諸国から多くの人々が移動した。沖縄移民も
他の日本人移民と同様ブラジルだけでなくペルーやボリビアからアルゼンチンへ転住、再
移住する者があらわれるようになった。沖縄からアルゼンチンへ直接渡航する移民が始ま
ったのは 1914 年のことである。先に移民していた人たちが後から人を呼び寄せる手配や希
望者への手続きの援助などを、業者に依頼するほかにも個人的に手伝う者もあり、こうした
「呼び寄せ」の形態によってアルゼンチンの沖縄移民の人数が増加していった。1925 年ま
では年間数十名であった沖縄からアルゼンチンへの移民が、1925 年以降は年間 100 名を超
えるようになる。なお、同期間における日本全国からアルゼンチンへの移民数は数十名から
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100 名超で推移しているため、アルゼンチンにおける沖縄移民社会は初期の頃より沖縄出身
者の割合が高かったことがわかる31。初期の社会形成はブラジルをはじめとする近隣諸国か
らの転住者らによって用意され、その後、1917 年には日本からの船がブエノスアイレスま
で運行するようになったこと、こうした条件がさらに呼び寄せを加速させた。 
 戦前アルゼンチンへ渡航した 5398 人32のうち、3795 人が直接あるいは他国を経由して
渡った沖縄移民である。移民先へ初めから永住目的で渡航した者は少なかった。多くは一定
の期間をかけて金を稼ぎ、いずれは沖縄へ帰ることを念頭に置いていた。一方で、沖縄出身
移民の移民先における定着率は他府県に比べ高いことが知られている。1940 年の時点では
約 57 万人の沖縄県人口のうち 9.97 パーセントが海外在留者であり33、1980 年に外務省が
行った調査によると県人口約 110万人のうち沖縄系の占める割合は 19.3パーセントにのぼ
っている34。1980 年の時点を比較すると、日本の総人口のうち海外在留者が占める割合は
1.5 パーセントにとどまり、沖縄県からの海外渡航人口の多さがわかるだろう。全国的に見
て沖縄出身の移民の数が多いことについては、日本本土とは異なる歴史的背景の作用につ
いての指摘のほか、「気候風土やそこからくる沖縄人の開放的気質」について指摘されるこ
とがあるが35、沖縄から出た者が多いのは先ほど述べた通り沖縄の厳しい生活状況によるも
のである。沖縄では暮らせない、出ても帰れる状況ではなかったということをまずもって理
解する必要があり、そうした状況が定着率の高さにつながると考えることができるのでは
ないだろうか。 
 
第二節 在亜邦人社会における初期の労働と生活 
本節では、前節でみたアルゼンチンへの日本人移民の入国の後、移民たちがいかなる仕事
に就き、どのような生活を送ってきたのか、初期の労働と生活の様子をみていく。アルゼン
チンへの日本人の渡航の中で、1918 年以降は沖縄出身者がほぼ毎年 5 割から 8 割近くを占
め、職業変遷も在亜邦人全体と大きく異ならないため、ここでは在亜邦人全体の流れに沿っ
て見ていきたい。 
 
  第一項 日本人移民・沖縄移民の職業変遷 
1910 年代まではアルゼンチンにおける日本人移民の最初期の時代として位置づけられる。
第一回ブラジル移民のうち約半数がブラジルからアルゼンチンに転住したことから始まり、
同時期に隣国ペルーからもアルゼンチンへの転住者があらわれた。アルゼンチンでの生活
もはじめから恵まれていたわけではなく、思い描いていた状況と違うと後にブラジルに戻
る者も出たが、それでも転住をした人々の多くはアルゼンチンで仕事に就き、在亜邦人社会
の基盤を形成した。移民たちが就いた職業に関しては、農業に従事する移民は特に初期にお
いてはごく少数で、代表的な職業は他府県出身者同様に、家庭奉公、農場、工場、庭師、「カ
フェー」と呼ばれた飲食店、「ティントレリア」と呼ばれた洗濯店などであった。家庭奉公
から独立してカフェーを始めたり、庭師から独立して花卉栽培を始めたりと、自己資金があ
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る程度用意できてからは独立する者が多かった。中でも後に日本人移民の職業を代表する
ことになる「ティントレリア」と呼ばれる洗濯・洗染業を開業する者が多く、呼び寄せによ
ってあらたに沖縄から渡航してきた者もまずは親戚や知人のティントレリアで働き、そこ
で資金を貯めて自分の店を開いた。以下にその経緯を見ていきたい。 
 アルゼンチンにおける日本人移民最初期の労働は、所謂日雇いの仕事に限られており、ブ
エノスアイレスの港では荷役といった港湾労働、内陸では鉄道工夫、市内では工場労働が主
であった。初期の移民は長期的な計画の下での労働というよりは、常により良い賃金を求め
ていたため、就労可能な仕事の中でより良い賃金を求めて転住先でも新たな仕事へと移動
した。木材や鉄骨といった建設資材を運搬する荷役や鉄道工夫は過酷な労働であり、体を壊
す者が多かったが、初期の移民にとって未熟練労働者として従事できる「日雇い」は貴重な
労働現場であった。また、工場での労働は初期の女性移民も就いた仕事であり、紡績と靴の
製造を行うアルパルガタスの工場には 1918 年から 1926 年にかけて 176 人の日本人が働
き、その 95 パーセント以上は女性であったと推定されている36。工場労働は未熟練労働者
の多くが従事しやすい仕事ではあったが、仕事内容は決して楽ではなく、生産品の原料によ
る汚染に苦しめられることや、労働環境が体を蝕むこともしばしばであった。前述のアルパ
ルガタスの工場での労働については、沖縄出身移民である新垣カメによる証言が残されて
いる。その証言によると、紡績部門には沖縄以外の都道府県である「内地出身」の女性が多
く働いていた。先に働いていた彼女らの教えを受けながらカメも働いていたが、作業場は綿
埃がひどく、後に靴の製造部門に移動をした。紡績部門では肺を患う人が多く労働者の入れ
替わりが激しかった。カメは靴の製造部門に移ってから肺の心配はなくなったが、能率給で
あったため紡績部門にいた時よりも仕事は難儀であったと回想している37。また、同じく初
期移民の働いた工場のひとつに肉の加工場があった。牧畜業の盛んなアルゼンチンでは、肉
は塩漬けにして輸出していていたが、19 世紀末に冷凍の技術が発達したことで肉の工場で
は冷凍庫に入り続けるなど労働環境が厳しいことに変わりはなかった。その他の工場とし
ては、1921 年に日本力行会会長の永田稠が記した『南米一巡』によると、ブエノスアイレ
ス近郊の都市であるラ・プラタの缶詰工場で働いている者や、「兵器製造所」で働いている
者も相当数いると報告している38。 
他にも初期の仕事としては、「家庭奉公」とよばれる使用人の仕事に従事する者も多かっ
た。担当する仕事は雇用者・被雇用者の関係によって異なっていたが、料理人の手伝い、掃
除、洗濯、雑用など、多岐に渡り、住み込みで働く場合があった。日本人の使用人は当時の
アルゼンチンにおいて需要のある仕事であり、給料も低すぎることはなく、住み込みの場合
は住居の心配もいらず、またスペイン語を覚えることのできる機会でもあった。最初の転住
から数年しか経過していない 1914 年における在亜邦人の就労先では、外務省通称局の調査
によると、先述の工場労働と、家庭奉公に従事する者の割合が突出して高く、在亜邦人 683
名のうち工場労働に就いている者が 339 名で 49.6 パーセント、家庭奉公をあらわす「家内
労働者」が 162 名で 23.7 パーセントであり39、あわせると 7 割以上がふたつの職業に集中
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していた。後に在亜邦人の「3 大職業」となる、ティントレリア・花卉栽培・野菜栽培はこ
の時点ではほぼ数字に表れず、「農業」が 4.2 パーセントとなっているのみであり、従事す
る仕事が、これまで述べてきた移民初期と、その後の時代とで変化していくことがわかる。 
1920 年の外務省の調査によれば在留邦人の数は 2027 人に増加し、そのうちの 1661 人
である 8 割以上がブエノスアイレス市内に居住している40。「本業者の家族」である 552 名
を除くと、1475 名が就労者となり、このうち 642 名が「工場労働者」、238 名が「家事使用
人」であり、全体の人数が増加しても 1914 年の時点と同じ職業に就いている者が多いこと
が見て取れる。ただし、ブエノスアイレス市郊外では「農業」・「園芸植木職」・「農業労働者」
を合わせると従事者が 202 名にのぼり、「移民開拓時代」の終わりである 1910 年代後半か
ら園芸・農業関係の仕事が移民たちの就労先となっていたことが伺える。アルゼンチンでの
日本人による野菜栽培は 1910 年の小田秀夫が嚆矢とされ、加えて、盛岡高等農林学校で学
んだ石川倉次郎が 1913 年から仲間らと野菜園を始めたことが基盤となった。ブエノスアイ
レス近郊のフロレンシオ・バレーラにおいても笠戸丸移民の転住者である星清蔵らが 1913
年から野菜栽培を共同で経営している。後から入国した者が彼らを頼って働き口を探した
ことで、農業への従事者が増加していった。 
1920～1930 年代を通して最も大きく変わったのは在亜邦人社会全体の規模である。石川
友紀は「この時代に日本移民の体制が形成されたといっても過言ではない」と述べているが
41、在亜邦人の人数の変化を見てもその変化は明らかであり、特に 1925 年から移民が中断
する 1940 年まで毎年 100 名以上、多い年では 489 名がアルゼンチンに入国した42。この時
代の職業に就いてまとめられた 1928 年と 1936 年の表を見ると、増加した職業として最も
顕著なものは、まず「染張・染色・洗濯業」である。これが先に述べた、在亜邦人を代表す
る職業「ティントレリア」であり、1920 年時点での調査ではわずかに 22 名だけであった従
事者が、1928 年には 234 名に、1936 年には 812 名に増えている。その他に増加が顕著で
ある職業としては、「旅宿・料理・貸席及芸妓業・遊戯場・興行場」が 1928 年に 555 名、
1936 年に 684 名となっている。在亜邦人全体の数が増えることで、在亜邦人社会を対象と
した商売を始める者、そこで働く者が増加したことがみてとれる。また、「飲食業」・「給仕」
といったカテゴリーがあらわれないため見落とされがちであるが、「カフェー」と呼ばれる
喫茶店やバーのような飲食店で働いた者も多くいた。皿洗いから始め、コーヒーの出し方な
どを覚え、言葉がわかるようなって初めて「モーソ」と呼ばれる給仕に採用されるという順
序であったが43、皿洗いでも収入は決して少なくなく、モーソになれば客からのチップも稼
ぎになった。1921 年の日本力行会による調査書においても「特に日本人の商売で目につく
のは珈琲店の経営である」と報告され、「日本人は機敏で気がきき、清潔であって歓迎され
る」とある44。カフェーで働いて蓄財した後に経営者へと転じ、独立の夢をかなえた。 
そのほかに従事者が増加した職業としては、「車馬業・自動車運転手」も 100 名超が就い
た仕事であり、当時在亜邦人が就きやすい仕事のひとつであった。1914 年及び 1920 年の
時点で従事者の多かった職業については、「農耕・園芸・畜産」が経営者・労働者ともに増
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え続け、1928 年で 508 名、1936 年になると 1080 名が従事している。1928 年時点での在
亜邦人数が 3466 名、1936 年の在亜邦人数が 5904 名であることから考えると、この時期に
はすでに在亜邦人を代表する職業として、「ティントレリア」・「園芸（花卉）栽培」・「野菜
（蔬菜）栽培」における基盤が確立されていた。 
この時期から在亜邦人社会で大きく浸透していったのはティントレリアであった。ティ
ントレリアの仕事は業務に際してスペイン語を話せるということはそれほど重要ではなく、
到着したばかりの日本人が就きやすい職業であった。また、ティントレリアは大きな機械を
導入する前の時代であったので少ない資本で始めることができたため独立も比較的容易で
あり、日本人経営によるティントレリアは新しく呼び寄せた者たちを自分の店で働かせ、彼
らはその後独立するという形でその数を増やした。ティントレリアには染色の意味も含ま
れ、初期には洗濯だけでなく染色も行っていたためこう呼ばれた。言葉が分からなくても仕
事が可能であること、開業に必要な機械が月賦で購入でき、支払いの滞りが日本人は少ない
ということから販売会社は日本人に対し積極的に開業に必要な機会を販売した。加えて、丁
寧な仕事をすることでサービス業としての信用が早くから得られたことなどから日本人経
営のティントレリアが繁盛するようになり、この仕事に従事する人が増えた。先に引用した
日本力行会の報告書にも、アルゼンチンは南米で「一番ハイカラの国民」であるため洗濯を
よくおこない、45 軒ある日本人の洗濯屋は「西洋人を使うて相当に利益を得て居る」と紹
介されている45。なお、1977 年の時点でも二世を含むアルゼンチンの「日系人」の 13291
名が「洗濯業」に従事しており、構成比は 42.6 パーセントと、ティントレリアが他の職業
を大きく引き離している46。しかし開業が容易であってもティントレリアの仕事そのものは
楽ではなく、中でも店の仕事のほかに家事全般も抱えなければならない女性たちへの負担
は特に大きかった。『移民史』にはその重労働の一端が記述されており、昼夜を問わない労
働の連続で五回の流産を経験した女性がいたことや、陣痛が起きるまで仕事を続けて出産
の 2、3 日後にはまた店に出るといった女性も多かったこと、こうした体の酷使が原因で亡
くなった女性もいた47。現在ではアルゼンチン社会で高等教育を受けた者が増え職業の多様
化が進んでおり、親の職業を継ぐ者は少なくなっているが、「日系人＝ティントレリア」と
いうイメージは今も根付いている。 
ティントレリアや、そのほかの都市部でのサービス業に関して共通しているのは、いずれ
も都市の中で、現地アルゼンチン社会と日々接点を持ちながらの労働であるという点であ
る。これは集団での就職や、契約移民として農地に移民する場合とは決定的に異なるアルゼ
ンチンの日本人移民ならではの特徴である。こうした初期の労働をめぐる職業選択や定着
過程が、特に戦前・戦後を通して一世のその後のアルゼンチンの日本人移民の労働形態の基
盤となった。なお、石川の区分である「移民開拓時代」に多かった工場労働者 1928 年の時
点では 433 名、1936 年には 332 名と依然として多いものの、漸減しており、総数が増加し
ていることを加味すると、この時代には工場労働者は減っていることがわかる。「家事被傭
人」についても同様で、1928 年の時点で 134 名、1936 年に 132 名と、ほぼ同数ながら全
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体の人数の増加から見ると従事者の割合は減っている。このように、最初の転住から 10 年
以上がたち、在亜邦人社会としての人数が増える中で移民たちの従事する職種が増え、郊外
で花卉・蔬菜栽培に従事する者以外は多くがブエノスアイレス市内において仕事に就き、
「都市型」のアルゼンチンにおける日本人移民社会が形成された。出身県による職業の大き
な偏りはみられず、沖縄出身者も他府県出身者も、同様の職種で働き、初期の在亜邦人社会、
沖縄系社会を形成していった。なお、第二次世界大戦以前は日本からアルゼンチンへの集団
移住が無かったため、日本人の集住地域はみられなかった。日系社会、沖縄系社会、在亜邦
人社会といっても地理的にまとまって暮らしているわけではないため、隣国ブラジルとは
あらわす社会の形態が異なることに注意が必要である。こうした居住形態もまた、アルゼン
チンにおける日本人移民・沖縄移民の職業や社会進出と関係しており、カフェーもティント
レリアも、店舗が近ければ競争相手を増やすことになるため、独立する者が増えてからは同
業者が多い故に移民たちの居住地の分散を促進した。 
 「移民中絶時代」となる 1940 年代のうち、1940 年の統計をみると、上述した 1938 年の
数字と大きく変化した点は見られない48。最も労働者が多いのはティントレリアであり、そ
の次に花卉・蔬菜栽培が多い。工場労働者と家事被傭人はやはり減少している。こうした職
業構成の状態で第二次世界大戦を迎え、移民が中断する時代に入るが、第 3 章で述べるよ
うに日本人の強制収用排斥といったことがほとんど見られなかったアルゼンチンでは、
1930 年代から 1940 年代の職業構成が第二次世界大戦終戦まで維持された。 
 
第二項 アルゼンチンでの日本人移民・沖縄移民の生活 
ここまで在亜邦人の職業構成及びその変遷を見てきたが、特に移民初期において不安定
であったのは仕事だけではなかった。日々の労働のきつさに加え、住環境も決して良くなか
ったことが彼らを苦しめた。本項では移民初期からの生活の様相をみながら、移民たちの労
働がどのような日常生活とともにあり、組織・団体の形成をはじめとする在亜邦人社会や沖
縄系社会を形成するにあたってどのような出発点を持っていたのか確認したい。 
序章でみた石川の時代区分でみると、「開拓時代」の初期移民が暮らしていたのは、ブエ
ノスアイレスの港に近いボカ、バラッカスと呼ばれる地区であった。当時最も多くの人が従
事していた工場での労働であったことはすでに述べたが、こうした工場にも近いのが両地
区であった。ボカ地区・バラッカス地区には貧しい移民労働者が共同生活を送るコンベンテ
ィージョと呼ばれる長屋が密集しており、その細長い形や洗濯物が万国旗のように干され
ていたことなどから日本人移民の間では「軍艦長屋」と呼ばれていた。日本人が到着する以
前より世界各国から来た移民の拠点となっており、黄熱病の流行によって死者が出たこと
もあったことから、日本人が到着した時にはすでに経済的に余裕のない労働者の住居とな
っていた。1914 年頃には約 3000 の長屋があったと推定されている49。ひとつの長屋は長い
トタン屋根でつながり、天井には薄い板が貼ってあり中には複数の部屋があった。トイレや
シャワーや洗濯場は共同で冷水、電気はセントロと呼ばれる中心街のみにあり長屋では石
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油ランプを使っていた。生活は極めて貧しいものであった。日本人移民がこの地域に入って
いった過程は不明であるが、労働者としてブエノスアイレスに住み着いたヨーロッパ移民
がすでに多く暮らしている地域であり、安価に住むことができるコンベンティージョを知
った初期移民に続き後発移民たちも集まるように住み始めたと考えられる。アルゼンチン
における日本人移民労働者は、初期の頃から沖縄出身者と鹿児島出身者が多く50、コンベン
ティージョに生活した経験を有する者が多い。 
『アルゼンチン日本人移民史』（序章で挙げたように、在亜邦人・沖縄出身者に関する移
民史はいくつかあるが以下、特に断りが無い場合は同書を『移民史』と記す。巻号及びペー
ジ番号は脚注に記す）には当時を知る初期移民の回想があり、部屋はペルーからの転住者の
先輩や笠戸丸移民から紹介されたという51。比嘉友賢はペルーからの転住者で、アルゼンチ
ンでははじめ、肉工場で働いていた。カフェーで働き始めるまでは言葉もできず、また、日
本人もボカ・バラッカスに暮らす人々はみな貧しかったため貧弱な格好をしており他国出
身者から軽蔑されたが、ヨーロッパからの移民もまた「下級労働者」であり、日本からの移
民がアルゼンチンに到着する以前からボカやバラッカスに暮らしていた。都市の労働者と
して生活する彼らの暮らしもまた貧しかった。 
1918 年のアルゼンチンにおける日本人の在留届を確認すると、鹿児島県出身者と沖縄県
出身者が圧倒的に多い。資料 2 の地図からも、居住者の出身地がほぼ両県であることがわ
かる52。アルゼンチンにおける日本人移民は初期の頃より沖縄出身者や鹿児島出身が多く、
軍艦長屋ではそれぞれ県人同士で暮らし、住み込みで家庭奉公に出ている人も休みになる
と軍艦長屋に戻ってきて同郷の者同士で過ごしていた。初期移民の貴島隆盛は、軍艦長屋で
の悲惨な生活を振り返りながら、以下のように回想している。「この下町で寄り添って暮ら
していれば異国の寂しさも少しはまぎれた。時には日本人同士で一緒にメシをつつき、沖縄
出身の人々は蛇皮線を楽しんだ。さらには軍艦長屋では博打がさかんだった」53。苦しい労
働と楽しみの少ない生活の中で、博打に夢中になる移民は少なくなかった。首藤リイの回想
にも生活の苦しさと、反動のようにあらわれた夫の休日の過ごし方が語られている。「当時、
工場へいく独身者なんか、朝はマテ茶とクラッカー2 枚ほどかじってな。だから年中青白い
顔してな。アルパルガタス工場へ行く人もそうや。だからだいぶ肺病で死んだんですよ。そ
んな者ばかりだったから、うちのじいさん（夫；筆者注）がよく休みの日に若い者を呼んだ
んですよ。スキヤキやるからってな。（中略）食費はわしのアルパルガタス工場での給料を
使ったからね。じいさんの給料はぜんぶ貯金してな。でもとうとうグレてしまってな。カー
ニバルの三日休みになると、百軒長屋にいって博打ですよ。家に帰ってこなかったですよ」
54。 
また、沖縄出身の初期移民である新垣カメは、長屋はみな沖縄出身者であったと回想して
いる。県人同士で暮らした長屋では、ベッドが買えないので木の床に新聞紙を敷いて寝起き
し、疲労のためにすぐ眠ることはできたが起きると寒さで震え上がったという。休みだから
と出かけるようなことはあまりなく、沖縄人同士で過ごしていた。「仲間の沖縄の人たちは
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蛇皮線を弾き、踊り、旅の憂いを慰めていた」55。第一回の笠戸丸移民であった新垣ウシは
アルゼンチンへの転住後ボカ地区で生活を始めた。初期移民としては極めて早期の 1912 年
にチリ経由で一時帰国を果たすが、途中ハシカによって 3 人のうち 2 人の子供を亡くして
いる。再びアルゼンチンに戻ってからは電車賃を節約し送金に回すため片道 2 時間をかけ
て歩いて通勤し、夏も冬も 1 枚のワンピースだけを着て過ごした。切り詰めた生活の中で
の楽しみは、「土日、女はてんぷらを無上のごちそう」とし、「男どもは 25 センターボずつ
出し合って「チンチビーラ（ラムネの一種）を飲んだものだ。そして、わずかにタバコ 1 本、
ビーノ（ワイン；筆者注）一杯を賭けて遊んだ」56。楽しみの少ない生活の中で、博打や故
郷の「うた」は数少ないたのしみであったことがうかがえる。『移民史』にはコンベンティ
ージョを中心とした日本人向けの商売をやる店や宿の広告がみられるが57、前述したように
店舗の集中を避けるために各地へ広がる必要があった移民たちは、次第にボカ地区、バラッ
カス地区から離れていった。アルゼンチンに「日本人街」ができなかったのは、こうした都
市部に入った移民ならではの職業選択の結果でもあった。 
軍艦長屋と工場労働という生活の一方で、1920 年頃からは異なる生活の選択肢があらわ
れるようになった。先の新垣ウシの場合、「生活が少し楽になった」のは野菜作りを始めて
からのことであった。はじめは生産が多くてもお金にならなかったが、鳥や豚を買うように
なってから生活にゆとりができるようになった。新垣ウシが郊外に移る 1920 年頃は、同様
に花卉・蔬菜栽培に移行する人々や新たにアルゼンチンに到着した人々が直接これらの職
業に就く場合が増え、また、後述するカフェー、ティントレリアといった仕事に従事する者
が増えていく時期であった。加えて、1917 年以降、日本からの船がブエノスアイレスまで
運行するようになったこと、1918 年には公使館が設置されたことなども影響し、1920 年代
は初期の未熟練労働者の時代を色濃く残しながらも、「在亜邦人社会」として、新たな選択
肢や可能性があらわれ始める時代であった。1920 年代以降は「カフェー」、「ティントレリ
ア」、花卉栽培の仕事で独立する者が徐々に増加し、新たに呼び寄せによってアルゼンチン
に到着した移民は親族や知人のもとに住み込みで働く者が増え、その後独立し営業主にな
るという段階を経て、更に居住地の分散が促されていくことになった。 
 
第三節 「呼び寄せ」による社会の形成 
 アルゼンチンへ渡航した日本人移民は、集団での入植や、契約移民という形態をとらなか
った。戦前のアルゼンチンで特徴的なのは、「呼び寄せ」や「自由移民」として個別に渡航
した者が多く、アルゼンチンでの仕事や生活も、渡航時の「ツテ」をたよって始める場合が
ほとんどであった。 
 
第一項 「呼び寄せ」移民の経緯 
「呼び寄せ」や「自由移民」として個別にアルゼンチンに入国、もしくは隣国から転住し
たアルゼンチンの日本人移民は、契約移民や集団での移住が行われた隣国のブラジルやペ
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ルーに比して圧倒的に人数が少なかった。そうした中でも移民先国についての情報は移民
会社の要人や学者、商売人らが書物や雑誌、新聞といった媒体にあらわしたものがアルゼン
チンについても存在し、移民を考える者たちの渡航意欲を刺激した。 
梅田又次郎の著した『努力生活 南米で職に就くまで』（帝国植民協会、1923 年）では、
特にアルゼンチンへの移民が強く勧められ、「亜国は南米に於ける日本人の最適移民地なり」
と説いている58。同書が記されたのは大正 12 年、1923 年であり、最初の笠戸丸組が転住し
てから 15 年が経過しているが、未だアルゼンチンの情報が日本に十分に伝わってはいない
ことがうかがえる。梅田は、日本にはペルーやブラジルのようなアルゼンチン向けの移民会
社の設立は未だ無いため「団体移民」として入国した者はいないけれども「早晩其の時機到
来するもの」と考え、アルゼンチンにおける外国移民の状態を略述している。そこには、来
るべき在亜邦人の増加に備えアルゼンチンにおける移民の取り扱いについて書かれており、
移民船に関する規則の詳細から、アルゼンチン到着後の「自由宿所」について、基本的に 5
日間の無料滞在が可能であると紹介されている。労働者に関する記述では、アルゼンチンに
おける労働者の境遇はペルー、ブラジルと比較すると「頗る安全」であり、女子及び少年の
労働に対しては「厳重に定時の励行をして」いること、労働中の事故に対しては保険が適応
されること、労働者の住宅は衛生的な労働者街が整備されていることなどが説明され、「吾
輩はアルゼンチンを以て南米における日本人の最適移民地なり」と提示した。また、当時日
本において盛んであった「南米移住論」の存在を気にしつつ、「秘露、智利はアンデス山麓
の国にして到底多数の日本人を容る可き余地なきは何人も承知する所」と地理的条件を踏
まえ、「護謨採集にはインデアン土人の方が日本人よりも適当なり」との理由から、「広き南
米中にて日本人の移住に適するは独りアルゼンチン国あるのみといふてよい」と結論付け
た59。 
一方で、梅田の著書より 10 年以上前に記された水野龍の『南米渡航案内』（京華堂書店、
1906 年）では、アルゼンチンには労働者の需要はあるが、ブラジルとは「其の趣を異に」
するため「農夫」の必要性が少なく、「旅費を支給してまでも日本人を呼ばんとする意気込
みなし」と現地の事情を伝えている60。旅費を前貸しして、その返済の見込みが立つのであ
れば日本人労働者を使用するだろうとも述べられているが、労働市場の違いから、水野ら移
民会社にとっては事業として移民をアルゼンチンに送出する可能性を見出していなかった。
また、日本政府にとってもアルゼンチンへの移民は積極的に推奨するものではなく、未だア
ルゼンチンに公館は置かれていない 1910 年にチリの特命全権公使として隣国アルゼンチ
ンを視察した日置益は、ヨーロッパ移民の流入の多さを指摘した上で、日本人移民が「無計
画」に大量入国することで、アルゼンチンへの移民が禁止されることを危惧していた。しか
し、そうであってもアルゼンチンが有望な移民の地であることは認識しており、以下の三項
目の実行を「急用」として報告をしている61。 
 
１ 我移民にして亜国に赴かんとするものを■（判読不可）成制限すること 即ち
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政府は従来南米渡航者に対し多少の取り締まりを実行しおらるるが今後も此常備
の方針の緩められざること 
２ 我移民が亜国に到着したる後の配置に注意し可■（判読不可）成都会又は一地
方に集合することを避け内地各方面に散乱して専ら農業に従事せしむること 
３ 資本を有する企業家の移住を奨励し国富の開発に貢献し社会に有力なる地位
を占めしむること 
 
アルゼンチンへの日本人移民についてはこのように、推奨されながらも「制限」や「取り
締まり」を行い、到着後は移民の「配置に注意」することで、常に排日の機運が起こるのを
避けるべく配慮されてきた。それは、各報告においても言及された他国における日本人移民
の事情との関係を抜きには考えられない。 
ブラジルへの移民が始まったのは、ブラジル公使として赴任した杉村濬が同国大統領ら
から日本人移民を要望されたことや、皇国植民会社の水野龍が送り出しのため奔走したこ
とによって、当時の移民先としての人気は北米、ハワイには及ばなかったものの、「ペルー
よりは上というところ」62で人が集まり実現した。アルゼンチンへの転住につながるブラジ
ルへの移民が増加するのは、1907 年から 1908 年にかけて成立した「日米紳士協約」をめ
ぐる移民の送出事情とも連続している。1906 年に既に多数のアジア人が居住していたアメ
リカ合衆国のサンフランシスコでは、同年の地震によって教室が足りないという名目から
アジア人児童を指定の学校に移す決定をした。しかし、サンフランシスコ市とカリフォルニ
ア州のこうした決定に対し、アメリカ政府は対日関係への心配から、日本との間に移民に関
する制限を設けることで地元に理解を求めた。日本政府は再渡航者や移民本人の父母、妻子
及び農業定住希望者以外には旅券を交付せず、その他の者についての旅券発行は厳重に制
限することを約束し、アメリカでは日本人に対して差別的な立法をしないこととした63。し
かし 1920 年代に入ると移民制限は更に厳しくなり、一般に「排日移民法」と呼ばれる新移
民法が 1924 年に成立すると、年間の移民受け入れ数の上限が国別の実績で定められ、「帰
化不能外国人」である日本人の入国は、一時帰国者の再入国以外は認められなくなった64。
アメリカへの新規の移民は事実上できなくなることで、南米が日本人の移住先としてます
ます重視されるようになった。 
南米の中で突出して日本人移民の多いブラジルは、日本政府が渡航費を貸与から全額支
給にあらためるなど政策を転換し、大阪商船による南米航路を政府の指定航路としたこと
や、1928 年には出発前の移民が準備のため滞在する場所として神戸に国立移民収容所も設
置するなどし、国策化を進めていった。沖縄においても、県内における貧困問題に対する切
実な対策として海外移民が説かれる中で、ブラジルは「好個の飛躍地」であり、ブラジルへ
の移民こそが沖縄の貧困の「根本的救済策」であるとして、ブラジル移民が推奨された65。
ただしこうした希望や日本政府によるブラジルへの移民政策も長くは続かず、10 年後には
高まる日本人移民排斥の風潮を背景に、1934 年に「外国移民二分制限法」が制定された。
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同法は人種による移民制限で、実質的には日本移民の入国を制限するものであり、入国可能
な外国人は過去 50 年間に定着した総数の 2 パーセントを超えてはならないとされた。これ
により日本移民の定着数である 142,457 人を基数として、法定入移民数はその 2 パーセン
トの 2849 人に制限されることになった66。1920 年代には、アルゼンチンにおける日本人の
増加については、新規の渡航者や現地生まれの子どもたちが増えたことに加え、1920 年代
に大統領であったアルベアル（Marcelo Torcuato de Alvear : 1868-1942）が、従来はヨー
ロッパ移民を重視していたアルゼンチンにおいて、日本からの移民に寛大であったことも
重要である。アルゼンチンへの入国者数は、アメリカの新移民法以降、第二次世界大戦で移
民が中断する以前としては最も増加し、ブラジルでの移民制限後にも連動するようにアル
ゼンチンへの入国者数は維持された。ただし、これまで述べてきたような書物や報告類、隣
国での事情はアルゼンチンへの契約移民や集団移住を良しとせず、アルゼンチンへの移民
は終始個人の手続きによる「自由移民」や、親族・知人の手続きによって成り立つ「呼び寄
せ」として展開したのである。 
 
第二項 「呼び寄せ」による移民社会の形成 
 アルゼンチンにおける日本人移民の入国及び社会形成は「呼び寄せ」によって特徴づけら
れる。これまでみてきたように、アルゼンチンへの移民はブラジルやペルーからの転住者に
よって始まり、アルゼンチンへの移民船の航路ができた後も日本政府による計画的な移民
は行われず、渡航はあくまでも個人がベースとなって進められた。こうした移民形態は、単
にアルゼンチンへの移民の形態として特徴づけられるだけでなく、アルゼンチンにおける
移民社会の形成をも規定してきた。以下にアルゼンチンにおいて呼び寄せと移民後の社会
形成がどのような形で行われたのか確認したい。 
 移民の社会的ネットワークについて、佐藤嘉一は、「字を同じくする血縁ないし擬血縁（従
兄弟）関係者の『呼寄』による社会関係、『縁故者』のネットワークを核にして広がってい
る」とし、「呼寄」が「呼寄」を生むと説明している67。呼び寄せがアルゼンチンにおいてい
かに一般的であったかを示す資料として、アルゼンチンに移民した日本人の情報をまとめ
た『Quién es Quién de la colectividad japonesa en la república Argentina 在アルゼンチ
ン日系人録』（上原清利美編、らぷらた報知社、1968 年）が挙げられる。同書にはアルゼン
チン在住の各個人について、以下の 9 項目が掲載されている（1 出生地、2 出生年月日、3
配偶者・子・孫、4 職業、5 呼寄人、6 日本出発年月日・着亜年月日・船名、7 職歴、8 所属
団体、9 趣味）。所謂「出稼ぎ」が目的の一般労働者ではない貿易会社の駐在員や農業・牧
畜業の視察者などについても幅広く収められているが、特に労働を目的としてアルゼンチ
ンに渡航した移民については、「5 呼寄人」が注目に値する。彼らの「呼寄人」の項目を見
ると、誰に呼び寄せられたのかわかり、主に夫・親・叔父・兄弟・従兄弟といった男性の親
族・知人による呼び寄せが極めて多いことがわかる。更に、「呼寄人」の続柄や職業が、「被
呼寄人」の「7 職歴」と直結しているため、呼び寄せによって渡亜した者は、呼び寄せ人の
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もとで最初の仕事を始めたことがみてとれる。同資料には女性についての情報がほとんど
掲載されていないが、親族・夫の呼び寄せによってアルゼンチンに渡ったことに変わりはな
かった。 
 小那覇セシリアは、アルゼンチンにおける呼び寄せ移民の形態を、同国へのイタリア移民
の形態である「chain migration（連鎖移民）」の分析枠組みで整理した。チェイン・マイグ
レーションは血縁等による人間関係を伴った人の移動であり、小那覇はそのネットワーク
を以下の 4 つのタイプに分類している68。 
 
1. 「家族、親戚で作った連鎖」 
2. 「同じ地域に住んでいる人々で作った連鎖」 
3. 「広いネットワーク」（移民を推奨する雑誌等の媒体や、商社、銀行等での勤務
が渡航の契機となった場合；筆者注） 
4. 「専門分野連鎖」（農業や牧畜業といった分野の専門家が移住し、同じ分野を学
んだ者や同学の者が移民する場合；筆者注） 
 
先の日系人録の資料を見ても、1「家族、親戚で作った連鎖」及び 2「同じ地域に住んで
いる人々で作った連鎖」がアルゼンチンの日本人移民、沖縄移民に最も多いタイプといえる。
1 の家族・親族の血縁関係による呼び寄せが多いことは日系人録によって確認できるが、2
については石川友紀の研究をもとに検討することができる。石川は、海外移民の多かった沖
縄県勝連村の浜比嘉島を事例に、呼び寄せのケースを明らかにした69。浜比嘉島は 1960 年
代の時点で本籍を置く人口のうち 10 人に 3 人が海外へ移民している。沖縄県では約 10 人
に 1 人が移民に出たことと比較すると、浜比嘉島から移民に出た人数が多いことは明らか
である。しかし、アルゼンチンに渡航した移民がブラジルやペルーへ渡った者の数に比べる
と圧倒的に少ないため、浜比嘉島の中でも特に比嘉集落からアルゼンチンへの移民が多く
出ていることは知られていない。これについて石川が指摘しているのは、移民に関する各種
の「統計」は沖縄を出航した時の渡航先国であり、その後移民の行く先や在留国については
判明してない場合があるため、アルゼンチンへの実際の渡航者数は統計より多いであろう
ことである。すなわち、当初の移民先国から再移住する者が多く、転住する場合は親戚・知
人を頼って再移住するという流れをとるのが通常であったため、「血族的血縁的紐帯の強さ」
70が呼び寄せという形であらわれていた。 
沖縄県の今帰仁村を対象に佐藤嘉一が行った整理においても、「呼寄せるもの」と「呼寄
せられるもの」との間の関係は、妻子、兄弟姉妹、夫婦、叔父、義兄、甥などの家族・親族
に強く依存しており、アルゼンチンにおける今帰仁村の各字が、家族・親族の濃い結びつき
によって組織された社会的ネットワークであることが明らかにされ、また、こうした家族・
親族関係を前提にして展開される社会組織を「第一次的社会組織」と呼んだ71。後続移民の
多くは、親族・知人といった、血縁及び地縁によるネットワークを通じて移民し、その連鎖、
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連続性は同郷の移住者に求められる。こうした形態はアルゼンチンおける沖縄移民にもみ
られ、後に述べる社会形成において彼らが「同郷性」を維持してきた理由と結びついている。
こうした社会的ネットワークは、市町村人会等の郷友会の結成へとつながった。 
 
小括 
アルゼンチンでの沖縄移民による社会形成は、沖縄からの移民がアルゼンチン社会に定
着した過程の中で特徴づけられる。そもそもアルゼンチンは徹底した欧化主義の下で国家
形成を進め、アジアからの移民ではなくヨーロッパからの移民の受け入れに積極的であっ
たことは、アルゼンチン社会における沖縄からの移民の文化を考察するうえで前提とする
必要があろう。アルゼンチンは 19 世紀後半以降、20 世紀初頭までアメリカ合衆国に次ぐ移
民の受入国であったが、日本、そして沖縄からの移民はヨーロッパ移民よりも後から、しか
も集団ではなく個別にアルゼンチンに入国し、主に都市部で生活した。ブエノスアイレスに
居住する沖縄移民は、先に渡航した者をたよって家族や親族が渡航する「呼び寄せ」という
形で徐々に増加していった。しかも、アルゼンチンへの沖縄移民はこの地に直接渡航したの
ではなく、1908 年の第一回ブラジル移民からの転住者が嚆矢とされている。都市部に居住
し、集住の形態をとらないというアルゼンチンの沖縄移民の特徴は、移民の初期より存在し
た。日本人で他府県出身者（日本の沖縄県以外の出身者をさす）の中にはアルゼンチンの経
済的発展を知り、商売をするために渡航した実業家らも多かったが、沖縄出身者は初期移民
の頃から工場労働を中心とし、生活も長屋での貧しい共同生活から始まった。そして生活が
安定するにつれ呼び寄せが始まり、地縁・血縁を基盤とした親族・知人を呼び寄せることで、
隣国ブラジルやペルーと比べると小規模ながら、「同郷性」の強い社会が形成されていった。 
 
1 ガウチョとはパンパの牧童（カウボーイ）のこと。人種的には白人もしくはメスティーソが
多い。アルゼンチンでは独立戦争の際に多くのガウチョが独立軍に加わったが、その後独裁者
を支援したことから、後進性と野蛮のシンボルとして、西欧的近代国家の樹立を目指す欧化主
義者から敵視され、欧化主義者が政権に就くとガウチョは激しく弾圧された。しかし 20 世紀
に入ると行き過ぎた欧化主義への反省から民族主義が高揚し、それに伴ってガウチョをその勇
敢さ、男らしさのゆえに国民性のシンボルとして再評価しようとする動きが起こった（大貫良
夫ほか監修『ラテン・アメリカを知る辞典』平凡社、1999 年）。 
2 同上書、p.104。 
3 国本伊代『概説ラテンアメリカ史』新評論、2002 年、p.66。 
4 第 17 条（国際協力事業団『アルゼンティンの生活』1983 年、p.72）。 
5 今井圭子「アルゼンチン主要紙による戦前の日本移民をめぐる報道」、『上智大学外国語学
部紀要』36 号、2001 年、p.157。 
6 国本伊代「第 8 章 ラテンアメリカ世界形成 500 年と移民」、柳田利夫編著『アメリカの日
系人―都市・社会・生活―』同文館、1995 年、p.211。 
7 10 年間で入国した 175 万人のうち、110 万人以上がアルゼンチンに残留している（「表：ブ
エノスアイレス市における出身国別の人口、1869-1936」参照。ヒガ・マルセーロ｢アルゼンチ
ンにおける日本人移民社会の形成過程｣、フェリス女学院大学編『異文化の交流と共生 グロー
バリゼーションの可能性』翰林書房、2004 年、p.113）。 
8 例えば、第 6 条｢日本人移住者は、アルゼンティン共和国において、第三国の移住者が移住法
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及びその施行令の定めるところに従つて与えられているか又は将来与えられることがあるすべ
ての権利、特権及び利益を与えられる｣、第 7 条｢アルゼンティン共和国における日本人移住者
は、同国の憲法の定めるところに従いアルゼンティン人と全く平等に扱われ、したがつて、報
酬、労働条件及び社会保障に関しアルゼンティン人と同等の権利を与えられる｣。（海外移住事
業団『移住協定集』1973 年、p.26） 
9 松本アルベルト『アルゼンチンを知るための 54 章』明石書店、2005 年、p.22。 
10 ただし公式な上陸はではなく、密航者となるため港より離れた内陸のコルドバまで移動した
と言われている。 
11 「他郷に出ていた者が、名声をあげ、富貴になって故郷に帰る」という意味の「錦衣行」
（『大辞林 第三版』三省堂、2006 年）を、海外に出たものが金を稼いで日本に帰るという意
味で「錦衣帰国」と言われるようになった。 
12 『明治ニュース事典 第七巻 明治 36 年—明治 40 年』毎日コミュニケーションズ、1986 年、
p.30。 
13 1908 年 1 月 1 日の El País 紙には、「日本人は健全で雄々しく、勤勉な国民で、我々が直
面して逃れようとしている大敗の方がとは完全に無縁である」と、当時浮上した日本人の移住
計画について前向きな見解を出していた。アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編『アルゼン
チン日本人移民史 第一巻 戦前編』在亜日系団体連合会、2002 年、p.35。 
14 同上書、p.41。 
15 日本語編集委員会編『ブラジル沖縄県人移民史―笠戸丸から 90 年』ブラジル沖縄県人会、
2000 年、p.141。 
16 同上書、p.142。 
17 在亜邦人社会について研究をしている小那覇セシリアは、笠戸丸にはアルゼンチンにおける
日本人貿易の先駆けである滝波文平が乗船していたため、滝波がアルゼンチンの有望性を船上
で説いていた可能性を指摘している（アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編前掲書第一巻、
p.41）。一方、同じく笠戸丸移民であった沖縄の久場出身の移民は、アルゼンチンという国が
あることはブラジルに来てから初めて知り、アルゼンチンは天国で道端に金の実る木があると
いう噂が広まっていたと証言している（アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編前掲書第一
巻、p.47）。アルゼンチンについて詳しく知る者はいなかったが、日本を出発した時から家族
への送金を気にしなければならなかった移民たちにとって、より多くの稼ぎが得られる場所は
当然魅力的であった。 
18 ヒガ前掲論文、p.111。 
19 アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編前掲書第一巻、p.57。 
20 同上書、p.63。 
21 石川友紀「アルゼンチンにおける沖縄県出身自由移民の職業構成の変遷について―分析と考
察を中心に―」、『琉球大学法文学部紀要 史学・地理学編』26 号、1983 年、p.66。 
22 ヒガ前掲論文、p.128。 
23 アケミ・キクムラ＝ヤノ編『アメリカ大陸日系人百科事典』小原雅代訳、明石書店、2002
年、p.106。 
24 屋比久孟清「沖縄初期移民の苦労」、『笠戸丸より六十年』在伯県人会連合会、1969 年、
p.20。 
25 金城宗和「本土沖縄人社会の生活世界―大阪市大正区を事例に―」、『立命館大学人文科学
研究所紀要』68 号、1997 年、p.227。 
26 新里金福、大城立裕『沖縄の百年 第 2 巻』太平出版社、1969 年、p.198。 
27 アルゼンチンのうちなーんちゅ 80 年史編集委員会『アルゼンチンのうちなーんちゅ 80 年
史』在亜沖縄県人連合会、1994 年、p.14。 
28 同上書、p.69。 
29 沖縄県における海外移民による送金額は全国的にみて上位にあり、昭和初期は広島、和歌山
に次ぐ高さであった。一銭でも多く送金し、いずれは帰るという方針があったため、少しでも
稼ぎの良い場所を求めて移動することは珍しくなかった。貯蓄のために働き、生活を切り詰め
るため生活程度の低さが改善されず、他府県の移民から顰蹙を買うこともあったが、自らの生
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第二章 沖縄移民による社会団体の形成 
 
移民は移民した先で様々な理由から集団を形成し、時に組織化することで移民社会内外
における問題に向き合ってきた。移民先社会との交渉事や、移民社会内部の相互扶助、移民
する前の故郷との連携など、組織が担ってきた役割は実に多様である。沖縄出身の移民につ
いては、現在とりわけ「強固なネットワーク」を保持しているといわれるが、生活基盤のほ
とんど無かった移民初期にいかなる形で人々は集団を形成してきたのだろうか。本章では、
第二次世界大戦の影響によって移民が中断する 1940 年までの時期を対象に、どのような組
織が移民社会の中に形成されていったのかに焦点を当てる。1908 年から 1930 年を移民最
初期とし、ブエノスアイレスへの外国・地方からの労働者流入の中での在亜邦人社会と沖縄
移民の社会形成をみる。また、1931 年から 1940 年を「発展期」と捉え、アルゼンチンの
日本人移民・沖縄移民が増加する中で、職業の選択に特徴が出てくることを述べる。主に
1930 年代に活発化する組織活動についても整理した後、移民の社会形成において重要な役
割を果たしてきた日本語教育と女性をめぐってみられる移民社会の様相についても確認し
ていきたい。 
 
第一節 最初期（1908 年～1930 年）―移民初期の諸組織 
本節で対象とする期間は、アルゼンチンに沖縄移民が始めて入国した 1908 年を始まりと
して、「沖縄県人会」が設立と解散を経て再び異なる形態の組織として立ち上がる 1931 年
までとする。初期の沖縄移民は労働者が圧倒的に多く、首都ブエノスアイレスの長屋で貧し
いヨーロッパ移民や、他府県出身の移民と共同生活を送り、仕事は荷役など日雇いの仕事を
探すか、工場での労働に従事した。ブエノスアイレスの社会において、底辺労働者として生
活の基盤を築いていった沖縄移民は、戦前の在亜邦人社会において次第に形成されていっ
た日本人移民の組織化の動きとかかわりを持つようになる。しかし、当時の主な日本人移民
の組織化は、いわゆる「上から」のものであり、沖縄移民の日本人移民の組織化への関わり
は積極的なものではなかった。 
 
第一項 「大正会」をめぐる対立と「在亜日本人会」の結成 
1908 年から徐々にアルゼンチンに入国を始めた日本人移民にとって、1910 年代後半か
ら 1920 年代にかけては組織形成の萌芽期であった。アルゼンチンにおける日本人移民の組
織化は、アルゼンチンにおいて日本人が最初に結成した、1912 年に立ち上げられた「大正
会」である。その名の通り、明治から大正に元号が変わったことから会の名称が「大正会」
とされた。同会の具体的な活動内容を示すものが無いため「大正会」の活動については不明
な点が多いが、構成していたメンバーの大半が「下町のその日暮らしの労働者」であったた
めに、会の運営は容易ではなかったと『移民史』には記されている1。会報を発行していた
が 5 号で停止し、「ウヤムヤのうちに消えた」2との記述にも不安定な運営の様子をみること
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ができる。「大正会」が「その日暮らしの労働者」によるものであることが活動の継続の妨
げになったとするならば、労働の苦労から他の活動に回す余力がなかったことや、会報を作
成するといった雑務一般を担う人材が足りなかったことがまず考えられるだろう。しかし、
いま一つの理由として考えられるのは、大正会の活動が一部の在亜邦人にとって好ましい
ものではなかったのではないかということだ。当時の在亜邦人社会には、後に述べるように
渡航の経緯とアルゼンチン社会で従事している仕事によって明らかな階層の差異が存在し、
加えて出身地域によって生活の苦しさ、貧しさの度合いも異なっていた。加えて、1915 年
に日本で発行された雑誌『海外』にはアルゼンチンからの生活報告が掲載され、南米視察団
も組織されており、渡航後は「在亜日本人同士会」が設立されていた。「南米のパリ」と呼
ばれたブエノスアイレスに商売や視察を目的に滞在している「余裕」のある日本人にとって、
同じ「日本人」であっても労働者が中心の集団である「大正会」は、必ずしも受け入れ可能
な存在とは映らなかった。 
「大正会」と前後して立ち上げられていた組織には、同郷者による団体、すなわち県人会
等の組織があった。鹿児島県人会と沖縄県人会は「日本人会」が組織されるより前に設立さ
れ、沖縄県人会の結成は 1917 年と言われている。同郷出身の人間どうしによる他国からの
転住がアルゼンチンにおいても移動・生活の最小基盤であったことを考えると、「県人会」
をはじめとする同郷人会が「日本人会」より先にできるのは自然な流れであっただろう。最
初の沖縄県人会設立の経緯は、アルゼンチン最初の沖縄移民の一人であった知念政実3が沖
縄に帰国する際の送別会が契機となった4。集まった人々の間から沖縄県人会設立の話が持
ち上がり、初期の沖縄移民労働者が多く暮らしていたバラッカス地区で実現している5。沖
縄県人会は後に述べるように、「日本人会」の創設にあたって解散することとなり、初期の
短い活動を終えている。しかしながらその役割は重要であり、当時ブラジルで起きていた沖
縄移民排除の動きを受け、アルゼンチンにおける生活様式についての指導、沖縄からの呼寄
せ方法、諸手続きの援助等を行っていた6。慣れない生活の中で親睦や慰安の意味合いもあ
ったことは想像に難くないが、日々の生活で直面させられる問題解決を第一義とする相互
扶助の場として機能していた。 
1916 年には「在亜日本人青年会」という組織が形成された。大正会が主に労働者によっ
て組織されていたのに対して、在亜日本人青年会は当時アルゼンチンに在住していた「イン
テリ青年」らによって組織された7。会員は 57 名で始まり、1 年後の定期総会を経て名称を
「在亜日本人会」と変更し、会員数も 80 数名に増え、会費を設定し、会報も発刊し、「日本
人会」を冠する組織が初めて在亜邦人社会に誕生した。同会は「一進一退」8の状態がしば
らく続き、統一性を欠いていた「在亜日本人会」が 1921 年に入ると理事の辞任をきっかけ
に役員は総辞職し、「最悪の不振混乱状態」に陥った9。当時の在亜邦人社会では、ボカ地区・
バラッカス地区のコンベンティージョで暮らす労働者を「バラッカス組」と呼び、商社の社
員や個人で商売をするためにアルゼンチンに滞在し経済的に困窮していない人々を「セン
トロ組」と呼び、両者の間には隔たりがあった。バラッカスには日本人移民の中でも沖縄と
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鹿児島出身者が多く、セントロ組は出身地こそさまざまであったがブエノスアイレスの中
心地区に暮らす商社の社員との間にはアルゼンチンへの渡航の目的、職業、労働・居住の形
態、出身地等の違いは大きく、「在亜日本人会」が、当時の日本人をまとめうる組織でなか
った。在亜日本人青年会と、その後の在亜日本人会になってから加入した人々の名前を確認
しても、沖縄移民と思しき氏名は知念政実と比嘉山保の二名のみである10。こうした状況か
ら、最初の在亜邦人組織であった大正会の解散を契機として、「バラッカス組」による組織
形成に懸念を抱いていた「セントロ組」が主導する形で総合団体としての日本人会の組織化
に乗り出していったと考えることもできるだろう。 
1924 年になると在亜日本人会に異議を唱える「日本人会改造団」があらわれ、既存の役
員らによる会計報告に不備があると指摘し、臨時の役員会が開催された。しかし参加者の採
決によって不正は認められず会計報告は正しいとされ、それ以降しばらくの間は大きなト
ラブルはみられず、1925 年には社団法人としての認可を得、1928 年には日本人会の念願で
あった会館の建設が終了した。呼び寄せや花嫁移民として女性が移民社会に増えていく中、
1935 年には在亜日本人会の婦人部の創設に関する準備懇談会が開催された。日本人会に入
会する女性を増やしたうえで、会員によって婦人部を設立することになり、同年 8 月に在
亜日本人会婦人部が設置された11。移民史には役員に当選した女性たちについて姓のみの記
載であるが、沖縄出身者に特徴的な性は確認できず、在亜日本人会本体と同様に、沖縄移民
にとっては身近な組織ではなかったと推測される。 
 
  第二項 労働組合の結成と沖縄移民への眼差し 
1921 年の「在亜日本人会」の再始動を論じる上で、これに大きな影響を与えたと考えら
れる 1919 年に首都ブエノスアイレスを中心に展開された一連のストライキについて述べ
ておく。 
1919 年 1 月に怒ったそのストライキは、後に「悲劇の一週間」（Semana Trágica）と呼
ばれ、アルゼンチン史においても重要な出来事となった労働者による一連のストライキと
暴動である。第一次世界大戦後の不景気の煽りを受け窮乏していたアルゼンチンの労働者
らは資本家との間に不満を抱えていた。両者は緊張状態にあり、労働者はブエノスアイレス
で組織だったストライキを展開していた。その一つに、警察と労働者との衝突により多数の
死者を出したバセーナ鉄工場でのストライキがある。周辺の工場には日本人移民が多く勤
務しており、このバセーナ鉄工場にも当時沖縄移民を含む日本人の労働者が男女合わせて
60 名から 70 名働いていた12。外務省には在ブエノスアイレスの領事らから一連のストライ
キについての報告「ブエノス・アイレス市労働者ノ同盟罷工ニ関スル件」が大正 8 年 1 月
から約 2 年 9 か月にわたって報告されている13。ストライキへの日本人移民の参加の状況は
記されていないが、本論との関係で述べるならば、こうした労働争議を背景として同時期に
次の述べるような組織が結成されたことであった。 
1919 年には、ブエノスアイレス市内のローチャ鉄工場を事務所として「在亜日本人労働
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者連合組合」が結成された。在亜邦人社会の中で沖縄移民は多数を占めていたが、組合設立
の準備段階では鹿児島県人と広島県人の参加が多く、組合の立ち上げに沖縄移民の参加が
少なくなったことに非難の声が上がったと記述されている14。なぜ沖縄移民が参加に消極的
であったのかに関する記述は見られないが、家族への送金を第一の目的とし、一円でも多く
送金するために職を転々とすることが多かった沖縄移民にとって、組合への参加は彼らの
日常において優先順位の高い事柄ではないと考えられたのではないか。また、この組合には
当時の在亜邦人の中でも「インテリ層」と呼ばれる人々が参加していたことも、労働者が主
であった沖縄移民にとって関心の低さの一因であったかもしれない。「インテリ層」とはい
わゆる労働者としてアルゼンチンに入国した移民ではなく、海外実業訓練生として商業視
察で滞在中の者や、盛んになり始めた貿易のため渡亜した青年を指し、高等教育を終えてき
たものが多かった。つまり、前出の「セントロ組」と重なるのが「インテリ層」である。当
時のアルゼンチンには三つの日本人移民グループがあったと言われ、南米視察団の一員と
してアルゼンチンにわたり、当時の状況を記した芝原耕平によると、一つは商店の駐在員な
どの「紳士階級」で、もう一つは「知的階級の自由渡航者」、そしていま一つが「ペルーや
ブラジルからの転住者と彼らに呼寄せられた人たち」であった15。沖縄移民の多くは三つめ
の、転住者と呼び寄せられた人たちがほとんどであり、生活は「バラッカス組」と呼ばれる
層であった。 
沖縄移民は各地の移民先において、区別され、差別的な扱いを受けてきた。沖縄の言葉、
習慣、文化が近代化の中で沖縄の外側より「野蛮なもの」「遅れたもの」とみなされ、それ
が移民先にもそのまま持ち込まれたためである。「今でこそ何でもないようだが（中略：引
用者）ウチナーンチュは想像もつかないくらい軽視、差別されていた」16という証言のほか、
雑誌等でも差別に関する経験や、相手が沖縄出身者であると結婚に反対されたというエピ
ソードが残されている17。アルゼンチンでは他府県出身者の間に沖縄移民に対する差異の意
識はなかった話す者もあるが、移民する以前には接点の無かった異なる地域の出身者同士
が移民先で「日本人」としての共同体を形成する中で、他府県出身者による沖縄移民への蔑
視・差別が存在していたことをあらわしていよう。沖縄出身者に対する蔑視は移民先で他府
県出身者と交わることで現前し、「日本人会」という組織の形成にも影響を与えたことが推
測される。戦前の、特に初期の移民はこうした差別の経験を記憶している者が他府県出身者
との付き合いに沖縄移民から距離を置いたことも考えられる。 
1919 年に設立された在亜日本人労働者連合組合には労働者よりもインテリ層が多く参加
していた。『アルゼンチン日本人移民史』によると、組合設立については「白色人種の国と
いうことを誇りにしている当亜国」においては、日本人はいつ排斥に直面するかわからない
ため、常にアルゼンチン人の労働組合と連絡を持ち、対資本家の問題に対しては「彼らと同
一の歩調をとる覚悟と準備」がなければならなかった。そのため、「とにかくアルゼンチン
社会に波風を立てないこと、労働者どうしの連帯も資本家に抗するときも、各労働組合と連
絡を取ること」が重要で、「ストライキの裏切りなどは忘れてもやってはならぬ」とされて
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いた18。労働組合自体が「波風を立てるもの」とも考えられるが、この時はインテリ層の参
加が多かったという点や意識された点からして、いわゆる労働組合という側面よりは、日本
人会としての機能に近い組織であったことも考えられる。在亜邦人全体の目から見れば、ア
ルゼンチン社会において排日運動が起こる可能性を限りなくゼロに近づけたいという趣旨
はあったであろうが、一方でこうした労働組合は、沖縄移民にとって日々の労働条件を改善
するような窓口としての役割は持ちえなかったのだろう。不参加の理由には、在亜邦人内部
の問題だけでなく、移民初期ならではのアルゼンチン社会との関係性が表れている。 
 
  第三項 「在亜日本人会」の結成と「沖縄県人会」の「発展的解消」 
 大正会や各県人会の設立など、在亜邦人の中で複数の組織が立ち上がり始めた中で、沖縄
移民が関わることになる、二つ目の「上から」の組織化の動きは日本人会の結成であった。
活動が停滞していた「在亜日本人会」は、理事の辞任と役員総辞職によって再建が図られ、
改革案が作成されることになった。セントロ組とバラッカス組の軋轢を軽減するため、1921
年には日本公使館の代理公使が「有力者」を招いて懇談を行い、その後に開催された日本人
会の総会ではアルゼンチンにすでに支店を開設していた横浜正金銀行の支部長が会長に就
任した。「有力者」の中にバラッカス組からの参加者がいたのかどうか明らかではないが、
公使館が設定した懇談会を経て行われた総会で大手銀行の重役が会長に就くということは、
日本人会が日本人のためだけに結成されたのではなく、アルゼンチン社会との関係におい
て「立派な」日本人会を設立する必要性があったと考えられるだろう。 
65 名の参加者から 15 名の役員が選出され、活動方針として以下の 12 項目が示された。 
 
1. 代議員及び評議員制を設け、会員との連絡を円滑ならしむ 
2. 日本人会事務所として相当な家を借り、設備をする 
3. 専任書記を雇用する 
4. 日本人会報を拡張し、内容外観ともに面目を一新し、当分一か月に二回発行する 
5. 会誌の名称を「在亜日本人」と改める 
6. 医師及び病院との連絡 
7. 法律顧問を設置する 
8. 消費組合を組織する 
9. 西語夜学校を設ける 
10. 郵便物の取次 
11. 職業の斡旋 
12. 領事館事務手続等も最も簡単に取り次ぐ 
 
言葉や生活習慣への順応が十分でない在亜邦人にとって、方針に掲げられた項目はいず
れも日々の生活の助けとなる有益な内容であった。しかしながら、バラッカス組の一人であ
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った鹿児島移民の以下の証言からは、必ずしもそれが在亜邦人全員に向けて提供されたサ
ービスであったか疑問が残る。「当時の日本人会なんか、見識が高くて、わしら貧乏人は相
手にしないんですよ（中略：引用者）。大使館の人なんかみんなえばっていましたからね」
19。先述の沖縄移民による組合活動不参加への要因と同様、早急な問題解決にならないので
あれば積極的に参加する動機づけにならないことが理解できよう。加えて、労働者としてア
ルゼンチンに来た人々にとっては日々の労働と稼ぎが最優先事項であり、「日本人会」であ
っても組織への関心を在亜邦人全体が共有するのは困難であった。 
こうした「セントロ組」による公使館も絡んだ日本人会の組織化の試みの背景には、「バ
ラッカス組」による、組織形成の目立った動きが起こることを警戒し、官製の組織形成に急
いだ公使館の意向がうかがえる。この時期は 1918 年にアルゼンチン共産党が創設されたこ
とや、先述のバセーナ鉄工場でストライキが敢行されたこと、他の日本人移民先であるハワ
イなどにおいても当時頻発していた移民労働者による労働争議への参加や社会運動の興隆
に対する警戒、すなわち共産主義に対する警戒があらわれている時期であった。日本人会を
組織化し公使館の管理のもとに置こうとするのは、日本人移民の中でもとりわけ人数が多
く、過酷な労働に従事していた沖縄移民や鹿児島移民ら労働者を中心とした組織形成を可
能な限り阻止したい「上から」の意向を読み取ることができる。 
先にみたようにアルゼンチンでは日本人移民の渡航に関して否定的であり、当時の公使
である日置益が 1919 年に外務省に充てた手紙によれば、とりわけ鹿児島移民と沖縄移民が
「生活程度ニ於テ他県人より余程劣リ居ル」ことで、「一般日本人二対スル評価ヲ定メシム
ルコトハ甚だ不利益」であり、「一旦失墜セル声価ハ後二至リ挽回スルコト至頼ノ義」であ
るから、渡航の証明書を発給するときは「充分御留意」してほしいと書いている20。そこに
は、当時ヨーロッパ移民を好んで受け入れてきたアルゼンチン国内において、日本人の排斥
を回避したい公使館側の思惑をはっきりと読み取ることができるだろう。また、沖縄出身の
移民が多く居住していたブラジルにおいて、沖縄出身の移民に限り入国が制限されていた
ことも、「公使館の要望」に影響していた可能性がある。 
沖縄県人会は結成して数年もたたないうちに在亜日本人会に「合流」するが、沖縄移民を
中心に編纂された『アルゼンチンのうちなーんちゅ 80 年史』では記述が異なっている。当
初の沖縄県人会は「余りにも組織が強力すぎたために中央日本人会の活動が見劣りすると、
公館側からの要望で 1921 年に当時あった日本人労働組合、鹿児島県人会と共に発展的解消
を余儀なくされ、そのまま日本人会へ合併」とある21。つまり、「発展的解消」の内実は、沖
縄県人会が組織として無視できない規模と力を有していたこと、「日本人会」としての体裁
と存在感が優先されたことから解散を強いられたと考えることもできるだろう。またそれ
は、アルゼンチン国内外の労働争議への対応や社会情勢を意識しての措置であり、沖縄県人
会自体の事情によるのではなく、当時の他国の移民の置かれた状況や社会的背景と関係し
ていた。いずれにしても、「セントロ組」による労働者階級の組織化への懸念は実際の効力
を持ち、日本人会が結成された翌年の 1922 年には、鹿児島県人会、沖縄県人会、そしてバ
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セーナ鉄工場と同じく日本人労働者が多く働いたローチャ鉄工場を拠点とした在亜労働者
連合組合が「公使館の要望によって」それぞれ解散し、日本人会に合流した22。しかし、解
散をした 3 団体の中で考えても、前者二つの県人会が解散を余儀なくされたのに対し、組
合の解散は実質的には組織の拡大でもあった。そのため、この「解散・合流」について、日
本人会が「漸く階級対立を超えて邦人『総合』団体となった」23という評価には再考が必要
なことがわかる。 
 日本人会は 3 団体の合同によって会員数 800 名を擁するに至ったが、3 年後の 1924 年に
は再びトラブルが生じている。体制に不満を持つ一部の会員が会計に対する不正の疑いや
会館の設立についての疑義を出し、役員の辞職勧告を出した。しかし、会館の建立を第一の
目標としていた日本人会は、歴代の役員が資金集めに奔走してきたことによって、1929 年
に会館の完成にこぎつけ、活動の場所を得た。一方、日本人会によって解散を迎えた沖縄移
民による「県人会」の誕生は、戦後を待たなければならなかったが、沖縄移民は呼び寄せの
基盤ともなる市町村、そしてさらに小さい単位である字を冠した市町村字人会を結成し、
「県人会」の不在を補った。また、沖縄の外へ初めて出た移民たちにとっては、町村字を超
えた「県」としてのまとまりは未だ実感を伴わないものでもあった24。第二次世界大戦まで
確認できるかぎりでも、中城村人会、具志川村人会、金武共進団、名護町人会、今帰仁村人
会、大宜味村人会、本部町人会、與那城村宮城島同志会、饒辺同志会、西原村人会、宜野湾
浦添市民会、首里龍泉会、南風原村人会、名護町人会、久場同志会が発足している25。市町
村字人会の活動は活発であり、呼び寄せの手続きから新規入国者の手伝い、仕事や住居の斡
旋、慰安や親睦のための会合など、組織によっては規模も活動内容も異なるものの、大方の
役割は同じであった。不景気な時代にアルゼンチンに渡航した者は生活も仕事も厳しい状
態が続き、「村人会の組織がなければよう生活も来ないような有様でした」との証言がある。
そして、その苦しい状況を切り抜けられたのは「苦しい時も悲しい時も、村人は集まって互
いに助け合い、励ましあい暮らした」ためであった26。同郷人の組織は新来の移民にとって
多くの便宜を供与したが、単なる事務的手続きを代行する場ではなく、安らげる場所を求め
る多くの移民の生活に欠かせない存在であった27。 
1924 年には、沖縄県内において県出身の移民の保護奨励・知識の普及・海外在留者との
連絡、人材の養成などを目的として「沖縄県海外協会」が組織されていた。アメリカ合衆国
に渡航した沖縄移民の要望によって 1918 年頃から検討され、時間をかけてようやく設立さ
れた組織であった。アメリカの沖縄移民は各居住地域で「県人会」を設立し、こうした県人
会が「沖縄と絆を結ぶ形で展開した」ものが沖縄県海外協会である28。石川友紀によると、
同協会が行った事業としては「渡航者の教養、渡航手続き一切の世話、渡航相談部・帰朝者
倶楽部の設置、海外在住者の留守宅訪問、講演会・座談会、第二世の慰問激励」であり、移
民のための会館の設立・管理も一手に担っていた29。1930 年に沖縄から漢那憲和代議士が
海外協会の移民会館30の建設資金を募るためにアルゼンチンの沖縄移民たちを訪問したこ
とで、「県人会」に準じる組織の設立が高まった。それは、漢那が沖縄における海外移民の
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重要性を説き、受け入れる側にも促進機関がなければならないと訴えたためである。前述の
ように沖縄県人会が日本人公使館によって一度解散させられたことから、このとき漢那は
県人会の組織についても提案をした。しかし、「県人社会」の若手であった知念繁雄が「公
館が県人会設立を希望しない以上、移住促進をするためには、その推進母体としてある沖縄
海外協会の支部を早急に結成すべきだ」と説いたことで、沖縄県人会としてではなく、「沖
縄海外協会亜国支部」が翌年に設立された31。これによって「県人会が発展的解消してから
（中略：引用者）それに代わるウチナーンチュの代表機関」32ができあがり、実質的には県
人会としての機能をしばらくの間果たすこととなった。 
 
第二節 発展期（1931 年～1940 年）―「三大職業」の隆盛と組合の設立 
 本節では、1931 年から第二次世界大戦における 1945 年のアルゼンチンによる日本に対
する国交断絶までの期間のアルゼンチンにおける在亜邦人・沖縄移民の組織形成の様相を
明らかにする。この時代は日本人移民が最も多く入国した時代であり、在亜邦人の「三大職
業」であるティントレリア、花卉栽培、蔬菜栽培が発展した時期でもあった。1940 年にい
わゆる「戦前移民」が中断するまで迄の在亜邦人社会をみていく。 
 1930 年代はアルゼンチンへ最もたくさんの移民が渡航した年代である。転住した者、在
留の手続きを取らなかった者もあり、正確な人数の把握は困難であるが、1930 年代のアル
ゼンチンにおける日本人の数はほかの他の年代よりも多く、移民の中断する 1941 年までの
約 10 年間で 2976 人が渡亜している。その中で沖縄移民の比率は 1933 年を除いては毎年
50 パーセントを超え、多い年では年間入国者の 74.1 パーセントが沖縄出身であった33。在
亜邦人社会について著した賀集九平34は、『アルゼンチン同胞八十年史』の中で 1920 年代か
ら 1930 年代を「活躍時代」としている。各年に起こった出来事を並べてみても、人数の増
加だけでなく在亜邦人の主な職業の組合の設立や活動の広がり、地方日本人会、県人会、沖
縄移民に関しては市町村字を単位とする同郷出身者による会の設立、日本語小学校の認可、
日本人会の出版物の増加など、それまでに培われてきた在亜邦人社会の基盤が固まり、新た
な展開をみせる時期であった。本節では在亜邦人の「三大職業」35とされるティントレリア・
花卉栽培・蔬菜栽培への編入過程を確認しながら、沖縄系移民の特徴を捉えてみたい。 
 
第一項 ティントレリア 
 これらの職業が在亜邦人の職業の大半を占めるまでは、前章で述べたように移民として
渡航した在亜邦人の職業は主に工場・港湾労働、家庭奉公等から始まり、その後カフェーで
の労働や運転手といった職に就くものが現れ始め、郊外に移ったものは野菜や花の栽培を
始めたという流れがあった。とりわけティントレリアは、日本人営業主のもとで働いた後に
独立する者も少なくなかった。在亜邦人を代表する職業であり、現在もなおそのイメージが
アルゼンチンにおいて保持されるティントレリアは、初期移民の就いた家庭奉公・家事労働
に端を発し、その後一貫して在亜邦人を代表する仕事であり続けてきた。 
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 最初の洗濯屋はまだ家庭奉公の仕事が多かった 1910 年代に始まり、そのきっかけは「カ
フェ・パウリスタ」という有名なカフェー店経営者の家庭に女中として働いていた熊本出身
の中村ツタが、家庭の洗濯物のほかにカフェーでの洗濯物も預かり洗濯する店を、カフェー
経営者の援助によって始めたことであった36。ツタは在亜邦人の間で「洗濯屋のおツタさん」
として知られ、初期移民を受け入れ世話をしていたことから、移民早々にツタのもとに滞在
することで、最初に洗濯屋の仕事を覚え、増えていく洗濯店での転職やその後の独立へと結
びついていったと考えられる。ツタはアルゼンチンにおける初期日本人移民の中でも数少
ない女性の一人であった。1912 年に店をはじめ、ブエノスアイレスには 1919 年の時点で
すでに 20 軒を超えるティントレリアがあった。 
 初期の頃はまだ現在一般的な「ティントレリア」という名称ではなく、洗濯・アイロン工
場を意味する「タジェール・ラバール・イ・プランチャール」と呼ばれていた。洗濯とアイ
ロンがけという主な仕事内容が名称にあらわれている。初期の洗濯屋で洗っていたものは
ワイシャツやハンカチ、下着、靴下、シーツのほか、女性の下着などもあり、「客の持ち込
むものはなんでも」洗っていた37。日本人が商売を始めるより以前にブエノスアイレス市内
には洗濯店があり、輸入機械を持ち配達も車で行うなど、ブエノスアイレスの上流社会を相
手に商売をしていた。日本人移民が始めた洗濯屋は中流社会、一般大衆の需要を満たすよう
なポジションとして発展した。そこには背景として、都市住民の住宅環境の変化によって居
住空間が縮小したこと、生活様式の変化によって洗濯人を使用する富裕層が減少したこと、
既製服の流通が増えることで専門的な選択方法が必要になったことなどが挙げられる38。最
初期には機械も導入されておらず、作業はもっぱら手で行っていたため資本が無い状態で
仕事を探す日本人移民にとっては就きやすい仕事であった。当時の新聞には日本人経営の
洗濯屋が繁盛している様子が掲載されているが、経営者を含め、従業員は家族も新たに渡航
してきた者も休みもほとんどな皆で働いた。 
当時の回想には仕事の忙しかった様子が語られている39。労働時間については、「夜間労
働は８時までという政令が出たこともあったが、日本人はシャッターを閉めて深夜まで働
いた」、「夜遅くまでもやった。昼休みもない。ぶっとおしだ。その日に受け取った洗濯物が
終わるまでやった」、「当時の洗濯店の労働時間は 16 時間から 18 時間だった。朝の 6 時か
ら夜の 11 時まで、寝るのは 1 時頃になる。昼寝もしなかった。とにかく、その日の仕事が
終わるまで働くんだ」、「あの頃は労働組合もないしね。夜の 12 時になっても店は開けっぱ
なしだ。主人ばかり働くわけにいかないから、従業員もみんな働いた」と軒並み長時間の労
働が生活を占めていることがわかる。また、過酷な労働の毎日を「全く奴隷のごとき生活」
と表現し、「南米の小パリと称されるブエノス市」で、「夢多き若人達は、こんなことなら日
本にいればどのくらい良かったろうと泣くに泣けず、呆然自失でその日を暮らしていた。そ
れは私一人ではなかったろうと思う」と語る者もあり、下働きの先に独立への道が必ずしも
明確に開けていたわけではなかったこともみてとれる40。週末で店を開けない日には店の掃
除や、機械が入っているところはそのメンテナンスなど、仕事から離れることはなかった。
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貯蓄して独立する際には、特に初期の洗濯は手洗いで、あとはアイロン一つあれば仕事がで
きたため、下働きをしていた店の経営者に援助をしてもらったり、保証人になってもらった
りすることで、独立して営業主となることが可能であった41。こうして、新規の移民が既存
の店に入り、独立をするという流れが確立された。アルゼンチンに入った日本人移民は都市
部を中心に生活をしていたが、洗濯店の独立が増えることに伴って、競争が増えないよう市
内での居住は分散し、また、あるものは郊外や地方の都市へと移動し、まとまって居住する
地域の無い、居住地が分散した「移民社会」ができあがっていった。 
 1920 年に 22 人であった洗濯業の従事者は 1928 年には 234 人になり、1936 年になると
812 人にのぼった42。沖縄移民も同じ時期から洗濯業に就くものが現れた。正確な記録は残
っていないが、沖縄移民の最初の洗濯店が開店したのは 1919 年か 1920 年と言われる43。
また、ペルー移民から転住をした小波津正英は玉城次郎と「東京」という洗濯店を 1921 年
に開業した。1936 年の事業経営者数の統計では、ブエノスアイレス市内及び近郊に居住す
る沖縄移民のみでも全体の 62.1 パーセントが「洗濯店」になっており 44、店名は
「JAPONESA」（日本人娘）、「JAPONES」（日本人）、「TOKIO」、「横浜」など、183 軒あ
る店のうち 81 軒が日本とわかる名称を掲げていた45。移民初期より家庭奉公人として重用
された日本人移民が、同種の仕事としてのティントレリアへの信頼として機能していたこ
と、日本人経営であることが商売の「象徴的資本」になるため46、こうした店名へとつなが
った。 
1919 年にアルゼンチンに渡航した小那覇全吉も最初は工場で働いていたが、先にアルゼ
ンチンにいた弟の援助を受けてティントレリアとして独立した。当時独立を果たした者た
ちの店には後継の移民たちが多く居候していた。「呼び寄せ」は、呼び寄せる側からの働き
かけだけでなく、呼び寄せを希望する者たちがツテを頼って呼び寄せを希望する旨を知ら
せ、呼び寄せを待つというケースも少なくなかった。全吉のところにも呼び寄せを依頼する
手紙が絶えず、全吉もそれに応えて多く呼び寄せをしたため、沖縄から来ても職にありつけ
ない者や、ブラジルから転住してきたも者たちを自分の店に置き、落ち着くまで食事の面倒
を見ながら居候させた。呼び寄せという移民形態によって沖縄移民が多かったことは前章
で述べたが、加えて、親族だけでなく呼び寄せの依頼を引き受けてくれる人物のもとに呼び
寄せの依頼が集中したことから、その人物の出身地域からの移民が必然的に増加し、それが
同郷人会の結成にしばしばつながった。小那覇全吉は中城村出身であり、中城村人会を組織
したのも全吉であった47。更に、全吉は兼ねてより検討されてきた洗濯業の同業組合の初代
役員にも名を連ねている。 
1929 年、ブエノスアイレスの洗濯店経営者によって「在亜日本人染色洗濯同業組合」が
結成されたことから、組合は在亜邦人同業者の便宜を図るべく購買部を設けて洗濯屋の業
務に必要な薬剤や糊などを大量に仕入れることで安価に提供したほか、顧客と警察と店主
の間にトラブルが出た場合に解決を図る団体としても機能した。組合で活躍していた宮田
政市によれば、1935 年の時点で同組合に参加しているのは 70～80 名であったが、一人で
48 
 
複数店舗を所有している場合もあるため実際には約 100 軒程度の組合員所有の店があった
48。組合員には先に挙げた数字にみられるように、多くの沖縄移民も含まれていた。組合が
組織された一方で、入らなかった非会員も 200 名近くいたこと、競争激化が続いていたこ
となどから、組合側は当時の駐亜領事に「協調団結促進に関する決議」の履行勧告を依頼し、
領事は組合による提案を広く勧告した。その内容は大きく 3 つに分かれ、内容は領事や組
合による統制に従うよう求めるものであった49。 
 
１．新たに開店または移転せんとする場合 
（イ）できうる限り邦人同業者との遠隔をはかり最寄りの邦人同業者の了解を 
    得ること 
（ロ）店舗の借家契約をなす前にぜひとも組合または領事館に通達しその了解   
   を得ておくこと 
２．組合加入 
（イ）非組合員は即時組合に加入すること 
（ロ）新規開店と同時に組合に加入すること 
３．特に人目を引くような安値段の看板を掲げもしくは広告をなすは絶対に 
これを避けること 
 
当時、同業者間で問題となっていた事柄としては、新規出店が近隣店舗への了解など得な
いままに行われていること、組合加入者以外に対して統制がなかなか取れないこと、極端な
値下げが行われていることなどであった。1930 年代は独立する者が増えただけでなく、テ
ィントレリアの仕事そのものにも変化があらわれた。すなわち、日本人の店に機械の導入が
進んだのが 1930 年頃からであった。アメリカ合衆国のメーカーである HOFFMAN がプレ
ス機とドライクリーニング機会を小型化して販売し、小柄な在亜邦人、沖縄出身者にとって
は仕事がらくになったという。独立や機械の導入に必要な資金はすべて移民どうしの頼母
子講によって賄った。1931 年に着亜した儀間康英は金の工面について、銀行から借りる人
は家屋敷を失うといわれており、銀行で借りるという発想は無かったため、金融はすべて頼
母子講であり、「お互いに金を出しあって事業を起こさせる。県人の洗濯屋もカフェー店も、
これで始まった」と述べている50。機械の導入が進み効率化されると、従業員の数を減らす
ことができ、独立する者が増えることで仕事を家庭内で賄うようになり、家族単位での経営
が増えてきた。こうした独立の増加、労働環境の変化、再編によって、家族が生活と労働を
共にすることで、更に親族・知人の呼び寄せが活発になり、アルゼンチンでの滞在も長期化
した。 
沖縄出身者によるティントレリアの経営について、故郷で送金を受けていた沖縄の人た
ちがどのように考えていたのか垣間見える文章が『アルゼンチンのウチナーンチュ』には寄
せられている51。この人物は、故郷沖縄を訪問するたびに、なぜアルゼンチンのウチナーン
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チュは洗濯屋ばかりしているのか、と問われることに不快感を覚えたと語っている。なぜな
らその問いかけには、「人の汚れ物を取り扱う最低の職業との侮蔑的な響き」が感じられる
ためであった。近い親戚からも洗濯屋の話はしないようにと口止めをされたこともあり、
「がっかりさせられた」と述べている。当人は「異国にあって強力な生活基盤となっている
洗濯屋は最上なものだと誇りを持って」いるだけでなく、現実の問題として、最初に移民し
た人の多くは洗濯屋で働くことで、稼ぎ、独立を描くという「成功への道」であったとし、
現在の繁栄は「洗濯屋のおかげ」であると記した。先にみたように、多くの沖縄移民がティ
ントレリアの仕事に就き、沖縄に残った者たちは家族・親族らによる送金を待ち、それに生
活を支えられてきた。一方で、その送金の出どころである移民たちの就いた職業については、
「海外雄飛」や広い土地といったイメージとかけ離れている仕事であることに複雑な思い
を抱える親族があった。 
 
第二項 花卉栽培 
花卉栽培の始まりもティントレリアと同じ時期であった。ティントレリアは裕福な家庭
での奉公人での仕事が発端となったことはすでに述べたが、花卉栽培も裕福な家庭の豪邸
での庭師が発端となった。また、ブエノスアイレス市の植物園での仕事に就いた者もあり、
庭から花、栽培へとつながっていった。その流れは、家庭の庭園の管理に雇われた庭師が、
その後複数の庭園を管理するようになり、経験と資本が増えると信用も得やすくなり、庭園
の設計なども任されるようになると庭園木や苗の需要が増え、外から仕入れるよりも自ら
栽培することでより利益が上がることがわかるようになり、経営に至る、といったものであ
った52。 
 花卉栽培の先駆者のひとりであり、後に移民史も記している賀集九平の着亜した 1918 年
末には未だ花卉栽培者はいなかった。日本で農業学校を出た高市茂、芝原耕平ら、その後の
在亜邦人の花卉栽培を牽引する両者がアルゼンチンに到着したのは 1916 年であったが、す
ぐに花卉の途へと進んだわけではなかった。「中等学校或いは専門学校出身」といった学業
をおさめ、高市のように県立農学校の教員の経験を持つものや、技師といった「インテリ青
年」たちによる自由渡航による「アルゼンチン渡航熱」の高かった時代であったが、「アル
ゼンチンはブラジルの一部かの如く考えているものさえあった」という。アルゼンチンへの
渡航・労働環境などが日本で認識されるようになったのは、『海外』などの雑誌を媒体とし
て情報が広まるようになったことが大きかった。高市、芝原は斉藤力太の 3 名が借地をし、
1919 年に共同経営で花卉鑑賞園を開始したのが最初の日本人による花卉栽培による経営の
始まりである。高市、芝原は 1922 年には「Floreria japonesa」（日本花店）という花卉店
を開き、その後花卉栽培に従事する者が現れ始め、ブエノスアイレス市内の空き地を借りて
栽培していた。しばらくの間は当初高市らが始めたような「鑑賞花卉園」が専らであったが、
経営者の数が 30 家族を超え、花卉園芸に携わる業者を統一する団体の必要性が唱えられて
いたことから 1928 年に「在亜日本人園芸会」が設立された53。1930 年には花卉園芸の経営
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者数は 48 家族に増え、温室面積も増加している。 
そうした中で注目すべきは、1932 年に花卉市場が設立されたことであろう。在亜邦人が
花卉栽培を始めた当初は、市場は無く、また花の消費量も少なかった。取り引きは、切り花
を鉄道で運んで直接花屋を回って売り歩くか、ブエノスアイレス発着列車の主要駅である
レティ―ロ駅前の空き地に露天市場が立ち、そこで栽培者と販売者の取引が行われていた。
出荷は大変な作業で、午前 2 時半には起床し、花に紙をかけ、馬車で駅まで行き、花を入れ
たかごをいくつも持って電車を乗り継ぎ、市場行きの荷車まで歩き、ようやく市場に到着す
るというものであった。そうして販売しても、当初は売れない時の方が多く、売れる時は「ど
さくさにまぎれて、よく盗まれ」ることもあった54。しかし都市の発展に伴い、誕生日や記
念日には花を贈る習慣が根付き始め、葬式にも生花の花輪をそなえる人々が出始め、花の消
費量が増加した。花は高価なものであったが、在亜邦人で栽培する者が増えてからは供給量
が増え、廉価になることで庶民にも手の届きやすいものになった。こうしたことから、アル
ゼンチンの花卉業の有力者であるビセンテ・ブラビらが発起人となり、そこに高市茂らが在
亜邦人花卉業者の代表として参加し、それまで花の取引が行われていた場所のすぐそばに
レティロ中央花卉市場を開設した55。 
ブエノスアイレス市内の発展に伴いそれまで借地をしていた土地代が高くなり、1930 年
代から郊外に移って栽培する者が増加した。賀集九平は市内から 20～30 キロ以内の土地は
便利であるが故に地価が高いため、邦人の同業者が集団になった方が利益が出やすいと考
えた。エスコバールという土地に目を付けた賀集は、その地を花卉、果樹、苗木などに好適
であり、地価も比較的安いということから、この地に「日本人園芸村の建設」を夢見たとい
う56。実際にはこうした「園芸村」は建設されなかったが、現在もエスコバールには花卉栽
培を続けている在亜邦人が暮らしている。 
 市場のできた翌年には市場の 2 階で「在亜日本人園芸同業組合」の発会式が行われてい
る。組合には 54 名の経営者だけでなく、60 名の「従業員」も加入した。同組合が経営者向
けの同業組合と従業員向けの労働組合というすみ分けをしなかったのには、以下のような
理由があった。言葉や移民先のアルゼンチンの事情に不慣れな従業員がすぐに違う職業に
移るのは容易ではなく、経営者と対立するよりは、いずれ独立することを念頭に、花卉経営
者として「共に発展」していくことが目指された。また、経営者にとっても信頼できる労働
力の確保は重要な課題であったため、このような「移民ならではの団結」に至った57。出荷
の流れは先に記述したが、個人もしくは少人数の経営で出荷に労力と時間を使うと花の世
話にかける時間が減るため、それを補うべく必然的に長時間労働になり休息がとれず体を
壊すという悪循環にあった。 
こうした労働の状況を改善するため、とりわけ出荷の負担を軽減するべく共同で出荷・販
売をする仕組みを持った組合の設立が検討されるようになった。最初は組合の設立への反
対も多かったが、「共同出荷販売組合」が設立され、組合には週に一度の当番に出ればよく、
組合の存在によって経営者や従業員の経済状態もよくなり、体調を崩していた者たちの健
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康状態も回復していったことから、組合は花卉栽培者にとって重要な組織となっていった。
一方で、経営者の数が増えてからは組合が組合員の要求を満たすことが難しくなり、また、
個人への融資も追い付かなくなった。増資ではなく組合を支部に分け、その連合体とするこ
とで運営の改善が図られ、組合は「在亜日本人花卉園芸組合連合会」に改組された58。 
 在亜邦人による花卉栽培及び経営は、地元アルゼンチンの花卉栽培者たちとの接点も強
かった。特に、レティ―ロの花卉市場については、取引の便宜のために設立されたものの、
市場の入場料を取っていたため規模の小さい花卉商は排除されるなど、市場経営者と花卉
栽培者との間での対立が高まるようになっていった。日本人花卉業者の出荷量は多かった
が、市場の株の所有は少なく、発言力は限定されていたため、独自の市場を持つことを目指
す業者の間では産業組合の必要性が説かれた。1941 年に法人としての認可を取得した「ニ
ッパル花卉産業組合」が創設された。「ニッパル」は「ニッポン」と「アルヘンティーナ」
を組み合わせた造語である。邦人間でも独自の市場を持つべきかどうかの議論は分かれて
おり、花の販売場所をめぐって諍いが絶えなかった。「ニッパル花卉産業組合」が 1942 年
に「ブエノスアイレス花卉産業組合」に改名されたのは、アルゼンチンの人の組合員の参加
が増えていたことや、すでに始まっていた太平洋戦争の影響によって「ニッポン」の含まれ
る名称には「人種主義的な臭いがある」という批判も出たことからであった59。一方で「ニ
ッパル」の名称は、同年に結成された「ニッパルクラブ」に引き継がれた。ニッパルクラブ
は言葉の問題から市場や取引先などとの意思疎通がうまく取れない業者を助けただけでな
く、次章で述べるようにその後、第二次世界大戦をめぐる移民社会の動向の中での情報を共
有する連絡網にもなっていった。 
1933 年の在亜日本人花卉園芸同業組合の設立時から、ニッパルの花卉産業組合、ブエノ
スアイレス花卉産業組合と変遷してきた花卉分野での同業者組合の役員には沖縄系の移民
と思しき氏名はほとんど見当たらない。花卉栽培で独立している沖縄移民は少なくないが、
次節で述べる蔬菜業・野菜栽培と比較すると花卉栽培業においては組合活動等の表に出る
役割に就いた沖縄移民は多くなかった。 
 
  第三項 蔬菜栽培 
 「三大職業の」の第三番目は、「野菜ツクリ」ともいわれる蔬菜栽培である。在亜邦人で
の最初に野菜作りに従事した者は石川倉次郎で、三大職業の中では野菜作りが最も早い時
期に始まった。石川を呼び寄せたのは、初期移民にとっては名の知れた伊藤清蔵という農学
博士で、伊藤は盛岡高等農林学校で教鞭をとっていたが離職して牧場経営のためアルゼン
チンに渡航した人物である。石川は伊藤の呼び寄せで 1910 年にアルゼンチンに渡航した。
はじめは農園や牧場などで働いていたが、1913 年には日本人の共同経営で野菜園を始めた。
同年にはブエノスアイレス郊外の町で、後に多くの日本人が野菜作りに励むフロレンシオ
バレーラでも野菜作りが始められ、1915 年には笠戸丸移民でアルゼンチンへの転住者数名
がフロレンシオバレーラにおいて共同経営を始めた。また、1916 年には沖縄移民でペルー
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からの転住者である仲兼久仲助と仲村渠盛光もフロレンシオバレーラにて共同で野菜園の
経営を始めた。これがアルゼンチンにおける沖縄移民の最初の野菜園であるといわれる60。
フロレンシオバレーラは、「グランブエノスアイレス」と呼ばれるブエノスアイレス州の中
心街から約 26km のところに位置している。花卉・蔬菜栽培はこうしたブエノスアイレス
の中心部から約 20km から 30km 圏内の町が拠点になり、前出の野菜栽培の開拓者であっ
た石川倉次郎はブルサコという同じく中心部から約 20km 離れた小さな町で野菜園を始め
た。 
 栽培を始めた当初は畑も小さく特定の販売ルートも無いため、育てた野菜を荷馬車の乗
せ、露天の市場で販売するという小売のみであったという。栽培自体は土地と馬を借り、農
具を買えば始められたため「簡単容易」で野菜栽培業者が増えていったが、天候に大きく左
右される上に住まいも「五、六平方メートルほどのトタン屋根の掘立て小屋で、納屋を兼ね
ていた」61という質素なものであり、労働で疲れた体を休めるには十分ではなかった。天候
面では降雹やイナゴの襲来によって一晩で作物すべてを失うといったことや、灌漑設備も
整っていないため干ばつになれば収穫は得られず、「簡単容易」に始められてもその仕事内
容は簡単ではなく継続することも容易ではなかった。 
蔬菜園で働いていた比嘉繁助の回想では、アルゼンチンでの野菜作りは、沖縄でのサトウ
キビ作りに比べればらくであった。しかし夏には 1 日 16 時間働かされ、雨が降っても中で
する仕事があるため休み時間はなく、土日もなかった。照屋与信も農園では労働時間という
ものはなかったと証言している。「日が出てから沈むまで」働いたことから、先の比嘉の証
言のように夏であれば約 16 時間の労働であった。土日はなく、昼も夜もなく、楽しみも何
もなかった。同じ野菜作りの仲間では「線路に日本の下駄を並べて飛び込み自殺」した者も
いた。楽しみは寝る以外になく、働き通しであった。当時「アルゼンチンにいた先輩は日本
から後輩が来たら安く使ってやろうという気でいた」という。しかし先輩のところへ転がり
込んでも「若い連中は主人の言うことを聞かず、おいそれとは働かない。仕事がつらいの食
べ物がまずいのと文句ばかり言う」状態で、受け入れた先輩、主人の側が途方に暮れること
もあった62。呼び寄せや自由移民の新来者たちを受け入れるのは、労働力を増やすことがで
きる一方で、経営者にとっては問題の種となる場合もあった。 
 蔬菜業者による組合が作られたのは 1923 年である。ブエノスアイレスの北部方面にも野
菜作りを始める人々が出てきたが、野菜作りの代名詞であるブルサコやフロレンシオバレ
ーラといった南部の農業従事者が天長節を祝うため前出の石川倉次郎の農園に集まり、そ
こで同業組合設立が話題にのぼり、一同の賛同によって「在亜邦人蔬菜同業組合」が設立さ
れた。翌 1924 年にはフロレンシオバレーラの仲村渠恒郎の野菜園で懇親会が開かれ、その
後、同じく南部地域の野菜栽培地域であったロマスデサモラの又吉全政の農園で第一回の
通常総会が開催された。最初の組合員数は 27 人であった。石川倉次郎が 1939 年に改組さ
れるまで組合長に就き、仲村渠恒郎らが長らく幹部として関わった。1939 年の改組につい
ては、当時の役員の一名が、従来の同業組合を解散し、正式な認可を取った産業組合を結成
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することが計画され、関係各局との交渉を行った。27 名から始まった組合は 89 名にのぼ
り、「銀河畔園芸業組合」として財団法人の認可を得、組合長には再び石川倉次郎が就いた。 
野菜栽培には多くの沖縄移民が携わってきた。ここでは多くの移民が集まったフロレン
シオバレーラにおける沖縄移民について、特に数の多かった名護出身移民の記念誌である
『旧名護町人アルゼンチン移住誌』を参考にしながら、花卉栽培の分野において沖縄系移民
がどのような社会を形成していたのかを見ていきたい。先に述べた、沖縄移民の中の野菜栽
培の先駆者のひとりである仲村渠恒郎も名護の出身である63。仲村渠恒郎はペルーの契約集
団移民に応募し、初回のブラジル移民と同じ年の 1908 年にペルーへ渡った。日本からペル
ーへの移民は 1899 年に始まっていたが64、恒郎らが移民する以前よりペルーの初期移民の
耕地における扱いは「囚人なみ」であり、且つ労働環境は劣悪であった。「ペスト・コレラ・
マラリア・腸チフス・赤痢の万年汚染地帯の耕地」で死者が続出し、親族・知人・同航の者
たちを耕地の片隅に「畜生同様穴を掘って葬るだけ」で見送り、こうした状況から脱するべ
く 5 人、10 人と数人でグループとなって逃亡した者たちであった65。仲村渠恒郎も耕地で
同様の扱いを受けながら 2 年の契約期間を終え、首都のリマに移動し商店で働いた後、ア
ンデスを超えてアルゼンチンへと密入国した。転住当初は他の転住者と同様に工場などで
の仕事に就き、1913 年には妻と兄を呼び寄せている66。 
子どもが生まれ、当時流行していたカフェー店で働いたのち、アルゼンチンの蔬菜業の草
分けであるブルサコ在住の石川倉次郎のもとへ行き野菜園の経営について学んだ恒郎は、
1919 年にフロレンシオバレーラで叔父、兄、知人との 4 名で野菜園の共同経営を始めた。 
野菜栽培は 1930 年代に入ると耕作面積、労働人数ともに急速に増加し生産過剰となり、相
場は下がり破産する経営者もあらわれる中、恒郎は1936年にグティエレス地区へとうつり、
花卉園芸業に転じている。恒郎は初期の蔬菜業従事者として農園を持っただけでなく、多く
の人物を呼び寄せ、そこで働かせた。 
第一章で触れた、1924 年に沖縄県において県出身の移民の保護奨励・知識の普及・海外
在留者との連絡、人材の養成などを目的として組織された「沖縄県海外協会」のアルゼンチ
ン支部長をつとめたことから、沖縄出身者の呼び寄せに力を入れたが67、他府県出身の移民
の受け入れも行っている。また、呼び寄せによって、恒郎の故郷である名護の出身者が増加
することによって、親睦や相互扶助のための機関の必要性を感じたことから自身が発起人
となって在亜名護町人会の創立に携わり、初代の会長に就いた。更に恒郎は、同じく蔬菜栽
培の手ほどきを受けた石川倉次郎とともに、1934 年に設立されたブルサコの日本語学校の
運営にも携わり、石川が会長、恒郎が副会長となった。フロレンシオバレーラにある自らの
農園にある建物を、同日本語学校の分校として提供もしている。恒郎と妻マカの間には 9 人
の子供がうまれ、マカは家庭内での仕事の他、恒郎とともに野菜栽培、蔬菜園経営の仕事も
行い、50 名いた農園労働者の管理を行った。更に、経営で成功した恒郎をたよりに農園を
訪れる者は後を絶たず、そうした人々の仕事探しや一時の宿泊場所の提供といった面倒は
マカが主に引き受けた。加えて、自らの子供への教育に熱心であっただけでなく、日本語学
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校の本校と分校が開校して以降は、恒郎とともに自農園内の建物を提供したほかにも、教師
と生徒約 30 名の生徒の昼食を自費で負担するなど、協力を惜しまなかった68。 
 仲村渠恒郎とマカの夫妻のほかにも、蔬菜栽培の分野で呼び寄せに大きく貢献した人物
に仲兼久仲助がいる。南米の農業視察を目的として、1914 年に自由移民として渡航した仲
助は工場で働いたのち、1916 年に同郷の仲村渠盛光との共同経営で、フロレンシオバレー
ラで蔬菜園を始めた。前述の仲村渠恒郎よりも早く、沖縄移民初の蔬菜業者となった仲助は、
独立した後は長男を呼び寄せた。世界恐慌の時期は消費が落ち込んでいるところに、ちょう
ど蔬菜園が増加した時期で生産過剰が重なり価格が暴落したため、破産する経営者が出た。
仲助は倒産を免れたものの経営は良くない状態で継続し、長男を呼び寄せた 9 年後に次男
を呼び寄せてから他市で経営を始めた蔬菜園が成功し、再び経営を軌道に乗せた。仲助も恒
郎と同様に人から頼られると世話をする人物であり、地元名護のほか、他市町村も含めた多
くの人々の呼び寄せ名義人となった。仲助もまた、県人社会内部の「公職」として活躍した
ほか、グティエレス地区の沖縄県人蔬菜業協同組合の創立時に組合長となった。 
 「グティエレス沖縄県人蔬菜協同組合」はフロレンシオバレーラ近郊の蔬菜業者の中心で、
後に「フロレンシオバレーラ沖縄県人園芸協同組合」へと発展した。更に組合員の約 80 パ
ーセントは沖縄県名護の出身者であった。フロレンシオバレーラ地区一帯は気候や土地が
野菜の栽培に適していることから蔬菜園の経営者が増加し、独立する者が増えるとそこに
呼び寄せで到着した人々が入る流れができた。1930 年に沖縄から漢那憲和代議士が海外協
会の移民会館の建設資金を募るために来亜した際にグティエレスの仲兼久仲助の農園で歓
迎の集まりが開催され、日常は労働一色の沖縄移民たちが一堂に会したことで「親睦と団結
の精神」が盛り上がった。特に当時は不況の中で、蔬菜業者たちは野菜を作っても売れず、
自らの食糧の買い出しや、従業員への支払いも困難なほどであった。こうした時代に経営を
維持していくためには同業者の相互扶助と協働が必要とされ、組合の設立を求める声が上
がり始めたが、そうした時代にあっても日本から営農資金を取り寄せていた他府県出身者
の業者は「比較的経済的に恵まれた地位」にあったことから、組合の設立には同意しなかっ
た。蔬菜業を営む者たちの中でこうした差異があったことから、「同胞意識と団結そして『チ
ュイダシキ、ダシキ』（相互扶助）の精神が特に強い沖縄出身の蔬菜業者」のみでグティエ
レス沖縄県人蔬菜協同組合が結成された69。 
先に述べたようにフロレンシオバレーラは日本人蔬菜業の中でも沖縄移民、特に名護出
身者が多く暮らし、組合でも中心的役割を演じた。組合は経営者への低利での貸し付けや消
費物資の共同購入を行ったほか、数か月ごとに組合員の農園の持ち回りで飲食をしながら
の会合が開かれたり、スポーツの大会を催したりと、親睦の場としても機能した70。人々が
集まると経営方法や栽培技術、種子・肥料の問題など、市場の状況など、仕事をめぐる話題
は尽きず、蔬菜栽培者の集まりは「キンテーロ（野菜栽培者）会」の愛称で親しまれるよう
になり、「名護町人をはじめ沖縄県人移民の心の拠り所」であった71。なお、1933 年におけ
るブエノスアイレス近郊の日本人蔬菜業者組合員の出身地は 16 道県に及び、101 人中が 76
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人沖縄県出身であった72。 
仲村渠恒郎と妻マカは、初期の蔬菜業を支えた一人、初めて呼び寄せで渡亜した妻という
だけでなく、名護の人々の呼び寄せについて中心となった。更には、町人会を牽引し、日本
語学校の運営にも妻マカとともに尽力した。在亜名護町出身者の入国方式を名簿でみると、
先の恒郎と仲助、及び二人が呼び寄せた人物がさらに呼び寄せた人物を含め、1941 年まで
の着亜者の中に確認できるだけで少なくとも 20 名が確認できる73。また恒郎とマカのほか
にも呼び寄せの中心になった人物が数人いる。このような中心となる人物が初期からいる
ことで、呼び寄せによって同郷人がつながり、アルゼンチン到着後は仕事を通して先着移民
と後発移民がつながるというように、移民社会の人間関係が形成されていった。 
 
第三節 日本語教育機関の設置と沖縄移民 
ここまで在亜邦人による「三大職業」及び、それらの職業をめぐって設立された団体につ
いてみてきた。この時期には職業や出身地に関係する組織はもちろんのこと、その他にも多
くの組織が設立されている。本節では在亜邦人社会における子弟への教育に着目する。移民
たちの子弟に対する教育の考え方として、教育の場はアルゼンチンだけが検討されたわけ
ではなく、日本で教育を受けさせるために子どもたちだけが日本の親族・知人のもとへ送り
出される場合もあった。こうした親子は第二次世界大戦によって日本とアルゼンチンで離
れ離れにならざるを得ない経験をするが、それが後述する戦後に重要な役割を担った団体
である呼寄期成同盟創設への流れとつながっていった。 
 
第一項「アルゼンチン国民」形成のための公教育 
19 世紀後半に政治が比較的安定してきた南米諸国では資本主義経済が拡大し、近代国家
としての歩みを始めていった。移民を大量に受け入れたアルゼンチンは国家としての統一
を強固なものとするため、教育に力を入れ始めた。 
この時期に始まった教育の近代化について、南米を含むラテンアメリカ諸国にはほぼ共
通した三つの特色があった74。ひとつはカトリック教会に依存してきた教育を国家の管理下
に置くことであり、ひとつは当時のヨーロッパで支配的であった科学的な教育を導入した
ことであり、もうひとつは「国民教育」が目指されたことであった。教育に関連する事項は、
新興国家であるアルゼンチンが国民を統合していく必要性と密接に関係しており、アルゼ
ンチンの「教育の父」と呼ばれるドミンゴ・ファウスティーノ・サルミエント（Domingo 
Faustino Sarmiento 1811-1888）が大統領であった時期（1868-1874）に教育に関する整備
が急速に進められた。サルミエントは外交使節の一員としてアメリカに派遣された際に普
通教育の拡充の必要性を実感し、在任中に国内の学校や教員を急増させる政策をとった。 
 ミトレの欧化路線に拍車をかけたのがサルミエントで、彼をはじめ国のエリートが好ん
で導入した「ヨーロッパ」には、「本国」スペインのあるイベリア半島は含まれず、範とさ
れているのはあくまでもイギリスやフランス、イタリア、ドイツといった国々であった。ス
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ペイン人とポルトガル人はその支配の歴史から高慢と怠惰の象徴と考えられ、アルゼンチ
ンに残る後進性については「土着的で野蛮な」ガウチョの存在に起因するとされた。エリー
ト層の欧米崇拝は加速し、更なるヨーロッパ移民の誘致及び極端なヨーロッパ文化崇拝主
義へと発展した。 
 アルゼンチンが奨励し続けたヨーロッパからの移民であったが、20 世紀を目前にして今
度は労働力の過剰という問題にぶつかることになる。労働運動もまたヨーロッパの移民に
よって持ち込まれ、強力な運動が展開された。国民統合のために移民たちを取り込むことを
考えたアルゼンチン政府によって外国人子弟の義務教育は制度化され、親の帰化申請の手
続きが緩和された。また、1901 年には兵役が義務づけられている。インディオや黒人と同
様に外国人の移民は治安を乱し社会に害を与えると主張するものや、「アルゼンチンのアイ
デンティティ」をかつてのガウチョや地方指導者であるカウディージョなどにもとめる主
張も登場し始め、「アルゼンチン人」に対する意識や出身地の違いといった格差の是正は急
務であった。よって移民の子弟や教育を受けてこなかった者には意識全体を「標準化」する
必要があると考えられ、義務教育に力が入れられるとともに、その内容はカトリックから離
れた形で制定された。 
 出生地主義を採用しているアルゼンチンでは、国内で生まれた子はすべて国籍の取得が
可能なため「国民形成」つまり外国人移民とその子弟がいかに「アルゼンチン人」になるか
ということが課題となる。教育においてはナショナリズムを扇動する明確な指導要綱が作
られ、独立戦争の英雄の生涯など愛国心を呼びおこす話題を歴史や地理や道徳のほか算数
や音楽の科目にまでも取り入れるよう示されており、「自動的に絶対的な忠誠心」75が求め
られた。国の信条を受け入れ強い愛国心を持ち続ければ移民の子どもであっても「『本当の』
アルゼンチン人になり得る」76という言説は移民の子どもたちの「アルゼンチン化」を推し
進め、こうした教育方針はアルゼンチンの 20 世紀の公教育を貫いた。 
 
第二項 日本語学校運営への沖縄移民の協力 
 アルゼンチンの公教育を受ける一方で、日本人移民の間では、1920 年代に入り日本語学
校の設立が検討され始めた。幼少期に親につれられアルゼンチンに渡航する子どもや、現地
で生まれる子どもが増えてきたたため、その必要性が説かれるようになった。しかし、アル
ゼンチン社会との同化を優先するため日本語教育に反対の立場を取るものも少なくなく、
設立までには様々な議論が交わされた。それでも「二世も日本人の子どもならば少なくとも
日本語の会話ができ、日常の読み書きができる程度の日本語教育は必要」77という主旨のも
と、1927 年に日本語講習会が開講した。 
日本語講習会は週に一度の講座として始まり、二年後には「ブエノス・アイレス小学校」
に改名された。1935 年には 6 年制になり、1938 年にはアルゼンチン政府に認定された唯
一の日系の学校となった。第二次世界大戦をはさんでは一次閉鎖もあったものの、その後幼
稚園部、小等部、中・高等部と創設され、1979 年からは「日亜学院」に改名、現在はスペ
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イン語、日本語、英語のトリリンガル校として運営され、スペイン語による教科の授業のほ
か、日本語の授業や日本の文化・習慣を取り入れた教育が行なわれている78。現在では在亜
邦人社会を代表する組織のひとつとして日亜学院があり、その他の地方都市にも日本語学
校が運営されているが、、1927 年の日本語講習会開講までには在亜邦人の間で日本語教育
をめぐる議論があった。 
当時創刊されていた『亜国時事』の紙面では、1922 年から「子弟教育」に関する議論が
起こっている79。意見を表明した者たちは、商社の駐在員や実習生など、日本で高等教育を
受けてきたものがほとんどであった。小松慶也は日本語を子どもに教えることは必要との
立場から、「アルゼンティンで生まれた子どもは日本人の子であってもアルゼンティン人で
あるが、親の国の日本語だけは十分に教えておかなければならぬ」と述べた。また、熊本重
老も子弟教育は必要との立場から、「児童の数が増えてきたら、日本語小学校を設立して、
日本語教育を行わねばならぬ」と述べた。一方、横浜健吉は、日本語教育は不要であるとの
立場から以下のように述べている。「アルゼンティンで生まれた子どもに日本語を教える必
要はないと思う。日本の教育、文化、芸術などを知らせるには、日本語によらなくとも英語
とかフランス語とかスペイン語による書籍でいくらでも勉強させることができると思う」
と述べ、天野良信も「海外で生まれた子どもには日本語教育は絶対に不必要。日本語学校無
用である」と断じている80。日本語教育については、単に意思疎通のためという言葉の問題
を超え「愛国主義」に対する懸念も出された。それを払拭すべく、後に有水藤太郎が以下の
ように説明した。「海外に生まれた第二世に東洋流の忠君愛国主義の教育を施すと云ふので
はありません。しかし日本人の子どもであるならば少なくとも日本語で会話が出来、日常必
要なる読み書きが出来うる範囲の教育準備で宜しひ」81。また、日本語を教育する場につい
ては、「日本語は家庭でという人もあるが、やはり日本語小学校を設立してこれを行わねば
ならぬ」と述べた82。1926 年にも日本語教育の必要性があらためて議論され日本語学校の
設立に向けた動きが起こり、1927 年 2 月 20 日に在亜日本人会会館において開講式が挙行
され、36 名の児童が最初の講習生となった83。講習会は 1928 年に「日本小学校」となり、
後の「日亜学院」に引き継がれていくまでブエノスアイレス市内の日本語学校として継続し
た84。1930 年代に入ると日本人移民の多かったブエノスアイレス近郊のホセセパス、ブル
サコの花卉・蔬菜栽培の盛んな地域でも日本語学校が開校されるようになった。 
 日本語学校が 1937 年にアルゼンチン政府の認可を得た翌年には祝賀会が行われ、日本か
ら万国博覧会の招聘使節として来亜していた丸山鶴吉がおこなった挨拶には、いわゆる第
二世代への期待が端的にあらわされている。すなわち、二世らは「国語を通じて日本精神を
獲得し、善良なる亜国民として立つべき二重の大責任を誓わされて」おり、「尊い日本精神」
によって「その国の発展に貢献」せよとの期待であった85。日本語教育の理念については、
戦前における隣国ブラジルの場合、戦前の日本と同様に「皇民を育成」することにあり、「教
育勅語の精神を基調とした忠君愛国的教育」86であったが、アルゼンチンの場合、先述の有
水の意見から推察できるのは、日本語教育はあくまでもコミュニケーションツールである
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という立場であり、寧ろそうした日本的精神と日本語教育を直接結び付けることに対する
懸念への配慮であった87。そうでありながら、自身も戦前の日本の教育を受けていた一世た
ちの大方は、丸山鶴吉の言うような「日本精神」をもった「善良な亜国民」として育ってほ
しいというのが一世である親の願いであった。 
 日本語教育をめぐる議論が続く傍らで、沖縄移民にとって、日本語の習得をめぐる問題は
より複雑であった。なぜなら、一世の間での会話は「ウチナーグチ」（沖縄の言葉。さらに
沖縄の中でも地域、島によって言葉が異なる）であり、第二世代は家庭の中で聞き続けてき
たウチナーグチは日本語学校に行って学ぶ「日本語」とは別の言葉であった。アルゼンチン
の公教育や、家の外で身につく言語はスペイン語で、日本語はあらたに「外国語」として学
ぶことになるためである。ウチナーグチ話者の親の中には家庭の中でもウチナーグチでは
なく「日本語」を積極的に使用する場合もあったが、移民先での限定された生活ではあえて
「日本語」を用いる家庭は多くなかった。ウチナーグチは家庭内や沖縄移民どうしで使用す
る生活の言語ではあっても、外で使用することは日本人として行動するには控えるべきと
考えられ、子どもに教える言語とはされなかった88。更には、教育上の「母国語」としては
日本語が優先されるため、公の場において沖縄移民はウチナーグチを抑制せざるを得なか
ったため、沖縄移民の子弟にとっては、標準的な日本語もウチナーグチも積極的に継承され
ず、アルゼンチンの公教育を受けた第二世代の子どもたちにとっては、言語的なアイデンテ
ィティはスペイン語に落ち着いた89。第二節で述べた、仲村渠恒郎と妻カマのように、ブエ
ノスアイレス郊外に居住する沖縄移民で、自らの子弟の教育のみならず広く日本語教育に
対して積極的に活動することは、日本人であること、標準的な日本語こそが、いずれ日本に
帰った時に利用できる言語という考えがあってのことだったと考えられる。そうであるか
らこそ、多くの移民子弟が週末や放課後など、何らかの形で日本語学校に通った。 
 日本語の教育については、出稼ぎの目的を果たして日本に帰った際に勉強すればよいと
いう立場、日本人であるから日本語は学ぶべきという立場、アルゼンチン人として暮らす子
どもたちにとって日本語は不要であるとの立場など、親によってその考えは異なっていた。
また、日本へ子どもだけを送り教育を受けさせる親や、必ずしも教育への考えからだけでな
く、アルゼンチンの不況の時期に生活の負担を減らすため子どもだけ日本に送るケースも
あった90。日本に送られた子どもたちは、後から帰国した親と日本で再び暮らし始める場合
もあったが、様々な理由から子どもが再びアルゼンチンに帰るケースもみられた。そして、
太平洋戦争が始まって以降は、日本とアルゼンチンの間の往来が不可能となったため、終戦
後も親子は離れ離れのままであり、長らく互いの安否がわからない状況に置かれた。こうし
た子どもたちの存在は、第四章で述べるように、第二次世界大戦後のアルゼンチンと日本の
関係を再び結びつける一つの要素となる。 
 
第四節 沖縄女性移民の渡亜と生活 
本節では、移民の中でも特に女性移民の社会形成について注目したい。移民史、記念誌に
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みられる女性移民は、「妻」として「母」として「家庭を支える」という役割と、それに応
える姿で、女性移民に関する記述は多くない。数少ない女性たちのインタビューを頼りに女
性たちの生活をみることは、戦後に彼女たちが果たした役割を考察するうえでも重要であ
る。性別によって規定されてきた役割の中で、アルゼンチンではどのように女性たちが生活
をしてきたのか、女性たちの語りから移民社会をみていきたい。 
 
第一項 沖縄女性たちの渡亜 
小那覇セシリアは、アルゼンチンにおける沖縄系移民女性の渡航時期を、家族単位移民の
時期（1910 年～1935 年）、「写真花嫁」の時期（1935 年～1941 年）、沖縄系コミュニティ
の戦後（1945 年以降）という渡航時期によって 3 つに分類している91。沖縄移民として、
最初の呼び寄せとしてアルゼンチンに渡ったのは仲村渠恒郎の妻であるマカであったが、
それ以前にも笠戸丸移民からの転住女性として、新垣松の妻ヨシは 1910 年 2 月にアルゼン
チンに転住している。また、新垣カメは 1915 年に夫の新垣篤栄とともにチリからアルゼン
チンへ入った。女性移民に関する記述は多いとは言えないため、移民史に残されているカメ
の証言は貴重である。カメは兄弟が全員男で学校へ行っていたので、沖縄では草刈りや畑仕
事、馬の世話をしていた。夫は海軍の機関部で働き、普段は「内地」で働いていた。結婚し
た沖縄の女性がする入れ墨「ハジチ」をカメもしていたが、時々帰ってくる夫は妻の手に施
されたハジチを嫌がっていた。しかし、ハジチをしていないと内地に連れていかれるとの話
を聞いたことがありそれを恐れていたため、友人たちと入れ墨をしたと証言している。 
 
ハジチをしていないと内地に引っぱっていかれるという噂が立ったので、自分は
三人の友達と相談してそろって手にハジチをした。何回にも分けてやりますが、2、
3 日は手がはれます。父に見つかると叱られるので、母方の祖母のところで手のは
れが治るまで寝泊まりしていた。でもついに知られて、父は棒でスネを叩き折って
やると息巻いていた。内地体験をしている夫にとっても、その風習は時代遅れ、野
蛮人がすることだとみられて、私にあまり寄りつこうとしてくれませんでした92。 
 
カメが沖縄を出てアルゼンチンに行くことになったのは、従兄が第一回ブラジル移民で
あり、その後、金儲けができるとアルゼンチンに転住していたことによるものであった。カ
メの移民が誰の決断によるものであったのかは不明であるが、女性の渡航は本人の意思よ
りも多くは夫や親、親族の希望によって決定された。 
 カメをはじめ、アルゼンチンに渡航した初期の日本人女性移民が多く働いていた場所の
一つにアルパルガタスの工場がある。アルパルガタスでは 1918 年から 1926 年の間に 167
人ほどの女性が働いていたと考えられるが93、女性移民の入国や生活についての記録は少な
い。家族を移民の労働単位として受け入れたブラジルへの移民と異なり、アルゼンチンでは
呼び寄せと自由移民が主であったため、移民初期から男女の比は女性の数は圧倒的に少な
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かった。1914 年の時点では男性 860 人に対して女性は 147 人、1920 年の時点でも 1956 人
の在亜邦人のうち 1561 人は男性であった94。1947年では男性 3682 人に対して女性は 1510
人であり、第二次世界大戦後の移民が再開する前の時点でも男性に対して半数以下の女性
の数であったことがわかる95。単独で渡航した既婚者の移民は生活が落ち着くと妻を呼び寄
せた。単身で渡航した者は生活や職場が安定すると結婚を望んだ。しかし在亜邦人社会の中
に単身者の女性を探すことは難しく、日本人移民の数が多かったペルーやブラジルまで独
身女性を探しに行ったり、日本から呼び寄せるようになった。こうして渡航したのが「花嫁
移民」と呼ばれる女性たちである。アルゼンチンから日本まで出かけて行って単身者の移民
本人が直接女性を探すというケースもあったが費用も時間もかかるため、多くの場合は親
せきや知人を通じて女性を紹介してもらい、写真や手紙を交換した後に結婚するというの
が主流であった。1930 年頃の独身青年たちがもっていた結婚に対する考え方には、「亜国に
来た以上は亜国婦人と結婚すべき」か、「日本人はやはり日本婦人と結婚すべき」のいずれ
かであったが、そこには外国生活を送る青年の信条だけでなく、言葉や文化といった生活の
面から日本人の妻を希望する者が多かった96。 
 
第二項 女性たちの仕事と生活 
 呼び寄せられ花嫁として渡航した多くの女性移民たちには、アルゼンチンに到着すると
休む間もなく家事・仕事が待ち受けていた。いずれの業種でも、特に女性は昼夜関係なく
働いた。1935 年にアルゼンチンに到着した花城治は、「アルゼンチンに来たからには頑張
らなくては」と、つわりに苦しむ中で言葉を習い、洗濯屋の仕事やアルゼンチンの料理を
覚えるために「必死で立ち向かった」と回想している97。特に初期の移民は働くことに時
間の制限はなく、洗濯屋の仕事の洗濯物があれば寝ずに片づけ、睡眠時間は 2 時間ほどし
かない場合もあった。赤ん坊を背中に背負い、買い物、料理、掃除、洗濯屋の仕事、育児
と休む時間もなく働いた姿を「こまねずみのように働いていた」と回想している98。同じ
く洗濯屋であった金城トヨの場合も休みなく仕事をしただけでなく、店で住み込みで働い
ている職人たちの食事もすべて用意していた。アルゼンチンに到着してしばらくすると、
義理の兄の子どもが沖縄から見習いにやってきて住み込みで働き始めたので、家族と既に
いた住み込みの分も含め 15 人分の食事を用意しなければならなかった。また、独身移民
がまだ多い時代であり、週末になると家に夕食を食べにあらわれる者がいたためレストラ
ンのようであり、そうした日常が「余りに辛くて泣きながら炊事をした」こともあったと
いう99。先に述べたように、男性が圧倒的に多い移民社会において後から来た女性には、
厳しい労働に加え、到着して早々に家事や育児がすべてのしかかった。 
アルゼンチンに移民した名護出身移民について編纂された『旧名護町人アルゼンチン移
住誌』には一世の女性たちによる座談会が収録されている100。これまでの研究では同座談
会の内容について取り上げられてこなかったが、第二次世界大戦前に移民した一世の女性
たちによる座談会は他の史資料にはみられず貴重な資料であるため、以下に引用しながら
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当時の女性移民の姿をみていきたい。 
座談会参加者の中で最も早く移民したのは、1926 年に 19 歳で渡航した仲村渠マチであ
る。アルゼンチンへ行く前は和歌山の紡績工場へ出稼ぎに出ていて、沖縄に戻ったら結婚
してアルゼンチンへ渡航することになっていた。夫となる人のことは全く知らなかった。
1937 年に沖縄からアルゼンチンに写真花嫁として渡航した比嘉美津子は、アルゼンチンに
到着して 14 カ月後に子どもを出産したが、「子どもが泣くと自分も泣いてしまう頼りない
母」だったと回想している。故郷とは異なる環境での出産というだけでも大変な中で、仕
事を抱えながらの生活はつらく厳しいだけでなく、大きな不安を伴うものであったことが
推察できる101。祖慶千恵の場合は、家庭は比較的裕福で、首里の工芸女学校まで卒業して
いたため、移民する必要性を感じていなかった。夫となる人の叔母からの勧めがあった
が、外国への憧れもなく、アルゼンチン帰りの知人から「アルゼンチンは生き地獄」と聞
かされ、行きたくないがために怒って喧嘩や家出もし、「死んだ方がよい」とさえ思って
いた。それでも「知らない間に入籍されて」アルゼンチンの夫から呼寄証明書が届きアル
ゼンチンに渡航した。アルゼンチンに着いてみると夫は洗濯屋の雇われ人であることに驚
き、ただ泣いて暮らしたという。「もう私は帰ろうかねぇと思ったのよ。希望も目的も何
もありません」102という言葉には、「地獄」と聞いてはいても妻として呼び寄せられるか
らには、夫が「ある程度の生活」をしていると考えていた移民女性の心中が推察できる。 
また、いざアルゼンチンに渡航したものの、「景気か不景気か、そのようなことは頭に
ありません。無関心でした」との回想にみられるように、現地社会の経済状況や政治的な
事柄に関心を持てるような環境ではなかった。花嫁として渡航した女性たちも夫とともに
独立するまでは雇われとして働いていた。慣れない生活と過酷な労働で病気をし、体重が
減り、こどもができない場合や流産する女性も多くいた103。先の女性の場合は、夫と独立
して洗濯屋を開業してからは「気持ちが楽になり」子どもができるようになったという。
5 年ほどで帰るつもりであったが、子どもが生まれると帰郷について口にするのが憚られ
るようになり104、戦争によって帰国は困難になった。 
仲村渠マツは、先に述べた初期移民で蔬菜業に従事した仲村渠恒郎の妻マカと親戚であ
ったことからアルゼンチンにいる夫との縁談が持ち上がった。また、沖縄に帰った恒郎の
兄から「アルゼンチンはよい国」であり、縁談の出ている恒嘉は将来を期待される有望な
二世の青年であると言われ、アルゼンチン行きは「チャーウシシキ（強制的）」であっ
た。「親の言うことに従わないと親不孝になるという習慣」があったため渡航を決めた
105。アルゼンチンに来た 1936 年は不景気で、蔬菜業で育てた野菜の値段も安く、売り上
げがよくなかったため結婚指輪は結婚後 5、6 年後に買ったとも回想している。千恵と同
様いずれ沖縄へ帰ることを希望していたが、大家族であったこと、経済的に余裕がなかっ
たことなどから「願い出るわけにはいかないので辛抱した」。 
東江由紀は外国に憧れていたため渡航の希望を抱いていた。アルゼンチンの知人から弟
の妻にならないかと言われ、花嫁として渡航した。由紀の出身の宮里部落ではその頃外国
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から帰った人たちが「文化住宅」を構え、子どもたちを上級学校へ進学させていたため、
帰国者のそうした生活を目にしていたこともアルゼンチンに渡航する動機になった106。
1939 年にアルゼンチン到着し、景気は良いと聞かされ、栽培していたレタスの価格も倍に
値上がりしたと夫たちが喜んでいた様子を記憶している107。新婚生活の思い出は、東江家
の 4 人の男たちが一ヵ年分の洗濯物を山積みして、由紀と光子を待っていたことであり、
家事労働は女性の仕事として認識されていた。アルゼンチンに着いた翌日から野菜畑に出
て、料理は由紀と光子の交代で当番をし、当番でない日は畑に出て働いた。朝から晩まで
働いたのは「故郷に錦を飾る夢があったから」であった。当時は「蔬菜栽培の全盛期」で
「飛ぶ鳥を落とす勢い」であったため、更に親族を呼び寄せて賑やかに暮らし、一生懸命
働いたと話している。先に挙げた沖縄移民による組合「グティエレス沖縄県人蔬菜協同組
合」（「キンテーロ会」）が結成されたのは 1930 年で、その後徐々に規模が大きくなってい
った。アルゼンチンの 1930 年代は対英追従に傾く「忌まわしき 10 年」と呼ばれる時代で
あり、労働者は仕事を求めて都市ブエノスアイレスに流入する時代であったが、郊外で蔬
菜業を営んでいた者たちにとっては事業を拡大したり軌道に乗せていたりする時代でもあ
った。 
故郷沖縄へ帰ることを希望していた由紀と反対に、夫は「二度と沖縄の土は踏みたくな
い」と口癖のように話していたという。沖縄での次男・三男の身分は、「鍬の一つさえ、
畑の一坪でも分け与えてくれない習慣」であり、貧しさと兄弟の身分による差は自分だけ
の力で乗り越えられるものではなかった。由紀の夫はアルゼンチンに渡航する前に大阪に
出稼ぎに出ており、友達が牛一頭を売った金を借り返済に苦労したので「沖縄はミヌキダ
チ（見るのも嫌い）」とも言っていた。一方で、子どもの日本語教育には協力的であった
ため、自分でトラクターを運転したり馬車を操ったりしながら学校への送迎を行った108。
由紀の夫のように沖縄は帰る場所と思えなくても、日本人の子として生まれたからには日
本語はせめて話せるようになってほしいというのは前節で述べたように一部の親には共通
の想いであった。また、移民は成功して故郷に錦を飾る、もしくは成功か否かにかかわら
ず故郷に帰りたい、戦争によって帰ることがかなわなくなった等の事例が多いが、由紀の
夫のように故郷には帰りたくないという例も少なからず存在していたことは、当時の沖縄
における家族制度の問題、移民にあたっての借金の問題などをもあらわしている。 
東江光子は、結婚しない姉たちの心配を両親がしていたこと、「両親の言いつけを守る
ことに誇りを持って」いたことから、両親を安心させるために渡亜した。当時の沖縄では
「いくら働いても将来のビジョンがないので、亜国の新天地は夢の実現にチャレンジでき
る素晴らしい国だと思った」と回想している109。「花嫁とか新婚生活とかは文字の上での
夢」であり、朝は四時から起床し、野菜が見えない暗闇の中で夫と共に働いた。「それは
それは言葉で言い尽くせないキンタの重労働」であったが、「眼から血の出るキンタの重
労働も、子どもの中学校卒業までひたむきに努力しました」。光子は自分にとって移民し
たということ自体に意味は無いと考えており、以下のように述べている。「私はアルゼン
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チンに移民しても何も希望はありません。ただ子どもに一人前の教育を授けたいというの
が希望でした」110。前出の千恵と同様、移民に対する夢も希望も本人は持っていなかった
が、沖縄にいる家族のため、アルゼンチンでは夫・子どものため、求められる役割のため
働き続けたのが女性移民の姿である。 
座談会参加者の中では最も遅い 1940 年に移民した比嘉よしも写真結婚による渡航であ
った。夫は顔も知らず見たこともない人物であったが、「外国に出るのは大変誇りに感
じ」憧れていたという。外国に出た人は皆、金儲けをして帰郷していたので、最初から移
住するという気は少しもなく、10 年くらいで「錦衣帰郷」を夢見ていた111。蔬菜園は好景
気で、「一生懸命働くとアルゼンチンは儲かるところだと体得」した。もし沖縄にいたら
「いくら汗を流して働いても田や畑は小作だし、貧乏百姓で一生を終えたと思います」と
も述べている。労働の後の家庭内の言語はウチナーグチ（沖縄の言葉；筆者注）で、「郷
愁をいだきながら夫婦で沖縄の方言で語りました。日本語で話すよりも夫婦の情愛がしっ
くりしますので、いつも方言で話し合っていました」と回想している112。ウチナーグチは
沖縄移民の間でもその使用について議論が交わされてきたが、自らの言葉で語り合うこと
の重要性は、「日本語教育」とは別の問題であった。 
いずれの女性も産後間もなく仕事に戻り、移民の際に持参した柳行李に子どもを放置
し、あまり泣いたら背中におぶって働いていた。子どもが数名生まれたが蔬菜園での仕事
が忙しく畑に放置しているだけのため、夫に「産児制限」の相談をした者もあった。しか
し、「産児制限をするなら離縁の外に道はない。広大なアルゼンチンでは産めよ殖やせ
よ」と聞き入れなかったといい、男 7 名、女 6 名を、合計 13 名を出産した女性もいる。
女性に期待される役割や、こなして当然と考えられていた役割はあまりに多く、見知らぬ
土地で、会ったばかりの配偶者と生活のすべてを共にしていく苦労は、女性移民特有のも
のであったと言えるだろう。更に、筆者が行ったインタビューでは、こうした状況が必ず
しも戦前に限ったことではなく、戦後の移民にとっても続いていたことが明らかになっ
た。和歌山から戦後に移民し、洗濯屋の仕事をしてきた女性によると、仕事が大変なのは
当然で、それだけでもくたくたであったが、女は子供の世話をして、家族の世話をして、
家事もすべてやって、店の心配もしなければならなかったという。夫は仕事はするけど家
のことはやらず、働きに来ている人たちは仕事の時間が終わったら遊びに行ってしまい、
飲んで帰ってくるから翌日の仕事の時間もはかどらない様子をよく目にした。追い出した
くても、知人や縁戚を呼び寄せているからそうもいかず、つらかったと話した113。 
 
小括 
本章ではアルゼンチンにおける沖縄移民の組織化について、1909 年から第二次世界大戦
の影響があらわれはじめる 1941 年までを見てきた。隣国ブラジルやペルーのような、契約
移民として集団での移住が無かったアルゼンチンの沖縄移民は、親族や知人を呼び寄せ、沖
縄系社会の基盤が徐々に作られた。初期には都市部ならではの仕事を中心に労働者として
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の生活を送っており、よりよい労働環境と生活環境が求められていたが、在亜邦人社会で組
織された労働組合への参加は積極的でなかったのは、日々の暮らしに追われていたことの
ほか、沖縄移民が移民前より背負わされてきた他府県出身者との差異による、仕事や暮らし
の違いによるものでもあった。 
沖縄県人会は「日本人会」よりも早い段階で組織されていたが、在亜邦人社会内部の問題
と、日本政府の対外的な関心ごと、つまり、アルゼンチンに移民が入れられなくなっては困
るという方針のもと、沖縄移民はなるべく受け入れを避けるよう取り計らわれた。それだけ
でなく、他国における日本人移民や日本における労働運動と社会主義運動の広がりが警戒
され、沖縄移民や労働者の組織化は「日本人会」への合流という形で解散を余儀なくされた。
その後は沖縄海外協会のアルゼンチン支部が実質的には県人会の役割を果たしてきたが、
あくまでも沖縄が中心となった組織であり、アルゼンチンの沖縄移民の側からはじめられ
たものではなかった。 
在亜邦人社会におけるティントレリア・花卉栽培・蔬菜栽培の「三大職業」は、呼び寄せ
によって増えていった在亜邦人の受け入れ先となり、独立への道を開き、さらなる呼び寄せ
を生んだ。そして、内部での対立を時に含みながらも、各職業においては移民先社会との関
係を持ち、より良い商売の方法を検討しながら生活の安定を模索していった。沖縄移民の従
事した職業に限定した場合にも「三大職業」の構成は変わらず、いずれの分野においても呼
び寄せを通して人が増え、同郷人会の結成へとつながっていった。 
また、本章では未だ資料や記述の少ない女性移民社会にも着目した。男性が家庭や組織の
「中心」となる移民社会において、女性たちの経験と移民社会形成における役割に関する分
析は未だ少ない。二世以下の世代にとっては教育の機会や社会的上昇の機会もあり、女性が
就く職業の選択肢は大幅に広がっていくが、戦前・また戦後も一世の女性にとって期待され
るのは、「女性」としての役割であった。そして、渡航にあたっては、日本からアルゼンチ
ンへの移民は国家の移民政策の影響を直接には受けない呼び寄せや、個人の手続きによる
「自由移民」といった形態であったものの、「みずからの意思」114と必ずしも同義ではなか
ったことにこそ女性移民の立場や特徴が見て取れる。しかしそれでもアルゼンチンに到着
後は生活を引き受け、第二世代が誕生し、その結果、移民社会形成においてはその広がりに
圧倒的な影響を与えた存在であった。 
移民初期から第二次世界大戦の影響によって移民が中断するまでの期間を在亜邦人全体
にとっての大きな定着期と捉えるならば、戦後初期の組織形成や、その後に始まる新たな移
民の呼び寄せの基盤は戦前から着実に築かれていた。とりわけ本章でみてきたように、移民
初期から多様な組織が形成されたが、それらの活動を可能にしたのは家庭と仕事を引き受
けてきた女性による下支えがあってこそであったという側面は見逃せないだろう。第二次
世界大戦によって人々の往来が中断されるまでの在亜邦人社会は、邦人社会内部における
移民形態や職業といった階層の違いとともに、職業・生活の違いといった様々な要素を含み
ながら形成されていった。 
65 
 
 
1 アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編『アルゼンチン日本人移民史 第一巻 戦前編』在
亜日系団体連合会、2002 年、p.116。 
2 賀集九平『アルゼンチン同胞八十年史』、六興出版、1980 年。 
3 または、知念政次、知念三良。当時の人々は便宜上氏名や字を変更したり、沖縄風の名前を
日常の生活では変更したりしたため、後から人物の同一性を確認することが困難な場合もあ
る。知念政実の場合は、三良（サンラー）を改名したのかどうかは不明。 
4 アルゼンチンのうちなーんちゅ 80 年史編集委員会編『アルゼンチンのうちなーんちゅ 80 年
史』在亜沖縄県人連合会、1994 年。 
5 同上書、p.51。しかし、知念の送別会以前より話が持ち上がっていた可能性もある。すなわ
ち、「ついに 3 年がかりの 1917 年」に、「待望の沖縄県人会」を創設したという記述から
は、少なくとも 1914 年には会の設立についてなんらかの動向があったことが推測される。移
民史や記念誌などの年表を確認すると 1917 年が設立年とされているため、知念の帰国自体は
1918 年であったが、沖縄移民の間で話されていたことが知念の送別会をきっかけに 1917 年の
時点で会の設立に至ったのではないだろうか。 
6 Centro Okinawense En La Argentina. 60 Aniversario de la fundacion del Centro 
Okinawense en la Argentina. 1951-2011. Programa oficial de los festejos. 24, 25, 26 de 
agosto de 2011. Centro Okinawense En La Argentina, 2011, p.25. 
7 小那覇 M.セシリア『アルゼンチンの日本人移民の歴史―自由移民と日系社会形成―』、総合
研究大学院大学文化科学研究科国際日本研究専攻 博士論文、1996 年、p.248。 
8 在亜日本人会『在亜日系人々名録』、1967 年、p.25。 
9 同上書、p.25。 
10 賀集前掲書、pp.40-41。 
11 同上書、pp.136-137。 
12 1919 年の『ブエノス・アイレス週報』に掲載された広告には、男女 300 人の日本人が働い
ていると記載されている（アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編前掲書第一巻、p.75）。 
13 「ブエノス・アイレス市労働者ノ同盟罷工ニ関スル件」、『同盟罷工ニ関スル報告雑纂』
（大正 8 年 1 月）外務省外交史料館所蔵。 
14 『ブエノスアイレス週報』の紙面で、大勢いるはずの沖縄移民の参加が少ないことへの不満
が述べられている（アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編前掲書第一巻、p.82）。 
15 「其の一は何々出張員とか云ふ連中と、在留久しき先輩を合した紳士階級」、「其の一は吾
南米を征服すると云ふ元気を以て渡来した智的階級の自由渡航者」、「其の一は秘露、ブラジ
ル移民の移住者及びその呼寄人」であった。芝原耕平「アルゼンチン国に於ける日本人労働者
真相」、『海外』p.21。 
16 アルゼンチンのうちなーんちゅ 80 年史編集委員会編前掲書、p.32。 
17 たとえば、「沖縄移民をめぐる差別の底流」、『海外日系人』6 号、p.26。 
18 アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編前掲書第一巻、p.83。 
19 同上書、p.157。 
20 日本アルゼンチン交流史編集委員会編『日本アルゼンチン交流史 はるかな友と 100 年』、
日本アルゼンチン修好 100 周年記念事業組織委員会、日本アルゼンチン協会、1998 年、
p.217。 
21 アルゼンチンのうちなーんちゅ 80 年史編集委員会編前掲書、p.37。 
22 アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編前掲書第一巻、p.117。 
23 睦月規子「昭和初期在亜邦人社会―『週刊ブエノスアイレス』の世界」、『ラテンアメリカ
研究年報』29 号、日本ラテンアメリカ学会、2009 年、p.34。 
24 ハワイの沖縄移民社会について崎山貢は以下のように述べている。「一世にとって、頭で考
える時には自分は沖縄県人であると思っていても、心情的には、彼らが故郷とかオキナワとか
いう時は大体自分のムラの事であり、拡大してもせいぜい村位でしかない。沖縄県全体はなか
なか故里とは思えないのである。したがって、他村出身者は基本的にはヨソモノであり、ソト
                                                   
66 
 
                                                                                                                                                     
に属する人であり、自分の身内ではない。ヨソモノはたとえ親しい交際をしていても、どこか
で線を引かなければならない、完全には心を許せない人間である」（崎原貢「ハワイ沖縄県人
の団結力」、『南島史学』20 号、南島史学会、1982 年、p.83）。こうした出身地に対する意
識は初期の移民であればあるほど大きく、ハワイ以外の地域にも有用であろう。 
25 アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編前掲書第一巻、及び『アルゼンチンのうちなーんち
ゅ 80 年史編集委員会編前掲書の年表を参照。 
26 在亜具志川市民会『創立 50 周年記念誌 1924 年-1974 年』、1974 年、p.55。 
27 なお、アルゼンチンへの転住者も多い隣国ペルーにおける同業組合について町田は、「言葉
も不自由な日本人移民集団が、異様の地へ適応していくために創造した同一の文化共有集団に
よる環境装置であった」とし、「このことから（組合は；筆者注）、同業者による集団である
こととともに、より出身地の近い人々による集団形成を指向していた」としている。そのた
め、カイヤオ市における「同業組合」であっても、「同業種であることが、組合設立の要件で
はなく」出身県や出身の町村や集落が組合設立の契機になった。町田宗博「第二次世界大戦前
のペルーにおける日本人同業者組合の設立」、『琉球大学法文学部人間科学科紀要 人間科
学』37 号、琉球大学法文学部、2017 年 9 月、p.151。 
28 沖縄県文化振興会史料編集室編『沖縄県史 各論編 第五巻 近代』、沖縄県教育委員会、
2011 年、p.395。 
29 1934 年に開館した移民のための施設、開洋会館の維持管理を行ったのが同協会であった。
また、ブラジルにおける沖縄移民の渡航制限の解除に果たした役割も大きかった（石川友紀
「総論 沖縄の移民」、web サイト『移民の世紀』<http://rca.open.ed.jp/city-
2001/emigration/souron/s_1f.html> 2016 年 10 月 1 日閲覧）。 
30 のちの開洋会館。移民事業の強化促進のため建設された。 
31 アルゼンチンのうちなーんちゅ 80 年史編集委員会編前掲書、pp.28-31。 
32 同上書、p.28。 
33 外務省領事移住部編『わが国民の海外発展 移住百年の歩み』（資料編）、1971 年。石川
友紀「アルゼンチンにおける沖縄県出身自由移民の職業構成の変遷」『琉球大学法文学部紀要 
史学・地理学編』26 号、1983 年、第 5 表。国際協力事業団沖縄支部『沖縄と海外移住』、
1987 年。 
34 自身もアルゼンチンに渡航したのち花卉栽培に従事した。 
35 ヒガ・マルセーロ｢アルゼンチンにおける日本人移民社会の形成過程｣、フェリス女学院大学
編『異文化の交流と共生 グローバリゼーションの可能性』翰林書房、2004 年、p.133。 
36 アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編前掲書第一巻、p.139。 
37 同上書、p.140。洗濯屋は新規の移民にとって就きやすい仕事ではあったが、仕事のきつさ
だけでなく、仕事内容に対し、渡航前のイメージと違うと落胆したもの、戸惑うものは少なく
なかった。たとえば、毎日 12 時間労働であっても仕事に難儀を感じたことが無かったという
移民も、女性の下着などを洗うことに、「やせても枯れても大望を抱いてきた身」が、「大陸
の片隅で女の汚れた下着を洗っているとは」と、「つくづく情けなくなった」と語っている。
（アルゼンチンのうちなーんちゅ 80 年史編集委員会前掲書、p.34）。 
38 ヒガ前掲論文、pp.142-143。 
39 アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編前掲書第一巻、 pp.145-146。 
40 同上書、 p.148。 
41 また、ある程度儲かったり借金を返したら店を丸ごと知人に譲ることでまとまった金額を作
り日本への帰国を選択する者もあった。 
42 石川友紀「アルゼンチンにおける沖縄県出身自由移民の職業構成の変遷」、『琉球大学法文
学部紀要 史学・地理学編』26 号、1983 年、第 8 表・第 10 表、pp.80-85。 
43 アルゼンチンのうちなーんちゅ 80 年史編集委員会編前掲書、p.61。 
44 石川前掲論文、p.91。 
45 アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編前掲書第一巻、p.148。 
46 ヒガ前掲論文、p.144。 
47 アルゼンチンのうちなーんちゅ 80 年史編集委員会編前掲書、p.30。 
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48 アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編前掲書第一巻、p.150。 
49『移民情報』第 9 巻。『日亜時事』1935 年 10 月 30 日。 
50 頼母子講は落札したいときに利子をつけて落札するが、利子が高すぎて途中から支払いが困
難になったり、毎月の掛け金が支払えなくなる者がいるため、頼母子がつぶれることも多くな
った。以前は「沖縄県人なら誰でも拒まずに講員に入れた」が、頼母子をめぐるトラブルが増
えてからは「村単位」や、信用できる人間同士のみの頼母子講に変化した（アルゼンチンのう
ちなーんちゅ 80 年史編集委員会編前掲書、pp.66-67）。 
51 同上書、p.200。 
52 賀集九平『花卉園芸四〇年』ニッパル・クラブ、1963 年、pp.29-30。 
53 賀集九平『アルゼンチン同胞八十年史』六興出版、1981 年、pp.108-109。 
54 アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編前掲書第一巻、p.191。 
55 賀集前掲書、pp.125-126。 
56 アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編前掲書第一巻、p.190。 
57 ただし、花卉栽培・経営をめぐっては、初期より同業界の発展を担ってきた「高市派」と
「賀集派」が対立しており、市場ができても協力し合うという風潮にはならなかった同上書、
pp.193-194。 
58 同上書、p.195。 
59 同上書、p.201。 
60 在アルゼンチン名護浦曲会編『旧名護町人アルゼンチン移住誌』、1994 年、p.382。 
61 アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編前掲書第一巻、p.168。 
62 同上書、pp.171-175。 
63 名護出身者のアルゼンチン移住の始まりは 1909 年に宮城太郎がペルーから、宮里富一と山
入端川秀がブラジルからアルゼンチンへ密入国したことによって始まった。 
64 ペルーへの最初の日本人移民は 1899 年に渡航した 790 名から始まり、沖縄からペルーへの
初回移民は日本移民の第三航海であった。ペルー移民が日本人の南米移民の「原点」であり、
アルゼンチンへの日本人移民の歴史はこうしたペルー移民と、先に述べたブラジル移民の転住
によって始まった。 
65 在アルゼンチン名護浦曲会編前掲書、p.78。 
66 マカは沖縄から呼び寄せで渡航した最初の女性であり、前述のアルパルガタス靴工場で働い
た（同上書、p.93）。 
67 渡航者名簿を見ると、農林学校等を卒業している者の入国方式は「自由渡航」であることが
多い。一方、小学校までを終えた初等教育のみを受けてきた者は「被呼寄人」として渡航する
場合がほとんどである。ただし、「自由渡航」といっても渡航した後に受け入れのあてが無い
者は、呼び寄せの人たちと同じ環境で同じ仕事に就いた。 
68 在アルゼンチン名護浦曲会編前掲書、pp.92-96。 
69 同上書、p.389。 
70 アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編前掲書第一巻、 p.170。 
71 在アルゼンチン名護浦曲会編前掲書、p.392。 
72 佐藤四郎『在亜同胞活動状況写真帖』1935 年 p.107 より算出。 
73 在アルゼンチン名護浦曲会編前掲書、pp.80-83 ; pp.138-146。 
74 国本伊代『概説ラテンアメリカ史』新評論、2002 年、p.169。 
75 比嘉マルセーロ「沖縄に『ルーツ(roots/routes)』をもとめて」、『国文学 解釈と鑑賞』67
巻 7 号、至文堂、2002 年 7 月、p.171。 
76 ヒガ前掲論文、p.116。 
77 アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編『アルゼンチン日本人移民史 第二巻 戦後編』在
亜日系団体連合会、2006 年、p.400。 
78 日亜学院には日本移民の子孫が多いが、私立の学校であり、公立校よりも高額な授業料が必
要である。また、親の出身国によって入学が制限されているわけではないので、日亜学院の教
育方針に賛同し子どもを通わせる日系ではない親も多く、日系の教育機関があるからといって
日系人が必ずしも入学するわけではない。寧ろ、こうした学校ができてからも多くの日系人は
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アルゼンチンの公立学校のみで学んできている。つまり、日系人であってもほとんどの場合は
先ほど述べたアルゼンチン国民形成のための教育を他国からの移民の子孫と同じように受けて
おり、アルゼンチン社会に生きるアルゼンチン人としての意識が下位世代に強く形成されてい
るのは、教育の影響が大きい。国民形成のための教育は時間の経過とともに浸透し、日系人の
外見上の違いがヨーロッパ系のアルゼンチン人との「完全な『透明化』」（アドリアナ・シマ
ブクロ、モニカ・比嘉「アルゼンチンにおけるアジア系の諸コミュニティ」、『アジア遊学』
No.76、勉誠出版、2005 年、p.167）を妨げても社会編入の度合いは確実に深まっていった。
またそれは移民の子孫たちの意識においても同様で、自らの育ってきたアルゼンチン社会の考
え方や習慣といった価値体系についても彼らは自然と受け入れるようになっていった。特に、
全体的な文化の変容（使用言語のスペイン語化や生活様式の違い、宗教や価値観の変化など）
が進行していく中で、移民関係者に限定された世界を閉鎖的と感じ、親の価値観や日系・沖縄
系の活動から離れていくようになった人も少なくなかった。なお、1970 年代後半から 1980 年
代初頭まで続いた軍事独裁政権期を過ぎてからは、「多様な出自をもつアルゼンチン人」とい
った立場が表に出始めた。つまり、「オフィシャルな歴史観」からは欠落していた「少数集団
や移民たちを含む様々な『エスニシティ』の再発見とそれを積極的に評価しようという動き」
（同上、pp.252-253）が現れ始めたのである。これにともない「移民」に対する評価も変化し
「出自」からくる「日本人」か、教育を柱とした「同化」の結果としての「アルゼンチン人」
か、という二項対立における意識の選択ではなくなった。それにともない「アルゼンチン人」
の概念は単一的なものから多様であるということに対して開かれた状況になり、親のものとし
てのみ存在した「日本」と向きあう環境が社会的にも整った。また、アルゼンチンでは日本人
全体に対する「誠実・勤勉・信頼できる」といった一般的なイメージが日本の経済成長の過程
で価値のあることとして定着し、「ハポネス」であることは「ひとつの付加価値」（比嘉マル
セーロ「アルゼンチンの日本人移民の子孫―遍歴の中のアイデンティティ思考の可能性―」、山
本岩夫、ウェルズ恵子、赤木妙子編『南北アメリカの日系文化』人文書院、2007 年、p.297）
にすらなっていった。それでも下位世代が自分のことを表現する場合には「迷わずに『私はア
ルゼンチン人です』(“Soy argentino”)と主張」（同上、p.76）するようになっており、それは
戦後の入植、集団移住によってできた、コロニアと呼ばれる移住地においても同様であった。
集住地での生活とブエノスアイレスでの生活は日本人同士の接触の機会や日本語の使用環境が
異なり、日本語や日本の文化に子どもの頃より親しんできた移住地の子どもたちは都会で成長
した子どもたちよりも日本的な要素を持ち合わせている場合が多く、「アルゼンチン人化」の
度合いは違っていたが（比嘉マルセーロ「『私はアルゼンチン人です』―20 世紀のアルゼンチ
ンにおける日本人移民の下位世代のことばとアイデンティティ思考の形成をめぐる一考察
―」、『移民研究年報』9 号、2003 年 3 月、p.74）、いずれにしてもアルゼンチンに渡った日
本人の移民の下位世代は「アルゼンチン人」として成長していき、次節で述べるように日本へ
の帰国が困難となった第二次世界大戦後は親たちもそれを望むようになっていった。 
79 『亜爾然丁時報』1922 年、1924 年 6 月。 
80 日本人アルゼンティン移住史編纂委員会『日本人アルゼンティン移住史』、1971 年、
p.110。 
81 『亜爾然丁時報』1924 年 6 月 21 日。有水藤太郎「同胞児童教育機関設置に就いて」 
82 『亜国時事』、『Los Nipones』の紙面では 1922 年頃から日本語養育の是非が議論される
ようになった（睦月前掲論文、p.37）。 
83 賀集前掲書、p.102。 
84 授業は毎週日曜日に開講され、「紀元節」や「天長節」の祝賀行事のほか、学芸会や運動会
といった行事も行われていた。 
85 賀集前掲書、pp.147-148。 
86 野本菊雄「ブラジルの日本語教育」、『日本語教育』24、日本語教育学会、1974 年、
pp.15-20。 
87 なお、戦後のブラジルにおける「勝ち組・負け組」抗争に代表されるような、日本の敗戦の
認識をめぐっておきた「狂信的」な事件については、これまで国交断絶の時期の差や、移民た
ちへの情報の伝わり方などに由来していると考えられてきたが、上述のような戦前の日本語教
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育への一世の考え方や、その中で二世が受けてきた教育内容にこそ、その原因が求められるの
ではないか。 
88 比嘉前掲論文（2002 年）、p.170。 
89 比嘉前掲論文（2003 年）、pp.57-92。 
90 教育のための渡航があった一方で、アルゼンチンでの仕事がうまくいかず、子どもを食べさ
せることができないため日本の親族へ送ったケースもあった。たとえば、1937 年に兄弟全員で
沖縄へ送られた者は、親からこのように聞かされたという。「1930 年から 40 年までアルゼン
チンは不景気で食うのにも非常に苦労した。お前らに食べさせることができないんだ。勉強し
にやったとか、そんなもんじゃない」（アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編前掲書第二
巻、p.39）。当時のアルゼンチンは世界恐慌の影響による不況や、対英従属と批判されたロカ
＝ランシマン条約に伴う貿易の大幅な譲歩、国内の不正選挙等による政治・経済と相まって
「忌まわしき 10 年」と呼ばれる時代である。こうした経済事情によって日本に送られた子弟
も同様に、戦争によって親と離れ離れになった。 
91 小那覇・マリア・セシリア「第 5 章 アルゼンチンにおける沖縄系移民女性のライフヒスト
リー―コミュニティ形成への貢献」、喜納育江編著『沖縄ジェンダー学 3 交差するアイデン
ティティ』大月書店、2016 年。 
92 アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編『アルゼンチン日本人移民史 第一巻 戦前編』在
亜日系団体連合会、2002 年、p.61。 
93 同期間に 176 名の日本人が同工場で働いていたとされ、そのうちの 95 パーセント以上は女
性であった。アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編前掲書第一巻、p.76 から算出。 
94 アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編前掲書第一巻、p.271。 
95 在亜沖縄県人連合会移民史編纂委員会編『アルゼンチン、沖縄移民 100 年の歩み』在亜沖縄
県人連合会、2016 年、p.145。 
96 賀集前掲書、p.96。一方で、事業に成功した者や、「インテリ青年」の中には、現地の女性
と結婚した者も少なくなかった。自身の経験やアルゼンチンにおける地位が先に述べた日本語
教育に対する考え方にも影響を及ぼした。 
97 沖縄県婦人連合会編『沖縄移民女性史』那覇市、1979 年、p.157。 
98 同上書、p.128-129。 
99 同上書、p.157。 
100 在アルゼンチン名護浦曲会編『旧名護町人アルゼンチン移住誌』、1994 年、pp.361-379。 
101 沖縄県婦人連合会編『沖縄移民女性史』那覇市、1979 年、p.127-128。 
102 在アルゼンチン名護浦曲会編前掲書、p.363。 
103 出産をめぐって女性にかかる負担は身体的なものだけではない。筆者の聞き取りでは、沖
縄での結婚生活で子どもができず、それが心理的負担となり夫及び夫の家族との関係が破綻し
た女性がいた。夫は別の女性との間に子供を持ったため女性は家を出ざるを得ず、離婚後に別
の男性から呼び寄せられてアルゼンチンに渡航した。沖縄にいる間は子どもができないこと自
体が心理的負担になっていたが、異なる環境で心理的な負担が軽減したことで子供を授かっ
た。 
104 在アルゼンチン名護浦曲会編前掲書、p.363。 
105 同上書、pp.363-364。 
106 同上書、p.364。 
107 前述のマツの到着と数年しか違わないが、安定しないアルゼンチン経済の影響は移民たち
の生活に直結していた。 
108 在アルゼンチン名護浦曲会編前掲書、p.370。 
109 同上書、p.367。 
110 同上書、p.365。 
111 同上書、p.363。 
112 同上書、p.369。 
113 2018 年 3 月 11 日 筆者による EY 氏への聞き取り。 
114 小那覇前掲論文、p.150。 
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第三章 第二次世界大戦時の在亜邦人社会と沖縄移民 
 
ブラジル移民の転住から始まり、その後は呼び寄せによって広がった在亜邦人社会は第
二次世界大戦、太平洋戦争の開戦によって大きな影響を受けた。決して規模は大きくなくと
も継続してきた新規移民の流入や人々の往来は、1941年 124名の渡航者を最後に中断した。
本章では、第二次世界大戦後に組織される移民による団体の形成を分析するために、在亜邦
人社会及び沖縄系移民社会の形成にとりわけ影響を与えた第二次世界大戦をめぐるアルゼ
ンチンと移民社会の様相を確認する。 
 
第一節 日米開戦時の在亜邦人社会 
 これまで述べてきたように 1940 年頃までのアルゼンチンにおける在亜邦人社会は初期
の労働や共同生活を経て、仕事の面では三大職業への集中と、生活の面ではブエノスアイレ
ス市内では分散した居住の形態が確立されてきた時期であった。しかし、太平洋戦争が開戦
すると、在亜邦人の間には不安が起こった。開戦の当初、在亜邦人の日常生活は大きく変わ
らなかったが、アルゼンチンが 1945 年に参戦し、日本との国交断絶・参戦へと向かうと、
在亜邦人の行動にも一定程度の規制がされるようになった。しかし、それでも他国の日本人
移民と比較すると、在亜邦人は戦中を相対的に「穏やか」に過ごせたといわれる。そこには、
在亜邦人社会が小規模であったことだけでなく、アルゼンチン国内の政治・軍事的な状況が
影響していたこと、アルゼンチンには 19世紀より枢軸国であるイタリア・ドイツから大量
の移民が流入し生活をしていたことが関係していた。アルゼンチンは自国の利益の保護と
国交の観点からも中立を模索したが、1945年 3月に参戦に至り、在亜邦人は敵性外国人と
なった。 
 
  第一項 開戦時の状況 
 日本の情勢については、在亜邦人は日常的に触れることができる環境にあった。アルゼン
チンでは 1915年に最初の日本語新聞が発行されて以降、複数の新聞が刊行されたり廃刊に
なったりし、1940 年の時点では『亜爾然丁時報』、『日亜時事』、『南亜日報』の三紙が存在
していたし1、都市部に居住し、カフェーやティントレリアのように現地社会の人々と接触
を持ち彼らからの情報を得ながら仕事に就いている者が多く、日常生活は現地社会と共に
あったといえる。更に、世界的にその報道姿勢を高く評価されてきたアルゼンチンの地元紙
もニュースを広く世界から集め、正確な情報を提供していたことの影響も大きいだろう2。
このように在亜邦人は当時の日本をめぐる様々な情報から断絶された状況にはなかった。 
そうした中、日中戦争の報を受け、1937 年から 1939 年にかけて在亜邦人社会において
祖国日本の戦時支援のための動きが始まった。中でも「北支事変出征皇軍恤兵義捐金」とし
て募金を呼びかけ、合計 11万 1841ペソを送金と飛行機の購入及び献納にあてている3。更
に、軍需物資の一部にと日本が求めていた、鉛や錫の合金を伸ばした煙草を包装している銀
紙まで大量に回収をして日本へ送るという「涙ぐましい銃後奉仕」4が行われていたほか、
沖縄県海外協会亜国支部は「郷土出征軍人遺家族慰問金」として送金をした。沖縄出身者た
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ちは中城村人会婦人部、大里村人会など、同郷人会においても独自の慰問や資金の送付を行
った5。ただし、沖縄県海外協会亜国支部は「郷土出征軍人遺家族慰問金」の取り扱いをめ
ぐって組織内に対立が起こり、日本語新聞二紙を巻き込み「内紛」のような状態になった。
定期総会を経て騒動は解決したが、太平洋戦争の開戦によって沖縄県海外協会亜国支部の
活動は停止となっている6。 
移民を含めた一般人の日本との往来は、1941年 124名の日本からアルゼンチンへの渡航
者を最後に中断した。当時の在亜邦人の心境について、「それから 9ヵ年間、アルゼンチン
に在住する私どもは、日本船の来航をどれだけまちこがれたことであろう」7と記されてい
ることからもわかるように、日本とアルゼンチンの往来が再開するようになるまで、戦中・
戦後を通して長い中断期間を耐えなければならなかった。 
戦時アルゼンチン社会を理解するうえで、アルゼンチンの国内外の状況を跡付けてみる。
第二次世界大戦前からアメリカ大陸各国においては日本との敵国関係のため広く反日政策
がとられており、日本からの移民を排除しようとする運動が起こった。1941 年 12 月 8 日
の日本軍の真珠湾攻撃を経て、アメリカ合衆国及び米州の 9 か国が第二次世界大戦に参戦
し8、1942年 1月までにほとんどの国が日本との国交を断絶した。アルゼンチンの場合、枢
軸国であったイタリア系の移民が多いことや陸軍がドイツに傾倒していたこと、南米の「強
国」であったアルゼンチンにとってアメリカ合衆国によって先導される米州協調体制への
反発があったことなどにより、開戦後も中立を維持する立場は変わらなかった。アルゼンチ
ンの国内にも「親合衆国的姿勢」を表明する政治家はいたが、大戦中に副大統領であった極
右派のカスティージョ（Ramon S. Castillo : 1873-1944）は「日本による合衆国の領土侵犯
は枢軸の米州大陸に対する侵略行動ではなく」、「ハバナ宣言にある米州全体に対する攻撃
とはみなされない」として、アルゼンチンの中立を厳守する姿勢を明らかにした。その上で
非常事態宣言を発令し、国内における「親連合国ムード」を封じた9。 
アルゼンチンはアメリカ合衆国の主導による枢軸国との断交の求めには応じず、ブラジ
ルのリオデジャネイロで開催された米州 21か国の外相会議においてはアメリカが提案した
「断行の義務」を「断行の勧告」へ修正させた10。アルゼンチンは日独伊枢軸国に対するい
かなる非難動議にも終始反対している。ただし、対外的には中立政策を一貫してきたアルゼ
ンチンは、内部に目を向けると極めて流動的なものであった。国際政治の「中心」から離れ
ているアルゼンチンにおいては、国際紛争に巻き込まれたくないという意識や、枢軸国であ
るイタリアからの移民が多いことから国内での不要な対立を避けたいという意識もあった。
経済的な側面では、農牧産品の輸出が重要であるアルゼンチン経済にとって、戦争の当事者
となるよりは中立国としての利益を追求するほうが望ましいと考えられた。加えて、政治の
実権を握るアルゼンチンの地主層にとっては伝統的なイギリスとの関係性を悪化させたく
ないという意図もあった11。イタリア移民やドイツ移民及びその子孫が多く、また、軍部に
親枢軸派のあるアルゼンチンにおいても、戦況が連合国側に有利になるにつれ、もし国民投
票などを実施した場合には参戦必死との観測が強かった12。1943 年に親枢軸派の青年将校
により統一将校団 (GOU：Grupo Oficiales Unidos) が結成され、クーデターによって大統
領の交代が起きたのは、ひとつにはこうした連合国側への傾きを親枢軸側に引き戻すとい
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う狙いがあった。 
戦時アルゼンチンの国内情況で、移民社会のあり様に大きく影響したと考えられるのは、
当時の政権であった保守党の支持基盤は大地主たちであり、少数の実権を握った地主らに
よる政治への関与が多数の労働者から反発を招いていたことである。労働組合は法律によ
って保障されていなかったが、当時すでに多くの労働者が組合に参加しており、保守党政権
への反発は強まるばかりであった13。クーデターを起こした統一将校団はこうした国内の労
働者の動きや要望を把握しており、その中心人物が後に大統領となるフアン・ドミンゴ・ペ
ロン（Juan Domingo Perón：1895-1974）であった。クーデター後はラミレス将軍が大統
領に就任し、アメリカ合衆国および連合国の圧力に抗して中立政策の維持につとめていた。
しかし、アルゼンチンがドイツから武器を購入しようとしていた計画が明らかにされたこ
とでアルゼンチンの「親枢軸」をアメリカ合衆国が知るところとなり、このことが明らかに
なれば戦後の国際的信用にかかわるとのことから、公表を阻止するためには枢軸国との断
交がやむを得ないと考えられるようになった14。当時の大統領ラミレスと外相ヒルベルトは
アメリカ合衆国に対しアルゼンチンが圧力に屈したと解釈されないことを懇願し、アメリ
カがこれを受け入れた後、アルゼンチン国内における枢軸側によるスパイ活動を表向きの
理由として枢軸国との断交に至った15。 
こうしてアルゼンチンは 1944年 1月 26日に日本と断交し、1945年 3月 27日、日本と
ドイツに宣戦布告を宣言した。当時のアルゼンチンには約 236000人のドイツ人およびその
子孫が政治・経済への影響力も持っていたのに対して、「日系人」の数はわずかに 7000 人
ほどであり、戦争をめぐる諜報活動にも縁遠いとみられていた16。そのため、アルゼンチン
においては日本よりもドイツとの関係がより重要であったことも邦人社会への過剰な介入
が避けられた理由として考えられるだろう。「交戦国のいずれの陣営に対しても等しく政治
的な距離を保つことによって、国防上は戦災を免れ、経済的には貿易の保全を図ることを目
的としていた」と評価されるアルゼンチンの従来からの中立政策は、国民にも共有された
「伝統的中立」であった17。しかし、第二次世界大戦の趨勢が連合国側に有利になっていっ
たことや、政府に不満を持った軍の一部がクーデターを起こすなど国内情勢が混乱する中、
枢軸国の戦況が不利となり、アルゼンチンの中立政策も大きく変更せざるを得なかったと
いえる。 
 
第二項 「敵国人」としての在亜邦人の処遇 
ペロンは大統領就任以前、陸軍大学校にて軍事理論や軍事史の研究をしていた時期に総
力戦思想に共鳴し18、国民統合の模範例として日露戦争時の日本を評価していた19。前項で
述べた国内事情のほか、一部の軍人らによる親枢軸の勢力が大きかったことが第二次世界
大戦への参戦をめぐるアルゼンチンの態度に影響を及ぼした。それは、在亜邦人の取り扱い
に関しては、同じ南米でもたとえばペルーのような隔離、強制送還、米国への強制収容とい
うことはアルゼンチンでは行なわれなかったことにもあらわれている。しかし、1945 年 3
月 31 日には在亜邦人及びドイツ人を対象とした「敵国人資産の管理」に関する政令が、4
月 2日には「アルゼンチン共和国に在住する敵国人特別登録」に関する政令」が制定され、
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「敵国人」については以下のように規定された20。 
 
アルゼンチンに在住する二世以外の日本人とドイツ人は在亜敵国人として登録さ
れ、爆発物、武器、電信関係の危機をすべて警察に提出し、また敵国人としての身
分証明書を常に携行し、毎月警察に出頭することが義務付けられる。また 48時間
以上居所を離れる時は、警察が発行する旅行許可書を携行し、出国に際しては移民
局と外務文化省の許可が必要とされ、さらに電話、通信の使用が禁止される。そし
て以上の事柄に違反した場合は、罰金あるいは拘留、収容、強制収容などの刑が課
せられる。 
 
これによってアルゼンチンに在留する日本人のうち、二世を除いては「敵国人」として登
録された。同政令の細則によってアルゼンチンに駐在する日独の外交官の強制収用に関す
る政令も出されたため、外交官や商社の駐在員の「軟禁」があり、大使をはじめ軍の武官、
公館員、外交官は家族とともにブエノスアイレスから列車でコルドバ州に移動させられた。
ただし、「軟禁」といってもホテルの敷地内であればゴルフ、テニス、乗馬、水泳などを楽
しむことができ、当局の許可さえあればブエノスアイレス市へ出かけることもできたため
21、他国にみられた日本人の隔離や強制収容といった対応とは異なっていた。 
「敵国人資産の管理」に関する政令では、日本、ドイツ及び両国によって「支配されてい
る」国々の代理店、子会社、支店等も含め、アルゼンチンの行政審議会に委託された。審議
会は資産の算定、活動継続の可否等を行政府に指示するという条件でそれらを接収するこ
とができ、商社関係の財産の接収のほか、日本人会にも干渉が入り、職員は解任された。断
交と同時に警察に連行され留置されたのは同盟通信の特派員であった津田正夫をはじめ、
三井物産会社支店長の小林礎馬や、横浜正金銀行の支店長、日本水産会社の支店長、勝田商
会の役員、日本大使館の現地雇人、報知新聞の通信員の７名であることからもわかるように
22、「ブラックリスト」に入れられていたのは商業・経済活動や、新聞関係に従事している人
物が多く23、「地についている人」つまり花卉業・蔬菜業に従事している個人で警戒された
のは指導者や代表者など一部の人物のみであった24。一般の在亜邦人は拘留されることはな
く基本的には普段通りの生活や店の営業が可能であったが25、花卉栽培者らは「万一の場合
を考えて、家族や周囲と連絡をとる目的で隣組を組織」していた。1272名の組合員で 35の
「隣組」を作り、これによって花卉産業組合の関係者であれば一時間ですべて連絡ができる
ことになっていた26。隣組は村落に根付く相互扶助的組織として存在し、第二次世界大戦時
には国民統制のため機能した地域組織である。これまで指摘されてきたように在亜邦人の
処遇は他のラテンアメリカ諸国に比してたしかに相対的に穏やかではあったが、通常の生
活をしながらも、戦時であり敵性外国人であるという立場への不安を克服し対応していく
ための方策がとられていたことが隣組の結成にみてとれる。 
第二次世界大戦による在亜邦人の生活への影響は、北米やペルーで行われた強制収容の
経験と比較すると大きくなかったといわれる。その理由として、アルゼンチンの軍部・軍人
は 20世紀初頭における総動員に基づく日本の戦時体制を評価しており、日本を含む枢軸国
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の体制やファシズム型の国家体制に範を求めていたこと27、戦前日本人移民が行く先々で直
面した黄禍論や「排日」の影響は、アルゼンチンにおいてはあくまでも北米の動向を受けた
新聞紙面での議論であり具体的な排斥運動や政策を展開するには至らなかったこと28、アル
ゼンチンの日本人移民は上記の国々と比べると人数も少ないため、重要な監視対象とみな
されなかったことなどが挙げられる。しかし、軍部だけでなく、一般の人々の多くも在亜邦
人に対する態度を変えなかったのはなぜだろうか。 
戦前は元同盟通信の特派員として、戦後は民間起用の大使としてアルゼンチンに滞在し
た津田正夫（1897-1988）29は、当時のアルゼンチンの言論統制について記し、上記の問い
を考える上で重要な指摘をしている。津田によれば、第二次世界大戦の開戦は「アルゼンチ
ンの外交が、連合国側に加担するかあるいは独伊枢軸に傾くか、という外交の重大転機」で
あり、1941 年に初めて外交問題による言論統制が行われた30。アルゼンチンは大戦におい
て中立的態度を保つ必要があったため、「世界大戦によって醸成された感情を国内で表現す
ることは国家の平静を乱すもの」と考えられた。そのため、「交戦国を非難し、または交戦
国の態度に賛意を表するがごときの表現はいっさい禁止」されることになり、そのため大統
領令が公布されるに至ったという31。津田の説明は何を意味しているだろうか。アルゼンチ
ンは第一次世界大戦時の特需によって国家経済が潤った経験を有しているため、先の大戦
においても同様の効果を期待していた。そのためには「中立的態度」を保つ必要があり、連
合国側にも枢軸国側にも与しないよう注意が払われ、大統領令を出してでも報道の「偏り」
を回避したのである。また、1941年の 12月 16日に当時のカスティージョ臨時大統領32に
よって「国家非常事態宣言」が出されたが、これは第一次世界大戦から踏襲してきた中立政
策を維持するための言論取り締まりや検閲の強化が主な目的であった33。枢軸国側の在亜邦
人に対する排斥が国家権力の側から行われてこなかったのは、政府による統制が影響して
いた。 
以上は、アルゼンチン政府及び一般のアルゼンチン人は在亜邦人に対して「非常に寛大」
であったといわれる理由を政府の基本政策から分析したものである。こうした政府の動き
は直接・間接に在亜邦人の立場を助けるものとなり、戦後の諸組織の設立と活動の基盤とな
った。ただし、戦時中のアルゼンチンは「中立的態度」を模索しながらも、日本からの移住
は中断され、企業の駐在員や大使館員などは首都郊外へ一時的な移動を余儀なくされた34。
日本語の新聞も発行禁止になり、日本人会は閉鎖を命じられ、人々は月に一度警察へ出頭す
る必要があった。そして、参戦を促すアメリカからの強い圧力によって 1944 年 1 月 26日
に国交を断絶し、1945年 3月 26日、ついに日本に宣戦布告をした35。対日外交の断絶にと
もない資金の凍結が行われ、「管理下の外国人」である敵国人の資産を管理する政令が制定
された36。実際に資産を接収・管理されたのは商社関係が中心であったものの、資本が日本
から調達されたものについては特に厳しく取り扱われ、連合国側によって作成されたブラ
ックリストに記載された日系の商社は取引をボイコットされるなどの不利益が生じた37。戦
時中から続いた活動の制限や管理は戦後も継続し、敵性外国人としての措置、敵性管理局に
よる干渉が解かれたのは 1947年に入ってからのことであった38。 
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第二節 沖縄戦をめぐる報道と沖縄移民社会 
本節では在亜邦人及び沖縄移民がどのようにアルゼンチンで戦況を知り得たのかみてい
く。アルゼンチンでは日本人が敗戦の認識を共有したのは早く、そこには日本語新聞が他国
の日本人移民社会と比較して長い期間（1945年 3月まで）発行を続けられたこと、現地紙
の報道にも触れやすかったこと、戦中も郊外では邦人どうしが集まることが可能であった
ことなどが影響していた。 
 
第一項 現地紙による報道 
移民社会における重要な情報源であった日本語新聞は 1945年に発行禁止になった。1941
年以降、アメリカ合衆国、メキシコ、ペルー、ブラジルなどの日本語新聞が発刊禁止になる
中で、アルゼンチンは日本との国交断絶の時期が遅かったことと同様に、新聞の発刊も 1945
年の 3 月まで続けることが可能であった。アルゼンチンにおける日本語新聞はその発刊時
期の長さに限らず、情報源についても特有のものがあった。それは、戦況が深まるにつれ閉
鎖される日本の海外のニュースの通信網を求めて、中立国となるであろうアルゼンチンに
特派員を送る新聞社が増え、1940 年から 1941 年にかけて同盟通信の津田正夫、朝日新聞
の今井義一、東京日日新聞の鈴木三郎、読売新聞の古田徳次郎らがアルゼンチンに到着した
ことであった。在亜邦人社会と特派員たちの交流は、アルゼンチンの日本語新聞に情報共有
を含め様々な影響を与えた。ブラジルなどにみられた「勝ち組・負け組」で知られる日本の
敗戦をめぐる認識の相違による抗争がアルゼンチンではみられなかったことについては、
アルゼンチンが中立の政策を堅持していた期間が長く、断交に踏み切った後も在亜邦人に
対する処遇が他のラテンアメリカ諸国に比して穏健であり、日本人社会を窮地に陥れるこ
とを回避させたことが挙げられる39。そして、在亜邦人の多くは首都ブエノスアイレスの都
市部や郊外に居住していたため現地の新聞などによる情報が入手しやすい環境にあったこ
と、1945 年まで発刊を続けられた日本語新聞が上述の日本からの特派員と情報を共有した
ことなど、複合的な要因によって在亜邦人の戦況への認識が促された。 
アルゼンチンの新聞では日本の戦況が毎日の新聞に掲載されていた。アルゼンチンの大
手新聞である La Naciónを開くと、戦況が詳細に報道されていたことがわかる。特に 1945
年に入ってからは連日戦争の様子が伝えられ、3月の対ドイツ、対日本との断交は大きく報
じられた40。3 月 26 日米軍の慶良間諸島上陸によって開始された沖縄戦についても大きく
取り上げられ、3 月 28 日の紙面では沖縄への攻撃が続いていることが報じられた41。日本
の各都市に対する空襲や大都市での避難の状況についても書かれており、4月 2日の一面に
はドイツにおける連合国の侵攻と、連合国勢力が沖縄に侵攻したことを、日本と沖縄の地図
を掲載して報じている42。4月 9日に掲載された沖縄の連合軍基地としての重要性に関する
解説には、日本本土と沖縄の位置関係とともに、その他の島々の名称や、沖縄本島を中心と
する 2000km圏の同心円が記載された地図が掲載された43。ただし、紙面に在亜邦人や沖縄
移民に関する記述はなく、あくまでも戦況が報じられているのみである。6月 7日にはアメ
リカ合衆国が沖縄の飛行基地を占領したことが報じられた44。 
6 月 23 日の沖縄戦の「終結」に関する記事は現存する同紙には見つけられていないが、
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8 月 7 日には原爆投下に関する記事が再び日本の地図とともに大きく掲載された45。8 月 9
日の紙面では「ワシントンは日本が間もなく平和を求めると考えている」の小見出しで戦争
の終わりが近づいていることや、原爆投下によって広島の海軍基地のほとんどが破壊され
たことを報じた46。8 月 10 日の紙面には長崎にも原爆が投下されたこと、日本政府がソ連
との戦闘について緊急の会合を開いたことも報じられている47。8 月 11 日には日本政府が
連合国に降伏を申し出たことや、ポツダム宣言は受諾するが天皇への尊重を願い出ている
こと、降伏に伴い日本が多くの戦略的に保持してきた島嶼を手放すことになるであろうこ
とを報じている48。在亜邦人による日本の戦況への不安は当然のことながら、天皇に関する
記事は、移民先においても天皇を崇拝してきた移民たちにとって強く関心を引くものであ
ったことは間違いないだろう。翌日には連合国が日本の降伏の申し出に回答したこと49、8
月 14 日には日本が連合国による降伏の条件を受け入れたこと50、そして 8 月 15 日には連
合国が正式に戦争の終結を宣言したことを報じた51。戦況及び国際情勢が連日詳細に報じら
れていたため、移民たちにとって日本にいる家族の心配は尽きなくとも、祖国日本と故郷沖
縄の窮状は疑う余地のないことであった。上記の戦況報道の他にも、囲み記事では「日本の
終わり」52、「パールハーバーから始まった道程の予想された結末」53など、戦況や日本の戦
力に関する解説も度々掲載された。また、8 月 26 日から日本の占領が始まることも早々に
報じられた54。上記の記事「日本の終わり」では、「帝国主義的貪欲さ」を募らせ「アジアの
征服を夢見た」「このアジアの一国」が降伏に至り、連合国は「勝利の栄光」を手に入れ、
人類は「自由の勝利」を手に入れたと書かれている。そして、「文明に背を向けた血なまぐ
さい執念により、地の果てまで死闘を続けた全体主義共同体は臨終の時を迎えた」55と、終
戦間近の「日本の終わり」についての解説を掲載した。 
アルゼンチンでのこうした連日の報道に長期にわたって触れると同時に、日々の生活で
は現地社会と接触し続けていた在亜邦人にとって、日本の戦況への不安と自らの日常生活
への不安は戦中を通して拭えないものであった。次項では日本語新聞における日本優勢の
報道にもついてもみていくが、上記のアルゼンチン紙における連日の報道にもみられるよ
うに、日本の明らかに不利な戦況と無理な戦闘の継続、敗戦は、在亜邦人各自の心情とはべ
つに、疑いようのない事実であった。 
 
第二項 沖縄移民による戦況の認識 
在亜邦人は日本の戦況について、敗戦の可能性が高いことを現地新聞からだけでなく、現
地発行の日本語新聞を通しても認識せざるをえなかった。アルゼンチンでは 1945年 3月ま
で日本語新聞が発行されているが、隣国ブラジルが 1941年 8月にすべての外国語メディア
を禁止したことと比較すると56、戦中の日本語での情報に差異があることは明らかである。
日本語新聞では度 「々対米決戦戦況」と大本営発表が報じられ、戦闘への士気も高らかな様
子も見て取れるが、報じている内容はその論調とは異なり戦況が劣勢であることを認識さ
せた。1945年の 1月 6日には「沖縄地方損害皆無なり」とされているものの、台湾及び沖
縄に空襲があったことが報じられた57。3 月 26 日には「敵機動部隊」が沖縄島及び宮古島
を空襲したことを報じたが、有力な機動部隊ではないから「満身創痍の哀れな姿と化し」、
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「南方に向けて逃走中である」と報じた58。翌 27 日には米軍が沖縄、慶良間諸島への上陸
を企図していることを報じた。この東京発の記事には「わが部隊」は迎撃し目下戦闘中であ
ると書かれているが59、沖縄本島への上陸に伴う米軍による爆撃や砲弾の打ち込みによって、
実際には沖縄における日本軍の抵抗はほとんどなく、「無血上陸」であった。28日には一面
に展開された「対米決戦戦況」の中で、慶良間諸島に上陸したことが報じられた60。ブラジ
ルやペルーなどでは更に早い時期に新聞の発行は停止されていたため、沖縄上陸をほぼリ
アルタイムで知ることができたことも戦後の速やかな敗戦の認識につながったと考えられ
る。記事の中では、「特攻隊は遂に敵の主力艦隊を補捉し之に猛烈極まる攻撃を加えて四隻
の敵艦を轟沈したのであるが、かくの如く未確認の戦果を合計する時その敵に与えたる大
損害は想像に余るものがある」と報じている61。しかし、先に述べたように現地紙ではその
時々の日本の戦況をめぐる詳細が連日報道されていたため、戦況は逐次把握されていた。沖
縄移民も戦況は同様に把握しており、アメリカ軍が慶良間諸島に上陸した情報についても
先述のようにほとんど時間差も無く把握していた。 
以下の座談会では一世が当時の回想をしている。故郷沖縄から遠く離れたアルゼンチン
で、移民たちが日本の戦況をどのように捉えていたかみることができるため、資料を参照し
ながら当時の様子をみてみたい62。 
祖慶千恵は他国の戦況や物資の量の違いから、日本が勝つとは考えていなかった。「全然
日本が勝つとは思いませんでしたねぇ。だって同盟国であったイタリア・ドイツ等は早く敗
北して手を挙げたでしょう。物資の豊富な北米に日本が勝つとは考えませんよ」。同じ枢軸
国でもイタリア・ドイツに比較して戦争を引きずった日本が不利な戦争を戦っていたこと
を理解し、アメリカ合衆国の物資の豊富さを引き合いに出しながら、主要各国の当時の状況
を冷静にみていたことがわかるだろう。 
比嘉よしは当時の沖縄移民社会での議論の断片を語っている。「その頃、新崎康光さん宅
に皆が集まってね、戦争に勝つ負けるで口論していましたよ。大先輩の具志堅正吉タンメー
は、絶対に日本が負けると言って頑固に主張していましたね。具志堅タンメー一人だけが戦
争は日本が負ける。みんながケーバ（どうして；筆者注）日本が負ける、戦争は日本が勝つ
と熱狂して喧嘩していましたよ。具志堅タンメーの持論といいますのはね、『私は、北米経
由でアルゼンチンに移民しました。サンフランシスコの港に設備されている沢山の石油タ
ンクを見て驚きました。日本にあのような膨大な石油備蓄タンクは当時一つもありません。
この一事が万事で、戦争は負けます』これがタンメーの日本敗北論です」。先の祖慶千恵の
回想同様に、比嘉よしの回想に出てくる「具志堅タンメー」もまた、石油という資源の貯蔵
量を目の当たりにすることで、米国の圧倒的有利を感じていた。 
比嘉よしの回想で語られた、人々が集まっていた場所は新崎康光の家とある。新崎は筆者
がインタビューを行った新崎マルティンの父親である。太平洋戦争勃発以前に教育のため
日本へ送られていたマルティンと弟は、戦争によってアルゼンチンと日本で離ればなれで
あった。戦後アルゼンチンに戻ることができ、マルティンが記憶している父の姿は、組合や
日本人会といった複数の会合に参加して忙しそうな姿である63。日本にいる息子と離れてい
た戦中においても、康光は人々に集まる場所を提供し続けていたことがうかがえる。 
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仲間内で集まる場において、移民たちは思い思いの心配事や考えを共有しながら、厳しい
日本の戦況をより認識していった。仲村渠マツは、蔬菜農園によく来ていた特派員記者の津
田正夫による戦況の分析から、当初は日本が勝つと考えていたという。「私は日本が勝つと
思いました。沖縄に米軍が上陸していることも分かっていました」。東江由紀も日本が負け
るとは考えていなかったが、夫の意見は逆であった。「私は夢路にも日本が戦争に負けると
は思いませんでした。私の主人は勝てるものか、沖縄の昔言葉にあるように『糞の前には立
たれても、貧乏の前には立たれぬ』、世の中の金持ちとは一緒になっても、貧乏人とは誰も
一緒になりません。世界は金持ちの北米に加担し、貧乏国の日本に誰が加担しますか？日本
は完全に敗北すると言っていました」と夫の意見を振り返っている。東江光子は家にラジオ
があり、アメリカ軍の沖縄上陸を新聞だけでなくラジオでも聞いていた。そして、日本は負
けると感じていた。「沖縄本島の本部や糸満に米軍が上陸したこと、海上の遠方より艦砲射
撃で本島へ砲弾はたたきこむ、上空からは B29 大型爆撃機で爆弾が落ちる。米軍は物量に
ものを言わせて郷土沖縄に上陸した。具志堅タンメーが石油タンクに米軍の実力があると
言いましたように、日本は勝てないと思っていました」。 
いずれの回想からも、移民たちが日本の劣勢な戦況に比較して北米は物資が豊富にある
こと、余裕があることを知っていたであろうことがよくわかる。座談会の司会者は、「沖縄
に米軍が上陸しても、昔小学校の読本で神の国日本が絶対負けないと洗脳されていました
からね。それに皆様方は、日本国大本営の戦況発表を信頼していたと思います」と最後にコ
メントをした。しかし、上記のようにそれぞれの発言からは、必ずしも受けてきた教育だけ
による判断ではないことがわかる。心情的には日本の勝利を信じていても、もしくは信じた
いと思っていても、戦況の不利は明らかであり、移民先社会において一人一人が知りうる情
報の中で戦況を判断していた。 
 蔬菜業者の多かったフロレンシオバレーラの沖縄移民たちも、米軍が沖縄に上陸してか
らは集まるたびに議論をしていた。移民史編纂委員会の取材資料のインタビューには、以下
の会話が記されている64。比嘉栄順は日本人は口で勝つといっても戦況を心配していたとい
う。「日本人だから、ほとんどの人が勝つ、勝つ、といっていたが、内心では心配していた」。
具志堅政吉も同じことを考え、負けを口に出すのは憚られたという。「そう、みんなの前で
は負ける、とはっきり言えなかった。そうしたら叩かれますよ、みんなから…（笑）」。戦況
への各自の認識と心情と、それを言葉にするかどうかというのは日本国外においても微妙
な問題であった。それでもはっきりと負けを説く人物とその発言については強く記憶され
ているようだ。比嘉栄順は以下のようにも話している。「具志堅のおじいい（盛助）だけは
君ら自分の肉親は戦争で死んでいくのに、それでも勝つというのか、とはっきりいって皆と
議論していた。みんなが『沖縄に寄せつける策略で上陸したらパンとやっつける』というと、
おじいは『そうじゃない、（沖縄の）闘牛の時でも後じさりする牛は負ける。サイパンが落
ち、硫黄島も落ち、沖縄にきているんだよ』と筋道立てて話していた」。この回想に登場す
る「具志堅のおじい」が前出の「具志堅タンメー」と同一人物であるかは確認できないが、
「具志堅のおじい」は戦争で往来ができなくなる以前に家族をみんな沖縄に帰していた65。
そのため心配が大きかったことは想像に難くないが、そうした心情をもってしても日本・沖
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縄の厳しい状況は予想のできるものであった。 
 様々な報道の中で「日本兵までもが沖縄の住民を殺している」というニュースが現地の新
聞を介して届いたことは大きな動揺をもたらし、「沖縄の人々は全員殺戮されたという根拠
のないデマ」も飛び交っていた66。沖縄での実際の甚大な被害状況のすべてがアルゼンチン
に伝わったわけではなく、家族の安否は分からないままであったが、敗戦の報は事実として
受け止めた人が大半であった。その中で、日本の敗戦によって自暴自棄になり酒や博打で貯
金を使い果たし身を持ち崩す者もあらわれた。故郷から遠く離れ、限られた情報の中で、日
本の勝ちを信じたいという思いと、冷静に戦況を判断する考えとを複雑に抱える中で、在亜
邦人社会は戦後を迎えた。沖縄移民にとっては、「祖国」の敗戦であるのみならず、後に主
権を回復した「祖国」と反対に、米軍占領下に置かれた生まれ故郷との断絶でもあった。 
 
小括 
 本章では在亜邦人社会と沖縄移民社会の第二次世界大戦をめぐる様相をみた。敵国人と
しての在亜邦人に対する取り扱いは他国の日本人移民社会と比較すると相対的に「穏やか」
なものであり、公館関係者や駐在員は郊外への移動の必要があったが、一般の市民は特別な
場合を除いては日常生活に大きな変化は見られなかった。現地社会との日常的な接触機会
の多さや新聞報道などによって日本の戦況及び沖縄への米軍上陸は在亜邦人社会、沖縄移
民社会において認識されており、心情では受け入れがたくても、移民社会としての敗戦の受
け入れは速やかであったといえるだろう。戦争の影響によって移民が中断し、郵便のやりと
りもできず、家族の安否を知ることもかなわない時期は戦後もしばらくの間続いた。こうし
た状況の中から、次章以降で述べていく日本・沖縄への救済活動や、子弟を呼び戻す活動が
起こった。 
 
1 第二次世界大戦の影響によって移民が中断するまでの間、多くの刊行物が在亜邦人社会では
刊行された。日本で教育を終えたり、学業の途中で渡航してきた実習生らをはじめとする「イ
ンテリ青年」が一定数いただけでなく、日本政府の援助によって渡航した者が多かったブラジ
ル移民と比較するとアルゼンチン渡航者は敢えてアルゼンチンを選んで渡航した者も多く、全
体的に教育程度が高かったともいわれる。1940年の時点で二世を含む約 7000人のコミュニテ
ィの中で、週刊の新聞を含む 7紙が発刊・廃刊していたのは、上記のような渡航した人々の特
性と、それによって「ものごとに対する意見のある人」が多かったこと、そういった人々の
「意見の発表なり、物質的な援助というものが、ブエノス・アイレスの商社関係の応援等も加
わって」新聞を存立させた（日本人アルゼンティン移住史編纂委員会編『日本人アルゼンティ
ン移住史』、日本人アルゼンティン移住史編纂委員会、1971年、p.107）。 
2 今井圭子「アルゼンチン主要紙にみる第二次世界大戦末期の報道―対枢軸宣戦布告と在亜邦
人処遇問題を中心に―」、『上智大学外国語学部紀要』38号、2004年 3月、p.166。 
3 日本人アルゼンティン移住史編纂委員会編前掲書、p.118。 
4 アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編『アルゼンチン日本人移民史 第一巻 戦前編』在
亜日系団体連合会、2002年、p.291。 
5 同上書、p.291。 
6 在亜沖縄県人連合会移民史編纂委員会編『アルゼンチン、沖縄移民 100年の歩み』在亜沖縄
県人連合会、2016年、p.76。 
7 賀集九平『アルゼンチン同胞五十年史』誠文堂新光社、1956年、p.452。 
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8 睦月規子「アルゼンチンの第二次世界大戦―中立政策と国内政治（二）」、『廣島法学』14
巻 2号、廣島大学法学会、1990年 10月、p.181。 
9 同上論文、p.182。 
10 今井前掲論文、p.155。 
11 松下洋「アルゼンチンの労働運動とペロニズムの形成―新労働者と旧労働者の参加をめぐっ
て」、『南北アメリカの 500年 4 危機と改革』歴史学研究会、1993年、pp.252-256。 
12 日本人アルゼンティン移住史編纂委員会編前掲書、p.128。 
13 同上書、pp.129-131。 
14 睦月前掲論文、p.191。 
15 同上論文 p.191。 
16 今井前掲論文、p.161。 
17 睦月前掲論文、p.194。 
18 中川文雄・松下洋・遅野井茂雄『ラテンアメリカ現代史 II』山川出版社、1985年、p.335。 
19 日本アルゼンチン交流史編集委員会編『アルゼンチン交流史』日本アルゼンチン修好 100周
年記念事業組織委員会、1998年、p.46。 
20 La Prensa、2 de abril、1945.（今井前掲論文、p.159）。 
21 賀集九平『アルゼンチン同胞八十年史』六興出版、1981年、p.168。 
22 同上書、p.168。 
23 日本人アルゼンティン移住史編纂委員会編前掲書、p.221。 
24 花卉産業組合は「ブラックリスト」に入れられたが、当時組合長であった賀集九平は入って
いなかった。一方、蔬菜組合の代表であった田崎実男がリストに入っていたのに対して、組合
はリストに入らなかった（同上書、p.221）。「ブラックリスト」は日米開戦の後に米国国務
省による枢軸国関係者のリストとして発表された。その後も何回かに分けて発表があり、水産
会社、商社、商店、金融機関、船会社、旅行者、組合等、個人・組織合わせて 48の名称が入
っている。リストの作成者はブエノスアイレスに強力な組織を持つ「米州問題調整事務所」で
あり、アルゼンチンで大きな力を持っていたドイツ系企業が終戦後に撤退等することを見越し
て、リスト作成のデータ調査を名目とした信用調査もしていた（アルゼンチン日本人移民史編
纂委員会編前掲書第一巻、p.307）。 
25 アルゼンチンのうちなーんちゅ 80年史編集委員会『アルゼンチンのうちなーんちゅ 80年
史』在亜沖縄県人連合会、1994年、p.79。 
26 賀集前掲書、p.169。 
27 中川、松下、遅野井前掲書、p.335。 
28 今井圭子「アルゼンチン主要紙による戦前の日本移民をめぐる報道」、『上智大学外国語学
部紀要』36号、2001年、p.168。 
29 同盟通信の記者としてアルゼンチンに滞在したのは 1940年から 1946年まで。アルゼンチ
ン大使であったのは 1958年から 1963年。 
30 津田正夫「アルゼンチンの新聞気質」、『新聞研究』8号、1963年、p.46。 
31 同上、p.46。 
32 当時の大統領はオルティスであったが、病気のためカスティージョ副大統領が臨時の大統領
代理に就いていた。 
33 日本人アルゼンティン移住史編纂委員会編前掲書、p.127。 
34 前述の津田は、新聞記者として滞在中の 1943年 6月にスパイ嫌疑で警察に連行され、117
日間収監されていた。その後もアメリカの要望によってアルゼンチンの警察につけられていた
津田は、首都から離れた牧場に匿われていた（津田正夫『ボカ共和国見聞記―知られざるアル
ゼンチン』中公文庫、1984年、pp.133-160）。 
35 第二次世界大戦におけるアルゼンチンの中立政策は、アメリカとの関係やイデオロギー的な
側面で説明されることがあるが、経済的な側面も大きな要因であった。第一次世界大戦後にヨ
ーロッパに肉や穀物などの食糧を輸出することが大きな利潤をもたらしたこと、ヨーロッパか
らの工業製品が輸入できなくなったことから国内の工業化が促進されたことは、自国の利益保
護という観点から看過できず、アルゼンチンが中立にこだわる所以であった（アルゼンチン日
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第四章 在亜邦人社会の戦後―アルゼンチン政府要人への接近と移民の再開 
 
 戦争はさまざまな変化を移民たちの間に引き起こしたが、中でもとりわけ大きな変化と
なったのは日本への帰国に対する考え方であった。「一定の期間金を稼いで国へ帰る」とい
う想定は修正せざるを得ず、「出稼ぎ」から「定住」への志向が強まった。中でも日本で唯
一の地上戦が展開された沖縄は、望んでも帰ることができるような状況ではなかった。本章
では、第二次世界大戦終戦後のアルゼンチンで日本人移民によって結成された「在日二世呼
寄期成同盟会」1（以下、呼寄期成同盟とする）の活動に着目すると同時に、同同盟の活動
において重要な役割を果たした在亜邦人社会と時の大統領夫妻とのつながりを通して、戦
後アルゼンチンにおける日本人移民社会の一端を明らかにする。 
 
第一節 「呼寄期成同盟」にみる第二次世界大戦直後の在亜邦人社会 
アルゼンチンにおける日本人移民は他の移民先の場合と同様に、第二次世界大戦前はい
ずれ故郷へ帰ることを念頭に置き、子どもたちを現地の学校に通わせながら日本語の教育
に力を入れてきた。その一方で、日本で教育を受けさせるため子どもだけを日本へ送る場合
があったが、第二次世界大戦によって両国の往来が途絶えて以降、子どもたちはアルゼンチ
ンに帰還できなくなった。こうした子どもたちを大戦後、アルゼンチンに呼び戻すため組織
されたのが「呼寄期成同盟」である。本節では未だ史資料の少ない戦後在亜邦人社会の様子
を確認しながら呼寄期成同盟を同社会の中に位置づける。 
 
第一項 戦後の始まり 
日本への帰国、隣国からの転住、移民先で生まれた子どもたちを含めると正確な人数を把
握することは困難であるが、第二次世界大戦によって人の往来が中断する前、1940 年時点
でのアルゼンチンにおける日本人の数は 7095 人であり2、多くは首都ブエノスアイレス及
びその郊外に暮らしていた。移民の多くは金を稼いで故郷へ帰るつもりであったが、日本の
敗戦によって帰国は困難な状況になった。戦前に渡航した日本人移民にとって「祖国」の敗
戦と社会の変化は、いずれ日本に帰国するという希望と計画の変更を迫るものであった。と
りわけ米軍が上陸し、激しい地上戦が行われた沖縄出身の移民は、帰国を望んでも故郷は帰
ることのできる状況になかった。前章で述べたように在亜邦人は日本の戦況を把握し、米軍
の沖縄上陸に関しても日本語新聞および現地の新聞を通して情報を得ていたため、日本敗
戦を早くから認識していた。こうした祖国・故郷の困難な状況に対する厳しい認識や、戦後
も続いた自由な往来の制限によって、在亜邦人の間ではアルゼンチンでの定住を志向する
傾向が第二次世界大戦後に強まった。ブエノスアイレス郊外に居住していた名城政徳が
1945 年に土地を購入したのも定住を考えてのことであった。「やっぱりアルゼンチンの方
がいいだろうと思う気持ちがあって買ったんですよ」3。仲間カツも日本へ帰るつもりであ
ったのを日本の敗戦によって変更した。 
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戦争は勝ったと思ったんです。ラジオを買ったら、隣近所の日本人が戦争のニュー
スを聞きに毎日のように集まった。あの日、朝早く仕事に出ていて、かえってラジ
オをつけたら、天皇陛下のあの全面降伏ですよ。もうがっかりしてね。もう日本に
かえれなくなったって、みんな泣いているんですよ。私は最初からこんなところで
住みたくないから、もう帰るつもりだった。日本に帰るつもりで子どもたちに日本
語を教えていた。でも戦争が終わって、占領されてから帰ってどうしますか。子供
はだんだん大きくなっていくのに仕方ないでしょう。4 
 
日本語教育に対する考え方も変化していった。第二章で述べたように、戦前は「日本人の
子なら日本語は話せて当然」との立場をとる親と、アルゼンチンに根を下ろして生きていく
ためには日本語は不要であるとの立場をとる親があった。母親たちの中には子どもが小学
校に入るころスペイン語がうまくないことを心配し、日本語を家の中で使用しないように
するなど、日本への帰国を念頭に置きながら、家庭内での日本語使用へ対応をしていた。し
かし、戦後になると日本の敗戦によって子弟の日本語教育への意識は低下した。「パラケー
（何のために；筆者注）日本語を教える必要があるかと思っていました」5という祖慶千恵
の言葉にみられるように、祖国の敗戦を憂い親族を心配する一方で、アルゼンチンへの定住
を決意してからは、子弟教育への迷いはなくなったと言えるだろう6。 
戦後直後の時期については、新聞の発行は停止されたままであったが、花卉組合の記念誌
にも在亜邦人社会の様子がわかる貴重な証言が残されている。前章でみたアルゼンチンの
現地紙や日本語新聞だけでなく、第二章で述べた花卉業者の組合（ニッパル）は戦時中も独
自の会報を作成していたため、郊外に暮らす日本人たちにも情報は行き渡っていた。ニッパ
ルでは花市場に事務所を持っていたため、そこが拠点となり会報が作成された。組合員が 30
分間のニュース映画を見に行き、それを要約して各支部に配布するという形であった。日本
人は 3人以上集まってはいけないことになっていたが、「花屋のほうはもう自由に何でもで
きました」7という回想にみられるように、花卉組合は戦中・戦後の在亜邦人社会の拠点の
一つであった。日本の戦況は厳しいものであったことは認識されていたが、敵国人として迎
える敗戦は不安が伴った。在亜邦人の移民史を著し、花卉業でも活躍した賀集九平は、玉音
放送を聞き、「日本はもうこの地球から消えてしまうのではないか」と感じていた8。 
 在亜邦人社会が日本敗戦について認識の共有を可能にしたのは、その報道内容につい
て世界的な評価の高いアルゼンチンの 2大紙である La Naciónと La Prensaによる正確な
情報があったほか9、所謂「二世」の多くがブエノスアイレスの公立学校に通い、スペイン
語を解したことの影響も大きい。また、一世であっても後述する日本語新聞の編集に携わっ
た上原清利美はスペイン語を勉強し、現地の新聞を購読していた。沖縄戦の状況についても
上記二紙から情報を得ていたという。「丁度、終戦後沖縄が占領されて、そのときにアルゼ
ンチンのラ・ナシオン（La Nación）やラ・プレンサ（La Prensa）をとっていたのですが、
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沖縄の自分の村のほうで日本兵が沖縄の住民をたくさん殺しちゃった、というニュースが
新聞に出ているわけですね。自分たちの知っている人が殺された。そういう戦争の恐ろしさ
があの時にはじめてわかった」、「自分たちの知っている人が殺された。そういう戦争の恐ろ
しさがあの時に初めてわかった」と回想している10。 
駐在員らによる座談会にも、当時の日本人社会についての数少ない貴重な証言が残され
ている。彼らもまた、日本の敗戦を理解していても、容易に受け入れることはできなかった。 
 
僕自身がなに負けてません、まだやるぞと手を上げている。それが本当に負けると
みんな泣いたわけです。そこで非常に国士的な男で名前は挙げませんが、もう故人
になっているが、非常に皇室を崇拝し、雑誌に載った天皇陛下、皇后陛下の写真を
きれいに表装して額にかけて毎日拝んでおったわけですよ。それが負けたという
ことを聞いたら、この写真をパンと引き破ったのです。あれであんた、ウイスキー
を飲んで暴れまわったのです。相当名の知れた人がそれをやったのです。天皇陛下
は何をしとるかと。これは伝播したら大変だと思った。僕は飛んでいって押さえつ
けたのです。一週間ぐらい半狂乱です。あちらこちらでちょいちょい負けたか勝っ
たかということがあったが、ブラジルのようなことはなかった。11 
 
「ブラジルのようなこと」とは、アルゼンチンの隣国ブラジルで問題となった、いわゆる
「勝ち組・負け組」と呼ばれる日本人移民の敗戦をめぐる認識の相違による激しい対立及び
抗争のことである。同様の騒動や事件はアルゼンチンではみられなかった12。その理由を、
在亜邦人社会に「極端に社会的、経済的に格差の無かったことが幸いした」13と話す一世に
はブラジルの状況が念頭にあると考えられる。ブラジルでは移民は移住地に入り、現地社会
との接触は極めて少なかった。戦前の一世が渡航する前に植え付けられた皇民化教育によ
る思想は、他と交わる機会の少ない移民先において疑う余地無く保持された14。とりわけ沖
縄移民にとっては、日本国内において中央政府より受けてきた差別・抑圧からの脱却を目指
し、日本本土よりも強固にその思想を下から支えてきたという経緯があり、その経験はブラ
ジルの移住地においても移民たちの思考に影響を与えていた。日本の勝利を信じ続けた「勝
ち組」に沖縄移民が多かったことは、移民する以前から沖縄出身者が経験してきた特異な状
況を表しているだろう。それに対してアルゼンチンにおいては、日本からの移民、沖縄から
の移民がブラジルに比べて圧倒的に少なく、集住もせず、地域社会の中で地域の住民ととも
に生活することによって戦前の在亜邦人社会が築かれてきた。ブラジルのような「勝ち組」
「負け組」の抗争がアルゼンチンで起こらなかったことについては未だ十分に明らかにさ
れているとは言えない。しかし、都市労働者と呼び寄せという移民形態から、日常生活にお
いて移民先社会との接触機会が圧倒的に多かった在亜邦人社会のありようは、ブエノスア
イレスという都市に暮らした在亜邦人の第二次世界大戦をめぐる特徴である。 
終戦から 1947年にかけての在亜邦人社会に関する記録は、新聞の発行も停止されていた
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時期であるため不明な点が多い。『アルゼンチン日本人移民史』の年表では、1946年に記載
されているのは戦後の在亜邦人による組織活動の萌芽となる二項目のみである。すなわち、
「日本戦争罹災者救恤委員会」の組織化についてと、活動停止状態にある在亜日本人会がア
ルゼンチン政府に対して「縁故者」の呼び寄せを要望したことについてであり、この年表に
記された呼び寄せの要望こそが、「呼寄期成同盟」結成の始まりであった。第二次世界大戦
の敗戦によって灰燼に帰した故郷を救おうと戦前に移民した海外在住の日本人の多くが居
住国において祖国への救済運動を展開したが15、アルゼンチンでも 1946年の時点で上記の
日本戦争罹災者救恤委員会が組織された（第五章で詳述）。活動が活発になるのは敵性国家
の指定が解除される1947年以降であり、呼寄期成同盟が結成されたのも同じ時期であった。 
 
第二項 「呼寄期成同盟」の結成 
呼寄期成同盟は、在亜邦人が戦前に日本へ送っていた子供をアルゼンチンに呼び戻すこ
とを目的とした、二世の保護者らによって結成された組織である。第二次世界大戦後まもな
い時期において、故郷の人々をアルゼンチンへ呼び入れることで支援するという点では呼
寄期成同盟の活動は戦後の救済活動の一環と考えることも可能であるが、物資の送付を活
動の柱としていた日本戦争罹災者救恤委員会とはその目的をやや異にしていた。 
戦前に渡航した移民の多くはアルゼンチンで金を稼いでいずれは故郷へ帰ることを前提
としていた。そのため、アルゼンチンで出生した子どもたち（いわゆる「二世」）が将来的
に日本へ「帰国」16することに備えて、一時的に彼らを日本にいる親や親戚のもとへ送り、
日本語の勉強や学校への適応のために教育を受けさせていた。あるいは、親たちが日本へ帰
国するまでの間、子供を先に「帰国」させるということもあった。遠く離れたアルゼンチン
と日本の往来が容易ではない時代において親子が再会できるのは、親が出稼ぎの目的を果
たし帰国する時か、子どもがアルゼンチンに戻る時かのどちらかであった。 
しかし、日米開戦は、親の意に反して両者の往来を閉ざすことになり、日本にいる子供た
ちは親のもとへ帰ることができず、親の帰国もかなわなくなったのである。戦前にアルゼン
チンから日本へ送られた子どもは、親の仕事や収入の安定してきた1930年代に多く17、1941
年以降は世界情勢の悪化に伴い、戦前最後の移民船である「ぶえのすあいれす丸」が神戸を
出航したのを最後に南米航路の定期船が停止した。最後の船までにアルゼンチンへ戻るこ
とのできた二世もいたが、日本に残った者、残らざるをえなかった者は 390 人にのぼり、
住所不明の者も 40人から 50人いたとされる18。また、地上戦が行われた沖縄にいた二世の
中には、非戦闘員でありながら命を落とした子どもや、学徒兵、看護士などとして動員され
命を落とした者もいたが19、子どもを送り出した親たちは我が子がいかなる戦時を過ごした
のか知る術もなかった。子を呼び戻すためには、単に渡航費等の経済的な工面をすればよか
ったわけではなく、アルゼンチン政府への請願を行い、また、渡航の際には経由地となった
アメリカとの調整など、多くの問題をクリアしなければならなかった。呼寄期成同盟はこう
した交渉事の窓口となることを目指した。 
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アルゼンチンでは歴史的にヨーロッパからの移民を多く受け入れ、彼らもまた「本国」と
の間に往来があったため、戦争による影響は同様であった。ただし、戦争によって国外にと
どまったままのヨーロッパ系のアルゼンチン人の場合、アルゼンチンへ帰国する意思があ
り経済的に困難である場合には、「本国帰還法」による資金援助をアルゼンチン政府から受
けることができた20。これによって日本と同じ枢軸国であったイタリア、あるいは枢軸国に
接近したスペインの出身者ら、該当するヨーロッパ移民の親族らが主に帰国していた。日本
人会等の活動が停止されている在亜邦人にとっては交渉の窓口がなかったことから、二世
の保護者が参集し、「不幸戦争のため日本に帰ったままでその生活を心配されている多くの
二世をできるだけ早く親の許へ呼び寄せたいという温き親心」21から、1947 年 7 月 6 日に
子弟呼び戻しのための懇談会が初めて行われた。 
アルゼンチン政府に知人をもつ小河貞蔵のもと準備委員会が結成され、翌 8月に約 50名
が出席して呼寄期成同盟の創立総会が開催された。小河については後述するように、戦後の
呼び戻し及び呼び寄せの再開をめぐる一連の活動の中心となった人物である。呼寄期成同
盟の活動目的として掲げられたのは、ひとつには「在日二世帰国促進の為、亜国または諸外
国の官庁に必要なる請願並に交渉にあたり手続きをなす」ことであり、もうひとつは「在日
二世呼寄手続きに関する相談に応じ指示をなす」ことであった22。活動の期間は日本とアル
ゼンチンが国交を回復するまでとなり、会員には「物質ならびに精神的援助」の協力が義務
付けられ、会費は年額 20 ペソと定められた23。会長には準備委員会を主導した小河貞蔵が
就き、事務所も小河の自宅に置かれた24。 
在亜邦人社会で戦後に発行されていた新聞『亜国日報』によると、二世の最初のアルゼン
チンへの帰国は 1948年の 1月に実現した。しかしながら、その記事では子弟呼び戻しのた
めの活動をしてきた呼寄期成同盟については言及されていない。最初の帰国者を報じた記
事には「着いたぞ！日本から第二世 一六年ぶりで親子の会合」の見出しが大きく掲げられ、
帰国までの詳細が報じられた25。早期の帰国が実現した理由については、アルゼンチンにい
る父親が働いているカフェに外務省の職員が常連として毎日店を訪れていたことから懇意
になり、「すべて手続きの方法を面倒みてもらった」とあるため、呼寄期成同盟の関与の有
無は不明である。また、同年の 3月には「近く来亜する二世諸子」と題し、すでに横浜を出
港してアルゼンチンへの帰国の途にある二世たちの名前が掲載されたが26、ここにも呼寄期
成同盟の関与はみられない。 
同同盟に関する項目が新聞に増えるのは創立から約一年が経過して以降のことで、1948
年 7月に同盟の一周年を記念した旗を制定する「会旗」のミサを教会で執り行い、その後会
長の小河宅で茶話会を開催するという案内が掲載された。アルゼンチン国民は多くがカト
リックの信者であり、在亜邦人社会にも複数のカトリック系組織があったが、子弟呼び戻し
のための活動において、なぜ同盟はミサへの参加を呼びかけたのだろうか。呼寄期成同盟会
長の小河貞蔵はセントロ・カトリコ（カトリック・センター）に所属し、彼は在亜邦人を「カ
トリック信者に仕向ける主導者」27とも言われた。後に述べるように、同盟の活動の中で、
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小河は在亜邦人にキリスト教の洗礼を受けさせるべく集団での洗礼の機会を設けている。
「カトリック信者に仕向ける主導者」という移民史の記述からは小河の手法に対する肯定
的とは言えない評価が垣間見えるが、希望者が集まり小河はこれを断行した。小河自身の信
仰に対する考えは不明であるが、アルゼンチン国家と国民の宗教としてのカトリックを受
容することで、アルゼンチン社会との更なる「同化」を目指す意図を持っていたと考えるこ
ともできるだろう。 
 呼寄期成同盟は子弟の呼び戻しを求める在亜邦人の声を反映して活動をしていたが、結
成から 1 年が経つ 1948 年 7 月にアルゼンチンの外務省から「注意喚起」の文書が出され
た。その内容は、アルゼンチン外務省は「日本にいるアルゼンチン人を呼び戻すための組織」
を認めていないため、政府非公認の任意の仲介機関を使っての呼び寄せはできないという
ものであった28。「注意喚起」の文書が公表された背景には、呼び寄せを請け負うことで利
益を上げるイタリア移民の組織に対する規制が念頭に置かれていたため、呼寄期成同盟を
名指しで批判したものではなかった。しかしこの報道を発端として、在亜邦人の間でも二世
の呼び寄せをめぐって議論が起こり、「誰が何程儲けたとか、誰と誰が仲たがいをしている
とか、呼寄期成同盟は非公認団体であるとか」の話題が出始めた。たしかに呼寄期成同盟は
アルゼンチン国内の正式な認可を得た組織ではなかったことから、同盟を通じて子弟の呼
び戻しを考えた親たちにとっては不安を掻き立てられる報道であった。これを受け、『亜国
日報』では事情を解説した上で、呼寄期成同盟は在亜邦人の便宜をはかるために「一切の相
談や手続きを無料」で提供していることを確認し、「（呼寄期成同盟の；筆者注）趣意は頗る
よいのであるからこれは何処までも堅実に活用され又活用しなければならない」29と、引き
続き子弟呼び戻しの窓口として利用を勧めている。ただし、同時に、二世の呼び寄せをする
正式な機関はないのであるからあせらず手続きに取り組むよう念を押していることからは、
アルゼンチン外務省による規制への対応は欠かせなかったことがわかるだろう。こうした
経緯から同年 11月には「日本外務省 片岡孝三郎」の名前で「近親者呼寄について」と題
した記事が掲載され、必要書類、手続きの順序、本土から渡航の場合と沖縄から渡航の場合
の違いなど、詳細な手続きに関する情報が提供された。ただし、一世の帰国や新規の呼び寄
せについては、出国の手続きは解決するものの「日数は第二世の場合と比べると余程かかる
と覚悟せねばならない」と付け加えられ30、実現への条件はなお厳しいままであった。呼寄
期成同盟が、小河のもとでアルゼンチン政府への働きかけを模索していたのはこの頃であ
ろう。以上のような状況から、在亜邦人社会では子弟の呼び戻しに留まらない新規の呼び寄
せを射程に入れた活動や、呼寄期成同盟の「正式な」組織への格上げについても、検討を始
めたものと考えられる。 
 
第二節 ペロンとの面会とその影響 
 呼寄期成同盟は日本からの子弟呼び戻しのために発足し、在亜邦人社会が同一の目的の
もとに活動する戦後の最初の契機となった。そこには記述の通り小河貞蔵の存在があった
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が、小河の積極的な活動は子弟の呼び戻し以外へと波及し、在亜邦人社会とアルゼンチン社
会をより近づけるものとなった。すなわち、小河は当時のアルゼンチン大統領であったペロ
ンへの支持を活動の中に盛り込みながら在亜邦人社会への協力を要請し、在亜邦人社会に
対しては居住国での地位をより安定させる活動を盛り込みながら人々の関心を引いた。 
 
第一項 大統領夫妻との面会 
 呼寄期成同盟の活動では、アルゼンチン政府といかに交渉のパイプを作るかが重要な課
題となった。『日本人アルゼンティン移住史』には戦後の呼び寄せの経緯について以下のよ
うに記されている31。 
 
当時は日本は連合国の占領下にあり、アルゼンティンとも交戦状態にあるわけだ
し、しかもマニアーナ・オ・パサード（直訳すると「明日か明後日」。仕事が遅く
ても意に介さないアルゼンチンの慣習をあらわしている：筆者注）の大陸的な国だ
から、お役所に正規の手続きをしたのでは、いつになってらちがあくのかわからな
い。そこで有志が相談の結果、エヴァ夫人に直訴した。エヴァは当時外務省と労働
省にオフィスを持っていたが、快く有志代表を引見してその願いを容れ、即座に子
弟呼寄せのための連合国側との交渉その他必要な手続きをとらせた。 
 
ここに登場する「エヴァ夫人」とは、当時アルゼンチンの大統領であったフアン・ドミン
ゴ・ペロン（Juan Domingo Perón : 1895-1974）の妻であるマリア・エバ・ドゥアルデ・
デ・ペロン（María Eva Duarte de Perón : 1919-1952）のことである。戦後の子弟の呼び
戻しを行うにあたって在亜邦人がとった方策は、時の大統領夫人及び大統領本人への直談
判であった。 
ペロンの政治は大衆を支持基盤とする「ポプリスモ」と言われる32。ペロンは大統領就任
前から軍人として労働者に接近し、労使協調を重視することで人々の支持を得てきた。例え
ば、労働争議に介入して労働者に有利に解決をしたり、労働に関する法律の順守を雇用者に
義務付けるなどし33、労働者を保護した。独立経営者の増えていた当時の在亜邦人社会にお
いては、アルゼンチン人の被雇用者を優遇しなければならないという経営面での不便もあ
ったが、アルゼンチン国内の旧来からの労働組合の支持を背後に力をつけていったペロン
に対して声高に反対する日本人はいなかった。また、ペロンの人気については、それを支え
ていた妻エバに対する人々の支持も大きく影響をしていた。ペロンに代表されるポプリス
モだけでなく、アルゼンチンの政治文化として特定の個人を崇拝する「ペルソナリスモ」が
挙げられるが、公職についていなかったエバに「大統領夫人」として広範な権限が与えられ
ていたこともその代表的な例である34。従って、エバに面会し陳情することは在亜邦人社会
にとっても期待のできる手段であった。 
日本人会が活動を停止され、アルゼンチン政府との交渉の窓口が無い中で、在亜邦人社会
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と政府要人やペロンとのパイプ役を担ったのが、呼寄期成同盟を牽引した小河貞蔵である。
二世の呼び戻しにおいて小河の存在は欠かせなかったにもかかわらず小河についての資料
は極めて少ない35。小河はコルドバ州のコスキンにあった日本人会が運営する結核療養所の
料理人として働き、その後海軍機関学校の料理人をしていたことから、アルゼンチン政府と
のパイプはこの時に形成されたのではないかと考えられる36。呼寄期成同盟はいつ進むとも
しれぬ手続きを待つのではなく、小河の人脈を利用して「親日家」として知られたアルゼン
チン大統領夫妻の心情を把握し協力を取り付けることを試みた。 
二世の帰国が実現した後に呼寄期成同盟が行ったことは、アルゼンチン政府の子弟帰国
に対する配慮への感謝表明と、未だ日本にいる二世の帰国促進を依頼するための、大統領へ
の謁見の申し入れであった。これが実現し、初めてアルゼンチン大統領と在亜邦人が面会を
果たした。面会後の 1949 年 5 月 21 日に発行された『亜国日報』は一面を使って当日のペ
ロンの言葉を報じている37。そこには、「国家の名において日本人はこの国へ歓迎され、多
くのアルゼンチン人によって好かれる」、「あなた方は皆アルゼンチン人である。ここで生ま
れた人も育った人も渡ってきた人も、皆そうである」等、ペロンの在亜邦人に対する親しみ
と歓迎にあふれた言葉が並んだ。また、呼寄期成同盟は面会の場において二世子弟だけでな
く新規呼び寄せの促進に関する要望もあわせて陳情したが、ペロンは会見に同席していた
移民局長を紹介した上で「希望の凡てを実行に移し又成就するように取り扱いしませう」と
即座に対応することを約束した38。謁見から 2か月後には「ペロン大統領の約束の言葉が実
現され」るに至り、新規移民が来亜することになった旨が報じられ、まずは米軍占領下の沖
縄からの出発予定者のリストが新聞に掲載された39。 
ペロンとの謁見から派生していまひとつ重要な事柄が起きている。それは、呼寄期成同盟
が移民局長と面会を行った結果、呼び寄せを希望する者のみならず、密入国者で永住許可を
希望する者についても取りまとめて提出することになったという発表であった40。アルゼン
チンにおける労働者としての日本人移民の入国は、隣国ブラジルやペルーからの転住、密入
国によって始まった経緯から、正式な滞在許可を持たずに生活をしている者が少なくなか
った。したがって、移民局長との交渉によって二世子弟の帰国のみならず、在亜邦人の安定
的な在留資格の獲得が保証されることになった。更に、ペロンと面会から 3 か月足らずの
1949年 8月には、在亜邦人はエバとの面会も果たした。エバが戦災国への支援として日本
へも救援物資を送ったことへの感謝の意を印し、献納金と着物を贈呈するための面会であ
ったが、ここでも呼寄期成同盟は要望を出している。会長の小河の娘であり同盟の役職にも
就いた小河アルバは、挨拶の中でペロンとの面会によって二世らの帰国が叶ったと感謝の
前置きをした上で、「今度はこの国にいる日本人がこの国の人でありうるようにして頂きた
い」41と、在亜邦人の帰化を求めたのである。エバは在亜邦人の努力と勤勉へ賛辞を送り、
彼らのアルゼンチン社会における移民としての実績が更なる受け入れの基盤にあると、戦
前に渡航した日本人移民を評価し、更なる在亜邦人の希望にこたえた。 
ペロン夫妻と在亜邦人社会の密接な関係をあらわす出来事としてはほかにも、1949 年の
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12 月に呼寄期成同盟の呼びかけで小河の所属するカトリック組織であるセントロ・カトリ
コが在亜邦人 850 人を集めた大洗礼式を行っている。受洗者の代理父母を引き受けたのは
ペロンとエバであり、これほどまで移民先国の政府要人と接近することは在亜邦人社会に
とって初めての経験であった。小河が主導したこの洗礼式の方策に対しては、別のカトリッ
ク組織である日本人公教会から「政治的な意味を絡ませたやり方」であると非難されたが42、
ペロンとエバの求心力の強さは在亜邦人にとっても同様であり、多くの人が集まった。 
 呼寄期成同盟の依頼があったとはいえ、大統領夫妻が一移民コミュニティと面会したり、
洗礼式において代理父母となったのはペロンが「親日的」大統領であり、ペロン自身が言う
ように日本人を「アミーゴ」（「友人」の意：筆者注）だと思っているからであろうか43。も
しくは、在亜邦人の「真摯で勤勉な努力」が、両国の友好関係に貢献している「世界にも例
をみない証左」44だからであろうか。従来の移民史ではそのように評価されてきた。しかし、
ひとつには、ペロンの「親日的」な態度には、ヨーロッパ移民を含む外国に家族や親せきを
持つ者が「母国」へ送金をすることによって、外貨が国外へ流出することを防ぎたいという
思惑があった45。また、労働者を政治に引き入れることで大衆の支持を拡大してきたペロン
が、労働者としての在亜邦人からの支持を期待したという側面もあるだろう。そして、引見
を報じた『亜国日報』では、エバによる救済事業について「亜国民のコラソン（「心」の意；
筆者注）から出たペロニスモとその事業である」と、ペロンの名を冠した政治運動を挙げて
エバを称えた46。ペロンが大統領に就任する前の 1945 年においてペロン支持者はペロニス
タとよばれており、ペロニスタによる自発的な政治運動によってペロニスモは誕生した。ペ
ロニスモの原則は「社会正義」、「経済的自由（自立）」、「政治的主権（自主外交）」であり、
特に「社会正義」はペロニスモの中心的理念であった47。つまり、第二次世界大戦直後の在
亜邦人にとってペロニスモの「社会正義」は自らを助けるものとなり、後述する日本への救
済活動においても有効な理念であった。在亜邦人社会は移民先社会における敵性外国人と
して、また、移民先社会における「良き亜国民」として、ペロニスモの担い手の一部をなし
たと考えることができるのではないか。呼寄期成同盟による一連の活動は、移民初期よりア
ルゼンチン社会の中に溶け込みながら生活をしてきた在亜邦人社会を、確実にアルゼンチ
ンの政治及び宗教へと近づける役割を担っていた。 
 
第二項 二世の帰国と移民の再開 
1946 年にはアルゼンチン国内で「本国帰還法」が施行された。同法には予算が付き、国
外に滞在している資力のないアルゼンチン人の帰国を可能にした48。当初はヨーロッパ移民
が帰国の該当者として恩恵に浴していたが、後に在亜邦人子弟にもその効力が及ぶように
なった。その理由としては、『日本アルゼンチン交流史』によれば、戦争中に離散を余儀な
くされた家族の再会を実現させることは、「家族のきずなを重視するアルゼンチン社会のあ
り方からすれば、当然の政策」であった。飢餓に苦しむ戦後の日本に「二世を放置」するこ
とは「看過し得なかった」ことが、アルゼンチンに人道的配慮をさせた49。 
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戦後に沖縄からアルゼンチンへの帰国を果たした二世である比嘉デリヤの回想によると、
在亜日本人子弟は「日系二世といえども立派なアルゼンチン人」であるため、「戦後の沖縄
でみじめな暮らしをさせるわけにはいかない」として、最初の帰国二世 14人にかかる「旅
費、小遣いまで一切の旅費」をアルゼンチン政府が負担してアルゼンチンへ帰国した50。日
本人移民の子、二世であっても出生地主義をとるアルゼンチンで生まれた彼らはアルゼン
チン国籍を保持する「立派なアルゼンチン人」であるということから、帰国についてもヨー
ロッパ出身の移民に対する扱いと同様に行われた。呼寄期成同盟が間接的にかかわった事
案も同時に進行していたが、呼寄期成同盟は、戦後の混乱の中にある日本及び米軍占領下の
沖縄から、戦争をはさんで離れ離れになった親子を再会させることを目的として活動を開
始した。政府要人との繋がりを持っていた小河貞蔵が中心となった同盟の活動は、二世子弟
の呼び戻しを望む親の要望をまとめるだけでなく、親族を新たに呼び寄せたい人々の希望
をも集約しながら在亜邦人社会全体へ活動を浸透させていった。 
戦争によって一時停止していた移民は 1948年に再開し、戦後最初の移民は米軍占領下の
沖縄からアルゼンチンへ渡った 33人の呼び寄せ移民であった。集団移民の目処が立たない
中で最初の移民が沖縄からアルゼンチンへの移民で再開されたのは、先に述べたようにペ
ロンの存在によって在亜邦人社会が子弟呼び戻しや新規呼び寄せの希望を陳情しやすい環
境にあったこと、呼び寄せという移民形態がアルゼンチンの沖縄系の間で戦前より確立し
ていたことなど、戦前・戦中・戦後直後の在亜邦人社会のありようが影響した。戦後の沖縄
では基地建設のために広大な土地を必要としていたため、軍用地の接収によって農地や宅
地といった生活の基盤となる土地が減少した。その一方で、敗戦による海外引揚者の人口と
失業の問題があったことなどから、米軍統治下において 1950年に発足した住民側の民政機
構である沖縄群島政府が海外移民を推進する方針を固めた。これらの状況が後のボリビア
移民を主とする戦後沖縄から海外への移民を増加させたが51、アルゼンチンへの移民再開を
めぐる動きはそれより早くから行われていた。 
こうして戦前から頻繁であった呼び寄せが再開されることで、戦後もアルゼンチンの日
系社会では沖縄移民が多数を占めるようになった。1948 年以降二世子弟の呼び戻しが可能
になるとともに戦後の新規の呼び寄せ移民もアルゼンチンから再開され、戦後初めての南
米移民 32 人を乗せた船が 1950 年に横浜を出港した52。なお、船の出発を知らせる新聞記
事には在日亜国権益代表スウェーデン公使館による情報として、近く第二回移民が予定さ
れていることが記されている。更に、沖縄には約 100 名の「日系亜国人」が残っており、
「一般島民と同様の取り扱いをうけ何等特権とてなく」全員が帰国を希望していること、一
方で、彼らの多くは「米占領軍に（ママ）下でよい地位についている」ため仕事を辞めない
者もあるだろうとの報告がなされた53。 
二世子弟の帰国は手続きにかかる時間や書類のやりとりにかかる時間は個人差があった
ため、一斉に帰国したわけではない。二世子弟としてアルゼンチンへの帰国した人物へ筆者
が行ったインタビューでは、「小河さんと仲良かったら書類が上に的なことあったと思いま
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すよ」と話した54。この発言からは、小河と個人的に親密であった者の書類については、対
応の優先順位が高かった可能性があり、それに連動してアルゼンチンへの帰国も早まる可
能性があったことがうかがえる。同時期には飛行機でアルゼンチンへ渡る者も増えている
55。本土からの移民再開が 1952年であったことを考えると、戦後の沖縄移民のアルゼンチ
ン入国は 4 年ほど早かったことがわかる。そしてこの時期は、戦後に来亜した人々と戦前
からアルゼンチンにいた人々の間に対立がみられたり、新たな組織があらわれたりしなが
ら、沖縄県人連合会結成の基盤が作られる時期であった。 
呼寄期成同盟の会長であった小河の行動は、それまでアルゼンチンの政府中枢と直接に
は無関係であった在亜邦人社会において特殊なものであった。子弟呼び戻しと新規の呼び
寄せ移民の再開という活動の目的について賛同しない者は少なかったはずだ。ただし、狭い
在亜邦人社会において目立つ存在であったからこそ、呼寄期成同盟の活動の下に居住国の
宗教や政治へ先導を行う小河の活動や交友関係を快く思わない人たちがあった。小河の息
子は、小河が呼寄期成同盟を設立した趣意について以下のように語っている。「父は日本に
送ったアルゼンチン国籍の子供たちを呼び寄せることのできない親たちや、職がなく貧し
い親戚をかかえた人たちなど、すべて友人たちの依頼に応えただけで他意はなかった」56。
また、当時は「沖縄の人を差別する風潮」があったが、小河はそのようなことはしなかった
とも述べられている。「他意はなかった」という息子の回想からは、小河の活動に対しては
本論で触れたように政治や宗教の側面から様々な疑念を持たれていたであろうことがうか
がえる。現在小河について証言できる人物が少ないなか、筆者が得た聞き取りでは、小河が
強力な勢いでアルゼンチン政府へと接近していったこと、その手法から敬遠されるところ
も少なくなかったとされる57。 
そして、呼寄期成同盟の活動が事実上終了し、ペロン政権が崩壊し、小河の表立った活動
が減ってからは、在亜邦人社会の人々は急速に小河と距離をとるようになる。小河の娘は後
にこう語っている。「日本人たちはすごく用心深く、ペロン政府が崩壊したとき、多くの人
たちは父に挨拶さえしなかった」58。時の大統領との面会や洗礼での代理父母の引き受けは、
在亜邦人社会にペロンフィーバーともいえる現象を巻き起こしているかのようであったが、
小河の娘の言葉からは、移民先国の政治と距離をとりながら過ごしているように見える在
亜邦人社会の、異なる側面が見えてくる。小河は日本人公教会から「政治的」であると非難
されたが、政治的であったのは小河だけではなかったのではあるまいか。すなわち、戦後も
「敵性外国人」として暮らすアルゼンチンにおいて、いかに自らに利する状態を作れるかと
いう問題は在亜邦人社会全体が引き受けてきたことであった。呼寄期成同盟を通して自ら
の希望をかなえ、アルゼンチン社会と連動するようにペロンを支持し、失脚後には離れてい
く様子は、どこまで意識的なものであったかは別として極めて「政治的」であると言えるだ
ろう59。 
 呼寄期成同盟の活動にみられるように、日本とアルゼンチンの国交が回復する 1952年以
前から沖縄移民は沖縄にいる家族や親戚を呼び寄せたいとペロンへ嘆願していた。「日本贔
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屓」のペロンは、制限付きではあるが以下のような条件を付しての入国を認め、移民が再開
された。条件の一つは、呼び寄せの範囲は日系人の配偶者および三親等以内とすることで、
もう一つは一親等及び特殊技能者を除く一般近親者は首都から 100km 外に居住すること
（コルドバ、ロサリオ、マルデルプラタの各市の場合は 30km外）とされた60。首都及びそ
の他の都市圏外を指定されたのは、すでに第二次世界大戦前より労働者が集中していた人
口の都市集中を避けるためであった。 
ペロンとエバに対しては今なお様々な評価がされるが、第二次世界大戦後の日本及び在
亜邦人へ向けられた救済活動全般への支援に対しては、以下の言葉にみられるように今も
感謝している在亜邦人は多い。祖慶千恵はペロンについて、「ペロン大統領は特に日本人に
よくしてくれました」と回想している。戦後の、何もかも失われた沖縄での生活とは異なる
生活を、敵性外国人であってもアルゼンチンでは送ることが可能であり、「ペロン大統領と
エビタ夫人の大きな写真を掲げ敬意を表していた」家庭もあった61。「その頃は、ペロン大
統領に忠誠を尽くすナシオナリズムの一番強い時代で、邦人社会の良き時代だった」と話す
者もある62。また、ペロンと在亜邦人社会の関係性については、以下のような回想もある。
「私はペロン政治の功罪は別として、ペロンが在亜邦人に寄せた数々の好意と、受けた恩義
は忘れられるべきではないと思う。特にアルゼンチンが対日戦線布告後、北米の政治的圧力
に屈せず、在亜邦人の北米強制収容所への移送を、断固として拒否し受付けなかった事は、
敗戦後の邦人の立ち直りに、どれ程大きな力になったかは計り知れないものがある」63とい
う回想からは、在亜邦人が第二次世界大戦において相対的に穏やかな状態でいられたこと、
戦後は在亜邦人社会だけでなく故郷への支援も積極的に行ってくれたことを、在亜邦人が
感謝の記憶とともに保持している。加えて、小河と呼寄期成同盟の活動は、あえて沖縄移民
に特別な取り扱いをしたり排除するようなものではなかったが、先にみた小河の子弟の発
言から浮き彫りになるのは在亜邦人社会に存在した沖縄差別の状況である。こうした状況
は、戦後の在亜沖縄移民の意識が日本・アメリカ・沖縄の中で揺れ動き、その上で一定の方
向を志向していく一因となったのではなだいだろうか。 
 
小括 
呼寄期成同盟は第二次世界大戦後の在亜邦人社会において最も早く設立された組織の一
つであった。中心となった小河の手法には必ずしも賛同する者ばかりではなかったし、ペロ
ンがエバとともに行ってきた政策、社会福祉や慈善事業は必ずしもその後のアルゼンチン
の国家経済にとって積極的な評価を生んできたわけではなかった。また、ペロンとエバによ
る在亜邦人に対する支援についても政権への支持基盤獲得のためという側面も否めない。
しかし、在亜邦人は呼寄期成同盟の活動を通してペロン夫妻に直接申し入れを行い、アルゼ
ンチンの大衆とともにペロンを支持し、アルゼンチン政府の協力を引き出した。こうして実
現した二世子弟の呼び戻しや新規移民の再開は、戦後の在亜邦人社会の位置を定めてゆく
うえで出来事であり、呼寄期成同盟はその中心的役割を担っていた。また、同同盟は次章以
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降で論じる救済活動をめぐって設立された諸組織とも協働し、戦後直後の在亜邦人社会の
形成の一端を担った。 
 
1 会の名称については「在日本国二世呼寄期成同盟」「帰国二世呼寄期成同盟会」等、資料に
よって記述が異なっている。本稿では在亜邦人社会発行の新聞『亜国日報』を参考に「在日二
世呼寄期成同盟会」とした。 
2 ヒガ・マルセーロ. 2004.「アルゼンチンにおける日本人移民社会の形成過程」、フェリス女
学院大学編『異文化の交流と共生』翰林書房、p.128。 
3 アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編『アルゼンチン日本人移民史 第二巻 戦後編』在
亜日系団体連合会、2006年、p.18。 
4 同上書、pp.18-19。 
5 在アルゼンチン名護浦曲会編『旧名護町人アルゼンチン移住誌』在アルゼンチン名護浦曲
会、1994年、p.369。 
6 その後、日本の経済成長を目の当たりにしたこと、日本へ出稼ぎに行くには日本語がわかる
方が都合がよいことから、「日本語教育も必要だと思う」ようになったが、「子供は成長した
のでもう遅い」と考えている。東江由紀も以前は「物資が豊富で格安で治安も良いアルゼンチ
ン」の暮らしにおいて、日本語に対する関心は全くなかった 。つまり、戦後の時期になると日
本語教育への考え方ひとつをとっても、親の「文化」を継承するための日本語の重要性よりも
生活の中で必要な言語や、経済的に重要性の高い言語を重視するようになったことがわかる。
ただし、現在も日本語学校は存続しており、学校の教育課程とはべつに働きながら日本語を学
ぶ。学び直す者も少なくない。 
7 更に、ペルーやメキシコの日本人収容の情報に備え、万一の場合家族や周囲と連絡をとる目
的で隣組を作っていた。アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編前掲書第二巻、p.15。 
8 賀集九平『花卉園芸四〇年』ニッパル・クラブ、1963年。 
9 大原美範編著『アルゼンチン―その国土と市場』科学新聞社出版局、1986年、p.513。 
10 日本人アルゼンティン移住史編纂委員会編『日本人アルゼンティン移住史』日本人アルゼン
ティン移住史編纂委員会、1971年、p.238。 
11 同上書、pp.241-242。 
12 抗争による死者が出たブラジルのようなことは起きなかったが、それでも「日本が負ける、
戦争は日本が勝つと熱狂して喧嘩」をしたことはあったという。しかし、アメリカ経由で移民
した者は日本との経済力の違いを目の当たりにした経験から日本の敗戦を予測する者が多かっ
た（在アルゼンチン名護浦曲会編前掲書、p.370）。 
13 アルゼンチンのうちなーんちゅ 80年史編集委員会編『アルゼンチンのうちなーんちゅ 80年
史』在亜沖縄県人連合会、1994、p.79。 
14 日本語編集委員会編『ブラジル沖縄県人移民史』移民史刊行委員会、2000年、p.171。 
15 在外邦人による日本への救済運動・救援運動は北米各地、ハワイ、ブラジルなど各地で展開
され、衣服、食料品、医薬品等の様々な物資が日本に向けて送付された。在亜邦人による救済
活動については次章で述べるが、以下の論文でも触れている（月野楓子「在亜邦人による『救
済活動』の展開―第二次世界大戦後のアルゼンチンにおける沖縄移民の組織形成―」、『異文
化』17号、2016年、pp.347-370）。 
16 移民先で日本人の親のもとに生まれた子どもが、生活の拠点を日本に移す場合に「帰国」と
捉えられることがある。しかし、アルゼンチンの、特にブエノスアイレスなどの都市部で生ま
れた二世ら子弟はアルゼンチンの現地社会と密接な関係を持ちながら生活しており、現地の公
立校に通う二世が多く、家庭内の言語とは別にスペイン語を習得している者が多かった。その
ため二世たちの日常生活は「在亜邦人」のみの環境に限定されず、親の希望や教育のためとは
いえ日本へ「帰国」させられることを快く思わなかったり、「帰国」後に日本へ来たことを後
悔した者があった（アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編 2006年、p.72）。こうした点か
ら考えた場合、二世の日本への渡航を「帰国」と捉えることは果たして彼らの実態を捉えてい
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るのかどうか、留保が必要であろう。 
17 教育のための渡航があった一方で、アルゼンチンでの仕事がうまくいかず、子どもを食べさ
せることができないため日本の親族へ送ったケースもあった。たとえば、1937年に兄弟全員で
沖縄へ送られた者は、親からこのように聞かされたという。「1930年から 40年までアルゼン
チンは不景気で食うのにも非常に苦労した。お前らに食べさせることができないんだ。勉強し
にやったとか、そんなもんじゃない」（アルゼンチン日本人移民史編纂委員会 2006、39）。
当時のアルゼンチンは世界恐慌の影響による不況や、対英従属と批判されたロカ＝ランシマン
条約に伴う貿易の大幅な譲歩、国内の不正選挙等による政治・経済と相まって「忌まわしき 10
年」と呼ばれる時代である（増田義郎編『ラテン・アメリカ史Ⅱ』山川出版社、2000年、
pp.342-344）。こうした経済事情によって日本に送られた子弟も同様に、戦争によって親と離
れ離れになった。 
18 『亜国日報』1947年 8月 19日「在日二世呼寄期成同盟会総会」 
19 アルゼンチンのうちなーんちゅ 80年史編集委員会編前掲書、p.321。 
20 「本国帰還法」は 1946年 7月 31日に成立しており、イタリアやスペイン出身の移民を多
く持つアルゼンチンにおいてその需要は戦後の早い段階から求められていたことが考えられる
（アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編前掲書第二巻、p.58）。 
21 『亜国日報』1947年 8月 12日「活動を開始した在日二世呼寄期成同盟」 
22 『亜国日報』1947年 9月 2日「本会会則諸条項要点摘譯」 
23 アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編前掲書第二巻、p.58。 
24 設立メンバーには会長の小河貞蔵のほか、委員として山元繁（山元潔との表記も見られ
る）、飯野栄作、辺見良、山城蒲戸、大城永蒲、郡十太郎、高橋九一郎、新崎康光、清水川広
清が名を連ねた（アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編前掲書第二巻、p.58; 545）。 
25『亜国日報』1948年 1月 6日「十六年ぶりで親子の会合」 
26『亜国日報』1948年 3月 2日「近く来亜する二世諸子」 
27 アルゼンチン日本人移民史編纂委員会前掲書第二巻、p.81。 
28『亜国日報』1948年 7月 22日「在日亜国籍人呼戻しに関し外務省注意を発表」 
29『亜国日報』1948年 7月 22日「在日亜国籍人呼戻しに関し外務省注意を発表」 
30『亜国日報』1948年 11月 2日「近親者呼寄せについて」 
31 日本人アルゼンティン移住史編纂委員会編前掲書、p.147。 
32 ポプリスモ（populismo）は大衆を支持基盤とした政治運動のことであり、アルゼンチンで
はペロニスモ（peronismo）とも言われる。ポプリスモの特色としては、1.労働者や中産階級
さらに一部の上流階級を含む多階級的な支持基盤を持ち、2.カリスマ的リーダーによって指導
され、3.反帝国主義、民族主義的イデオロギーを有し、4.農地改革や労働者の保護政策によ
り、大衆の生活水準の向上を企図するが社会の抜本的変革は志向せず、5.階級闘争よりも階級
調和を重視るする点で共産党とは一線を画する（松下洋「ポプリスモ」、『ラテンアメリカを
知る辞典』平凡社、1999年、pp.387-388）。 
33 松下洋「アルゼンチンの労働運動とペロニズムの形成―新労働者と旧労働者の参加をめぐっ
て」、歴史学研究会編『南北アメリカの 500年 4 危機と改革』青木書店、1993年、p.257。 
34 松下マルタ「アルゼンチン文化の諸相」、中川文雄・三田千代子編『ラテンアメリカ 人と
社会』新評論、1995年、p.101。 
35 小河貞蔵について、在亜邦人に関する移民史の「基本書」とも言われる賀集九平の『アルゼ
ンチン同胞八十年史』（1981年）の中には記載が一切見られない。同書の記述が主に第二次世
界大戦以前の事柄に限られているためでもあるかもしれないが、同書の初版本である『アルゼ
ンチン同胞五十年史』（1956年）に「追記・増補を重ねて」いると明言しているにもかかわら
ず、戦後の状況についてほとんど記述されていない。また、在亜邦人の情報を多数集録した
『Quién es Quién 在アルゼンチン日系人録』（上原清利美編、らぷらた報知社、1968年）に
も小河に関する情報は見当たらない。なお、呼寄期成同盟の活動が終了して以降は日系社会と
の接触はほとんど無かった。 
36 呼寄期成同盟設立の経緯について、小河の息子は以下のように説明している。「友人の一人
でアベジャネダに陶器の絵付け工場を持っていた山本潔が、政府要人に接近できる立場にあっ
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た父に頼んだことが、帰国二世呼寄同盟設立の契機になったようだ」（アルゼンチン日本人移
民史編纂委員会編前掲書第二巻、p.81）。「アベジャネダの絵付け工場」については、小河を
知る人物への筆者のインタビューにおいても名前の出た場所であった。同工場について詳しく
は知らないとしながらも、山本潔を中心につながりのある人々が集まる「場」でもあり、各種
の活動の中心でもあったと記憶していると語った（2018年 3月 8日 筆者による AE氏への
聞き取り）。 
37 同紙面にはスペイン語でも全文が掲載された。アルゼンチン社会でアルゼンチン人として生
きる日本語のわからない二世に対して、アルゼンチンにおいて在亜邦人社会の存在がいかに認
識されているかをアピールする絶好の機会だったのではないだろうか。 
38『亜国日報』1949年 5月 21日「全在留同胞の光栄 在留邦人一同と政庁で謁見」 
39『亜国日報』1949年 7月 19日「待望叶って一世の渡航 沖縄より多数来亜」 
40『亜国日報』1949年 7月 28日「呼寄期成同盟会情報」 
41『亜国日報』1949年 8月 27日「再びわれわれの光栄 大統領夫人同胞を引見」 
42 アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編前掲書第二巻、p.101。 
43 ペロンは謁見時のあいさつの中で以下のようにも述べている。「どうぞ大統領府に一人のア
ミーゴがいることを忘れないでほしい。アルゼンチン人がアミーゴだというとき、まさしくそ
う感じているから、友情を分かち合いたいからだということを心にとめてください」（アルゼ
ンチン日本人移民史編纂委員会編前掲書第二巻、p.99）。 
44 日本アルゼンチン交流史編集委員会編『日本アルゼンチン交流史 はるかな友と 100年』日
本アルゼンチン修好 100周年記念事業組織委員会、日本アルゼンチン協会、1998年、p.243。 
45 在亜沖縄県人連合会移民史編纂委員会編『アルゼンチン、沖縄移民 100年の歩み』在亜沖縄
県人連合会、2016年、p.130。 
46 なお、同記事に掲載されている面会時のエバの挨拶からは、呼寄期成同盟会長の小河を「ペ
ロニスタ運動仲間として早くから認められている小河さん」とエバが紹介している（『亜国日
報』1949年 8月 27日「再びわれわれの光栄 大統領夫人同胞を引見」）。 
47 ペロンが大統領に就任する前の 1945年においてペロン支持者はペロニスタと呼ばれてお
り、ペロニスタによる自発的な政治運動によってペロニスモは誕生した。ペロニスモの原則は
「社会正義」、「経済的自由（自立）」、「政治的主権（自主外交）」であり、特に社会正義
はペロニスモの中心的理念であった（松下洋「第 8章 ポピュリズムの思想―フアン・ドミン
ゴ・ペロン―」、今井圭子編『ラテンアメリカ 開発の思想』日本経済評論社、2004年、
pp.136-137）。 
48 アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編前掲書第二巻、p.58。 
49 日本アルゼンチン交流史編集委員会編前掲書、p.50。 
50 沖縄婦人連合会編『沖縄移民女性史』沖縄県婦人連合会、1979年、p.151。 
51 塩出浩之『越境者の政治史』名古屋大学出版会、2015年、pp.394-411。 
52 『亜国日報』「戦後初の南米移民 ルイス号で横浜出帆 あこがれのアルヘンティナへ」
1950年 2月 15日。 
53 同上。 
54 2018年 3月 8日 筆者による AE氏への聞き取り。 
55 1950年 11月 20日の『らぷらた報知』紙面では「たった 4日間で沖縄より着亜」の見出し
で、飛行機を利用してアルゼンチンへ渡航（帰国）した 2名の二世子弟について報じている。
彼らは那覇、羽田、サンフランシスコを経由して「太平洋コース」でアルゼンチンへ渡った
（同便で呼寄せられた花嫁は、「一世はパナマ通過禁止」であったため同便には乗れなかった
という）。二世子弟が渡亜の手続きをしたのは「約 2年前」とあり、二世子弟の「帰国」であ
っても手続きが容易でなかった。 
56 アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編前掲書第二巻、p.81。 
57 2018年 3月 8日 筆者による SK氏への聞き取り。 
58 アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編前掲書第二巻、p.81。 
59 なお、1951年の大統領選前には、在亜日本人綜合委員会及び在亜カトリック教会の主催
で、ペロンが大統領選へ再出馬するよう要請・支援するための集会も行われた。1951年 8月
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18日『らぷらた報知』「ペロン大統領再出馬要請」。 
60 頂健一郎「アルゼンチンにおける日系人の戦時と戦後」、移民研究会編『戦争と日本人移民』
東洋書林、1997年、p.271。 
61 ただし、これについては、「軍事革命でペロンが追放されると隠した」という。在アルゼン
チン名護浦曲会編前掲書、pp.361-379。 
62 同上書、pp.361-379。 
63 安東定夫伝編集委員会編『アルゼンチンに生きた安東定夫の歩み』財団法人安東定夫、1991
年、pp.117-118。 
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第五章 救済活動による戦後組織の展開 
 
在亜邦人は戦時中を通して他国の日本人移民の経験と比較すると相対的に穏やかに過ご
すことができたと言われているが、終戦後も戦時中から続いた組織活動の制限は継続し、敵
性国家としての処置、敵性管理局による干渉が解かれたのは 1947年に入ってからのことで
あった1。在亜邦人による救済活動はこうした状況の中、1947年を境に活発化していく。戦
後の先の見通せない日本・沖縄へ物資を送付し支援を行うことを目的として模索された終
戦直後の組織活動は、アルゼンチン政府による敵性国家としての扱いが解除されることに
よって勢いづいた2。 
 
第一節 「日本戦争罹災者救恤委員会」の結成と活動 
本節では第二次世界大戦後にアルゼンチンの沖縄移民らによって始められた、日本本土
及び沖縄に物資を送付することで生活再建の支援を行う救済活動3をめぐる諸組織について
述べる。第二次世界大戦による甚大な被害は、日本国内及び戦後米軍の占領下に置かれた沖
縄の人々の生活を大きく変化させた。戦前に海外（主にハワイを含むアメリカ合衆国及び南
米各国）に渡った日本人移民にとっての「祖国」の敗戦と生活の変化は、いずれ日本に帰国
するという希望と計画の変更を迫るものであり、アルゼンチンでの定着傾向が強まった4。
そうした中で戦後の故郷へ向けた支援を行う活動が始まり、それは後の「沖縄県人」「ウチ
ナーンチュ」としてのまとまりを形成していくものとなった。 
 
第一項 アルゼンチンからの支援 
ペロンは 1946年の大統領就任後、社会福祉に力を入れ、ファーストレディーとなったエ
バは 1948年には自身の名を冠したエバ・ペロン財団を設立した。同財団の活動の柱は貧困
者、高齢者、幼児、児童、女性らに対する支援であったが5、第二次大戦の戦災国に対する
物資輸送にも積極的であった。1946 年に「国立戦災国民救済実行委員会」が創設されたこ
とによって、アルゼンチンにおける各種の救済・救援活動が可能になった。この法令は、「戦
災国が生きるための最小限必要な物資に事欠き、ことに深刻な食糧難で悲惨な状態にある
ことに応え」るもので、1948 年以降はエバが創設した「エバ・ペロン社会援助基金」を通
して外国への支援が促進された6。戦時中は中立維持を模索しながら、最後の局面で連合国
側として参戦の表明をしたアルゼンチンであったが、エバ・ペロン財団による戦後の支援は
「戦災国」に向けられていたため、枢軸国側であったドイツ、イタリア、そして日本に向け
ても救援物資が送られている。  
ペロンをはじめとする一部の軍人による日本に対する評価は日露戦争に遡り7、親枢軸の
拠り所ともなった。第二次世界大戦においてアルゼンチンが中立を維持できなくなり枢軸
国と国交を断絶した際も、ペロンは陸軍将校として親枢軸を貫いた。エバ・ペロン財団の戦
災国支援にはこうしたペロンの政治的思想の影響もあっただろうが、エバは貧困者や女性
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に対する支援に力を入れてきたことから、人道的な観点からも戦災国への支援は積極的に
行われた。 
1949年 3月 8日の『亜国日報』の紙面では物資の送出について、内容や経緯を報じてい
る。「エヴァ大統領夫人救済会の日本向け救済物資発送」の見出しで、第一回の救援物資の
送付準備が完了したことが報じられた。その内容は、44 トンの食料品「フィデオ、アセイ
テ、腸詰類、ガジェータ、小麦粉、缶入りバター、豆ケーソ、チョコラーテ、グラサ、石鹸」
（乾麺、油、ビスケット等）と、7千点の衣類であった8。同月 29日には、アルゼンチンか
ら物資が送られたことが日本の新聞が大々的に報じられている記事が掲載された。それに
よると、エバの日本に向けた救済には、対日貿易に従事していたアメリコ・ゲラという人物
の存在があったことがわかる。ゲラは亜日貿易再開のため戦後早くに日本に入ったアルゼ
ンチン人であり、アルゼンチンに残った妻ホセフィーナとの手紙の中で日本への支援を考
えるようになった。ゲラとホセフィーナは戦災の只中にある日本人の救済をアルゼンチン
の各方面に呼びかけ、「夫妻の努力にうたれたペロン大統領夫人は国立社会事業委員会に命
じて日本向けの救済物資の積み出しが実現したもの」とある9。ペロンの政治的信条とエバ
の社会的弱者に対する心情のほかに、ゲラのような実際に戦後の日本の状況を目の当たり
にしたアルゼンチン人がいたこともまた救済活動の後押しとなった。そして、時の大統領夫
妻による支援は物資の送付にとどまらなかった。 
 
第二項 救済活動の開始と「日本戦争罹災者救恤委員会」 
救済活動において中心的な役割を担った「日本戦争罹災者救恤委員会」（以下、救恤委員
会）は、首都ブエノスアイレスで、第二次世界大戦で疲弊した戦後の日本社会に金銭及び物
資を送付し、移民の郷里である日本の人々を支援する目的で開始された。戦後日本の詳細な
被災状況がわかるにつれ、日本にいる親族・知人に生活の支援を行う「祖国救済」の動きが
現れ始めた。日本語新聞の発行停止は戦後もしばらくの間続いていたため、1945 年から
1946 年にかけての救済活動を知ることのできる資料は極めて少ないが、1947 年にようや
く実現した日本に対する敵性国家処置の解除に伴い、アルゼンチンと日本の間での通信業
務が再開された。米軍占領下の沖縄との通信業務についても許可が下り、日本語新聞もこの
年から発行されるようになった10。 
以上の諸状況にみるように、在亜邦人による戦後の組織的な活動が可能となったのは終
戦から 1 年以上が経過してからのことであった。日本への救援物資送付を含めた救済活動
については、1946 年から在亜邦人有志が集まり物資送出の具体的な可能性が検討されてい
た。アルゼンチンは 19 世紀から 20 世紀前半にかけて多くの移民をヨーロッパ、特にイタ
リア、スペイン、ドイツなどから受け入れていることもあり、アルゼンチンの赤十字社の本
部にはヨーロッパ移民の子孫であるアルゼンチン人や、ヨーロッパにいる親族らを支援す
るための実行委員会が組織され物資の送出が行われていた。救恤委員会結成前の在亜邦人
が同様の措置を求めたところ、「日本人も同様の委員会を組織すれば個人から個人に送るの
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は難しいが、一般的な救援ならば可能である」11との回答を赤十字社から得た。このことか
ら、救済活動を行うための組織を「日本戦争罹災者救恤委員会」としてアルゼンチンの赤十
字社へ申請を行い、1946年 9月 26日付で認可を受けた。 
アルゼンチン赤十字社内で行われた第 1 回目の救恤委員会では、物資の募集や送付に関
して協議が行われた12。その内容は主に、１．活動の趣旨を在亜日本人に配布し、物品や金
銭の寄付を募り、日本赤十字社宛てに送付し、適宜に戦争罹災者に配分を行うこと。２．第
一回の募集は速やかに行い、物品はなるべく多く送ること。３．当分の間事業を継続するこ
と。４．沖縄県下の罹災者に送る物品は、アルゼンチン赤十字社の配慮により特別扱いを受
けることになったので、寄付者の希望により、これをまとめて特に同県向けとして指定発送
すること。５．アルゼンチンから直送発送のない時は北米の赤十字社に依頼すること。とい
うものであった。中でも４．の項目で沖縄の罹災状況に鑑み「特別扱い」が決定されたこと
は、在亜邦人社会全体が沖縄の被災状況を認識していることの表れであり、それは次のよう
な委員会の決定にもみることができる。たとえば、救恤品購入に充てる寄付は出身県別の諸
施設に送るべきであるとの意見も出されていたが、沖縄出身者が在亜邦人の 7 割を占めて
いたこと、地上戦が行われた沖縄の悲惨の状況に鑑み、沖縄への救恤物資送り出しを第一に
定めることが決められた13。 
沖縄の置かれた逼迫した状況に対する緊急性への認識から、12 月 24 日に開催された救
恤委員会の第 2 回委員会はブエノスアイレス郊外にある花卉産業組合で開催され、沖縄出
身の移民が 11人あらたに委員会に加わることが決定された。委員会は戦前から首都近郊で
花卉栽培に従事してきた沖縄移民が多い場所で開催され、会合がこの組合で行われたこと
からも、救恤委員会の活動が沖縄への救済活動に大きく比重を置いて始められたことがう
かがえる。 
救済物資の送出が可能となった経緯については、アメリカ本土で行われていた救済活動
と物資輸送との関係もあった。それは、戦後の日本語新聞の発行に携わった人々による回想
録の中にある。日本に向けた同様の救済活動が展開されていた北米からは、南米の日本人に
向けて救済活動の「趣意書」が送付され、協力が呼びかけられていたという14。北米で始ま
った救済活動は「ララ」の名前で知られ、ララを通して送られた物資は「ララ物資」と呼ば
れた。「ララ」とは Licensed Agencies for Relief in Asia（アジア救済公認団体）の頭文字
をとったもので、「戦後の日本、朝鮮、沖縄を救済する」15ため開始された活動であり、救援
物資は戦後の日本に広く配給され、当時の食糧難や物資不足を大きく補ったことが知られ
ている。『ララ記念誌』によれば、1946 年 11 月から 1952 年 6 月までの間に日本に送られ
たララ物資は当時の金額で約 400 億円にのぼり、その内の 2 割が「日系人」によるもので
あった16。 
アルゼンチンの救恤委員会の活動は、日本への物資輸送を通してララという北米での救
済活動と結びつくのであるが、その経緯の詳細は不明である17。しかし、当時を知る人の回
想には、当初アルゼンチンにおいてララとアルゼンチンの救済活動の接点が知られていな
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かったことが確認できる。アルゼンチンで集まった救援物資を速やかに送るため、北米政府
を通じて、ララ物資として日本へ送ったが、「ララ物資というのが何だかわからなかった。
こっちには全然認識されてなかった。しかし、一番早く物資を送るには、ララ物資が一番良
いとアルゼンチンの政府も認めた。それで、いろいろ物資を送れた」18と記されている。但
し、後述する第一回の救援物資が発送された日の『亜国日報』には、発送手続きの便宜を得
るため、「国立戦災国民救済実行委員会」19の名義で物資をララ救済会のサンフランシスコ
支部に送り、そこから東京のララ物資中央委員会ならびに沖縄のララ物資配給委員会宛に
送り届けられるとある20。つまり、在亜邦人の間には広く知られていなくとも、アメリカの
ララの委員会を通して送ることが適切であるとの判断が救恤委員会によってなされていた。
その結果、救済物資は東京のララ中央委員会を経て予定通り沖縄にも届けられた。 
救済活動における寄付の募集や物資の取りまとめは救恤委員会が担っていたが、在亜邦
人の活動は終戦後も一部ではアルゼンチン政府によって管理されていた。たとえば、連合国
が作成した「ブラックリスト」21に名前のあった者は組織の要職に就くことが困難であった。
戦時中に閉鎖された日本人会は、活動を社会、慈善の 2 分野だけに限定するという条件付
きで 1947年 2月に活動が再開されたが22、戦後新たに会長に就任した人物が「ブラックリ
スト」に記載されていた人物だったためアメリカ大使館より物資送付に圧力がかかり23、や
むなく会長を交代したということもあった24。物資の輸送についてはアルゼンチンだけでな
く経由地であるアメリカの政治的な判断抜きには行われず、在亜邦人は送出が可能な方法
を模索しながら救済活動を継続していた。 
前述したとおり救済活動が開始された時期にはまだアルゼンチンの日本語新聞は発行さ
れていなかったが、1947年 8月 5日の『亜国日報』には、救恤委員会による寄付申込者の
氏名及び金額の一覧が掲載されている。集まった募金によって第一回目の物資として乾肉
20 トンが購入され、食用油やキャラメルの入った「食料品詰小箱」4800 個（32 トン）と
ともに、1947年 10月 16日に第一回目の救援物資としてブエノスアイレス港から送出され
た25。この物資が到着したことは 1948年 1月 2日の『亜国日報』で報道され、1月 8日付
で東京のララ物資中央委員会から救恤委員会宛てに公式に物資到着の電報が送られた。ま
た、1 月 7 日には沖縄に物資（乾肉 4000 キロ、食料品詰小箱 960 個）が到着しており、2
月 4 日付で沖縄民政府知事志喜屋孝信から救恤委員会宛てに感謝状が送られ、物資の配布
の準備が進められていると伝えられた26。 
 
第二節 「沖縄救済会」の結成と活動 
 日本罹災者救恤委員会は在亜邦人社会全体の救済活動の中心組織であると同時に、沖縄
に向けた支援にも重点を置いていた。委員会には沖縄出身者も委員として参加していたが、
沖縄に向けた支援を強化するため、別の部署が設けられた。こうした活動は、戦前・戦中か
らの沖縄出身者による生活と労働の延長線上にあるものでもあった。 
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  第一項 「沖縄救済部」結成と花卉組合との関係 
 アルゼンチンで救恤委員会の活動が始まる 1946年前後から、他国でも同様の活動が始ま
っていた。とりわけ沖縄移民による救済活動はハワイやアメリカ合衆国、ブラジル、ペルー、
メキシコ、ボリビアなどにおいても組織された。それは、海外在住の沖縄県出身移民が、「郷
土再建という共通の血縁的義務と民族的使命を痛感」したことによるものであった27。アル
ゼンチンの場合は、日本罹災者救恤委員会の委員に沖縄移民が代表として多く参加してい
たこと、委員会の活動には開始当初から沖縄に対して重点的な支援をする方針があったこ
とはすでに述べた。この沖縄に対する支援に活動を特化するため救恤委員会の一部門とし
て「沖縄救済部」が作られ、更には、沖縄救済部を「在亜沖縄救済会」（以下、沖縄救済会）
とし、自治性をもたせた独立した組織が作られた。 
在亜邦人は第二次世界大戦中の悲惨な戦災の事実は報道を通して耳にしても、親族・知人
の個別の状況を知ることは困難であった。県人会のような代表組織もない中で、人々はどの
ように集まったのだろうか。集まりの詳細を示す記録は少ないが、『在あるぜんちん今帰仁
村人会創立 40周年記念誌』と、移民の個人史である『アルゼンチンに活きる』からその一
端を知ることができる。救済活動が在亜邦人社会全体に広がり始めた当初、花卉・蔬菜栽培
に従事していた沖縄移民が多く出入りしていた中央市場（メルカード・アバスト）に、救恤
委員会の委員長が委員の新垣喜盛とともに協力の依頼に訪れていた。花卉組合は戦時中の
会報発行や隣組の結成にみられたように、沖縄移民を中心とする在亜邦人の居場所であり、
連絡機関としての機能も持ち合わせていた。こうした戦前・戦中の組織が戦後も人々をつな
げるパイプ役を担っていくことになった。中央市場に出入りする沖縄移民の「たまり場」で
あった大城永牛の店で話し合いが行われ、沖縄移民の「大多数の希望」として出されたのは、
「この戦争で一番悲惨な災害を受けたのは沖縄だから、われわれ県人が集める寄付や物資
を全額とはいわないが、その大部分を沖縄に送ってもらいたい」28という要望であった。「郷
土ウチナーの再建のため」29救恤委員会内には早々と「沖縄救済部」が設置され、沖縄に重
点を置いた活動ができるよう態勢が整えられた。 
沖縄救済部結成の経緯には、それ以前に行われていた集まりが関係していることが『在亜
沖縄連合会創立 20周年記念誌』に確認できる。同書には「第二次世界大戦が終わるとすぐ、
金武蒲戸、玉城安雄、平良賢夫ら公教会役員を中心に新垣喜盛も加わって沖縄へ救済物資を
送る運動が始まった」30とあり、救恤委員会が結成されるより前に、沖縄移民の間に救済活
動の萌芽があった。平良賢夫は後述する『らぷらた報知』という沖縄移民によって創刊され
た新聞の出資者であり、新垣喜盛は救済活動や後の沖縄県人連合会創設におおける中心人
物の一人である31。全体を組織する前の救済活動の起こりは教会を通じた活動であったが、
1946年 9月に救恤委員会の当時の委員長であった郡十太郎がアルゼンチンの赤十字社へ救
済物資の送付の斡旋を依頼するにあたり、沖縄移民もこれに合流したという32。前節で述べ
た、救恤委員会の第 2回委員会から沖縄代表の委員が 11人参加したという記録は、この戦
後独自に活動を模索していた取り組みを指していたと推測できる。つまり、沖縄救済部は救
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恤委員会の一部として生まれる以前に活動の基礎ができていた。救済活動が始まった時期
は物資を送る手段を独自で開拓することが困難であったこともあり、救恤委員会からの協
力依頼をきっかけに合流し、それが後に沖縄救済部となり、更には沖縄救済会として独立し
た。救済活動が盛り上がる背景としていまひとつ重要であるのは、1947 年には太平洋戦争
開戦以来途絶えていた郵便が再開したことである。これにより一部の人々が直接家族の安
否を知り得るようになったことから、故郷の惨状や生活の不便をより直に感じ、救済活動に
拍車がかかった33。在亜邦人社会が戦中・戦後のアルゼンチン社会において迫害を受けたり
大きな不利益を被らなかったとはいえ、敵国人として暮らす彼らにとっては自らの生活が
必ずしも経済的精神的余裕にあふれていたものではなかった。それでも多くの移民たちが
沖縄への救済活動に力を入れ「自らの命題」のように共有したことは、移民個人の「郷土愛」
と、郷里沖縄での共同体組織に類した移民先での団体に対する結束力の強さを示すもので
もあった34。 
 
  第二項 沖縄移民への眼差しと「沖縄救済会」の結成 
日本罹災者救恤委員会の会合では、物資の募集や送付に関する協議がなされ、その内容
は主に、在亜邦人間における活動の趣旨の周知と金銭・物資の募集について可及的速やか
に実施することを目的としたものであった。そのなかで、沖縄向けの救援物資については
アルゼンチン赤十字社の配慮により「特別扱い」35を受けることになり、寄付者の希望に
よりまとめて特に沖縄向けとして指定発送することが可能になった。沖縄の罹災状況に鑑
みこうした決定がされたことは、在亜邦人社会全体が沖縄の被災状況を認識していること
の表れと言えるだろう。会合では物資の購入に充てる寄付金は、寄付者の出身県別の諸施
設に送るべきとの意見も出されたが、在亜邦人に占める沖縄移民の人数や、地上戦が行わ
れた沖縄の悲惨な状況が考慮され36、「特別扱い」の決定は覆らなかった。また、沖縄の支
援に対する緊急性から沖縄出身者が 11人あらたに救恤委員会に加わることが決定し、そ
れに伴い会合場所も戦前から首都近郊で花卉栽培に従事してきた沖縄移民が所属する組合
で開催されるようになった。以上の過程から、救恤委員会の活動が当初より沖縄に向けた
支援に比重を置いていたことがうかがえる。 
他府県出身者と沖縄出身者は、第二次世界大戦後の困難に立ち向かうという点において
その目的を一つにし協力体制をとってきたが、沖縄移民は時に「日本人移民」という枠外
の存在として、移民社会の内部で差別や排斥に直面することがあった。特にハワイやブラ
ジルでそうした傾向が長く続いた。近代以降に行われた沖縄への強制的な「処分」や制度
上の差別は形式的なものにとどまらず、人々の生活や意識、言葉といった文化をも否定す
るものであった。それまでは互いに知り合うことのなかった出身地が異なる者どうしが同
じ「日本人」として移民先で出会うことによって、本土と沖縄の関係性は移民先において
こそあらわれ37、沖縄移民がその独自の文化や風習によって他府県の出身者から差別的扱
いを受けてきた。当時豚肉を食べる習慣が一般的ではなかった他府県出身者がハワイにお
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いて沖縄移民をその点から中傷したことや38、ブラジルでは沖縄移民の服装や言語、契約
中の耕地逃亡などを理由に日本の外務省が沖縄移民に限って入国を禁止したことなど39、
多方面からの抑圧があった。しかし、アルゼンチンでは沖縄移民に対するこうした差別は
少なかったといわれている。たしかに本土出身者との明確な差異が表れるような状況は見
当たらず、ハワイやブラジルと比較すると少ないといってよいだろう。それでもなお無か
ったと断言ができないのは、少ない資料からでも差別の存在を認めざるを得ない状況がわ
かるためである。たとえば、アルゼンチンでも沖縄移民の娘との結婚を希望した他府県出
身の男性が、女性の親の出身地が沖縄であったが故に大反対にあったということや40、ヨ
ーロッパ系のアルゼンチン人41から何人かを聞かれて日本人であると答えると、そばにい
た他府県出身者から「人種が違う」と言われたなど42、両者の差異を意識する場面は日常
の中に存在していた。救済活動では、沖縄出身者と他府県出身者とは故郷を救うという共
通の目的のもと活動に励んだが、両者の関係性は当時においてもなお移民前からの問題か
ら切り離しては考えられなかった。 
在亜邦人の代表組織としての救恤委員会の活動が進む一方で、沖縄移民の間からはかね
てより話し合われていた沖縄への支援を重点的に行うための組織設立についても話が進ん
でいた。前項で述べたように救恤委員会の活動では沖縄向けの支援を重視するという方針
が決まり、沖縄移民が構成委員にも入っていたが、それでもなお沖縄移民独自の組織設立の
必要性はあると考えられてきた。そこで、沖縄のみを対象として支援するために設立された
のが、沖縄救済部である。『アルゼンチン日本人移民史』には沖縄救済部は救恤委員会の下
部組織として発足したような形で記述されているが、救恤委員会の発足以前に沖縄移民に
よる沖縄救済活動の組織化は始まっていた。すなわち、『在亜沖縄連合会創立 20 周年記念
誌』によれば、第二次世界大戦後に新垣喜盛、金武蒲戸、玉城保雄、平良賢夫ら公教会の役
員であった沖縄移民が集まり、物資輸送の検討を始めていたことがわかる43。アルゼンチン
の郵政庁やアメリカ大使館に出向いて郵便の再開の嘆願を行い、また、公教会の神父の紹介
を通じてアルゼンチンのカトリック教会を訪れ相談を行っている。救恤委員会と沖縄救済
会において役員を兼務している者もあることからは、二つの組織の中心人物間では各会の
発足以前より連携があり、それが沖縄救済会を救恤委員会の下部組織にとどまらせなかっ
たと考えられる。 
沖縄移民が物資輸送の可能性を探っている時期には救恤委員会設立のメンバーらがアル
ゼンチンの赤十字社へ救済物資の送付の斡旋を依頼していたため、沖縄移民もこれに合流
して活動することになったという記述からは44、目的を一にする人々が協働する姿が浮かぶ。
先に述べた救恤委員会に沖縄代表の委員が参加したという記録は、組織としての発足の時
期は異なるが、沖縄救済部の基礎は救恤委員会の一部として生まれる以前に築かれていた。
当初は物資を送る手段を独自で開拓することが困難であったため、救恤委員会からの協力
依頼をきっかけに「沖縄救済部」として合流し、活動の利便性を高めていた。沖縄支援に特
化した活動については大きな委員会の下部組織では活動の範囲が限定されるとの懸念から、
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独立した組織として運営すべきとの意見が当初より出されていた。そのため、「郷土ウチナ
ーの再建」45に向けて再び沖縄移民自ら沖縄救済部を改組し、自治性を持たせた形で「沖縄
救済会」が発足したのである46。 
救済会の舵取りについては当初より困難が伴った。役員決めにあたっては、会長に適任と
目された人物がことごとくその職務を断ったという。それは、たとえ他国の日系社会に比べ
て戦時中に目立った弾圧をされなくても、敵国人としてアルゼンチンで過ごした移民一世
ならではの、現地社会から排除されることへの警戒があったためと考えられるだろう。戦時
中に使用された連合国の「ブラックリスト」は当時まだ解除されておらず、日本人会の会長
がブラックリストに載っていた人物であったという理由により会長職をおりることになっ
たばかりの頃でもあったため、救済会の会長に就く人物が決まらなかった。そのため、救恤
委員会にも役員として参加し、沖縄移民に協力を依頼してきた新垣喜盛が沖縄救済会の会
長となり、活動を再開した日本人会の会長との兼務で石川浩が副会長となった。活動の基盤
は沖縄救済部の時から沖縄移民が多く集まる場であった花卉組合に置かれた47。 
沖縄戦災者の慰問及び新沖縄再建復興を目的として結成された沖縄救済会は、1月 4日に
日本人会館において発会式を挙行し、同 18日に第一回理事会を開催して役員の構成が行わ
れた。結成趣意書には、「いよいよ本格的に沖縄救済の目的達成に全力を傾注できるように
なった」48とあることから、独立した形での運営が求められていたことがわかる。結成当時
の会員は 90名で、設立の趣旨は「沖縄戦災者の慰問及び新沖縄再建復興を目的」としてい
た49。「新沖縄再建復興」は、物資の送付を通して戦災者への支援を行い、故郷沖縄の復興を
目指すというものであるが、それと同時に「新沖縄再建」の言葉には復興の先にある、米軍
占領下にある故郷の帰属への関心を見ることもできるのではないか。 
救恤委員会の活動と並行して関わっていた者も少なくなかったが、沖縄救済会としての
活動も活発に行われ、資金集めの為に募金だけでなく、演芸会や古典音楽舞踊会、映画会、
バザーなどを積極的に開催するようになった。沖縄救済会の下部組織は無かったが、各市町
村では独自の募金活動を行い、字ごとに担当者を置いて活動を展開するところもみられた。
移民初期から第二次世界大戦前までの期間に沖縄移民内部で完成された「土着的なネット
ワーク」50の強みが最も発揮されたのが戦後の救済活動であった。また、活動はブエノスア
イレスだけでなく、地方の各都市に支部が設置され広がっていった。移民史等に明確な記述
は見られないが、戦中からブエノスアイレス中心部ほど警戒の必要もなく人々が集まるこ
とが可能であった場として花卉組合が存在していたが、創設された支部の広がりが沖縄へ
の救済活動の拠点となったことも考えられる。 
集まった寄付金からは救援物資が購入され、1948 年 7 月 27 日に沖縄向けの物資が初め
て発送された。物資の送り出しには救済会に協力する多くの人がいたにも関わらず、その様
子について当事者たちが記録しているものは少ないが、「終戦直後に郷里へ救援物資を送っ
た」51という回想は移民史に散見される。沖縄に向けた初回の救援物資は牛乾肉 17000 キ
ロ、粉ミルク 2000 キロ、豚脂 15000 キロの合計 27 万 7700 キロにおよび、物資を積んだ
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アメリカ船のモークランド号は、北米のサンフランシスコで荷を積み替え、ララ救済会によ
る手続きを経て沖縄に向かった。港湾労働者のストライキと重なったために到着が当初の
予定より 100日近く遅れたが、1949年 1月に救援物資は無事沖縄に到着した52。 
「終戦直後に郷里へ救援物資を送った」53という回想は移民史等の刊行資料に散見される。
『亜国日報』の紙面には、沖縄の食糧事情と物資の配分についても掲載され、食料の半分は
自給せざるを得ないこと、依然としてマラリヤの患者が多いことが伝えられた54。こうした
記事を目にしたことで故郷が置かれている惨状と直面している問題が共有され具体的な問
題点が見えたことで、つまり、圧倒的な食糧不足や物資不足であることは想像に難くなく、
これを解決するため人々は活動に参加した。送り出された救援物資については、受領の報告
及び礼状が当時の沖縄民政府知事であった志喜屋孝信の名前で送られている。救済物資の
送出を行った者やアルゼンチンの親族からの小包を沖縄で受け取った者のインタビューか
らは、当時の沖縄の状況と救援物資の果たした役割の一端がみてとれる。 
アルゼンチンにいる親戚から食料品や衣類が届く中で、当時有名になったのはミシンが
送られたことであったという。終戦直後は通信手段が途切れたままであり、沖縄からの便り
は何もなかったが衣食住に困る状況であったことは知られていた。「何が一番手っ取り早く
その緊迫状態を救うことができるかとある人に聞いてみたら、ミシン一台あれば一家族の
生活はらくにできるというので、そんではこちらでは食うには困らけんよって沖縄にミシ
ンを送ってやろうと、今帰仁の親戚に 4 台、家内の親戚（中城）に 3 台、都合 7 台を送っ
た」55という。アルゼンチンからの輸送過程で紛失や横流しなどはおこらず、すべてのミシ
ンが無事に到着した。「（沖縄には：引用者注）アメリカ兵の服はあったけど（自分たちが着
るには：引用者注）大きいからミシンがあれば再製して高値で売れた」56ため、換金するこ
とのできる作業としてはミシンによる縫製が最も「有望」であったという。このように、送
られた物資は食料や衣類にとどまらず、戦後の生活を再建していくための糧にもなった。第
二次世界大戦における日本の敗戦に直面し、戦前の多くの移民の計画は変更を余儀なくさ
れる中、家族の安否を気にかけながら救済活動を行った。 
更に、沖縄救済会については、同会が「沖縄民政府」と連絡機能を持つ「唯一の機関」で
あったとの記述されている資料もある57。たしかに物資到着の報告や感謝状の通知、やり取
りは民政府知事から沖縄救済会（あるいは日本罹災者救恤委員会）宛に送られていた。救済
活動において沖縄救済会が担った連絡機関としての役割も、後に「在亜沖縄県人連合会」の
設立にあたって欠かせないものであった。 
 
小括 
本章では在亜邦人社会における救済活動についてみてきた。戦争によって即座の帰国が
叶わなくなっただけでなく、帰国した場合にも生活再建への目途は立たないという現実で
あり、とりわけ、米軍が上陸し、激しい地上戦が行われた沖縄は、移民が帰国を望んでも故
郷は帰ることのできる状況になかった。こうした状況を背景に、沖縄移民による救済活動は
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展開された。在亜邦人社会においては日本罹災者救恤委員会が中心的な組織となり、その中
から沖縄への支援に特化した沖縄救済会が生まれた。戦後にできた組織、広く行われた活動
は救済活動を通して誕生したものである。救済活動は次章で述べるように沖縄の文化、芸能
の活動と組み合わさることで更なる効果を発揮した。そして、救済活動に端を発するこれら
の組織が後に沖縄県人を総合する団体へと実を結んでいく。 
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第六章 沖縄文化の抑圧とアルゼンチンにおける沖縄文化 
 
 救済活動では主に物資の送付が行われたが、物資購入のためにとられた方法は募金活動
だけではなかった。本章で述べるように、救済活動において人を集め募金を集めるには、音
楽や舞踊といった芸能が効果的であった。とりわけ、在亜邦人社会において人数が多い沖縄
移民たちの救済活動における活躍は目覚ましかった。歌や踊りの得意な人々は、沖縄救済会
の活動だけでなく、日本罹災者救恤委員会の催し物や、在亜日本人会復活の行事、そして先
述した呼寄期成同盟の行事など、多くの催し物に参加した。ただし、沖縄の文化・芸能が救
済活動以前から常に継続性のある活動としてアルゼンチンで行われてきたわけではない。
沖縄が日本という近代国家に組み込まれていく過程において、言語を含む沖縄の文化・芸能
は奨励されるべきものとは考えられてこなかった。 
本章では、第二次世界大戦を経て、沖縄独自の文化が米軍占領下において奨励されたこと
が、戦後沖縄の文化を形成する重要な要素となったことをみていく。また、こうした沖縄の
状況を経験した者たちが、戦後の呼び寄せ移民として渡航を始める時期は重なっている。在
亜沖縄移民社会においても沖縄の芸能が救済活動などの場面において必要とされ、演芸会
と呼ばれる催し物を通して人を集め、募金を集めることへとつながった。 
 
第一節 米軍占領下沖縄での文化認識の変化と影響 
 日本罹災者救恤委員会、沖縄救済会の活動では沖縄の芸能が人々の動員、募金集めの大き
な要となった。沖縄の文化・芸能は沖縄の移民たちは自らの文化とともに海外へ渡っていっ
たが、その沖縄の文化には琉球王国が日本に包摂されて以来、本土から、「中央」から否定
され、抑圧されてきたという歴史がある。そしてそうした文化・風習をもつ沖縄の人たちは
矯正・同化の対象として差別され、その差別は移民社会においても再生された。 
 
第一項 沖縄文化の抑圧と沖縄人 
 琉球王国として独自の文化や生活が築かれてきた沖縄を日本化するために沖縄に対して
様々な制度改革や規制、文化的抑圧や「教育」が行なわれた。明治時代に入り幕藩体制が崩
壊し、1871 年には廃藩置県が断行され、明治政府は中央集権国家の完成に向けた動きを活
発化させていった。沖縄における廃藩置県にまつわる措置は「琉球処分」と呼ばれ、処分官
松田道之の命令によって琉球藩は 1879 年より沖縄県となり、以降日本という「国民国家」
の一部として取り込まれることになった。 
 琉球王国として独自の文化や生活が築かれてきた沖縄を日本にするために沖縄に対して
様々な制度改革や規制、文化的抑圧や「教育」が行なわれた。以下、『沖縄県の百年』1の記
述に依拠しながら沖縄の日本同化の過程を振り返ってみたい。1896 年に公布された「沖縄
県区制」は、郡や区といった地域を分ける制度であったが、行政の単位としての自治権は本
土で施行されているものとは異なり、その違いは沖縄の「民度」が「低い」ことによるもの
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であるとされた。沖縄の人々に対する本土からのこのような眼差しは特別なものではなく、
言葉や習慣が他府県とは異なるということに対する理解が乏しいため沖縄の文化全般は
「野蛮な奇風異習として蔑視」2され、国民的同化が推し進められた。 
 1900 年前後から始まった風俗改良運動はその一つで、他府県出身の政治・農業・教育な
どの分野の指導者たちによって展開された。改革・改良の対象となったのは、「服装の改革
や針突（入れ墨）・野遊び・馬酒・三弦・民謡・沖縄芝居・琉歌・ユタなどの禁止・制限、
冠婚葬祭の簡素化、普通後の普及などそれまでの沖縄の伝統的文化・風俗・習慣」3で、多
方面にわたっていた。風俗改良のための団体も作られ、旧い習慣の改革や取り締まりが行な
われた。中でも歌や三線4などの規制は間接的に芝居や行事などを規制することに繋がり、
沖縄の芸能や文化を排除するという意図が明確に見えるものであった。また、本土からの沖
縄に対する野蛮視や差別を「沖縄文化の後進性」に見出した沖縄の知識人や教育者たちは政
府の意向を積極的に受け入れるようになっていき、国民的同化に向けた動きを沖縄内部か
ら支える役割を果たした。 
 沖縄の文化に対する本土からの無理解が続く中でも、民衆の間では沖縄独自の踊りや芝
居の人気が高かった。現在沖縄の「伝統芸能」と呼ばれるものは琉球王朝の宮廷芸能として
17〜18 世紀頃に成立したもので、沖縄の様々な民俗芸能を下敷きに、本土の芸能の要素を
加え確立されたものである。この宮廷芸能は中国からの使者たちをもてなすために用意さ
れた芸能であったが、琉球処分によって琉球王府に仕え宮廷芸能に携わっていた士族たち
は職を失った。彼らは生活のために踊りや芝居をするようになり、そこから商業としての演
劇が確立されていった。地方の歌に振り付けをしたものが現在の琉球舞踊に繋がり、沖縄の
言葉による演劇は沖縄芝居と呼ばれ、芝居小屋が多く作られて民衆の間で広く親しまれる
ようになった。 
 沖縄の音楽に欠かすことのできない三線は上流階級だけが持つことのできる楽器であっ
たが、先ほど述べたように王府に仕えていた芸能の役人たちが琉球処分の結果民衆を相手
に芸を披露するようになり、このように民衆に芸能文化が広まる中で三線も庶民の間に広
まっていった。三線については、沖縄の人々にとって「楽器を越えた、ある種の精神性を持
った存在として受け止められている」5と言われ、現在一般にもこのような解釈が浸透して
いるが、第二次世界大戦前において三線を弾くことは「不良」で「物笑いのタネ」であった
し6、踊りを習ったり、三線を習ったりする人間は「遊び人」で、「那覇ではそんなものをさ
せてはいけない」と言われ「あれこれ怒られるくらい人から見下された」7ものであったと
いう。しかし三線の存在は戦後の沖縄が語られる際にも重要なものとして登場する。当時を
知る人の話として、収容所にいる時も「悲しみにつけ嬉しいにつけすぐ三味線を握る琉球人
はこんな際にも何処からか三味線を持って来て夜の憩いに爪弾きその憂さを晴らしていた」
という証言があり、沖縄の人々にとって「芸能」という枠の有無に関係なく三線が生活文化
の一部となっていたことがうかがえる。 
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  第二項 米軍占領下沖縄における文化政策の影響 
 こうした沖縄の人々と芸能の距離の近さに特に注目したのが米軍占領時代の海軍に所属
していたハンナ少佐（Willard A. Hannah : 1911-1993）であった。日本政府より抑圧を受
け本土より野蛮視されてきた沖縄の文化、中でも芸能は、戦争を経て大きな転換を迎えた。
ハンナ少佐が中心となり、1945 年の第二次世界大戦後の米軍占領下において沖縄の芸能は
公に推奨されるものとなったのである。軍事優先の政策をとっていた米軍にとっては戦後
の復興を可及的速やかに行ない、且つ米軍占領の円滑な統治のためという目的のもと行な
われたことであったが、沖縄の芸能の推奨は結果として沖縄の人々にとって戦争の体験を
慰め、廃藩置県より続いた抑圧や差別からの解放にも繋がった。 
 アメリカ軍はその統治政策のひとつとして戦時中より把握済みであった、「沖縄はかつて
日本とは違う国」で、「沖縄人と日本人は違う」ということを前面に出す戦略をとった。1944
年にアメリカ海軍は『琉球列島に関する民事ハンドブック』（Civil Affairs Handbook, 
Ryukyu [Loochoo] Islands）を作成し、来るべき戦後の沖縄占領へ向けた準備を行なってい
た。その中の「住民」という項目の「民族的立場」という項目には以下のような記述が見ら
れる8。 
 
日本人と琉球島民との密着した民族関係や近似している言語にもかかわらず、島
民は日本人から民族的に平等だとは見なされていない。琉球人は、その粗野な振る
舞いから、いわば「田舎から出てきた貧乏な親戚」として扱われ、いろいろな方法
で差別されている。一方、島民は劣等感など全く感じておらず、むしろ島の伝統と
中国との積年にわたる文化的つながりに誇りを持っている。よって、琉球人と日本
人との関係に固有の性質は潜在的な不和の種であり、この中から政治的に利用で
きる要素をつくることが出来るかも知れない。島民の間で軍国主義や熱狂的な愛
国主義はたとえあったとしても、わずかしか育っていない。 
 
 このハンドブックを作成したのはイェール大学の人類学者を始め、専門知識を持った若
い将校たちであった。現在蓄積されている研究から推し量ると事実と異なるような箇所も
見受けられるが、沖縄と日本の差異が生み出した歴史的背景は軍政に利用できるという考
えが明確に示されている。また、「芸術と余暇活動」という項目では、「音楽と舞踊は、ほと
んどの琉球住民が社会生活を送る上で重要な部分を形作っている。ほぼ一家に一竿と言っ
ていいくらい蛇皮線（三線）がある。（中略）舞踊と音楽は田舎の社交の集まりの特徴であ
り、数ある年中行事（祭事）の式典の一部を形作っている」とあり、人々の生活と音楽や舞
踊が密接に関係していることが沖縄の特徴として注目されていた。 
 この軍政研究の結果が戦後の米軍の沖縄に対する認識の素地となり、よって米軍は沖縄
を「解放」したと考え、住民に対しては「指導・教化・保護」すべき対象とみていた9。そ
こからパターナリズムが生まれ、日本の介入から沖縄の人と文化を守る、という姿勢に繋が
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ったのではないかと考えられる。当初海軍軍政により始まった統治は 1946年 7月から陸軍
の主導にかわり、統治のやり方や軍の指揮系統にも一貫性がなく、統治方針の転換や担当者
の変更などが相次ぎ、「忘れられた島」、「神に見放された島」、「ジャンク・ヒープ」（ゴミの
山）、「ヘル・ホール」（悪の巣窟）と呼ばれるほどであったが、文化政策、伝統芸能の奨励、
文化財の保護、といったことに関する方針は、占領時から日本「復帰」まで「終始一貫して
奨励的・助成的」10であった。 
 では具体的にどのような方針転換があったのであろうか。有形無形の文化がある中で、有
形では文化財の保護・保存が積極的に行なわれた。中でもハンナ少佐が民家を改造して小さ
な博物館を造り沖縄の骨董品などを集め展示したのは有名で、それが現在の沖縄県立博物
館の基礎となった。無形の中で有名な出来事は、米軍占領下の文化政策で最初に行なわれた
沖縄芝居の巡業である。これは沖縄各地におかれた収容所の中から芝居の経験のある者を
集め、沖縄民政府の文化部職員として劇団を構成し、収容所をまわって芝居や踊りを披露す
るというものであった。数千人の観客が集まることもあり、人々は古き良き時代の郷土の姿
を思い出して涙と笑いのひとときをすごしたという11。この無形の芸能についてもハンナ少
佐が関係していた記録があり、芸能に従事する人に対して、住民が受けた戦争の傷を癒し心
の糧を与え、且つ米軍に沖縄を認識させるために是非とも芸能が必要であると説いたとい
うエピソードが残っている12。現在言われる「沖縄の伝統文化の継承」は一般的に言われる
ような「自然」な形で「綿々と受け継がれてきた」だけではなく、このような「外部」から
の影響を多分に受けながら変化し、現在の形に至った。 
 また、「官製芸能」とは別に、民衆の中から湧きあがった芸能もあった。物資の少ない収
容所、テント村暮らしにも関わらず、廃品を利用した生活文化は営まれており、空き缶に落
下傘の糸を張り、三線（カンカラ三線と呼ばれる）が作られた。音楽家であり漫談家でもあ
る照屋林助は、収容所での記憶について、「収容所にいたある日、賑やかなトラックがやっ
てきて、乗っていた人々はトラックのへりを叩きながら戦前に流行していた歌を戦争捕虜
の歌に歌詞を変えて歌っていた。『ああ、沖縄の戦後は歌から始まるんだナー』と感じた。
僕の戦後の始まりの感覚だネ」と語っている13。 
移民先においても同様の状況がみられた。三線を持ち込んだ沖縄移民は多かったが、ハワ
イ移民が始まった頃は「働きに行くものが遊び道具の三味線を持っていくなど不心得」とさ
れ、また、「三年たてば錦を飾って帰るという心構え」であったことから「三味線を携行す
るのは思いもよらなかった」という14。後には移民先へ三線を持参する者があらわれるよう
になるが、他府県の出身者から悪い評判が出ると隠れるようにして弾いていた15。そうであ
っても人々が故郷のうたをもとめたことは、ハワイに置かれた日本人の捕虜収容所の例か
らわかる。捕虜であるため「ほとんど丸裸で来た連中」であったが、「空腹が満たされると
真っ先につくったのは三味線」であった。沖縄の収容所で作られたカンカラ三線同様、廃材
を使って楽器が作られた。「棹は野戦用折畳式ベッドの横棒をけずり、糸はベッドのキャン
パスから引き抜いたものに玉子の白身か何かぬって強くし、胴はガロン缶のブリキを利用」
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して作り、「小屋で弾き始めると人が集まり歌い出し踊り始めた」16。戦後に沖縄の収容所
で行われていたことは、このようにハワイの収容所でも行われていた。 
人々が厳しい環境・状況において自らの文化・芸能を求めたことは、場所や環境が異なっ
ても同様であった。戦後にアルゼンチンに移民した O 氏は、沖縄での捕虜収容所での音楽
体験として、捕虜収容所の黒人兵たちに四方から銃を向けられた悔しかったこと、その「悔
しさと無念を晴らす」ためにも「三人集まれば会を作り、踊りまくった」という。缶詰の空
き缶を使ってカンカラ三線を作り、O氏ら捕虜たちは収容所の中に自分たちで舞台を作り、
衣装を用意して、毎日のように三味線を弾いては「踊り狂」っていた17。 
 海軍から陸軍へ軍政が移行した 1946年にそれまで曖昧であった「沖縄」にまつわる名称
は「琉球」に統一されたが、これは戦前日本の支配下にあった「沖縄県」からの断絶を多分
に意識したものであった。米軍主導の「琉球」の強調や文化・芸能の涵養政策は、鹿野政直
が指摘しているように沖縄の人々にとっては「強制的に方向づけられたという点では試練
であったとともに、意識の上では解放としても働」いた18。また、廃藩置県以降、蔑まれて
きた自らの文化は「かつてそれが長い受難の時期をへてきているだけに、なつかしみを込め
て振り返り、連帯性を確認しあい、自らを鼓舞する“泉”」となり、沖縄の人々の意識は占
領軍の文化相令政策によって鼓舞された。 
 ただし、三線同様民衆の間には風俗改良の過程で植え付けられた自らの文化に対する嫌
悪、躊躇いを持つ者も少なくなく、戦後の芝居についても、「沖縄の人自体も今までは芸能
というのは遊び人がするもの」と思っていたが、「自分たちの島の芸能ということで見直」
し、「だんだん振り向くようになってきた」という証言もある19。当時の状況をそのままに
思い出した場合に出てくるこうした民衆の微妙な心理の変化には、抑圧されてきた文化と
民衆の距離を垣間みることができる。このような文化・芸能に対する評価の差ともいうべき
状況が何故起きたか考えると、先程述べた戦前の日本本土による沖縄の文化に対する無理
解と抑圧という時代と、米軍占領下での同じ文化・芸能に対する解放と奨励という時代の流
れの影響が無視できないことが分かる。沖縄文化の「復興」は戦前への回帰にとどまらず、
「沖縄人が自己のアイデンティティを確認し、文化的自立に向かう創造的エネルギーとな
って、『沖縄ルネッサンス』といわれるほどの隆盛」20につながったと考えることができる
のではないだろうか。 
 
第二節 連合会設立における「音楽舞踊協会」と演芸会の意義 
 沖縄の文化・芸能が、米軍占領下において日本本土と沖縄を切り離すために奨励される時
期と並行するように、戦後の移民が少しずつ再開されていく。米軍占領下での芸能の奨励政
策がアルゼンチンに直接届いたわけではなかったが、在亜沖縄移民社会においても同時期
に沖縄の芸能が救済活動などの場面において「公」に披露される機会が急増した。 
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  第一項 アルゼンチンにおける沖縄移民と「うた」 
沖縄では文化や芸能に対する扱いと認識の変化は、前項で述べたように戦後に起こった
が、アルゼンチンではどのような状況だったのだろうか。移民の諸活動の母体となった団体
の変遷と活動を通して、アルゼンチンにおける沖縄芸能の展開を見てみたい。『アルゼンチ
ン日本人移民史』には「沖縄の伝統文化の継承」という独立した項目が立てられ、在亜邦人
社会の文化・芸能の分野において沖縄出身者の存在が人数、活動共に際立っていることが取
り上げられている。沖縄の文化・芸能は、団体活動の歴史の中にも特に言及される位置を占
めてきた。そこにまずみられるのは、人々が営んできた生活の中の文化・芸能である。戦前
からの在亜沖縄移民の歴史を記す刊行資料に見受けられるのは、食べるため、生きるための
生活の中で、沖縄から持参した三線をつま弾き、島うたを歌っていたことが紹介されている。
沖縄での苦しい生活がアルゼンチンに渡ったからといって急に楽になるわけもなく、人々
はまず生活を築き上げていくことに力を注いだ。それは、自身も十分苦労しているはずの戦
後の移民に「苦労というのは、戦前の方に言わせば話も出来ないくらい」21と言わしめるほ
どであったが、島うたや三線は移民とともに渡った彼らの文化として生活の中に存在して
いた。 
アルゼンチンの初期沖縄移民で、貧しい軍艦長屋で暮らした経験のある人々の回想に以
下のようなものが出てくる。「この下町で寄り添って暮らしていれば異国の寂しさも少しは
まぎれた。時には日本人同士で一緒にメシをつつき、沖縄出身の人々は蛇皮線を楽しんだ」
22、「日曜日や休日には、仲間の沖縄の人たちは蛇皮線を弾き、踊り、旅の憂いを慰めてい
た。夫は弾くのも踊るのも苦手で、それが始まると逃げてばかりいた」23、「その道が好きな
人は、最初から三線を持参して渡航していると思います」24。三線を持ち込んだ移民が複数
いたこと、それを弾き・聴いていた人がいる様子がわかる証言である。1920年から 1930年
代にかけて日本人はその後アルゼンチンの日系人の三大職業となるカフェーやティントレ
リア、花卉栽培の仕事に就くようになったためボカ・バラッカス地区からは離れていった。
しかし同郷者が離ればなれになる一方で、三線の愛好家たちが集まって活動を始めたのも
この時期であった。1923 年頃に始まった集まりは毎週日曜日が活動の日となっていた。参
加者は当時を振り返り、「三線を弾いて旅の孤独を慰めていた」と回想している25。1931年
には沖縄海外協会の発足祝賀会での演奏の依頼があり、これが公に披露された初の場であ
ったと考えられる。同祝賀会で演奏した人々が初期の三線会の参加者であり、「アルゼンチ
ンでの沖縄音楽の始め」となった26。また、1936 年には安里亀栄が三線教室の広告を新聞
に出している。これに集まった 8 名が沖縄移民の経営するカフェーで習い始めたのが最初
の「三味線会」であったと記憶している者もいる。当時アルゼンチンの沖縄出身者の間では
「三線がブーム」になっていたため指導者の安里は希望者がいれば平日にも教えるという
方針であった。しかし、労働に明け暮れる日々の中で「各々の生活環境がゆるしませんでし
た」27という回想からは、三線が「ブーム」になり、沖縄移民の心を慰めても、日々の生活
の中で継続的な活動をすることの難しさがわかる。なお、この三味線会が後に沖縄古典音楽
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の野村流協会アルゼンチン支部となった28。 
1937年には、「会の組織機能ということはあまり重要視せず一般に普及する目的の下」29
に催された演芸会・演奏会が行われた。翌年には教会の学校などで演奏会をする機会や、沖
縄移民のいる地方都市へ演奏に出かける機会もあった。また、演奏を求められる場としては
以下のような回想もある。「戦前は結婚式や種々のお祝いは派手に唄三味線等賑やかにやっ
ておりましたが、戦争中は生活改善と云って割合に地味になった」30。この「生活改善」は、
戦争のさなかでは祝賀行事等が自粛される風潮が移民社会においても踏襲されていたこと
がわかるエピソードである。そのため演奏の場や機会は多くは無かったが、1930 年代には
演奏のうまい人々が沖縄移民の集まる場で必要とされていた。沖縄移民たちにとってのこ
のような文化・芸能のあり方が、戦後の救済活動にみられた演芸会へとつながっていった。
移民先において、特に戦後は沖縄の芸能の活動が活発化した。きっかけは先述の通り戦争で
疲弊した「母県」沖縄への物資・経済の支援の為に開催された演芸会で、頻繁に行なわれた
催しは多くの観客を喜ばせ、収益が沖縄に送られた。救済活動に関連する催しやあらたな団
体の設立が模索されている時期は、移民子弟である二世のアルゼンチン帰国や、沖縄からア
ルゼンチンへの呼び寄せ移民が始まっていた時期でもある。米軍占領下の沖縄での文化政
策や芸能の奨励を目の当たりにしてきた人々がアルゼンチンへ渡り、戦前と違った沖縄文
化への積極的評価を持ち込むことで、その後の芸能の盛り上がりを加速させたと考えるこ
ともできる。 
 しかし、こうした沖縄の芸能に対しては、沖縄県内の状況同様、戦前の「同化」に対する
「順応」の結果として沖縄の文化を否定する発言をする者も移民社会において根強く残っ
ていた。1960 年から 1970 年代のアルゼンチンでの会話と考えられるが、沖縄出身者どう
しでラジオを聴いていたところ民謡が流れてきた際の異なる反応が書き残されている（ブ
エノスアイレスには日系ラジオの番組があった）。一人は懐かしんで耳を傾けていたが、相
手方は「アルゼンチンくんだりまでラジオのウチナー歌とは、心臓が強いですねえ」、「ラジ
オのウチナー歌はどう考えてもウチナーンチュの恥ですよ。なんとか止めさせなさいよ」と
話した31。発言者の真意、つまり「同化」の結果として心からそのように思っていたのかは
明らかでないが、島うたを懐かしみ歓迎する者ばかりではなかったことから、戦前に刻み込
まれた自らの文化に対する抑圧の結果というのが見え隠れする。そして、こうした考えは、
後の沖縄県人連合会創設時にみられたように、沖縄出身者たちが過度なまでに他府県出身
者、あるいは「日本」を意識し、その一部であることを表明し続けるするという態度につな
がるものでもある。 
一方で、筆者の行ったインタビューにおいては、高齢になった世代に沖縄の芸能について
尋ねてみると「沖縄の音楽は良いね、日本のものより好き」（U 氏）、「何十年経ってもね、
郷里の良さは忘れられません。特に歌とか民謡とかっていうのは身にしみる。これを聴いて
ね、ひとつの慰めになる」（V氏）、「生きがいです」（S氏）といった回答が聞かれた。沖縄
移民の子弟を中心に、ブエノスアイレスで若者に三線を教えている T氏も、「私にとって三
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線はセラピー、治療のようなもの。私たち一世にとって三線の音はとても重要なもの。全員
にとってではないよ、でも沖縄の音楽が好きな人にとってはとても大事」と話した。上の世
代、特に一世にとって、沖縄のうたや踊りは自身が沖縄にいたときからの生活の一部として
存在しきたものである。生活文化としての「芸能」は、沖縄の歴史の文脈においてはときに
沖縄の外部から否定され、抑圧されながらも、人々の生活と分かちがたく結びついてきたも
のでもある32。 
 
第二項 演芸会の役割と「沖縄音楽舞踊協会」の誕生 
 救済活動で中心的な役割を担ってきた日本罹災者救恤委員会も沖縄救済会も、活動にお
いてまず行ったのは、物資を購入し送出するための資金集めであったことはすでに述べた。
寄付金などの募集にあたっては、救恤委員会と沖縄救済会だけでなく、在亜日本人会や、次
節で述べる在亜二世呼寄同盟会との共催も含めて様々な催しが行われた。募金、映画会、バ
ザー、午餐会、後には個人の慰問小包の取り扱い等、一日も早い物資送付のため人々は協同
した。とりわけ「演芸会」と呼ばれた歌や踊りの芸能が披露される催しには、企画、運営、
出演を通して多数の沖縄系の人々が参加し、多くの観衆が集まった。 
 この演芸会に大きな役割を果たしたのが球陽劇団と音楽舞踊協会であった。しかし、救済
活動の初めから組織が結成されたわけではない。第二次世界大戦においてアルゼンチンと
敵国の関係にあった在亜邦人の各種団体は活動を禁止されており、新たな組織を作ること
も困難であった。沖縄出身者には市町村字ごとの同郷組織が戦前より存在していたが、一日
を労働で明け暮れる生活の中で、組織して演芸会を開催するのは困難であった。 
先に述べたように沖縄出身者が移民先に三線を携えていったというエピソードは他の移
民先においても聞かれるものである。沖縄の人々にとっては三線が「ある種の精神性を持っ
た存在として受け止められ」ており33、年中行事や慶事にかぎらず生活に欠かせないものと
して、故郷の生活の延長としてアルゼンチンにも持ち込んだ移民たちがあった。ただし、仕
事や生活の場の変化が多かった初期の移民たちが一地域にすぐに定着することは少なく、
三線同好会の会員も流動的で固定的な組織とはならなかった。 
 戦後初めて開催された演芸会は沖縄出身者に限定された催しではなく、戦時中に接収さ
れていた日本人会の復活を祝い、運営資金を集めることを目的とした演芸会であった。そこ
に協力し、演奏をしたのが沖縄移民の中で歌や踊りが得意な人々であった。ただし、出演者
はすぐには決まらず、協力を決めた人々の心中も複雑であったようだ。「在留邦人一般に呼
びかけておりましたが、戦時中の悪夢もさめやらぬ時で演芸会といってもなかなか、おいそ
れと出てくる協力者がない」34という証言からは、沖縄救済会の役員決めが難航したのと同
様に、戦後未だ在亜邦人全体がアルゼンチン社会における自らの立場に不安を抱え慎重に
行動していたことがわかる。 
演芸会への出演者や協力者の交渉にあたっていたのは、当時の日本人会会長の石川浩で
あった。ブエノスアイレスの郊外には主に花卉・蔬菜栽培に従事する沖縄移民の集まる市場
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がありことは既に述べたが、そこには戦前に三線同好会を形成していた大城永牛も出入り
していた。石川自身も同市場へ野菜を搬入していたことから大城らと懇意になり、演芸会へ
の出演依頼の糸口を掴んだ。ブエノスアイレス市内でカフェーを広く経営していた大城永
牛は、安座間樽良、内間安樽と戦後も三線を手に沖縄古典音楽の研修をしていた。『沖縄古
典音楽野村流協会亜国支部創設 20周年記念誌』によれば、日本人会会長の石川、幹事の平
良賢夫が大城らが練習している所を訪れ、演芸会への出演を依頼した。また、依頼した際に
は「個人で犠牲になっては大変だから」35と名前を付けて組織化することを提案したという。
「犠牲」が何を指しているのか資料には明記されていないが、先述のように、戦中「敵国人」
であった日本人移民たちへの警戒が戦後も続く状況の中で、個人の名前が全面的に出るこ
とへの心理的負担と、出演者らの練習や出演などの経費に伴う経済的負担の両方を指して
いたのではないかと推測される。 
こうした不安を払拭し、公に活動するためにも基盤となる組織を形成することになり、沖
縄の歴史書『球陽』36の名を冠した「球陽劇団」が結成された37。団長には大城永牛が就き、
幹事に安座間樽良、会計に内間安樽が就いた。日本人会役員の一人であった平良賢夫が資金
を拠出することで基盤が整えられ、活動が始まった。演芸会の音楽は大城、安座間、内間が
担当し、舞踊は玉城治子、金城初枝が中心となって参加者を集めた。日本人会が所有してい
た運動場である協和園が日本人会に返還され、ここを利用して 1947 年 10 月 26 日に催さ
れた演芸会には約 4000 人が集まった38。プログラムには沖縄芸能の演目が多く、10 月 28
日の『亜国日報』はその質の高さと盛会を報じている。 
演芸会の成功を経て、平良賢夫は球陽劇団の成功を足がかりに沖縄芸能の中心となる組
織を作ってはどうかという提案をした。それはまた、戦後初めての沖縄移民及びその子弟も
含む沖縄系の人々による組織化を見据えてのものであった。アルゼンチンにおいて「戦後混
乱状態にある県人を糾合して組織だった県人会をつくるには先ず音楽舞踊の力による外は
ないと思うが一つ貴方々で其の基礎作りとなってくれないか」39という平良の提案には、沖
縄移民をまとめられる組織を作るには、「音楽舞踊の力」が不可欠であり、将来的な県人組
織の形成にはまずは芸能を柱として活動を開始するのが良いとの判断があった。球陽劇団
のメンバーを中心に、他の沖縄移民にも声がかけられ、音楽と舞踊の愛好者が集まり沖縄音
楽舞踊協会が創立された。 
 音楽舞踊協会は 1949年 2月 9日付で設立の趣意書を公表している。そこには、会の結成
にあたって「音楽舞踊に造詣ある一部人士の会であって斯道の知識に疎い門外漢の入会は
意味をなさぬと考える諸兄もあった」40と、必ずしも賛同者ばかりではなかったことを思わ
せる記述がみられる。その上で、「亜国における沖縄出身者の教養を高め社会的地位を引き
上げ他府県人と同水準をすすめ且つ劣等感を抱く者、優越感を持つ人々の蒙を啓にある」41
とあり、単に芸能のための組織というよりは、沖縄出身者と他府県出身者を「融和」するこ
とにも沖縄音楽舞踊協会の存在意義が置かれている。沖縄音楽舞踊協会は、実際には在亜邦
人社会における沖縄出身者と他府県出身者の差異の改善、あるいは他府県出身者による沖
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縄出身者に対する差別の解消をも意識し、設立時にはその「趣意書」を紙面にて公開し、在
亜邦人社会内部に存在してきた／する差異の克服と「握手融和」を訴えた。アルゼンチンで
はハワイやブラジルと比較すると沖縄移民への差別や排斥は少なかったといわれるが、趣
意書から垣間見えるのは不可視化されていても各々の中にあった軋轢の存在とそれに対す
る抵抗である。 
沖縄移民は在亜邦人社会において最も人数の多い集団であったが、その組織化には細心
の注意が払われていた。先述した沖縄音楽舞踊協会の趣意書のほか、沖縄県人連合会の趣意
書にも、「吾等は明らかに日本民族である。（引用者中略）かかる故に総合団体たる伝統を持
つ日本人会とは決して対立するものではなく、むしろ補助機関たる地位にあるという自覚
を堅持」していくと記されている42。また、在亜沖縄連合会の設立に対して、「日本人会があ
るのに、特に県人の団体をつくることはよくないというような見方をする人々」がいる中で、
「既存の諸団体と対立するものではなく、むしろ互いに協力し合うことによって広く邦人
社会の発展に寄与するもの」と説明をしている。あえて「邦人社会の発展に寄与」と付言す
るのは、沖縄移民による組織の設立に対して想定される批判への予防線が張られているた
めであろう43。加えて、沖縄移民が救済活動を通じてなお他府県出身者との関係性が「対等」
になりえないという認識も読み取ることが可能である。在亜邦人社会において沖縄移民に
対する差別は少なかったとされるが、それならばなぜそこまで「日本人会」との関係に慎重
になったのか。在亜邦人社会内部でなるべく穏便に活動を進めようとする沖縄出身者の姿
勢には、彼らの本土出身者との歴史的関係性や、社会状況が反映されている。 
沖縄音楽舞踊協会の創立後に最初に行われた 1949 年 3 月 6 日の演芸会は救済活動の一
環ではなく、音楽舞踊協会の活動の資金集めのためであったが、多大の観衆を集め「予期以
上の好成績」44をおさめた。音楽舞踊協会は救済活動全体の中では決して早い段階での結成
ではなかったが、救恤委員会や沖縄救済会の活動が活発になっていたため、音楽舞踊協会も
「大きく羽振りを聞かせ活躍」45した。 
開催すれば人が集まり大盛況になる演芸会は、上述したように救済活動との関係の有無
を超えて在亜邦人全体に人気のイベントであった。故郷の沖縄を救うという活動の趣旨に
賛同する者も多く、こうした演芸会を契機として沖縄移民の集まりが県人会組織に発展す
るのではないかとみる向きもあった。『在亜今帰仁村人会創立 40周年記念誌』には、県人会
を組織すること自体も至難な時期であったので、「音楽と舞踊で趣味の集まりを作ってだん
だん大きくし、県人会組織に誘導した方が近道」46だとして音楽舞踊協会が発足したとの記
述もある。いずれにしても、音楽舞踊協会が救済活動の資金集めにおいて重要な役割を果た
し、同時に故郷・沖縄の家族・親戚の様子を直接には知りえなかった沖縄移民たちに慰安と
親睦の源泉を与えた。それは、移民たちをもって「この協会ほど内外人に大いに紹介された
ものは他にない」47と言わしめる活動であった。なお、ハワイで行われた救済運動（ハワイ
では「沖縄救済運動」、「救援運動」とよんだ）では、食料不足の沖縄へ種豚を輸送したこと
が有名であるが、資金集めの宣伝に有志がラジオの放送時間を買い取り沖縄の音楽を流し
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てアピールしたというエピソードは、沖縄移民にとってそれまで何が共有され、直接故郷を
喚起させるために有効であったかを示唆している48。 
第五章で述べたように、1948 年には救恤委員会の一部門であった「沖縄部」が「在亜沖
縄救済会」として分離し活動が強化され、救援の資金を調達するために募金や角力大会、演
芸会や古典音楽舞踊会などを企画した。こうした企画に応えたのがアルゼンチンで沖縄古
典音楽の研修をしていたメンバーたちで、1947 年に開催された演芸会には約 4000 人が集
まった。「沖縄の悲惨な状況に向かって立ち上がることが、戦後初めて（在亜：筆者注）県
人が足並みを揃えて行動する契機となった」49とあり、これをきっかけに沖縄系の人々が集
まる機会が増えて 1948年には「沖縄音楽舞踊協会」が結成された。演芸会は多くの人を動
員できるということで資金集めの要となり、救済の役に立つことができてアルゼンチンに
いる沖縄系の人々をも元気づけることができるということで「慰安と親睦の力を与える歌
と踊り」50が救済活動の中心となった。沖縄の芸能は救済活動と結びつくことによって公に
移民社会の前面に出るようになり、これが後々にも「沖縄」と「芸能」の強固な関係を印象
づけるものとして移民社会に根付いていると考えることもできるだろう。 
 
小括 
本章では米軍占領下の沖縄における文化政策と、アルゼンチンにおける沖縄の文化・芸能
の展開を確認した上で、沖縄音楽舞踊協会の設立についてみた。沖縄の人々自身にとっての
文化・芸能の意味合いとはべつに、日本に包摂されて以降の沖縄は外部からその文化的価値
や評価を受け続けた。しかし、日本が沖縄に対して日本への同化を強いるために抑圧した沖
縄文化は、米軍占領下においては日本本土と切り離すために奨励されるものとなった。 
沖縄文化は移民先において、特に第二次世界大戦後の沖縄移民社会においては特別な意
味合いを持つものとなった。沖縄移民にとって沖縄独自の文化・芸能が担う役割は単なる資
金集めにとどまらず、敗戦の故郷を想う気持ちの慰安や、沖縄移民どうしの親睦をもたらし
た。演芸会には多くの人が詰めかけ、救済活動の一環として始まった沖縄音楽舞踊協会には
芸能を披露するという役割の先をも見据えたメッセージが込められた。救済活動から始ま
った音楽舞踊協会の活動は、沖縄移民にとっては移民前からの歴史的背景を含めた「沖縄」
という故郷への強い意識の戦後最初の発露でもあった。沖縄音楽舞踊協会の活動が在亜邦
人社会において「沖縄」のプレゼンスの向上を目指す視点を含んでいたことは重要であるが、
後に結成される「在亜沖縄県人連合会」の設立においては、その視点は更に沖縄のあり方を
問うものへと深化した。 
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味あいを求めるという形のものではありません。生活の中に歌がある」と答えている 。それ故
に沖縄の歌は誰かが作り誰かが歌うといった「歌うための歌」ではなく、「現世を歌い込む
歌」であり、それはまた「語らい」でもあると説明している。「低俗・野蛮」とみなされた沖
縄の文化に対しては皇民化運動の一環として様々な規制が行なわれ、島の歌に対する認識や対
応もそれに漏れない扱いを受けたが、「標準語の歌が出来る一方で、秘かに、方言の歌を守り
継」ぎ、「人々は決して自分の歌を捨てなかった」と上原は話している（上原直彦『語やびら
島うた』那覇出版社、1986年、p.11）。つまり、島うたは「沖縄の芸能」といった枠や「伝統
を守る」といった今日的な意味を与えられている意識のもとではなく、自らの生活の一部とし
て人々の間に根付いていたものであった。 
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36 『球陽』は 18世紀中期首里王府で編集が始められた、沖縄歴史の基本的文献（比嘉春潮
「訳注『球陽』の公刊にあたり」、『訳注 球陽 全』桑江克英訳、1969年）。 
37 聞き取りでは戦後移民によって結成された団体のひとつに「球陽」という名称があったこと
から付けた、との意見もあった。2018年 3月 3日 SK 氏、TS氏への筆者による聞き取り。 
38 沖縄古典音楽野村流協会亜国支部編前掲書、p.34。 
39 同上書、p.34。 
40 『らぷらた報知』1949年 2月 19日。 
41 『らぷらた報知』1949年 2月 19日。 
42 『亜国日報』1951年 5月 15日。 
43 在亜沖縄連合会編『創立十周年記念会誌』在亜沖縄連合会、1961年、p.2。 
44 『らぷらた報知』1949年 3月 9日。 
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47 同上書、p.275。 
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49 アルゼンチン日本人移民史編纂委員会編前掲書第二巻、p.326。 
50 同上書、p.326。 
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第七章 「在亜沖縄県人連合会」の設立 
 
 日本の第二次世界大戦敗戦を受け、祖国・故郷支援に奮闘した在亜邦人及び沖縄移民は、
救済活動の傍ら同時に子弟のアルゼンチンへの呼び戻しや新規の移民呼び寄せを行った。
そうした活動を経ながら戦後の在亜邦人社会には新しい移民が入り、様々な活動が活発化
していく中で結成されたのが「在亜沖縄県人連合会」である。本章では戦後の移民社会で創
設されたメディアや新たな組織に着目しながら、移民社会内部にみられた戦前からアルゼ
ンチンにいる移民と戦後の新規移民及び世代間の対立、意識による相違がどのようにあら
われ、まとまりをもつに至ったのかを考える。長らく存在していなかった「沖縄県人会」が
戦後初めて 1951 年に「在亜沖縄県人連合会」として立ち上げられた経緯と意味を考える。 
 
第一節『らぷらた報知』の創刊 
 戦時中から続いた活動の制限や管理は戦後も継続し、敵性国家としての処置、敵性管理局
による干渉が解かれたのは 1947年に入ってからのことであったことは既に述べた。同年 5
月には戦後の日本語新聞として『新日亜』が、7 月には『亜国日報』が創刊され、翌 1948
年には『らぷらた報知』も創刊された。新聞の発行再開によって呼寄期成同盟の活動や救済
活動全般の浸透、催し物の告知などが次々とおこなわれるようになり、在亜邦人社会におけ
る情報共有の度合いは確実に高まった。とりわけ『らぷらた報知』の創刊は、設立の経緯か
らしてそれ自体が他府県出身者とは異なる在亜沖縄移民の状況をあらわしていた。 
 
  第一項 創刊の経緯 
第二次世界大戦が終戦を迎えても、1947 年まで在亜邦人は敵性外国人のままであった。
そのため、新聞の発行も停止されたままであり、1945 年から 1946 年にかけての在亜邦人
社会を直接知ることのできる資料は極めて少ない。そうした中で、日本語による新聞が求め
られていたが、沖縄移民を読者の念頭に置いた『らぷらた報知』創刊の経緯には、日本の敗
戦と、それに伴う沖縄出身者たちの自らの国籍、帰属、法的地位への不安といったものが含
まれていた。在亜邦人社会で日本語新聞の発行に携わっていた菅井栄四は、そのことを以下
のように説明している1。 
 
沖縄県人のことをいえば、自分の国がなくなったということになったわけですよ。
それで、自暴自棄な生活になった人も出たわけです。そこで、沖縄県人の先輩は、
それじゃあいけない。何とかして、自暴自棄な生活を止めさせるには、とにかく、
新聞をまず出せということですね。早く邦字新聞がほしいという希望がわれわれ
のところに来ていたわけです。沖縄出身者は、要するに沖縄が犠牲になったという
ふうにとったわけです。だから一部の人は自暴自棄になって、あっちこっち無駄に
金を使っていた。そういうことじゃいけないということで、県人の良識ある人が、
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われわれに早く新聞を出してほしいと毎日言ってきていたんです。日本の状態や
特に沖縄の状態を早く知らせてくれというのです。戦後、われわれが新聞を出すよ
うになった背景には、そういう邦人の気持ちがあったのです。 
 
「戦後の郷里の事情など、まったく知ることができずいわば暗黒の時期でした」と沖縄移
民自身が振り返るように2、「敗戦国民という悪条件を背負って、アルゼンチンで生活を確保
しなければならなくなった」中、話し合われたのが新聞の創刊であった。創刊にかかわった
者たちの間で一致したのは、以下の発言にみられるように、人々をまとめる団体と言論機関
の必要性である3。 
 
一致した意見といいますのは、「われわれはどこまでも日本民族主義を一貫し、沖
縄が、もし不幸にして日本の版図を離れるようなことが起こった場合、ここの日系
人に動揺が起こることも考えられる。その動揺に対して、それを善導する団体と言
論機関が必要だ」ということでした。そこで、今日からすぐというわけにもゆかな
いけれども、まず、在亜日本人会に沖縄県人の会員を増やすよう勧誘し、強力な日
本人の団体にしてゆく。それから、日本語の新聞が再発行される場合、われわれと
志を同じくする者やわれわれに対して同情する者に、できるかぎりの協力を願う
ことが差し当たりの実行手段だ、ということでした。そして、この二つの方法は、
将来われわれが、独自の団体と言論機関を持つような時にも、やはり必要だ、とい
うことでした。 
 
沖縄出身者どうしによるこうした話し合いが発端となり、戦前の日本語発行物にも出資
をしていた平良賢夫をはじめ出資者 24 名が集まり発刊の準備を始めた4。戦時中に新聞の
発行が停止されてから使用ができなかった活字を利用し、創刊に至ったのが『らぷらた報知』
である。創刊前の上記の発言で興味深いのは、言論機関の必要性のみならず、「独自の団体」
についても言及されていることである。いわゆる「県人会」のような沖縄出身者による総合
団体が戦後直後から求められているものであることがわかると同時に、その前提となって
いるのは「われわれはどこまでも日本民族主義を一貫」していることと、その上で「不幸に
して日本の版図を離れるようなことが起こった場合」の「動揺」に備えるという側面を併せ
持っていた。 
 
第二項 創刊の趣旨 
言論機関については、新聞は先に述べたように前年にすでに『新日亜』、『亜国日報』が創
刊されていたことから、特定の出身地との関係を意識した新たな新聞を出すということに
は、創刊する側が「十分注意を払い」進められた。新聞発行の中心人物の一人であり、救済
活動にも多く携わった新垣喜盛は、同紙の創刊について圧迫を加えられたこともあったと
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話している5。また、一部からは新聞を合同してはどうかと強く言われたこともあったが、
沖縄出身者のための言論機関の必要性という趣旨があったことから、以下の創刊の意図を
明らかにしたうえでの創刊となった6。 
 
１．沖縄が不幸にして日本版図を離れる場合起こるであろう人心の動揺に対し、こ
れを緩和善導する言論機関たらしめる。 
１．我等同胞は敗戦国民たる不良条件のもと生活する以上、今よりもっと融和提携、
共存共栄の途を講ずる。 
１．従来の偏見狭量独善的思想を放棄し、自他相愛、相啓する道徳情操の涵養に努
める。 
１．日本本土と沖縄は同一民族で、言語、文化、地理、経済及び精神的血縁関係が
絶えざる故、日本民主主義を一貫する。 
１．在亜同胞のよき新聞たらしめる。 
 
 移民史では、この綱領には米軍占領下にある沖縄が、もし日本から分離された場合の「ア
イデンティティを懸念する沖縄県人の心情」があらわされていると論じられている7。また、
沖縄の薩摩藩による侵略から廃藩置県へと続く歴史の流れや同化の圧力を経て、同じ日本
人としてアルゼンチンで生活する中で、「日本人としての連帯感をアルゼンチンで共有する」
に至り、「沖縄に対するアイデンティティと同じくらい大きい日本人としてのアイデンティ
ティが 40年をかけて醸成」されたとしている移民史もある8。たしかに沖縄に布かれてきた
同化政策の影響は大きく、それは教育や制度の問題にとどまらず、政治・経済などあらゆる
分野を各自の心情に含めながら複雑な問題を形成した。それは後に沖縄において日本への
「復帰」をめぐる言説にも投影され、「『日本人』になるために支払った『過去一世紀』の努
力を無駄にしたくない」という感情を起こさせるとともに、一応の制度的平等、経済的既得
権等を背景に「復帰」が支持されたという側面もあった9。 
『らぷらた報知』創刊の趣旨においては、沖縄の帰属については日本から分離される可能
性に触れつつ、沖縄は日本本土と同一民族であることを表明した。新聞発行時の趣旨表明に
こうした文言が組み込まれることに、遠く離れた故郷の帰属問題への移民たちの関心が見
て取れる。『亜国日報』と『らぷらた報知』の創刊によって在亜邦人社会の情報量は再び増
加した。故郷支援に関する様々な情報や、後に来亜する人々による故郷の伝聞といったもの
を果たすべく、同紙は救済活動や沖縄県人連合会設立について報じていくのである。 
 
第二節 「戦前派・戦後派」の立場 
第二次世界大戦による移民の中断前にアルゼンチンに到着していた者たち「戦前派」と、
戦後に渡航した者たち「戦後派」の間には確執が存在した。ここでは戦前移民と戦後移民の
間にあった対立点と、戦後の移民によって結成された組織をみていく。 
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第一項 「戦前派」と「戦後派」の確執 
 他国の移民社会同様に、在亜邦人社会においても第二次世界大戦による移民の中断前に
アルゼンチンに到着した者と、戦後に渡航した者があり、両者の間には特に戦後初期におい
て確執や対立がみられた。対立を最も大きくしていたのは、戦前からアルゼンチンに在住し
ている者にとっては戦後来亜者の労働への意欲・姿勢が最大の心配事であり、戦後に渡亜し
た者にとっては戦前からアルゼンチンにいる「先輩」たちによる戦前と同様の過度な労働の
要求と、過酷を極めた戦中戦後の苦労への配慮の欠如であった。 
 こうした確執が共通の認識であったことは、戦後の呼び寄せに関する移民たちの座談会
からもみてとることができる。戦前からいた人々には、呼び寄せそのものを躊躇した人もい
たことはあまり知られていない。座談会の司会による「皆様は、戦後沢山の親族・血縁者・
知友を呼び寄せしましたが、どのようなお考えでしたか？」という問いかけに対し、祖慶千
恵は甥を呼び寄せたが、「私たちは、沖縄から沢山呼び寄せはしていません」と答えている。
義理の姉（夫の妹）家族を呼び寄せしてくれと「再三再四」頼まれ、夫は千恵たちには言わ
ずに手続きのために東奔西走していた。夫ははじめ呼び寄せについて話をしなかったが、書
類があったので千恵は知っていた。そのため千恵は夫に呼び寄せを考え直すよう以下のよ
うに諭したという。「和姉さん（沖縄にいる義理の姉；筆者注）家族は沖縄で教員をしてい
るのに、アルゼンチンに来て、洗濯屋の苦しい仕事、キンタの重労働に耐えることはできな
い人たち。あなたは妹家族を養う能力がありますか。5人の子どもを養育するのにフゥフゥ
いっているくせに、沖縄から沢山の家族を呼び寄せてどうするつもり」と話し、断念させた
10。先に述べたように、女性たちにとっては労働のほかに家事や育児のすべてがのしかかる
中、夫たちの呼び寄せへの熱意は安易な考えと映ったことだろう。戦後の故郷の様子がわか
らない中で、アルゼンチンに渡航を希望する親族を呼び寄せたい気持ちと、アルゼンチンが
いくら住みやすい国であるからといって日々の生活の中で呼び寄せた人々の生活が軌道に
乗るまで世話ができるのかということはまた別の切実な問題であった11。 
比嘉よしも沖縄の親戚縁者から呼び寄せを頼まれたが断った。理由は千恵の場合と同様
で、呼び寄せた人たちが労働に耐えうるかどうかという点であった。「クワルケーラ（だれ
でもかれでも；筆者注）呼び寄せしても、アルゼンチンで農業のできる人でなければ後で困
る」ため呼び寄せなかった。その心配は、「外国といえばネクタイを締めて遊んで儲かると
考えている沖縄の人たちですから」という点にあり、アルゼンチンの生活としてイメージさ
れるものが日々の生活とは離れたものであったことがわかる。仲村渠マツも甥・兄弟を呼び
寄せる話が出たが、「アルゼンチンに来て苦労させるよりはと考え」断っている。東江光子
も親戚に呼び寄せを頼まれたが、「色々と考えさせられたので」呼び寄せしなかった12。 
呼び寄せを希望する者は多く、特に戦後直後の移民再開に近い時期であればあるほど沖
縄を急いで出ようとした者は多かった。1949 年 10 月に呼寄期成同盟の依頼によって行わ
れたアルゼンチン移住希望者の調査では、91845人が渡航を希望している。ただし、上記の
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ように親族知人であればだれでも呼び寄せたわけではなかったため、渡航できるとなれば
他人の名前や異なる親戚と同姓にして渡航する者が多かった。後にこれがアルゼンチンに
おける沖縄移民に大きな問題を引き起こすが、それほど外へ出たいと願う人が多かった13。 
 1951 年に兄の呼び寄せで渡亜した山城剛男は 32 歳であり、沖縄に家族を残して単身で
渡航した。まだ戦後の移民は少なく、先輩移住者からは苦労を知らない若者たちであると扱
われた。「お前たち（戦後移民；筆者注）はわれわれが体験してきた苦労を知らない。人が
鞍掛した馬に乗ったも同然だ」と非難され、「アプレゲール（「戦後派」を指す；筆者注）」
と決めつけられた。戦前移民のいう苦労とは、洗濯屋の場合には朝の 3 時に起床し冷たい
水に手を入れカラーを洗ったことや、重たいポンプの扱い、深夜までの仕事などを指したが、
山城は「異国に移民してきた人たちはこのくらいの苦労は国を出る時から覚悟していたは
ず」と感じていた。山城にしてみれば、「戦争で 7年間、敗戦後、傷跡の生々しい沖縄に戻
って 6 年間、必死で過ごし」、「しかも妻と 3 人の子どもを持っている者に戦後来たから、
昨日来たからとあまりにも子ども扱いするのが癪に障った」のは当然であった。そのため、
戦前移民の苦労は自らの生活を豊かにするための苦労であり、戦後の移民は青春時代を戦
争に駆り出されて国家のために命を賭した苦労なのだから、自分の前でそうしたことを言
うなと話すと、戦前移民は反論できなくなったという14。山城と同じ船で渡航した「上地君」
も、叔父から「お前は何もできないとか、なんだかんだ言われていじめられ」ていた。叔父
と二人の生活であったから右も左もわからぬうちから仕事以外の買い物から炊事までやら
され、叔父のもとを離れて山城のところへ移動した。 
 下條善徳は1952年に家族を連れてアルゼンチンに渡った。義理の兄の洗濯店で働いた後、
もう一人の義兄と共同経営で店を開いたが、病気になり働くことができない期間があった
ため経営関係を解消した。別の場所で働き始めた際、アルゼンチンに渡航する前の仕事の経
験を生かす場面があったが、「先輩方」が自分のことを「戦後派」とみていたため、仕事の
能力を認識されるまでは過小評価されていた15。筆者の行った戦後移民へのインタビューに
おいても、戦前からの移民たちからあまりに戦前の苦労ばかりを聞かされるため、「先輩は
リスペクトするけどもうわかった、という気持ちになった」と話した16。 
 敗戦後、故郷を思う気持ちから救済活動が在亜邦人社会、沖縄移民社会において盛り上が
ったにもかかわらず、上記の回想にみられるように実際に沖縄から新規の渡航者が到着す
ると、歓迎一色だけではなかったことは「戦前派」「戦後派」の対立を象徴している。呼び
寄せで来た人たちを受け入れた後、親族・知人であるからこそ自分たちの築いた基盤を「新
参者」が使用して金を稼ぐのを快く思えなかったのだろう。新来移民の若者たちがスペイン
語を学ぶことを希望することについても快く思われず、「スペイン語の習得に熱心な者は仕
事に精を出さない怠け者」とされる風潮さえあった17。戦前の休みなく働き続けたきつい思
い出があるからこそ移民再開初期に呼び寄せで来た者たちを「移民の苦労を知らない若者
たち」とみなし、新規の移民が増加する 1952年頃まではこうした扱いが移民社会において
みられた。 
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第二項 「南郷体育倶楽部」の結成 
「戦前派」と「戦後派」の対立が現れる時期は、一世と二世の間の対立も明確化する時期
と重なっていた。一世と二世の親睦を深める会として 1949年 8月に「クルス・デル・スー
ル会」（会長：大城敏雄）が結成されたのを機に、同年には「ブルサコ・スポーツ・クラブ」
が結成され、一世が指導者となって二世以下とともに柔道、野球、卓球、陸上などさまざま
な競技を行う場が交流の機会となり、親睦が深められた。「南郷体育倶楽部」も同時期に結
成された運動を通して交流を深める団体であったが、他団体と異なるのは沖縄移民の若者
が中心となっていたことであった。親睦団体が新たに生まれる中で、沖縄連合会を結成する
柱のひとつとなるのがこの「南郷体育倶楽部」である。 
創設者である知念繁雄は当時の沖縄移民社会における中心人物の一人であり、南郷体育
倶楽部を創設しただけでなく、戦前には海外協会沖縄支部の創設を受け入れ、戦後には後に
結成される沖縄県人連合会の役員に就くなど、「県人社会」において要職を歴任した。また、
同氏の活動は県人社会に限定されず、在亜日本人会の役員や、後に移民受け入れ促進のため
に結成される亜国拓殖協同組合の理事にも就いている18。『アルゼンチンのウチナーンチュ
80年史』では知念繁雄について、「極端にいえば繁雄はアルゼンチンへ社会奉仕に来たよう
なもの」19と書いているように、上記のような公のための活動以外にも個人的な依頼にも可
能な限り対応していたことから様々なつながりを持ち、「先天的な政治性」から戦後のこの
時期に「南郷体育倶楽部」を結成した。アルゼンチンに到着して間もないころから県人社会
の組織形成に意見を出してきた繁雄が、スポーツを通した親睦団体を設立した時点で県人
による総合的な組織を構想していたことは十分考えられることであり、南郷体育倶楽部は
彼の「個城」であったとも記されている。アルゼンチン生まれの二世、日本から戻ってきた
二世子弟、戦後渡航した戦後移民と、県人社会の規模が拡大する中、「組織活動は時代のト
レンド」20というほど盛んになり始めたこの時期に南郷体育倶楽部は発足した。 
 南郷体育倶楽部の設立の経緯の詳細はいずれの移民史にも記されていないが、新聞に掲
載された発足時の組織構成によると、倶楽部の発足は 1950年 5月で、初代役員の部署及び
責任者は互選によって決定され、1950年 7月 1日に関係者がそろっての顔合わせが行われ
るとある。「運動部」と「報道部」に主任が置かれ、運動部の中は 5つの部署（「角力班」「蹴
球班」「野球班」「唐手班」「陸上競技班」）に分けられた21。いずれも戦前から沖縄移民社会
内部で行われたことのある競技であったが、特に沖縄角力は観衆にも人気の高い種目であ
り、南郷体育倶楽部の発足前にも大会が開かれ「新来着亜」を含めた一世及び二世の新人力
士が「ファンを熱狂」させ大盛況であったことが報じられている22。 
南郷体育倶楽部発足後、最初の催しも角力大会であった。1950年 10月 22日の『らぷら
た報知』の記事には大相撲大会の開催が案内されると同時に、その下段には「御礼」として、
「お蔭を以て各部門の活動準備も出来、愈々本月廿二に本倶楽部第一回の角力大会を開催」
23と、南郷体育倶楽部の準備資金寄付への感謝も掲載された。当日は二千人の観衆が集まり、
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小運動会やラジオ体操、ピクニックも併せて行われた24。『亜国日報』では更に詳細が報じ
られ、相撲の途中で先日来亜した花城清和が挨拶を行ったことも伝えられた25。同氏は「亜
国の同胞が在京沖縄学生連盟に対して示した行為に対し連盟を代表して謝辞を述べた」と
ある。花城清和は東京で同連盟の幹部をしており、在亜沖縄人からの救済品を受け取ってい
た。その時を振り返り、「感激のあまりただ品物を前にして眺めるばかりでどうしてこれを
分配していいか考えだすに骨が折れるくらいうれしかった」と述べている26。この大会を行
うときにはすでに戦後の呼び寄せ移民が到着していたこと、到着したばかりの人々も南郷
体育倶楽部に参加していたことがわかる。その後も南郷体育倶楽部は他団体による野球リ
ーグに参加するなど一運動クラブとして活動すると同時に、南郷体育倶楽部が独自に主催
する沖縄角力大会も継続して行った27。 
運動、体育関係の団体及び活動が活発であるのは余暇の楽しみが少ない時代にある中で、
邦人社会内部の交流が可能であるという点が大きかった。体育大会の後に親睦会が行われ
た際には「一石二鳥の体育大会」と紹介され、その効果は紙面でも取り上げられた。二世同
士の親睦会であっても、その企画運営には「日会側の親心」があるため、一世の影響が大き
かった。すわなち、二世子弟の交流を促すことで、将来的に「安心できる」パートナーを探
すことや、邦人社会から離れていきがちな二世たちとの接点をより強く長く維持させると
いった、一世にとっての関心事がまずあった。そのため、一世・二世といった世代間の親睦、
二世同士の親睦、戦前・戦後の来亜者の親睦交流が重視されると同時に、「地方からの青年」
と「中央に住む者」との交流の機会としても重要な場が体育大会であった。体育大会は勝敗
よりも「日系市民相互の親和・協力の機運を醸成するもの」28であり、各団体の主催す大会
や行事はいずれも盛況であった。 
このように当時複数あった運動関係の団体は、余暇の楽しみ及び親睦を第一の目的とし
ていたが、南郷体育倶楽部は主に沖縄移民及びその子弟が中心となっている組織であった
ため、その他の団体との結びつきも強かった。それが後の沖縄県人連合会への設立に南郷体
育倶楽部も一つの重要な役割を果たすことになった。そして、連合会設立後、最初に行われ
た催し物も角力大会であった29。大会はここでも大成功をおさめ、当日集められた会の運営
等にかかる費用の寄付も多く集まり、寄付者の使命一覧が後日紙面に掲載された30。 
 
第三節 「在亜沖縄県人連合会」の設立 
 第二次世界大戦後、特に 1947年に入ると在亜邦人社会では救済活動が活発になり、同活
動をめぐって複数の団体が設立された。また、戦後の移民が到着するようになると新たな親
睦団体も設立された。本節では、戦前・戦中を通して人々が形成してきた社会における諸組
織が「在亜沖縄県人連合会」に至る経緯とその意義を考察する。 
 
第一項 救済活動の終焉と団体の継続 
救済活動は、日本罹災者救恤委員会の設立に始まり、沖縄救済部の設置から沖縄救済会へ
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の変遷、沖縄音楽舞踊協会や南郷体育倶楽部、また呼寄期成同盟といった他団体との協働に
よる活動を繰り返しながら、様々な形での日本・沖縄への支援を行った。郵便が再開されて
からは沖縄から届く救済活動に対する感謝状や感謝の作文が届くようになり、それらの中
には支援の継続を希望する旨も併せて書かれていた。また、在亜邦人も救済活動の継続を新
聞紙上で呼びかけていた。しかし、アルゼンチン政府は支援の必要原因が解消したとの理由
から、戦災国に対する救援制度を支えていた諸法令を 1949年 9月に廃止した31。前月には
紙面で救恤委員会が事業を継続し、次回の救援物資の送付が予定されている旨も報じられ
ていたことから、突然の出来事であった。 
記事によると、アルゼンチン政府が「世界の戦災難民救済のために 1946 年、1948 年の
二回に発令した物資援助に関する法令」は、「今日に至ってはもはやその必要原因が解消し
たとの理由に基き去る 9 月 23 日を以て同法令を廃止するに至った」。しかし、この法令廃
止による措置は「必ずしも今後の救済物資送付を完全に停止することを意味せず」、必要に
応じて「政府が臨機応変の措置」をとることになったとある32。ヨーロッパからの移民を多
く受け入れてきたアルゼンチンにとって同法令は国民に対する支援であったが、その数の
多さからして政府の予算を逼迫させるものであっただろう。法令廃止は「必要原因の解消」
とされたが、未だ戦争による復興が十分でない時期に廃止に至ったのは、この時期に急速に
アルゼンチンの経済状況が悪化していくことと無関係ではなかったことが考えられる。ペ
ロンがそれまでしてきた労働者に対する「大盤振る舞い」が困難になっていくのもアルゼン
チンの経済状況の悪化があらわれはじめる 1949年であった33。法令の影響によって救恤委
員会の活動では既に計画されていた行事にも許可が下りなくなり、組織としての実質的な
活動は休止状態となっていった。 
しかしアルゼンチン政府としての支援の法令が廃止されても個人での郵送も含め荷物の
発送は容易になっていたことから、救済活動自体が無くなったわけではなかった。個人によ
る慰問品、物資の輸送も、救済の目的であれば許可されていた34。それでも 1951年には解
散を迎えることになり、『らぷらた報知』紙面では 1946 年に始まった救済活動を振り返る
とともに、「突然」アルゼンチンの国立救済実行委員会が「機能停止」になったこと、解散
のための残務整理が終わったことが説明された35。 
 
遂に努力の甲斐もなく最後に取り残された唯一の手段として周知の如く慰問小包
の形式をとることになり、日会婦人部員、アンディノ、二世団体その他篤志家連の
協力により既に紙上に発表された如く沖縄並びに内地に向かって去月七日を以て
物資発送を首尾よく完了し、去る二日最後的委員会を開き残務整理の諸報告及び
承認が行われたが、全在亜同胞が文字通り一丸となり有終の美を発揮し在亜同胞
史に輝かしい一頁を残し、この救恤委員会もその幕を閉ずるに至った 
 
『亜国日報』においても「救恤委員会解散」の見出しでその解散を伝えた。「祖国救済と
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いう尊い熱に燃えて」在亜同胞が一丸となって立ち上がり、「同胞の歴史に輝かしい一頁を
残した日本戦争罹災者救恤委員会」は、「その目的を遂行し立派な成果を収めてこの度正式
に解散」することになったと述べ、在亜邦人社会への協力に対して感謝を表明している36。 
 救援制度に関する法令廃止の影響は沖縄救済会にとっても同様であった。ただし、沖縄救
済会は、支援がより明確に求められている中で解散への道を歩むことになる。1950年 10月
11 日の紙面では、志喜屋孝信知事37から当時の沖縄救済会長花城清栄宛の手紙が掲載され
た38。9 月 19 日付のその手紙の内容は、自らに代わる新たな知事の決定した選挙に関する
報と、新任者への支援の要請が主でありながらも、「これまでと変わりなく郷土復興にご援
助ご協力くださらんことを」と記され、未だ支援継続の必要性が訴えられた。 
以前から、支援への感謝と継続を求める手紙は届いており、7 月 17 日付の手紙では「南
米大陸と一孤島 心のきずなで結ばん 志喜屋知事のメッセージ」との見出しで、沖縄から
はるか遠いアルゼンチンの沖縄出身者に連帯を望み、「在亜同胞への一層の協力方」を依頼
した39。これに応じて沖縄救済会は日本語新聞の紙面などを通して救済の必要性を訴え、更
なる協力を呼びかけていた。しかしながら、救恤委員会同様に当初の目的を達成したとして
アルゼンチン政府より解散命令が出されていたことから沖縄救済会の解散が決定し、残務
の整理が行われ、1951 年の 7 月に行われた決算報告では沖縄救済会としての寄付額が 15
万ペソにのぼったことが報告された40。 
沖縄救済会の解散については、「歴史的変遷によって救済の形態が変わってきた」ことと、
「既に同県人連合会が誕生した今日、会の存続を決定せねばならぬ機会に接した」ためとす
る記事もみられる41。同記事では、沖縄救済会が会則に則って「満場一致を以て沖縄県人連
合会へ合同すべく発展的解消を決議、在亜同胞有史以来嘗てない全在亜同県人及び一般同
胞の絶大なる支援協力のもとに輝かしい成果を挙げて閉幕するに至った」42と報じており、
移民史にも沖縄救済会は在亜沖縄連合会に統合するために「発展的解消」をしたとも記述し
ている43。しかし、救恤委員会、沖縄救済会が解散に至ったのはあくまでもアルゼンチン政
府の意向によるものであり、次項で述べる在亜沖縄県人連合会への「合同」のための「発展
的解消」は、連合会創設の時期と重なったことによってこうした記述になったと考えるべき
であろう。 
救済活動としての各組織の役割は、多くが 1950年から 1951年にかけて終了している。
そのため、1947年の救恤委員会設立以前、1946年の集まりから数えても救済活動の期間は
決して長くなかった。しかし、救済活動を担う組織としての活動が終了した後、「沖縄救済
会」は上述の新聞でその関係性が指摘されたように、在亜沖縄県人連合会の実質的な母体の
ひとつとなった。そして、救済活動を通して行動を共にしてきた「沖縄音楽舞踊協会」と、
戦前・戦後移民や一世・二世をつないだ「南郷体育倶楽部」は、別の形で再結成の道を歩む
ことになる。 
 
第二項 沖縄の帰属をめぐる関心 
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1951 年に結成される「在亜沖縄県人連合会」は、救済活動の中から生まれてきた諸組織
を基盤としていた。しかし、「県人が初めて足並みをそろえて行動する」ことの先には、連
合会を創設するということそのものの先にある、故郷から遠く離れた沖縄移民による自ら
の帰属に対する意識とともにあった。 
戦後に『らぷらた報知』が創刊された経緯はすでに述べたが、その趣旨を体現するように
紙面では沖縄に関する記事が度々掲載された。沖縄で発行されている新聞、『沖縄タイムス』、
『うるま新報』、『沖縄新民報』の記事、社説からの転載や、「那覇発」とある情報、アメリ
カの通信社である UP（United Press）からの情報も数多く掲載されている。「沖縄ニュー
ス片々」44、「米軍政下の沖縄近況」45といった沖縄の現状を報じる記事のほか、日本語新聞
独自のものとして、戦後の沖縄に入った小田切商事会社の社長へのインタビューが行われ、
『らぷらた報知』、『亜国日報』ともにその内容を掲載した。社長の小田切五郎は 1949年 10
月にバイヤーとして沖縄に入り、沖縄の復興具合について語っている。教育については、米
国にも日本にも留学生が多く送られていることとともに、「何人も真先に日本留学先を希望
するようだ これは民族的に、歴史的に、思想的に共通の日本に若き学徒が沖縄（の）復帰
を希望する何よりの証左と考えられる」46との小田切の考えが掲載された。 
小田切の記事に続いて 1950年 10月 21日には「沖縄復興の槌音」という見出しで、琉球
銀行総裁、沖縄商工会議所会頭池畑嶺里による沖縄の様子が転載され、物価は日本より安定
していることや、職は選ばなければあること、英語熱が盛んであること、そして沖縄の「日
本本土のニュースへの関心が高い」が、国民の政治への関心は「低調」であること、などが
伝えられた47。沖縄に関する記事は、復興状況や時の行政、移民に関するものが多かったが、
同様にしばしば取り上げられたのは沖縄の所属に関する問題である。先の小田切による発
言は、帰属に関する質問が前提となっているのか紙面からはわからないが、沖縄の帰属問題
への関心が念頭にあったと考えられるだろう。戦後の急速な基地拡充が農村社会に危機感
を抱かせたことも人々に「復帰」を志向させていたことから48、戦後に渡航した人々は復帰
をめぐる雰囲気を沖縄で感じて渡航した者もいたに違いない。 
移民たちの故郷沖縄の様子は写真入りでも伝えられた。1950年の 1月 1日号で「復興途
上の沖縄風景」として那覇や中城村の民家の写真、「首里城は戦禍のため跡形もない」の説
明と空き地の写真、第一中学校の残骸の写真、ひめゆりの塔、健児の塔、瑞泉の塔といった
戦死した生徒たちを祀る塔の写真など数枚が掲載されたほか、当時の知事である志喜屋孝
信の挨拶も写真と共に紹介された49。新規の呼び寄せ移民が到着し始めているとはいえ、未
だ各自の故郷の状況が必ずしもわかっているわけでは無い中で、沖縄や日本に関する報道
は移民たちにどのように映っていたのか。1950 年 9 月 27 日の『らぷらた報知』では一面
に沖縄の将来的な統治方法に関するニュースが報じられた。そこでは日本が再び「無制限に
再軍備」する可能性のあること、沖縄が信託下に置かれるというアメリカ政府による講和条
約の構想が報じられている50。 
1951年 6月 23日の記事は独自のものか転載かは明記されていないが、沖縄の帰属が「沖
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縄島の帰属 米国防第一線と」報じられた同記事では、それまでよりも踏み込んだ議論がな
された51。それは、「琉球住民に最大の関心事となっているのは琉球諸島の帰属問題」であ
ることを述べた上で、帰属問題については「沈黙して語られなかった」だけで、「自分らの
政治的運命が決定されるのに、無関心でおれるものは一人としていない」としている。「日
本に帰ることを希望するか」、「米国の信託政治を希望するか」、こうした問題について「民
族の問題」として論議されてきたことがないため、「人民投票を行う外ない」との執筆者の
意見が表明されている。日本帰属を希望する者については、「郷愁と云ったような感傷から
出ただけのものでないことは明らか」で、「琉球人が日本人とは異民族であると思っている
者は琉球人の中には恐らく一人も居ない」とした上で、琉球人が日本人と同一の民族である
という「いわゆる血のつながり」と、「政治的自己心を持ちたいという民族の政治意識」は、
「前途にいかなる苦難が待っていても乗り越えていこうとする精神を躍起せしめる」と書
いている。執筆者の立場が明確にされてはいないが、日本への復帰を希望していることが前
提となっていることが見て取れるだろう。沖縄に対する経済的支援の問題としては、「信託
統治を希望する人」は、「琉球」が日本に帰属した場合、「日本には琉球の復興を助ける力が
ない」という考えをもっているとした上で、「日本の朝野が琉球の返還を要望している事実
から推して」、「琉球の復興は日本政府および日本国民の責任となってくる」と説明した。 
このことについては、更に以下のように補足してもいる。「殊に、1945年の沖縄戦が日本
のための一大犠牲であった事実に対する国民的良心を喚起せずにはおかないと思う」。その
ため、「現実の経済的援助の問題だけで米国の統治を希望し或いは日本帰属を希望するとい
う態度であってはならないと思う」と述べ、「民族の政治的自主性という深い慮によって冷
静に考えなければわれわれ自ら勿論 子孫のためにも賢明とは言えない」、「われわれは経
済的自立を要請されている」、「何時までも外国の援助を仰ぐことばかり考えると、知らず知
らずのうちに乞食民族に堕してしまう」と呼びかけた。そして、経済的自立の重要性を説い
た上で、「それは必然的に政治的独立への願望ともなってくる」と結んでいる。講和条約の
締結に向けた報道が増える中で、人々の意識・関心が沖縄の帰属へと向かっていることがわ
かる。 
同月の『亜国日報』にも帰属問題について、沖縄における運動状況、琉球臨時政府主席の
比嘉秀平の見解が掲載された52。翌月の 1951年 7月 4日「沖縄の独立は夢 自立経済は不
能 島民は日本を希望」という見出しで、沖縄の人々が日本への復帰を希望していることが
伝えられた53。東京発沖縄からの UP電においても対日講和条約に関して報じられるように
なり、「沖縄の処理に関する何らかの規定が設けられることは確か」と報じられた。解決が
困難な問題点が挙げられ、その中の一つには「米国は必要な限り沖縄に防衛基地を確保する
というはっきりとした意図を持っている」ことが明確に書かれている。記事では沖縄の人々
が日本への復帰を希望していると伝えられたが、先に挙げた比嘉秀平による見解として、
「沖縄の独立は夢に過ぎない」と考えていること、「島民は政治活動に関心を持っていない 
また沖縄は日本に帰属すべきだとも考えていない 即ち日本はまだ弱体で沖縄の面倒を見
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るまでには至ってない」との言葉も掲載されている。1951 年 8 月 22 日にも那覇発の記事
として沖縄の経済、人口、生活、などに関する外国記者団との問答などが掲載されたが54帰
属については明確な議論は無かった。 
新聞には沖縄の帰属をめぐる記事が度々掲載され、在亜沖縄移民の関心は決して低くは
なかったはずであるが、肝心の沖縄内での議論は見えにくい状況であった。「日本復帰」を
希望する感情や運動の下地は沖縄においても十分にありながらも、復興只中の沖縄では生
活の再建に重点が置かれるのは当然のことであり、沖縄の中で本格的に復帰運動が盛り上
がるのはもう少し後のことであった。すなわち、1952 年にサンフランシスコ講和条約を経
て無期限にアメリカの施政権下に置かれることが決定し、アメリカは無制限に沖縄の土地
を使用できることになり基地を建設した。更に奄美諸島が早々に日本へと復帰したのに対
して沖縄の復帰は全く先の見えないものであった。こうした中から生まれたのが沖縄での
復帰運動である。そのため、基本的な生活に困ることなく敗戦の日本を地球の裏側から見て
いた移民先のアルゼンチンにおいて、故郷の帰属への関心が沖縄自身よりも先にあらわれ
たのは、一方では自然なことであったと考えられるのではないか。「沖縄県人連合会」は、
このような中から誕生したのである。 
 
  第三項 「在亜沖縄県人連合会」の誕生 
「沖縄の悲惨な状況に向かって立ち上がることが、戦後初めて県人が足並みを揃えて行
動する契機」55となったというように、1951年に結成される「在亜沖縄県人連合会」（以下、
「連合会」とする）は救済活動の中から生まれてきた諸組織を基盤としていた。連合会が「沖
縄救済会、沖縄音楽舞踊協会、南郷体育倶楽部―3つの沖縄系の組織が統合され」結成され
た、というのは連合会の設立について繰り返されてきた説明である56。たしかに連合会は個
人個の加入による総合組織である前に、戦後初期の沖縄移民社会において救済活動をめぐ
って誕生した上記 3 団体が母体であり、移民間の親睦を取り持つ組織として中心的な役割
を果たしてきた。戦前から結成されていた村人会、字人会の結束は、移民個人の生活と直結
していたが、「沖縄人」「沖縄県人」として団結する必要性は、救済活動を通して初めて発生
した状況であった57。そのため救済活動に活躍した沖縄救済会及び沖縄音楽舞踊協会の 2団
体と南郷体育倶楽部が合同することこそが、「県人社会」をまとめる上で現実的でもあった。
しかし、当時の新聞を見ていくと必ずしもそのような形で統合されたわけではないことが
わかる。戦前からの職業、出身地域、その他の目的を一つにする様々な団体を経ながら、
1950 年 8 月 23 日に「既成団体を統合 沖縄人、中枢機関結成へ」の見出しで、初めて連
合会設立への動向が起こったことが伝えられた58。少し長いが、全文を引用する。 
 
沖縄救済会主催の県人有志懇親会は既報の如く去る 20日正午より花城清栄氏宅で
クリオージョアサードをなしつつ開催されたが、席上在亜県人間に存在する既成
団体、即ち救済会、音楽舞踊協会、南郷体育倶楽部を総合して在亜沖縄県人を一丸
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とする総合機関を設立するよう意見の一致をみるに至った 先ず新里幹事の司会
で花城会長より救済会の業務の経過を述べ「終戦五年郷里沖縄も愈々復興の軌道
に乗りつつあるとは云え、あまりにも戦火が大きかっただけに今後といえども復
興再建に協力を必要とするのであるが、救援物資の発送については既にご承知の
通り去年 9 月下旬、当政府は国内の各救援団体に対して機能停止を命令、従って
わが日本戦争罹災者救恤委員会もその機能停止のやむなきに至り、当時保有して
いた八万余ペソの物資購入資金の■■（判読不可）次第解散することになっており、
救恤委員会内のセクシオン沖縄も当然解消されるのであるが、救済会はなお外の
使命を有しているので、これに代わるべき新しい機関の設立が必要ではないだろ
うか」と在亜沖縄県人の中枢機関結成に対する意見を要求する所意表明の意見が
述べられ、結局融和提携して在留民社会の諸活動にも有効適切な沖縄県人の中枢
機関設立に意見の一致をみた（既成団体はその一部門とする）然して早速前記三団
体の正副会長及び幹事が新団体結成の産婆役に推挙された その他にも種々意見
交換があっていと和やかに午後五時過ぎ閉会したが、当日の出席者は三団体の幹
事役員及び有志二十名であった 
 
 記事からわかることは、沖縄移民関係の「既成団体」である、沖縄救済会、沖縄音楽舞踊
協会、南郷体育倶楽部の幹事役員及び有志が参加する中で、同 3団体を総合して「在亜沖縄
県人」をまとめる組織を作るという大枠が確認されたことである。各団体の正副会長及び幹
事が結成の準備の役割を担うことになったが、その後のプロセスについては未だ明確にさ
れていない。沖縄を柱とする団体を人々が模索する中で、この時期には沖縄に関する情報が、
戦後の沖縄に上陸した人々から直接入るようになっていた。具体的には、移民当事者のほか、
貿易会社や商船会社など、沖縄への出入りを再開した人々からの情報をニュースとは別に
掲載するようになった。たとえば、北米を拠点に日本・アルゼンチン間の貿易や、小包の発
送などを行っていた小田切商事会社社長が戦後になってから沖縄を訪問した際の話を聞く
インタビュー記事や、戦後来亜者による座談会など、沖縄の状況を直接見てきた者からの情
報を掲載することが増えた。戦後の早い時期に帰国することのできた二世子弟と新規の呼
び寄せ移民を合わせても数はまだ少なかったため、故郷の様子は貴重であり新鮮でもあっ
た。移民子弟がアルゼンチンへと戻り、新規の呼び寄せ移民が到着するこの時期は、戦前・
戦中・戦後の結節点となるような時期であり、戦前からの沖縄移民社会においては故郷沖縄
への関心が最大限膨らんでいたことが考えられる。 
そうした中、先の連合会設立に向けた懇親会の翌月にも大阪丸船長安藤純一氏が「在亜沖
縄県人有志」を船に呼んで、「最近の沖縄事情を話す会合」を開いた。出席者は新里平清、
花城清栄、知念繁雄、金武蒲戸、玉城益俊、新里孝太郎、大城正雄、神谷仁栄、仲間嘉、仲
村渠恒栄、比嘉仁■（判読不可）、新垣喜盛、大城永蒲、平良賢夫、その他、傍聴者として
西本日会長、池田幹事、宇野、廣田、そして、安藤船長と局長の石原が参加した。「傍観者」
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には沖縄出身者ではない人々も参加しているが、座談の中心は沖縄の帰属問題であった59。 
大阪丸は戦後二度沖縄に航行しており、殊に局長は戦前 6 年沖縄にいたので自分たちの
見聞した戦後の、「皆さんの郷土の事情をいくらかでも話したいため」有志の方に船を見物
がてら来てもらいたいとリクエストをして開催された。大阪丸と三井物産が、沖縄に最初に
定期航路を開始し、安藤は公式に民政府を訪問、当時開会中の民政議会も少し参観したこと
があると話した。復興状況については「一昨年行った時とこの前とでは建物も幕舎から本建
築に、衣服でも随分変わっており相当復興の跡がみられました。物資も内地から雑貨類がど
しどし輸入されているので豊富のようであります（後略）」と話したあと質問を受けたとあ
る。そのやりとりについて紙面では、「政治、産業、教育、貿易、その他灌漑設備や那覇、
首里の情景などは既に邦字紙上で発表した通りと大同小異のようであった」とした上で、特
に在亜沖縄県人の一大関心事である帰属問題について安藤船長は次のように語った」と帰
属問題が取り上げられた。「在亜沖縄県人の一大関心事」である帰属問題について安藤船長
の見解は以下のようなものであった60。 
 
沖縄及び沖縄人に対する内地人の感情は、新聞雑誌に発表された悲惨な沖縄戦の
真相が判明するにつれ非常なる同情が寄せられているようだ。沖縄の帰属問題は
今でこそ行政区割が卅十度線で切り離されているが、対日講和が締結されるまで
は台湾も沖縄も日本の領土に変りはない。私の見方では、北米が沖縄を重要視して
いるのは単に軍事基地としてであるから対日講和では一応日本へ返還、しかるの
ち基地として租借するのではないかと考える。沖縄の日本復帰は政府当局のみな
らず、一般国民が望むところであると信ずる 
 
日本復帰については「政府当局のみならず、一般国民が望むところ」という考えが述べら
れたことに対して、参加者の知念は「吾等在亜県人は沖縄帰属問題については日本復帰を熱
望しており、如何なる最悪に直面してもあくまで日本人として行動し、日本人会中心主義の
心構えを堅持している」と応えた。すでに沖縄県人連合会設立に向けた懇親会は前月に開催
され、「日本の国策の線に沿うような」形で、「在亜邦人間で米作入植促進協会」の設立も決
まっていた。沖縄の帰属問題についての意見は、「日本への復帰」と結びついていた。 
1951 年 1 月 18 日には「沖縄出身者の総合団体を創立するための世話人の集まりが度々
行われてきたが、去る 14日の会合で創立実行委員が決まり趣意書、会則その他創立総会の
準備等にあたることになり総合団体創立も目星つく」61と報じられ、創立が現実のものに近
づいてきたことが報じられた。加えて、3 月 28 日には「沖縄と血縁的につながりをもつ元
代議士」中村嘉■（判読不可）を招き、「戦後の沖縄事情を聞く歓迎 懇談の会合」が開催
された62。沖縄の帰属問題、移民問題、在亜沖縄人の総合団体創立問題、帰属問題が主なテ
ーマとなり、特に沖縄の帰属については「我々沖縄人の最も最も（ママ）切実なる問題であ
る」との意見が出された。この会合が「思いがけない収穫」。となり、最初の懇親会よりも
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より具体的な形で創立委員会が立ち上げられることになったとある。1月の創立実行委員会
の結成がさらに強化されたものになったと考えられるであろう。 
沖縄出身者どうしでの懇親会や懇談会を重ね、外部による沖縄の状況も聞きながら、1951
年 5月 25日に沖縄県人連合会は発足した。それを報じた 5月 30日の新聞には、「愈々機熟
し」5月 25日の「アルゼンチン独立宣言日」に創立総会が開催され、約 100名の出席のも
と会則が可決され、「在亜沖縄県人連合会」が誕生したとある63。議長からの挨拶でまず挙
げられたのは、沖縄の置かれた状況に関する内容であった。 
 
現下の国際情勢よりして沖縄は信託統治下に置かれる可能性がある。切断られる
（ママ）ときわれわれはどうなるか、そのとき四万五千の在亜同県人は迷わず一定
の方向に進まねばならぬ。遅まき乍ら今日ここに総合団体が誕生したことは誠に
同慶にたえない。出席者は腹蔵なく意見を述べ朗らかに議論されるよう希望する 
 
「現下の国際情勢」に鑑み、沖縄が日本から「切断」されたときにどうなるのかという不
安と、その場合に「迷わず一定の方向に」進まなければならないと覚悟が込められている。
そのために、連合会の誕生は喜ばしいとの挨拶であった。挨拶の後は会則の審議が行われた。
「会にとって最も肝心である名称と目的の個所で相当論議を見た」が、最終的には多数決に
よって「名称を原案通り『在亜沖縄県人連合会』と決定」したとある。信託統治下に置かれ
る心配をしながら、祖国から「切断」されるとき「迷わず一定の方向」に進む必要があり、
その点においても会の創立は重要であるとの趣旨である。 
会の名称については、移民史では以下のように説明している。「この組織が『沖縄県人会』
という名にならなかったのには、当時の政治的な理由がある。沖縄県はアメリカの占領下に
あり、日本の県としての行政下にはなかった。それゆえ、沖縄県人会ではなく、沖縄連合会
という名になった」64。しかし、設立を報じる上記の新聞はもとより、他の記事にもたびた
び登場する名称は「在亜沖縄県人連合会」あるいは「沖縄県人連合会」である。たしかに移
民史の記述通り当時は日本の行政下にある「沖縄県」ではなく、加えて連合会のスペイン語
での名称が Centro Okinawense en la Argentina65（「アルゼンチン沖縄センター」の意）で
あったことから、あえて日本語での名称には「県」を用いることで、より設立の趣旨、沖縄
出身者たちの意図をあらわしていたと考えることができるのではないか。 
同日の紙面には、戦後来亜者である花城清和による組織形成の重要性に関する寄稿が掲
載された。それによると、今日の沖縄出身者は他府県出身者に比較して「特殊的なある目的」
を持ち、「１、沖縄の帰属問題」「２、沖縄の復興助成」「３、沖縄の特殊文化の保持」66を挙
げた。花城のいう帰属問題の目的は、日本復帰を目指すものであり、そのためには「組織形
成」が重要であると説いている。また、ここでは「特殊文化」の保持についても言及されて
いることが興味深い。戦後の沖縄では日本本土との差別化を図るために沖縄文化が積極的
に奨励されたことは前章で述べたが、戦後の沖縄からアルゼンチンへと渡った花城が、そう
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した戦後の米軍による政策の影響を受けてきた可能性もあるだろう。花城が指摘した、アル
ゼンチンにおいては沖縄文化の保持と深くかかわる沖縄音楽舞踊協会と、「復興助成」にか
かわる沖縄救済会が合同して連合会の設立へと向かうことは、沖縄移民による組織の形成
において極めて重要なものであった。 
 しかし、こうした設立への流れとその重要性に対する見解は、必ずしも意見の一致をみて
いたわけではなかったことは知られていない。先に引用した、総合組織設立のための懇親会
の参加団体は沖縄救済会、沖縄音楽舞踊協会、南郷体育倶楽部であり、各団体の幹事役員及
び有志が集まったことが記録されていたが、それがそのまま沖縄県人連合会へと移行した
わけではなかったことは、次の記事から明らかである。1951 年 7 月 4 日の記事に、「連合
会への合同 南郷倶見合す」67という見出しの小さな記事が掲載された。それによると、「『在
亜県人の総合団体である県人連合会が既に誕生した今日 体育倶楽部もこれに潔く合同す
べく発展的解消をしては』との提案があったが、時期早々論（ママ）や体育倶楽部が一度栄
冠を獲得したあかつきに合同すべしとの愛会者たちによってこの案は否決」されたとある。
初めから 3 団体が合同して作られたと言われてきた連合会は、この戦後の時期においても
ひとつのまとまりとして成ったわけではなかったことがわかるだろう。これまで述べてき
たように、各団体における中心人物たちの存在や、アルゼンチンに到着した時期、仕事や出
身市町村字といった連合会に先んじるつながりは、連合会設立の局面においても移民たち
に影響を与える存在であった。 
上記の記事からわかるように、既に形としての連合会は創設されていたが、実態は未だ不
十分なものであった。表立った活動も行われていなかったが、同年 11月になるとその状態
への危惧の声があがり、新たな動きがあったことが報じられる。それは、既存の団体の統合
についてあらためて話し合いが持たれるという以下の記事であった68。 
 
沖縄出身者の間ですでに沖縄連合会が創立されているのであるが、このたび同会 
を名実共に有力なものとしその機構と運営を強化するため既存の各クラブ或いは
地方的団体等代表約五十名が本日午後コロンブレス三五九番に集合し重要協議会
を催すことになった この会合で大体の機構がまとまるものとみられている 
 
上記の記事の 4日後には新聞の端に小さく「臨時総会招集状」が掲載された69。これは 3
日後に行われる南郷体育倶楽部の臨時総会の案内であった。決定から開催まで日が無かっ
たとみられ「期日切迫のため本広告を以て通知状に代えますがご了承ください」とある。代
表者の名前は部長の知念繁雄と幹事の比嘉仁■（判読不可）であった。また、臨時総会の内
容は「連合会へ統合の件」とも記された。この総会での結論は報じられていないが、同月 14
日に「愈これからが本舞台 名実共の沖縄県人連合会なる その手初めに角力大会を」70と
いう、角力大会を牽引してきた南郷体育倶楽部が合同したことをうかがわせる見出しが掲
載された。その内容は、それまでの連合会設立からの経緯を振り返りながら、新たな体制を
139 
 
明らかにしたものであった。 
 
今次大戦で日本の政治外に置かれ今また桑港における講和条約締結会議でいよい
よ米国の信託統治と決定された「運命の島」…沖縄出身の在亜同胞は既にこのこと
あるを予期して在亜沖縄人打って一丸となりその名も在亜沖縄県人連合会として
雄々しく去る 5月 25日の亜国独立記念日を期し結成創立されたのであるが、伸び
んとする前の準備時代であったためか約半年の間の揺籃時代であったためか こ
れと云って活発な活動がみられず 一部では悲観していた向きもあったようだが
去る十日行われた南郷体育倶楽部の臨時総会を契機として、玉城会長の属する音
楽舞踊協会と知念書記長の率いる南郷体育倶楽部が積極的な動きを見せ いよい
よ連合会に統合することにその名にふさわしい機構を整え既に役員会で可決され、
代議員会の教会をも得た会館並に運動場建設の件は全在亜沖縄人の支援協力のも
とに実現遂行されることであろう 
 
 同記事にはまた、「在亜沖縄人社会に介在した団体がすべて連合会の傘下に納まり協力一
致初期の目的貫遂」したこと、そのことに対して「総てが喜んで参加するその祝賀の意味を
も含めて」、在亜日本人会の運動場である協和園で連合会が初めての催しである春季角力大
会が開催されることになったことも伝えられた。角力大会は南郷体育倶楽部の年中行事の
一つであったものが受けつがれたため、「方法もほぼ同一の形式で行われる」ともある。そ
して記事は、「名実共になる連合会が最初に放つ最大行事として今までに見られない大人気
を呼ぶことは勿論であろうが、それにも増して連合会への期待は大きい」と結んだ。同日の
新聞には「第一回春季角力大会御案内」71という案内広告もさっそく出されるとともに、あ
らためて沖縄県人連合会の発足が明記された。 
 
切に待ち望んでいるわれわれの総合団体もその名を在亜沖縄県人連合会と命名さ
れ 去る五月二五日 日本人会館に於いて全在留県人歓呼裡に創立されました。
（中略）予てより在亜県人社会に叫ばれてきた総合会館並びに総合グランド建設
の件はその必然性に加うるに在住県人数千の燃え上がる熱に応えて立ち上がった
役員会に於いて全会一致を以て可決されました（中略）本会は直ちにその建設遂行
に遺憾ならしむるために音楽舞踊協会及び南郷体育倶楽部の両会に対し合同協力
するべきを■（判読不可）憑するところあったが両会共欣然参加合流することにな
りました ここに於いて愈々文字通り在亜沖縄出身者を網羅する一大総合団体と
して亜国邦人社会にその巨歩を発することとなりました（後略） 
 
第一回の角力大会は大成功に終わり、間もなく連合会の創立祝賀会についても発表がさ
れた。1952年 1月 1日の紙面にその通知がみられる72。 
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在亜沖縄出身者の向上団結を目ざして誕生した本会の将来の発展を祝福し、併せ
て信託統治の羈絆を脱し再び一般同胞と共と（ママ）皇恩に均浴する日の遠かなら
んことを希願（ママ）する創立祝賀会を来る 1月 13日ブルサコ協和園に於いて開
催致します。当日は郷土独自の芸能即ち別項の余興がくりひろげらるれば満緑の
協和園も爲に南海の郷土色に塗り代へられ、懐郷の切情を癒すでありませう。そう
して過ぎし大戦の疲れた心身に朗らかさを取戻し、心の平和を養う絶好の機会と
なります。皆さま緑樹吹く風に都塵を流しおお歓喜漲る創立祝賀会に何はさてお
き是非御来園の程切に願い申上げます。一月一日 沖縄県人連合会 
 
これまでみてきたように沖縄県人連合会は、戦後の沖縄への救済活動が柱となっている
ことから、沖縄救済会、沖縄音楽舞踊協会がその柱となっていた。また、戦後にアルゼンチ
ンに到着した沖縄移民と戦前からいる移民たちとの交流・親睦の場としての南郷体育倶楽
部の存在は、沖縄移民の総合団体を作る上では欠かせないものであった。そして、戦後の故
郷を案じて展開された沖縄県人連合会がこの時期に創設されたことは、親族知人への心配
とともにあった、自らの故郷である沖縄の将来であった。必ずしもアルゼンチンの沖縄移民
社会全体がこの段階で「日本復帰」への希望を謳っていたいたわけではなかったが、1967
年にアルゼンチンにおいても結成される「祖国復帰促進期成会」の前身を、この連合会の設
立過程にみることもできるのではないか。帰属問題との関係は、後の刊行物の回想により強
くあらわれている。 
沖縄県人連合会の 20周年を記念して刊行された『沖連二十周年史』には、初期の会長た
ちによる挨拶と回想が記されている73。初代会長の玉城成高の祝辞では、「二十周年を記念
し会誌を発行するにあたり、どのような事情によって創立されたか記述しておくことは当
会に対する一般の認識を深めるに役立つと同時に、明日へのよりよい連合会を作り上げる
ためにも最も必要と信ずる」との前置きから、太平洋戦争終結後の 1946年 1月に沖縄県が
日本から切り離されアメリカの施政権下におかれるという宣言について触れ、「この宣言は
吾々をして亜国を永住の地とすることを必然たらしめた」と書いた。第二次世界大戦におけ
る日本の敗戦が、移民たちの計画に少なからぬ変更を迫ったことをあらためて読み取るこ
とができる。そうした状況の中で、「厳しい世界情勢に対処順応するため」と、「在留県人将
来発展と強化のために、県人打って一丸となる総合団体の設立が如何に必要」であり、「既
存の各種団体の団体統合を図り、ここに完全なる統一機関としての在亜沖縄連合会を創立
した」74。三代目の会長に就いた仲間嘉は、第二次大戦によって沖縄が「祖国日本」から切
り離されアメリカの統治下におかれることになり「異国に生活する私たち県人は依然とし
て日本国政を有するとはいうものの、肝心の母県が祖国を離れたたために、恰も国籍喪失者
のごとき虚脱感に襲われたものであります」と回想している。「この時、私たち在亜県人一
同の等しく持つこの放心状態から脱するためには相互に激励し合う心の拠り所が必要であ
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り、また、故郷沖縄の行政府との連絡のためにも組織だった機関が必要」であり、当時すで
に組織され活動している三つの県人団体、在亜沖縄救済会、沖縄舞踊協会（沖縄音楽舞踊協
会；筆者注）、南郷体育倶楽部を統合して結成されたのが私たちの在亜沖縄連合会でありま
す」75と、設立の経緯を整理している。先に述べたように必ずしも初めから三団体が統合し
て連合会が設立されたわけではなかったが、後の様々な移民史にこのように書かれている
のは、こうした回想録に三団体の統合によって連合会が設立されたとの回想があらわれる
からであろう。元副会長の回想には、在亜沖縄県人連合会の誕生は「難産」であり、「県人
団体」が多くて困る状況も一方ではあったことも述べられている76。同書の「在亜沖縄連合
会沿革概要」においても、「在亜沖縄連合会はそれまであった『沖縄音楽舞踊協会』『南郷ク
ラブ』『沖縄救済会』の三団体が解消、沖縄連合会の名で新発足したもの」77とある。この三
団体が連合会の実態を作る上で重要であったことは間違いないだろう。 
戦後のアルゼンチンの沖縄移民社会において、戦前・戦後の来亜者が協働してきた三団体
を柱とすることで、沖縄出身者の総合組織として連合会が設立に至った。それはまた、「県
人組織」の設立そのものを目的としただけではなく、戦後はアルゼンチンでの定住志向へと
変わっていったにもかかわらず常に故郷沖縄を意識し、沖縄の将来とともにあろうとする
ものでもあった。 
 
小括 
本章では、戦後の移民社会で創設されたメディアや新たに組織された社会団体に着目し
ながら、移民社会内部における渡航時期や世代間の確執と、これを背景とした意識の相違が
どのようにあらわれ、乗り越えられるに至ったのかをみてきた。その上で、沖縄移民にとっ
ての同郷人組織が戦後初めて 1951年に「在亜沖縄県人連合会」として立ち上げられた経緯
と意味を考えた。 
従来言われてきたように、在亜沖縄県人連合会は戦後に設立された在亜沖縄救済会、沖縄
音楽舞踊協会、南郷体育倶楽部の三団体が基盤となっていたことをあらためて確認したが、
本章では三団体の組織化の特徴を新たに分析しえた。在亜沖縄救済会と沖縄音楽舞踊協会
は、戦前からアルゼンチンに生活していた沖縄移民たちが、救済活動を通して沖縄出身であ
ることを公にし始め、同郷者として沖縄復興のために協働する関係を構築する役割を、結果
として果たすことになった。そして、南郷体育倶楽部は戦後の移民社会に新旧移民が混ざり
合う中で組織され、戦前・戦後の沖縄出身者たちをつなぐ役割を担う団体となった。これら
三団体は在亜沖縄県人連合会を形成する基盤となったが、アルゼンチンの沖縄出身者、「ア
ルゼンチンのウチナーンチュ」としてまとまってゆく過程は、戦前の関係性の再構築であっ
たと同時に、戦後の救済活動をめぐる様々なレベルでの沖縄移民による協力関係の結果で
あった。一方で、地上戦で荒廃し、本土から切り離され米軍占領下に置かれた故郷・沖縄を
どのように考え、在外の沖縄移民社会としてどのように行動するのかという課題をもう一
つの側面として強く持つものであった。本章では、こうした沖縄移民の故郷沖縄をめぐる活
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動や認識の分析を通じて、戦前と戦後の社会団体の組織化をめぐる動きの継続と断絶を確
認しながら、故郷から離れた沖縄移民たちが故郷・沖縄の帰属に対して関心を持ち続けたこ
とが連合会の設立に影響を与えていたことを明らかにした。 
敵性外国人としての立場が解除される 1947年に在亜沖縄移民を読者に想定した『らぷら
た報知』が創刊され、アルゼンチン、日本本土、沖縄に関係する様々な情報が沖縄出身者に
届くようになった。同紙では、その時々の沖縄の復興状況が報じられたが、米軍占領下に置
かれた沖縄の帰属をめぐる問題は、創刊後繰り返し取り上げられるテーマであった。つまり、
同紙からも、移民にとって自らの故郷である沖縄の将来がどのような方向に向かうのかと
いう問題が強く意識されてきたことを明らかにしえた。在亜沖縄県人連合会は、アルゼンチ
ンにおける沖縄移民社会の緩やかな連合体という側面だけでなく、本章でみてきたような
移民たちの沖縄への帰属意識と不可分であることを抜きには考えられず、それこそが戦後
に「沖縄県人」を明示する組織が結成された大きな理由であった。 
在亜沖縄県人連合会の設立時には、「日本復帰」をめぐる沖縄本島での組織化の動きとの
連携や呼応関係はみられない。しかし、戦後沖縄の復興が進む一方で、米軍占領による様々
な問題があらわれてくる中で、沖縄で復帰をめぐる動きが活発化するようになってからは、
沖縄の日本復帰を求める署名活動がアルゼンチンの沖縄移民社会においても行われた。そ
して、在亜沖縄県人連合会の初代会長であった玉城成高は、後に結成されたアルゼンチンに
おける沖縄の日本復帰を推進する代表組織である「祖国復帰期成同盟」の初代会長に就き、
在亜沖縄移民社会においても「復帰運動」が展開された。在亜沖縄県人連合会の復帰運動の
分析は今後の課題となるが、連合会の組織時には沖縄の帰属問題が関心の中心の一つにあ
ったことは本章で明らかにした通りである。 
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が稼げるのではないか、より良い暮らしができるのではないかという希望は、戦後直後の沖縄
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終章 
 
本論は、アルゼンチンで結成された「在亜沖縄県人連合会」が 1951年に結成された意義
を、移民初期からの社会団体の形成過程とともに明らかにするものであった。以下、各章の
要点を確認しながら結論と今後の課題を述べる。 
 第一章「アルゼンチンにおける沖縄移民社会の形成」では、沖縄移民がアルゼンチンへと
入国したのは主にブラジルからの転住者によるものであったこと、彼らが親族・知人を呼び
寄せることによってアルゼンチンの沖縄移民は増加したことを明らかにした。アルゼンチ
ンでは沖縄移民が首都ブエノスアイレスに居住し、他国からの移民労働者と長屋で共同生
活を送り、都市の低廉労働者としてアルゼンチンの下層社会で生活を始めたこと、隣国ブラ
ジルのような集団移民が行われなかったため、都市及びその近郊に集中する「移民社会」を
形成したことを述べた。 
第二章では、「沖縄移民による社会団体の形成」として、移民初期から第二次世界大戦の
敵性外国人としての扱いによって各種団体の活動が制限されるまでを確認した。移民初期
における日本人の組織化が、階級対立や、出身地による沖縄への差別的関係によって長続き
しなかっただけでなく、公使館の意向に沿う形で最初の沖縄県人会が「在亜日本人会」への
「発展的解消」に至ったことを明らかにした。呼び寄せという形態で移民が増加することで、
在亜邦人の就く職業分布は特定の職業に集中するようになり、とりわけティントレリアと
呼ばれる洗濯業、キンテーロ、野菜つくりと言われた蔬菜栽培、そして花卉栽培が、沖縄移
民を含む在亜邦人社会における 3 大職業となっていった。また、戦前移民に出稼ぎ要素が
強かったことをあらわす事例として日本語学校の運営を指摘すると同時に、移民史や先行
研究で言及されることが少なかった女性移民に着目した。日々の生活と労働に追われなが
らも、男性たちには社会・経済団体の組織化や運営が可能であった背景には、女性たちの支
えがあったことを刊行資料に残る証言から明らかにした。 
 第三章では「第二次世界大戦時の在亜邦人社会と沖縄移民」として、第二次世界大戦をめ
ぐる在亜邦人及び在亜邦人社会について論じた。アルゼンチンの現地紙による戦況の詳細
な報道が在亜邦人に日本の劣勢や敗戦という正確な情報をリアルタイムでもたらし続けた
こと、都市部を中心に現地社会と混住する形で在亜邦人が居住していたことがより多様な
情報に基づく現状認識を促したことを論じた。また、アルゼンチン社会において「敵国人」
であったにもかかわらず、アルゼンチンの以前からの中立政策や、政府および軍部に親枢軸
派がいることで、在亜邦人への行政による迫害といったものはみられず、敵性外国人として
の厳しい処遇は南米の他の移民先より少なかった。日本人の駐在員や大使館員は郊外への
移動を余儀なくされたものの、移動先のホテルでは自由に行動することが可能であり、一般
の在亜邦人についても強制収容や外国への送還などがみられたペルーや北米の状況と比較
すると相対的に「穏やか」であったことも述べた。在亜邦人一般の生活では、花卉栽培者を
中心に「隣組」が結成され、戦時中も相互の連絡が取れるようになっていたことが、結果と
して戦前・戦中のつながりを戦後も保持するという点において大きな意味を持っていた。ア
ルゼンチンでは日本語新聞の発行が 1945年 3月まで可能であったことから、沖縄移民は米
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軍が沖縄の慶良間諸島に上陸したニュースまでは日本語による報道で知り、それ以降も現
地紙によって故郷沖縄で地上戦が展開されたことを知っていた。以上のように、日本の戦況
に関する連合国側の情報が途絶えなかったこと、政府による在亜邦人の強制収容や言動の
厳しい管理が無かったことは、人々が集まって戦争の勝敗を議論することを可能にし、日本
敗戦の認識の早い共有へとつながった。こうした在亜邦人社会の状況が、第二次世界大戦後
の沖縄移民によるいち早い呼び寄せや救済活動の基盤となったことを分析した。 
 第四章では「在亜邦人社会の戦後」として、戦前に教育等のため日本へ送っていた子弟を
アルゼンチンへ呼び戻すための活動の中心となった「呼寄期成同盟」について論じた。呼寄
期成同盟は在亜邦人社会において戦後最も早く始まった活動の一つであった。こうした活
動が可能になったのは、アルゼンチン政府へのパイプを持つ小河貞蔵が、ペロンが大統領に
なって以降、在亜邦人社会とアルゼンチン社会を仲介する役割を果たしたことが大きかっ
た。また、小河を中心とする同盟の活動は子弟の呼び戻しにとどまらず、在亜邦人の多くに
洗礼を受けさせる機会を設けた。ペロンと妻のエバは、洗礼式においては在亜邦人受洗者た
ちの代理父母にもなった。加えて、新規の呼び寄せ移民の再開に向けた動きは、同盟の活動
と並行するように進められ、戦後最も早い日本からの移民の再開をアルゼンチンにおいて
実現させた。上記の活動は、第二次世界大戦の日本の敗戦によって明確になった在亜邦人の
アルゼンチンへの定着志向を更に促進させた。 
第五章では第二次世界大戦後に在亜邦人によって展開された救済活動について論じた。
戦中戦後の日本人への扱いが相対的に穏やかであったとはいえ、「敵国人」としての登録は
1947 年まで解除されなかったため、救済活動は当初政府の様子をみながら進められた。救
済活動は戦後最初の在亜邦人社会全体が動いた活動であり、その中心的な組織となったの
が日本戦争罹災者救恤委員会であった。在亜邦人社会に沖縄移民が多かったこと、沖縄で地
上戦が行われたことなどに鑑み、委員会のメンバーに名を連ねていた沖縄移民たちは、沖縄
への重点的な支援を希望していた。はじめは委員会内の沖縄救済部として活動をしていた
が、更に沖縄への支援を強化するため在亜沖縄救済会を立ち上げ、故郷への支援をより積極
的に行った。「県人会」がない中で、沖縄救済会は市町村字人会や組合の枠組みを超えた組
織となった。 
 第六章では「米軍占領下沖縄での文化政策とアルゼンチンにおける沖縄文化」として、救
済活動の要となった沖縄の文化・芸能に対する扱いの変化について論じた。言語・風俗・芸
能など沖縄独自の文化は、日本国内の出稼ぎ先だけでなく海外移民先において他府県出身
者からしばしば蔑視されるもの、敬遠されるものであり、沖縄移民に対する差別理由の一つ
となっていた。戦後、米軍占領下の沖縄では、アメリカによる沖縄の日本からの切り離しと
占領統治の安定化のために、「沖縄人は日本人ではない」というレトリックのもと沖縄独自
の文化・芸能がそのシンボルとして奨励された。こうしたアメリカの政策がアルゼンチンの
沖縄移民社会に直接及んだわけではなかったが、帰国した二世子弟や新規の呼び寄せ移民
は沖縄の文化・芸能をめぐる認識や対応の変化を体験してきた人々であった。そのことから、
沖縄出身者が「沖縄」を掲げて活動していく要素として、在亜沖縄移民による文化活動の交
流に影響を与えた可能性を指摘した。沖縄芸能が故郷を救済するための募金集めの要とな
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ることを通じて、アルゼンチンにおける沖縄文化・芸能の隆盛をみる機会となった。この時
期に組織化されたのが沖縄音楽舞踊協会であり、それはまた、一部の人々の間では後の「県
人組織」を想定した団体でもあった。 
 第七章では、「在亜沖縄県人連合会」の設立について、その経緯と意義を論じた。戦後、
新たな移民が到着する中で、「戦前派」と「戦後派」の間には世代や年齢からくる労働や生
活の苦労をめぐって心理的なすれ違いがみられた。こうした対立を回避し、戦前・戦後渡亜
した人々も含めた親睦の場として設立されたのが南郷体育倶楽部であり、同倶楽部の設立
には、後の沖縄移民を総合する組織の結成が念頭に置かれていた。戦後に設立された沖縄救
済会、沖縄音楽舞踊協会、南郷体育倶楽部は、いずれの団体も「沖縄」を掲げて形成された
という特徴がある。救済活動がひと段落すると、サンフランシスコ講和条約に向けた動きが
報じられる中で、人々の意識は帰属問題に対する関心へと向けられていった。戦前移民によ
る戦後直後の救済活動、人々をつなげる文化・芸能、そして、戦後移民による新たな親睦の
場の必要性、これらが相互に関連しあいながら、「在亜沖縄県人連合会」が設立された。そ
れは、故郷・沖縄の帰属問題と大きく関係したものであったことを明らかにした。 
 本論で述べてきた「在亜沖縄県人連合会」が設立されたのは 1951年であったが、移民初
期から継続していたのはより小さな単位の同郷人組織である各市町村字人会であった。た
だし、沖縄県人会が「在亜日本人会」に合流して以後、第二次世界大戦を経て戦後に至って
も、これらの会が主体となって「沖縄」を掲げた団体の結成へと動かなかったのは、「沖縄」
という括りよりも小さい単位である同郷人組織のほうがはるかに親族や知り合いが多く、
情報共有や相互扶助関係を「県人」としてのレベルよりも構築しやすかったためであろうこ
とは想像に難くない。「沖縄県人会」としての独立した組織がなくとも、移民たちはより身
近な単位での組織を形成し、アルゼンチンの「小さな日本人移民社会」1において生活の根
を下ろしていった。 
そうした中で第二次世界大戦後に「在亜沖縄県人連合会」が誕生するのは、戦前からの呼
び寄せを通してして親戚・知人を中心に広がった移民社会がひとつの団体に結実するとい
う説明だけでは十分ではないし、移民史や先行研究が指摘してきた救済活動による影響だ
けでも説明しきれない。第五章及び第六章で述べたように、救済活動はたしかに戦後の在亜
邦人社会全体にとって極めて重要な出来事であり、それがなければこのタイミングで「連合
会」が設立されなかった可能性もある。しかし、戦前、呼び寄せの影響もあって同郷人、と
りわけ出身市町村字での交流が強かった沖縄移民がなぜ「沖縄」としての組織を形成したの
か。それは、戦後、新聞の発行が再開してから繰り返し報じられ、沖縄移民の間では懸案事
項であり続けた沖縄の帰属問題による影響を抜きには考えられないことは、本論で述べた
通りである。また、組織が「沖縄県人会」でも「沖縄人会」でもなく、「在亜沖縄県人連合
会」となったのは、先に述べたように、三団体の連合から成ることを前提としたためであっ
たが、同時に、戦前から県人会に代わる身近な組織であった市町村字人会といった既存の組
織を解体するのではなく、むしろ市町村字人会をも基盤とすることで組織しえたのではな
いか。後々ゆるやかにまとめあげてゆくことが想定されていたと考えて良いだろう。「在亜
沖縄県人連合会」の設立は、救済活動の一つの到達点と見ることができると同時に、移民に
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とって「母県」沖縄の帰属問題が、沖縄に対する意識・心情を世代や新旧移民の相違を超え
て共有させた結果でもあった。第二次世界大戦によって移民の往来は一時的に中断したが、
戦前・戦後の移民社会の関係性は、沖縄移民社会の形成と連合会の設立過程を通してこそ理
解されるものである。 
 
 本論では、未だ研究の少ないアルゼンチンにおける沖縄移民の事例を取り上げた。十分論
じきれなかったこととして挙げられるのは、沖縄移民の多い他の移民先における祖国支援
の活動と「県人会」組織設立の関係性である。「在亜沖縄県人連合会」同様の団体設立の動
きは、戦後のハワイをはじめとする他国でも見られた。こうしたことから、他国における移
民社会の特徴を見ながら団体設立について分析することで、沖縄移民どうしを広い地域で
捉えることが可能になると考える。 
たとえば、アルゼンチン同様、救済活動が後の「県人会」の結成へとつながったハワイに
ついて論じた島田法子は、故郷沖縄の救済の必要という現実に直面した「オキナワン」たち
が結束・連帯し、「文化的リバイバル」を生み出したとしている2。この沖縄文化リバイバル
は、戦後にハワイの日系人コミュニティ全般にみられた日本文化リバイバルに対応し、更に
沖縄救済運動と連動しており、募金活動のために大規模な演芸会や音楽会が開催されたり
した。戦前にオキナワンに対する差別の強かったハワイにおいては、戦争は「差別からの解
放」3をもたらしたという側面があり、沖縄の文化・芸能に関する催しが諸組織の復活を促
していったという。そして先に復活していた村人会や町人会の連合体として「ハワイ沖縄人
連合会」が設立された4。ハワイのこうした一連の動きがアルゼンチンと直接的に連動して
いたとは考えにくいが、それでも同時期に連合会が設立されたのは、移民たちの故郷沖縄と
のつながり方に共通点を見出すことができるのではないだろうか。ハワイでは、1951 年に
The United Okinawan Association of Hawaiiが、戦後沖縄の救援活動に関係したグループ
をまとめるような形で設立された5。この「ハワイ沖縄人連合会」は、沖縄系社会全体の組
織で、今日のHUOA（「ハワイ沖縄連合会」）の前身である6。 
他国の沖縄移民による組織形成に目を向けると、ブラジルでは 1947年 7月に発足した救
済活動のための組織である「在伯沖縄救援連盟」が誕生している。同組織は「沖縄救援委員
会」、「沖縄文化救済協会」と名称を変え、同時期に誕生した「全伯沖縄県人会」と 1953年
に合同して「全伯沖縄海外協会」を新たに設立した。これが戦後のブラジルにおける沖縄県
人会の始まりである7。ペルーでは 1947 年 10 月沖縄救援連盟会設立準備が始まり、1947
年 6月に「沖縄救援連盟会」が設立された。1950年 5月には「沖縄救援連盟」を「沖縄人
連盟」に改称している8。 
上記のように、沖縄移民の居住する各国において 1940年代後半から 1950年代前半にか
けて類似した組織が立ち上げられていることが指摘できるが、その関連性／非関連性につ
いての分析は未だされていない。1954 年に設立された「北米沖縄クラブ」も「在米沖縄戦
再救援連盟」を前身としており、こうした現象について、「救援運動はまさに国境を越えた
トランスナショナルな運動として展開した」とする評価もある9。しかし、運動の実態その
ものは明らかにされていない。移民たちがそれぞれの居住国で故郷沖縄をどのように見て、
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どのようにつながろうとしてきたのかは、彼らの生活と社会形成を丁寧に見ることを通し
てこそ明らかになるはずだ。 
本論がアルゼンチンの沖縄移民社会について渡航初期から第二次世界大戦後 1951 年ま
での歴史と実態を分析したことで、上記の課題を考察することが可能になった。従って、な
ぜ戦後の同時期に南米諸国の沖縄移民社会においても「県人組織」が形成されたのかを今後
は明らかにしていきたい。それは、従来の沖縄移民研究が沖縄移民のアイデンティティーを
所与のものとみなしたり、文化・芸能などの独自性から沖縄移民の特性を説明しがちであっ
たことに対し、南米各地の沖縄移民の相互の関わり合いの歴史をふまえつつ、第二次世界大
戦と戦後が沖縄移民社会の形成や移民の帰属意識に与えた影響を探ることである。そうす
ることで、故郷から離れた沖縄移民たちが社会を形成し、集団を作る際に自らの帰属や意識
をどのように捉えていたのかを、彼ら自身の歴史や生きてきた社会から理解する手掛かり
が得られるのではないだろうか。 
 
1 Daniel M.Masterton with Sayaka Funada-Classen. The Japanese in Latin America. 
University of Illinois Press、2004、p.86. 
2 島田法子『戦争と移民の社会史―ハワイ日系アメリカ人の太平洋戦争―』現代史料出版、
2004年、p.247。 
3 同上書、p.231。 
4 ただし、全ての下部組織が連合体の傘下に入ったわけではなかった。それは、ハワイにおけ
る他の日本人から劣等であるとみなされてきた「オキナワン」が、他府県出身者と分離してい
るグループとして受けてきた偏見や扱いを無くそうとしてきたそれまでの努力をひっくり返す
ことになるため、という理由からであった。島田前掲書、pp.249-250。 
5 Ethnic Studies Program, University of Hawaii at Manoa. Uchinanchu, a history of 
Okinawans in Hawaii. University of Hawaii. 1981, p.288. 
6 沖縄県文化振興会史料編集室編『沖縄県史 各論編 第五巻 近代』沖縄県教育委員会、2011
年、P.392。 
7 日本語編集委員会編『ブラジル沖縄県人移民史 笠戸丸から 90年』移民史刊行委員会、
2000年、p.231。1955年に「在伯沖縄協会」と改称。 
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資料 ： 聞き取り対象者一覧 
 
  年齢 出身 現住 渡航年・移動 
A（女性） 20代 亜国 亜国  
B（女性） 30代 亜国 亜国  
D（男性） 40代 亜国 亜国  
E（女性） 20代 亜国 亜国  
F（女性） 20-30代 亜国 亜国  
J（男性） 20代 亜国 亜国  
K（男性） 20代 亜国 亜国  
L（男性） 20代 亜国 亜国  
M（男性） 30代 亜国 亜国  
N（男性） 20-30代 亜国 亜国  
O（男性） 20-30代 亜国 亜国  
S（女性） 70代 沖縄 亜国 不明 
U（男性） 70代 沖縄 亜国 1952年渡亜 
V（男性） 80代 沖縄 亜国 1951年渡亜 
X（女性） 90代 沖縄 亜国 1935年渡亜 
Y（男性） 90代 沖縄 亜国 1930年渡亜 
HR（男性） 30-40代 亜国 亜国  
UM（男性） 30代 亜国 亜国  
CE（女性） 50代 亜国 亜国  
SZ（男性） 100代 沖縄 亜国 1952年渡亜 
SK（男性） 80代 沖縄 亜国 1951年渡亜 
TSa（男性） 70代 沖縄 亜国 渡亜年不明 
MF（女性） 80-90代 沖縄 亜国 1954年渡亜 
MY（女性） 50代 亜国 亜国  
ME（男性） 50代 亜国 亜国  
OC（女性） 20-30代 亜国 日本  
OM（女性） 10-20代 亜国 亜国  
OTo（男性） 50-60代 沖縄 亜国  
OTs（女性） 50-60代 沖縄 亜国 1962年渡亜 
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EC（男性） 90代 沖縄 亜国 1952年渡亜 
UK（男性） 90代（当時） 沖縄 亜国 1930年渡亜 
UE（女性） 60-70代 亜国 亜国  
AE（女性） 80代 亜国 亜国  
SM（男性） 80代 沖縄 亜国 1950年渡亜 
AM（男性） 70-80代 亜国 亜国  
YH（男性） 60代 沖縄 亜国 1969年渡亜 
IC（男性） 60代 沖縄 亜国 ボリビアから亜国 
TS（男性） 60代 沖縄 亜国 ボリビアから亜国 
Na（男性） 60代 沖縄 亜国 ボリビアから亜国 
YE（男性） 70代 沖縄 亜国 ボリビアから亜国 
TSe（男性） 70代 沖縄 亜国 ボリビアから亜国 
Is（男性） 80代 三重 亜国 1962年渡亜 
EY（女性） 80代 和歌山 亜国 1950年渡亜 
SS（男性） 90代 広島 亜国 1957年渡亜 
NT（男性） 80代 沖縄 日本 ボリビア 
CH（男性） 80代 沖縄 ボリビア ボリビア 
AK（男性） 70代 沖縄 亜国 1964年渡亜 
GF（女性） 70代 沖縄 亜国 1960年代渡亜 
GR（男性） 80年代 沖縄 亜国 1960年代渡亜 
AT（男性） 60-70代 沖縄 亜国 ボリビアから亜国 
YS（男性） 60-70代 沖縄 亜国 ボリビアから亜国 
SC（男性） 70代（当時） 沖縄 亜国 1951年渡亜 
 
 
 
 
 
 
 
 


